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１　趣　旨

○事務事業評価について 　　本市が実施する事務事業について、その成果を継続的に点検することにより、効果的かつ効率的な

○取組評価シートの見方 　行財政運営を推進し、もって市政に関する透明性の確保及び市民サービスの向上を図る。

２　目　的

１　取組評価シート（第４次総合計画実施計画登載取組） 　（１）市民満足度の高い成果志向の行財政運営を実現すること。

　（２）経営資源の効果的な活用及び適正な配分をすること。

　（１）健康・福祉分野 ４ 　（３）市政に関する透明性を確保すること。

　（２）子ども・教育分野 11 　（４）職員の意識を改革し、政策形成能力を向上させること。

　（３）防災・消防分野 20

　（４）生活・環境分野 26 ３　対　象

　（５）文化・スポーツ分野 31 　　本市が実施する全ての取組のうち、主要な取組（第４次総合計画実施計画登載取組及びその他主要な取

　（６）観光・交流分野 36 　組）を対象とする。

　（７）商工・物流分野 42 　　なお、「令和６年度取組評価シート①（各局区等の主要な取組）」は、評価を実施した主要な取組（923取

　（８）農林水産分野 47 　組）を建制順に整理したものであり、「令和６年度取組評価シート②（第４次総合計画実施計画登載取組）」は、

　（９）都市・交通分野 52 　評価を実施した主要な取組のうち、第４次総合計画実施計画登載取組（474取組）を10の分野別に分類し、

　（10）社会基盤分野 58 　政策・施策の順に体系的に整理したものである。

４　評価方法

　　市が実施する様々な取組について、目的・内容・投入コスト・活動指標・成果指標を明確にした上で、

　総合的な観点から自己評価（所管課による内部評価）を行う。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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取組評価シートの見方

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

（７） （８） （９） （10） （11） （12）
（13）
－１

（13）
－２

（13）
－３

（13）
－４

（13）
－５

（14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24）

１　第４次総合計画関連情報 ４　活動状況（アウトプット）

（１）第４次総合計画登載分野　　当該取組が登載されている第４次総合計画の分野名 （15）活動指標名　　　　　　　　当該取組において実施した活動を評価するにあたり設定した指標名

（２）目指す姿　　　　　　　　　当該分野が目指す姿 （16）目標値　　　　　　　　　　設定した活動指標における当該年度の目標値

（３）分野を代表する指標　　　　当該分野を代表する指標 （17）実績値　　　　　　　　　　設定した活動指標における当該年度末時点の実績値

（４）目標値（R8年度）　　　　　当該指標における令和８年度時点の目標値

（５）政策　　　　　　　　　　　当該分野における政策の内容 ５　取組成果（アウトカム）

（６）施策　　　　　　　　　　　当該分野における施策の内容 （18）成果指標名　　　　　　　　当該取組において実施した活動の結果、市民や社会にもたらした成果を評価するにあたり設定した指標名

（19）指標設定の考え方　　　　　当該成果指標を設定するにあたっての考え方

２　取組概要 （20）目標値　　　　　　　　　　設定した成果指標における当該年度の目標値

（７）政策　　　　　　　　　　　当該取組が該当する政策の番号 （21）実績値　　　　　　　　　　設定した成果指標における当該年度末時点の実績値及び直近２か年の実績値の傾向

（８）施策　　　　　　　　　　　当該取組が該当する施策の番号

（９）所属名　　　　　　　　　　当該取組を所管している所属名（令和７年度に取組を所管する所属） ６　評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

（10）取組名　　　　　　　　　　当該取組の名称 （22）評価結果　　　　　　　　　当該成果指標の目標値及び実績値を踏まえ、成果指標の達成状況を以下の基準により評価した結果

　　※ 分野・政策・施策の番号順に並べた際の２番目以降について、取組名の冒頭に【再掲】と記載しています。

（11）取組目的　　　　　　　　　当該取組の実施により期待できる効果や目的

（12）取組内容　　　　　　　　　当該取組の中で本市が実施する内容

３　投入コスト（インプット）

（13）事業費（千円）

　　－１　会計　　　　　　　　　当該取組の会計区分（一般、特別、企業）

　　－２　予算額（現年）　　　　当該取組の現年予算額

　　－３　予算額（繰越）　　　　当該取組の前年度からの繰越額

　　－４　予算額（計）　　　　　当該取組の現年予算額及び前年度からの繰越額の合計

　　－５　決算額　　　　　　　　当該取組の決算額

（14）人工（人）　　　　　　　　当該取組の実施に要した正規職員、再任用職員及び会計年度任用職員の人工（各区役所職員を含む）

（23）評価理由　　　　　　　　　当該評価結果に至った理由

（24）課題と解決方法　　　　　　当該評価結果及び評価理由から確認される課題と当該課題に対する対処方法

評価理由
R5

所属名

　○○○○ 　○○○○

会計
予算額 会計年度

任用職員等

　○○○○ 　○○○○

　○○○○

指標設定の考え方

実績値

政策 施策 取組内容 課題と解決方針
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

正規職員等 R6 R6 R6
成果指標名 評価結果

R6 R4
活動指標名

事業費（千円） 人工（人）

取組名 取組目的
決算額

【○○分野】

　○○○○

　○○○○ 　○○○○

政策 施策

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　○○○○ 　○○○○

　○○○○ 　○○○○

　○○○○

　○○○○

　○○○○

　○○○○ 　○○○○

　○○○○

　○○○○

　○○○○ 　○○○○

　○○○○

　○○○○ 　○○○○

　○○○○

（２）

（１）

区分 評価内容 【参考】達成度の目安

Ｓ 期待を上回る 105％以上

Ａ 期待どおり 90％以上105％未満

Ｂ 期待を下回る 70％以上90％未満

Ｃ 期待を顕著に下回る 70％未満

－ 実施せず －

（３）

（５） （６）

（４）
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

0501_【市民局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 男女共同参画・人権政策課
ジェンダーに基づく困難を
抱える人のための支援事業

　望まない孤独・孤立によ
る不安、解雇等による困窮
等様々な困難を抱える相談
者が気軽に相談しやすい環
境づくりを進める。

①居場所兼サポート窓口の
開設
②女性のための支援者養成
事業の実施（交流会、出張
講座等）

一般会計 1,010 0 1,010 896 0.2 0.0

①居場所兼サポート窓口の
開設回数
②支援者交流会の開催回数
③出張講座の開催回数

①18回
②交流会１回
③出張講座５
回

①18回
②交流会１回
③出張講座５
回

①居場所兼サポート窓口の
参加者満足度
②交流会において女性支援
に資するつながりを作るこ
とができた人の割合
③出張講座の参加者理解度

当取組は様々な困難を抱え
る相談者が相談しやすい環
境づくりを進めることを目
的としており、安心できる
居場所づくりができれば相
談につなげやすくなるこ
と、支援者のつながりがで
きれば、連携して各種相談
につなげやすくなること、
女性特有の困難を理解する
支援者が増えれば相談につ
ながりやすくなることから
それぞれ指標として設定し
た。

①95％
②70％
③97％

①97.2％
②80％（交流
会）
③99.2％

①95.8％
②実績値なし
（発展講座）
③97.0％

①96.6％
②実績値なし
（基礎講座）
③実績値なし

Ａ

当取組の令和６年度実績は、①97.2％、
②80％、③99.2％であり、いずれも目標
を達成することができた。これにより、
相談しやすい環境づくりができたと評価
できることから、評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であるが、居
場所兼サポート窓口については、困難な
問題を抱えながらも相談に至っていない
女性を早期に把握することが必要である
ことから、アウトリーチの要素を取り入
れていく。
支援者養成事業は、３年１サイクルの事
業（基礎講座→発展講座→交流会）とし
ては終了となるが、今後も引き続き女性
支援者の育成を図っていくことが必要で
あり、女性支援につながる講座を実施し
ていく。

0501_【市民局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 01 男女共同参画・人権政策課 LGBTQフレンドリー推進事業

性の多様性の無理解により
性的少数者への偏見や差別
があるため、市民啓発や当
事者の困難解消を図る。

①交流会の開催
②職員研修会の開催
③私立こども園園長向け研
修会の開催
④性の多様性やパートナー
シップ宣誓制度に関する講
座の実施（出前講座含む）

一般会計 891 0 891 783 0.4 0.0

①交流会開催回数
②職員研修会開催回数
③私立こども園園長向け研
修会の開催回数
④講座開催数
（出前講座含む）

①６回
②１回
③２回
④10回

①６回
②１回
③１回（オン
ライン）
④４回

①交流会における参加者満
足度
②各種研修会・講座の理解
度

当取組は性の多様性に関す
る市民理解や当事者の困難
解消を目的とする。当事者
自身の困難解消には相当の
期間を要することから、ま
ずはその前段階として当事
者自身の満足度を図る指標
①および、市民理解に関す
る指標として②を設定し
た。

①92％
②97％

①91.7％
②98.8％

①90.3％
②97.5％

①94.6％
②100％ Ａ

当取組の令和６年度実績は①91.7％、②
98.8％であり、概ね目標を達成すること
ができた。これにより、当事者の困難解
消の一助となったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
当事者の困難解消に向けては、性の多様
性に関する市民理解が不可欠である。こ
のことから、出前講座等を活用して、市
民への理解啓発に努めていく。

0501_【市民局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 01 福祉総務課 成年後見制度利用促進事業

認知症や知的障がい、その
他の精神上の障がいによ
り、財産の管理や日常生活
に支障がある方を法律的に
支える成年後見制度の利用
促進を図る。

成年後見支援センターの運
営(相談支援、広報・研修、
市民後見人の養成）等によ
り、成年後見制度の利用促
進を図る。

一般会計 22,030 0 22,030 21,830 1.0 0.0

①専門職による相談会開催
数
②関係者向け研修会の開催
③市民後見人養成研修（実
務編）の実施

①36回（各区
１回×12か
月）
②２回
③６回（全体
研修）

①36回（各区
１回×12か
月）
②２回
③６回（全体
研修）

①成年後見支援センターに
おける相談件数
②成年後見相談会における
満足度

この取組は、成年後見制制
度を必要とする人に制度を
利用してもらうための取組
であるため、相談件数及び
満足度を指標とした。

①1,200件以
上
②90％以上維
持

①1,338件
②93.1%

①1,337件
②91.3%

①1,242件
②98.0％ Ａ 相談件数・満足度ともに、目標値を上回

ることができたため。

市民後見人養成研修修了者の中に後見業
務を経験していない者が多くいるため、
研修修了者の活動の機会創出を検討す
る。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 01 福祉総務課 重層的支援体制整備事業
複合化・複雑化した支援
ニーズに対応する包括的な
支援体制を構築する

①庁内連携会議や関係機関
を集めた研修会の開催
②重層的支援会議等による
検討
③アウトリーチを通じた継
続的支援事業の実施

一般会計 39,277 0 39,277 35,812 1.4 0.0

①庁内連携会議や関係機関
を集めた研修会の開催
②重層的支援会議等による
検討
③アウトリーチを通じた継
続的支援事業の実施

①5回
②実施
③実施

①6回
②27回
③814回

支援を希望する人を必要な
支援につなげた割合

「互いに助け合う暮らしや
すいまちだと思う市民」を
増やすため、重層的支援会
議等を通じて適切な支援体
制を整えることを目標値と
して設定した。

100%
100%
(27回）

実績値なし 実績値なし Ａ
重層的支援会議等で検討した事例すべて
に、適切な支援体制を整えることができ
たため。

令和７年度は本格実施２年目であり、今
後、事例の増加が想定される。
会議を円滑に運営していくために、効率
的な会議運営及び、会議の終結の方法に
ついて検討していく。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　健康寿命 　男性７４．４歳、女性７７．２歳（Ｒ１現状値：男性７３．０７歳、女性７５．２５歳）

　互いに助け合う暮らしやすいまちだと思う市民の割合 　５９．６％（Ｒ４現状値：５４．０％）

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　誰もが健やかに生きがいをもって、自分らしく地域で共に生きることのできるまちを実現します

【①健康・福祉分野】

政策 施策

　01　地域共生・地域福祉を推進します 　01　一人ひとりに必要な支援を届ける仕組みづくり

　障がいのある人とない人の地域における共生が進んでいると思う市民の割合
　障がいのある人２１．０％、障がいのない人２３．０％（Ｒ１現状値：障がいのある人１１．７％、障
がいのない人１６．０％）

　１７０人（Ｒ３現状値：１８９人）　壮年期・中年期（30～64歳）人口10万人当たり死亡数

　02　多様な主体が協働するつながりづくり・場づくり

　03　地域福祉を支える人づくり・意識づくり

　04　お茶・マグロ・しずまえブランドなどの食の磨き上げ

　02　健康長寿・高齢者福祉を推進します 　01　医療・介護の専門職の連携による支援

　02　市民の連携による地域での支え合い体制の整備

　03　市民の自主的な健康長寿・誰もが活躍の取組の促進

　04　持続可能な介護保険制度の実現

　02　安心して暮らせる地域医療の確保

　03　健康に関する危機管理体制の充実

　03　障がい者共生・福祉を推進します 　01　障がいの有無にかかわらず、権利や意思を尊重できる市民意識の醸成

　02　障がいのある方の社会参加の促進

　03　多様なニーズに対応した地域生活の支援

　04　健康づくり・地域医療を推進します 　01　生涯を通じた「からだ」と「こころ」の健康づくりの推進

4



目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名
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人生100年時代と言われる
中、多くの元気な高齢者等
が、健康長寿で地域や経済
において活躍できる環境を
整備し、「健康長寿のま
ち」の実現を目指す。

①マッチング支援
②重点分野雇用創出

一般会計 13,500 0 13,500 13,500 1.3 0.0
①支援企業数
②窓口相談件数
③出張相談会参加者数

①120社
②900件
③75人

①126社
②1,421件
③105人

①高齢等求職者の雇用・就
業数
②シルバー人材センター新
規会員登録数
③窓口による事業利用満足
度
④公式LINE新規登録者数

当取組は高齢者等が地域や
経済において活躍できる環
境の整備を目的とするもの
であり、高齢者等の就労支
援を目指すものであること
から、雇用・就業数や窓口
利用満足度等を成果指標と
して設定した。

①
280人
②
60人
③
90％
④
100人

①
485人
②
129人
③
100％
④
342人

①
592人
②
111人
③
100％
④
380人

①
308人
②
105人
③
99％
④
345人

Ｓ

令和４年８月から厚労省モデル事業「生
涯現役地域づくり環境整備事業」を受託
し、企業訪問、普及啓発の取組を進め、
その結果、目標値を超える実績を上げる
ことができたため。

引き続き、ミドル・シニア向け就労サ
ポート窓口「NEXTワークしずおか」を中
心に、ハローワーク等の関係機関と連携
して、高齢者等就労促進事業を実施して
いく。
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元気な高齢者を中心に、地
域の誰もが生涯活躍できる
環境づくりに取り組むこと
により、「健康長寿のま
ち」を推進する。

２つのモデル地区（葵おま
ち地区、駿河共生地区）に
おいて、その拠点となる施
設を中心に、産学官民の連
携により多様な取組を総合
的に展開する。

一般会計 16,883 0 16,883 16,155 0.5 0.0 生涯活躍のまち静岡推進事
業の実施

実施 実施
①アクティブシニアの移住
者数
②地域交流拠点連携事業数

①コロナ禍の影響で移住者
が隔年で増減を繰り返して
いることから、近年の平常
値である55人を目標値とし
て設定
②各民間事業者にお願いし
ている連携事業の計画値を
目標値として設定

①55人
②75回

①92人
②110回

①69人
②83回

①55人
②83回 Ｓ

アクティブシニアの移住者数が目標の55
人に対して92人と上回り、また地域交流
拠点連携事業者数が目標の75件に対して
110件と上回ったため。

引き続き、既存のモデル地区での事業実
施及び駿河区のモデル地区以外の地区や
清水区への事業展開を継続する。
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動物愛護センター再整備事
務

動物愛護センターを再整備
することにより、動物愛護
精神及び管理の一層の推進
を図る。

老朽化した動物愛護セン
ターの再整備

― 0 0 0 0 2.5 0.0

①プロジェクト会議の開催
回数
②他自治体の実態調査実施
件数
③関係事業者等への意見聴
取

①２回
②４件
③５件

①２回
②４件
③５件

動物愛護センター再整備の
完了

新センターは令和９年12月
の供用開始を目指している
ため、動物愛護センター再
整備の完了を成果指標とし
て設定した。

動物愛護セン
ター再整備計
画の策定

動物愛護セン
ター再整備計
画の策定

実績値なし 実績値なし Ａ
目標どおり動物愛護センター再整備計画
を策定したため、評価結果は「Ａ」とし
た。

本市の理念である「人と動物が穏やかに
共生できるまち静岡」を実現するために
は、早期の施設再整備が望まれることか
ら、庁内関係課と連携を図りながら適切
に進捗管理を行っていく。
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人権の大切さ、人権尊重の
理念を地域社会に広く浸透
させる。

①人権啓発講演会
②人権教育事業
③スポーツ組織との連携事
業

一般会計 3,957 0 3,957 3,221 0.3 0.0

①講演会開催回数
②市内こども園等園児向け
人権教室実施回数
③各種啓発イベントの実施
回数

①１回
②６回
③３回

①２回
②５回
③３回

講演会及び各種啓発イベン
トにおける人権について理
解が深まった人の割合

当取組は市民啓発を通し、
人権尊重の理念を広めるこ
とを目的とするため、各種
事業参加者の理解度を成果
指標として設定した。

96% 92.7% 96.6% 96.8% Ａ

当取組の令和６年度実績は92％であり、
概ね目標を達成することができた。これ
により、人権尊重の理念を広めることに
つながったと評価できることから、評価
結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であるが、人
権に関する理解促進に向けては、対象の
年齢層にあわせた啓発が課題となってい
る。そこで、年齢別に、よりわかりやす
いテーマ設定や啓発方法を検討し、市民
理解を促していく。
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静岡市再犯防止推進計画に
基づき「誰一人取り残さな
い」地域社会の実現に向
け、犯罪をした者等の社会
復帰のため切れ目のない支
援を行う。

①再犯防止推進員の付添い
支援
②再犯防止伴走型支援
③再犯防止市民向け講座

一般会計 2,332 0 2,332 1,695 1.0 0.0
①付添い実施件数
②相談件数
③開催

①５件
②８件
③実施

①８件
②９件
③実施

付添い支援及び伴走型支援
を希望する人への支援の実
施した割合

この取組は、犯罪を犯した
人が再犯することなく社会
復帰するために必要な支援
を行うものであるため、当
該支援を希望する人への支
援実施を指標とした。

100%
100%
(付添い8件、
相談10件)

100%
(付添い3件、
相談6件)

100%
(付添い5件、
相談4件)

Ａ
付添い支援・伴走型支援ともに、支援を
希望する人への支援を実施することがで
きたため。

付添い支援に対応したことのない再犯防
止推進員が多くいるため、再犯防止推進
員の活動の機会創出や、支援技術向上の
ための研修の実施を検討する。
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就労に困難を抱えている者
への就労支援事業

働きづらさを抱えながらも
就労や社会参加を希望する
すべての人が、生きがいや
役割を持ち望む場所で活躍
できる環境を整える。

就労に結びついていない多
様な就労困難者と人手不足
の企業をつなげ、持続的な
雇用体制を構築するため、
実証事業を行う。

一般会計 34,000 0 34,000 33,121 1.5 0.0 事業の実施 実施 実施

①新規開拓企業数
②普及啓発・イベント参加
者数
③研修参加者数

①区ごとに選任の開拓員を
１名置き、その者が月平均
で３～５件開拓するものと
して設定
②③類似事業の過年度実績
をもとに設定

①150件
②100人
③50人

①170件
②105人
③50人

実績値なし 実績値なし Ｓ
ハローワーク等の関係機関との連携によ
り、計画を上回る実績をあげることがで
きたため。

引き続き、関係機関と連携し、就労困難
者と企業をつなげ、持続的な雇用体制を
構築をしていく。
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地域包括支援センター（ま
るけあ）の運営事業

高齢者がいつまでも住み慣
れた地域で生活することが
できるよう、必要な援助を
行うことにより、保健医療
の向上及び福祉の増進を包
括的に支援する。

地域包括支援センター業務
（包括的支援事業（総合相
談支援事業、権利擁護業
務、介護予防ケアマネジメ
ント事業）、多職種協働に
よる地域包括支援ネット
ワークの構築、地域ケア会
議）の実施。

一般会計 900,619 0 900,619 900,411 1.0 0.8

①センター設置数
②相談業務実施
③地域ケア会議の開催（圏
域、ケース対応型）

①29センター
②実施
③実施

①29センター
②実施
③実施

センターの公正中立な運営

地域包括支援センター運営
協議会で地域包括支援セン
ターが公正中立に運営され
ていると評価されることを
目標として設定した。

実施 実施 実施 実施 Ａ
運営協議会及び各区部会において、公正
中立な運営がなされていると評価を受け
た。

公正中立な運営のために、地域包括支援
センターへの支援を継続する。
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認知症疾患医療センター運
営事業

認知症の人とその家族等が
適切な支援を受け、安心し
て安全に暮らすことができ
る環境を整備する。

認知症疾患に関する鑑別診
断や専門医療相談等を行う
認知症疾患医療センターの
運営

一般会計 10,336 0 10,336 10,275 0.1 0.0 認知症疾患医療センター運
営箇所数

３箇所 ３箇所

認知症に関する専門医療相
談や鑑別診断等が必要な場
面において適切に機能する
体制整備

専門的な対応が必要とされ
る場面において、専門家が
適時対応出来る体制がある
ことが重要であると考え設
定した。

実施 実施 実施 実施 Ａ 目標のとおり運営ができたため。

継続して運営し、専門家が適時対応出来
る体制を整える。
また、適切な運営となるよう、運営につ
いて認知症対策推進協議会にて報告・検
討する。
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かけこまち七間町（認知症
ケア推進センター）の運営
事業

たとえ認知症になっても希
望を持って暮らし続けるこ
とかできるよう、認知症本
人や家族の支援の充実と全
世代に向けた認知症の理解
促進を図る体制を構築す
る。

認知症ケア推進センターに
おける認知症施策に係る業
務の実施

特別会計 23,529 0 23,529 19,545 0.3 0.0 認知症ケア推進センター利
用者数

8,000人 11,744人
①来場者満足度
②イベント参加者満足度

相談等に来た人及びイベン
トに参加した人がセンター
を利用してよかったと感じ
ることが重要と考え設定し
た。

①80.0%
②80.0%

①97.7%
②98.5%

①94.4%
②97.4%

①87.0%
②90.9% Ｓ

認知症予防イベントの充実や工夫、認知
症に関する普及啓発、相談者への丁寧な
対応を心がけた結果、イベント参加者や
相談者等へのアンケート結果では満足度
が目標値を上回る結果となった。

認知症の早期発見・相談支援・普及啓発
の拠点として更に機能できるよう、認知
症の予防イベント等を充実させ、また相
談支援の質を上げることで引き続き満足
度の向上に努めていく。
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地域介護・福祉空間整備等
施設整備補助事業

市内の高齢者施設に対し、
非常用自家発電設備、給水
設備の設置及び避難機能の
向上を促進することで、高
齢者施設における更なる防
災、減災対策を推進する

市内の高齢者施設が災害発
生時に事業を継続できるよ
う非常用自家発電設備等を
整備するための補助金の交
付

一般会計 1,106 17,272 18,378 17,038 0.1 0.0 事務処理の円滑な実施 実施 実施
申請に対する適正な事務処
理

当取組は、市内の高齢者施
設が災害発生時に事業を継
続できるよう非常用自家発
電等の防災・減災対策を講
じることで、利用者の安
全・安心の確保を目指すも
のであるため。

実施 実施 実施 実施 Ａ 補助金の交付を予定どおり行うことで、
利用者の安心安全が確保できたため。

今後もA以上の評価を継続するため、不
適正な支給がないよう書類の不備や不審
な点がないか等について、適正な事務処
理を継続する。
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難聴高齢者の早期発見・支
援事業

高齢者の難聴を早期に発見
し、必要な支援を行うこと
でコミュニケーションの活
性化や社会参加を促進し、
もって高齢者の生活の質の
向上を図る

65歳以上を対象に、市内各
所での「聞こえの確認の
会」の実施、「聞こえ」に
不安がある方に対する医療
機関等への受診勧奨、さら
に、その後のフォローアッ
プを一体とした、高齢者の
難聴対策を実施する。

特別会計 8,200 0 8,200 5,822 0.7 0.1

①聞こえのチェックブース
での聞こえのチェック等の
実施
②事後フォローの実施

①20回、各回
50人
②100％

①20回、合計
425人
②100％

聞こえのチェックの前後
で、聞こえに対する認識が
変わった人の割合

当取組は、聞こえのチェッ
クにおいて難聴高齢者を早
期に発見するだけでなく、
高齢者自身に「聞こえ」に
ついて意識してもらうこと
を目指しているため、聞こ
えに対する認識の変化した
人の割合を指標とした。

70.0% 81.6% 実績値なし 実績値なし Ｓ 参加した方の多くが、聞こえに対する認
識を高めることができたため。

聞こえのチェック等を実施する会場の選
定が遅くなり、事業の周知が足りなかっ
たため、参加者数が少なかったことか
ら、市が選定する実施場所を増やすな
ど、委託契約内容を改善する。
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S型デイサービス（介護予防
のための通いの場）の運営
事業

在宅高齢者の生きがいの創
出、社会的孤立感の解消、
心身機能の維持向上を図
る。

介護予防、生きがいづく
り、地域交流等のミニデイ
サービス（心身機能の維持
向上のための体操、レクリ
エーション等）の実施

一般会計 68,401 0 68,401 65,268 1.0 0.0 ①実施会場数
②参加者数

①274か所
②5,300人

①267か所
②4,766人

Ｓ型デイサービスの参加者
満足度

高齢者等の生きがい創出・
孤立感解消することによ
り、要介護状態等となるこ
とを予防し、在宅での自立
した日常生活を営むことが
できるように支援すること
が目的であるため、参加者
満足度を指標として設定し
た。

55% 69% 実績値なし 53% Ｓ

地域・参加者の特性を踏まえた運営を会
場毎に行うことで、本事業の目的である
高齢者の生きがい創出・孤立感解消を実
現し、参加者満足度を向上することがで
きた。

参加者及びボランティアの高齢化・固定
化や移動手段不足による、新規加入者の
伸び悩みがあるため、他事業との連携を
密にし、実施内容の充実化・新たな移動
手段の確保により、新規加入を促進す
る。

5



目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 02 02 地域包括ケア推進課
成果連動型民間委託契約方
式を活用した魅力的な介護
予防の共創事業

新たな公民連携手法である
PFSを活用し、受託者の取組
意欲の向上を図り、またそ
のノウハウ等を引き出し、
従来型の委託事業に比べ、
より効率的・効果的に取組
を進め、健康寿命の延伸を
図る。

①「しずおか ちゃちゃ
ちゃ」プロジェクトの実施
②「しずおか ちゃちゃ
ちゃ」プロジェクトによる
介護予防効果の評価検証

特別会計 12,000 0 12,000 10,295 1.0 0.0 介護予防プログラムの実施 実施 実施
プログラム満足度
（満足度５段階評価中５,４
を選択した参加者の割合）

介護予防の無関心層がプロ
グラムに継続して参加する
ことで、予防効果が向上す
る。プログラムの継続参加
者数を増やすためには、参
加者の満足度を高めること
が重要と考え、指標に設定
した。数値は、先行市（東
大阪市）の満足度92.7％
（令和５年度）を参考に設
定した。

95% 95% 実績値なし 実績値なし Ａ
プログラム後にアンケートを行い、参加
者の感想やニーズを把握し、次のプログ
ラムに常に活かすようにしたことで、高
い満足度を得ることができた。

健康寿命を延伸するため、参加者の意向
を反映した満足度の高い介護予防プログ
ラムを創出し、参加できる機会を増やす
ことで、介護予防効果を高める。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 02 02
安心感がある温かい社会推
進課

静岡市終活支援優良事業者
認証事業

市民が安心して終活支援事
業者を利用できるよう、市
の基準を満たす事業者を認
証する。

終活支援優良事業者の認証
のための審査

一般会計 10 0 10 0 0.8 0.3 終活支援優良事業者の認証 実施 実施
市民等からの苦情・トラブ
ルへの対応率

認証により市民が安心して
終活支援事業者を利用でき
るよう、苦情・トラブルが
発生した場合にも対応でき
ていることを成果指標とし
て設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ

事業者は利用者からの苦情・相談に対す
る仕組みを整備しており、市は認証時ま
たは年に１回、その確認をしている。確
認時、整備体制に問題がなかったこと、
市民から市へ苦情もあがっていないこと
から評価結果は「Ａ」とした。

当該取組の評価は「Ａ」であったが、当
該事業は取組開始間もない一方で市民の
利用期間は長期に渡ることが想定される
事業である。引き続き安心感をもって市
民が利用できるよう継続して事業所への
フォローアップを実施する。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 02 02
安心感がある温かい社会推
進課

終活支援研究会事業

市民が安心して最期の時を
迎えられるよう、専門職等
と意見交換を行い、終活支
援施策を推進する。

終活支援施策に関する研究
会の開催

一般会計 494 0 494 150 0.2 0.1 終活支援施策に関する研究
会の開催実施

２回開催 ２回開催
終活支援施策に関する情報
交換、課題、及びその対応
策の研究結果反映

研究会の内容を踏まえ市の
施策の参考とするため、研
究し施策に反映させること
を成果指標と設定した。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ

令和６年度は計画どおり研究会を２回開
催した。研究会内の意見も参考にしなが
ら令和７年度に終活相談窓口設置や終活
情報登録・伝達事業開始など新たな事業
を開始し、施策に反映したことから評価
結果は「Ａ」とした。

当該取組の評価は「Ａ」であり研究会の
意見を施策に反映できた。今後も、研究
会の意見を踏まえ施策の充実に努めてい
く。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 02 03 健康づくり推進課 食育推進事業

多様化する食の価値観やラ
イフスタイルに対応し、家
庭や飲食業界を対象に、食
に関する知識の普及と実践
の促進を図る。

①民間団体等と連携し、高
校・大学を対象とした食育
教室の開催
②飲食関係者に向けたメ
ニュー創出支援講座の開講

一般会計 3,286 0 3,286 1,516 0.7 0.0 ①高校・大学の募集
②講座の開講

①実施
②実施

①実施
②実施

①食育教室の開催を希望し
た学校の数
②健康に配慮した新メ
ニューを創出し、提供に
至った割合

①教室のテーマを毎年設定
し、希望のあった学校で開
催するもので、食に関する
知識の普及と実践の促進を
目的とするものであること
から、希望した学校数を成
果指標として設定した。
②健康に配慮したメニュー
を提供する飲食店の充実が
目的であることから提供に
至った割合を成果指標とし
て設定した。

①１校以上
②100％

①１校
②100％

①１校
②100％

①１校
②実績値なし Ａ

多様化する食の価値観やライフスタイル
に対応するため、高校・大学向け食育教
室の開催（希望校1校の達成）と飲食関
係者向けに健康に配慮したメニューの創
出支援講座（提供実現率100％）を実施
し、地域との接点を持ちながら市民の健
康意識向上に寄与することができたた
め。

若い世代は、栄養バランスや女性のや
せ、野菜不足、共食、間食などの課題が
多いため、継続的な啓発が必要となって
いる。また、飲食店には「美味しさと健
康は両立しにくい」という意識が根強い
ため、講座の充実と啓発を通じて意識改
革を促していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 02 03 地域包括ケア推進課
静岡型認知症・軽度認知障
害（MCI）予防プログラムの
普及事業

新たに開発した認知症予防
のためのプログラムを普及
する。

各区１か所ずつの常設会場
の開設、Ｓ型デイサービス
等での体験会の実施によ
り、プログラムの普及を図
る。

特別会計 4,005 0 4,005 3,078 0.4 0.0

①各区１か所ずつの常設会
場の開設
②Ｓ型デイサービス等での
体験会の実施

実施 実施 プログラム参加人数

各会場の参加見込（常設会
場2,200人、S型1,800人）よ
り設定した。
参加者がMCIの予防に効果が
あると感じた割合等がアウ
トカム指標としてはふさわ
しいがアンケート等を実施
していないため参加人数と
している。

4,000人 4,107人 3,700人 実績値なし Ａ

宣伝動画の公開による周知や常設会場に
よる実施に加え、S型デイサービスでの
体験会を実施することで参加人数の確保
に努めた結果、目標を達成することがで
きた。

今後、プログラムを一層市民に取り組ん
でもらうようにするためには、市民自身
の中で普及されていく取り組みが必要と
なる。そのため、市民パートナーを養成
し、市民主導により、S型デイサービス
やサロンで実施してもらえるような実施
者の養成を行う。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 02 04 介護保険課
介護サービス生産性向上の
ためのICT導入支援事業

介護人材不足が深刻化する
中、介護事業所の生産性向
上に係る支援を実施するこ
とで、介護サービスの量と
質を確保する。

①市内在住要支援・要介護
認定者へウェアラブル端末
の貸与
②事業所へデータの共有・
活用
③得られたデータの分析・
効果検証

一般会計 8,400 0 8,400 3,450 0.5 0.5
介護職員がデータを活用
し、サービス内容等を見直
した回数

400回 424.5回 介護サービスの満足度

介護サービスの満足度が高
いほど、本人の状態に合っ
た質の高い介護サービスが
提供されていると考えられ
るため。

70% 44% 実績値なし 実績値なし Ｃ

安定的にデータが取得できた参加者にお
いては一定の満足度向上が見られたもの
の、多くの事業所ではデータ取得の安定
性に課題があり、サービス改善への活用
が限定的であった。その結果、参加者の
介護サービスの満足度の実績値が目標値
を大きく下回ることとなったため、Ｃ評
価とした。

課題：安定したデータ取得ができなかっ
た参加者の満足度が低かった。
解決方針：事業実施初期の丁寧な説明と
試用期間の設定、活用例の提示で理解促
進とデータ活用を図る。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 02 04 介護保険課
地域介護・福祉空間整備等
施設整備補助事業

災害発生時に自力で避難す
ることが困難な者が多く利
用する介護保険施設等の防
災・減災対策を講ずること
により、利用者の安全・安
心を確保する。

市内の介護施設が災害発生
時に事業を継続できるよう
非常用自家発電設備等を整
備するための補助金の交付

一般会計 0 5,585 5,585 4,347 0.5 0.0 事務処理の円滑な実施 実施 実施
申請に対する適正な事務処
理

当取組は、市内の介護施設
が災害発生時に事業を継続
できるよう非常用自家発電
等の防災・減災対策を講じ
ることで、利用者の安全・
安心の確保を目指すもので
あるため。

実施 実施 実施 実施 Ａ 補助金の交付を予定どおり行うことで、
利用者の安心安全が確保できたため。

今後もA以上の評価を継続するため、不
適正な支給がないよう書類の不備や不審
な点がないか等について、適正な事務処
理を継続する。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 02 04 介護保険課 高齢者施設等整備事業

第９期介護保険事業計画期
間（Ｒ６～Ｒ８）におい
て、認知症対応型共同生活
介護事業所（36床）を整備
する。

認知症対応型共同生活介護
を建設しようとする事業者
に施設整備と開設準備のた
めの補助金の交付

一般会計 0 0 0 0 0.5 0.0 事務処理の円滑な実施 実施 実施
①事業所の公募の実施
②事業所の選定床数

取組目的を達成するために
Ｒ６年度内に公募により事
業所を選定する必要がある
ため。

①１回以上
②36床

①１回
②36床

実績値なし 実績値なし Ａ 令和６年度実績は「①１件②36床」であ
り、目標どおりの成果となった。

今後も介護保険事業計画に基づき、事業
所の公募及び選定を実施していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 03 01 精神保健福祉課 精神科入院者訪問支援事業
市長同意による医療保護入
院者等の権利擁護を確保す
る。

①事業利用希望者への入院
者訪問支援員の派遣
②実務者会議及び推進会議
の開催
③入院者訪問支援員養成研
修等の実施

一般会計 8,860 0 8,860 107 0.5 0.0

①入院者訪問支援員の派遣
②実務者会議の開催回数
③推進会議の開催回数
④研修会の開催回数

①適正実施
②１回
③２回
④２回

①適正実施
②１回
③２回
④４回

事業利用希望者への支援員
派遣割合

市長同意による医療保護入
院者で、孤立孤独を抱えた
者に対し、確実に支援員を
派遣することを目標として
設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
市長同意による医療保護入院者と面会
し、事業説明を行い、事業の利用を希望
した者全てに支援員の派遣を実施したた
め、「A」とした。

令和６年度新規事業であるため、事業の
周知に力を入れるとともに、入院者訪問
支援員養成研修等を実施し、安定した支
援員の確保を目指す。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 03 02 障害福祉企画課 障害者の社会参加事業
障害者の就労支援等を通
じ、障害者の社会参加を促
進する。

障害者の就労支援 一般会計 15,997 0 15,997 15,958 2.1 0.5
①就労アセスメント及び研
修の実施事業所数
②全体研修の実施回数

①４事業所
②２回

①７事業所
②２回

参加事業所において、就労
アセスメント専用のICTツー
ルを活用することで、一般
企業への就職に向けて具体
的な検討・調整を進めやす
くなったとする回答の割合

定量的なアセスメントが可
能なツールを支援機関に導
入することによる障がい者
就労の支援の質の向上を目
指していることから、支援
の効率・効果向上に向けた
支援者の手応えを目標とし
た。

75％以上 100% 81% 実績値なし Ａ
予定どおり業務を実施し、就労アセスメ
ントへの関心が高まったという回答が高
かったため。

引き続き、就労アセスメントの導入の有
用性を周知していくことで、障害者就労
支援の質の向上を図る。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 03 03 障害福祉企画課
身体・知的障害者及び障害
児に係る福祉施設の計画及
び整備に関する事業

身体・知的障害者等が安心
して障害福祉サービス等を
利用できる状態をつくる。

障害者福祉施設の整備を行
う事業者に対する補助金の
交付

一般会計 42,200 0 42,200 42,200 0.2 0.0

①施設整備審査会への附議
②国庫補助協議への案件提
出
③補助金申請に係る書類審
査及び立会い検査

実施 実施

①障がい福祉計画に照らし
合わせて優先度が高いサー
ビス提供施設の整備
②緊急性の高い整備事業の
実施

静岡市障がい者共生のまち
づくり計画の基盤整備計画
の考え方を踏まえ、高い専
門性を備えた施設及び緊急
性の高い案件について整備
を行う。

①共同生活援
助事業所の創
設
２件（うち１
件繰越）
②-1大規模修
繕（非常用自
家発電設備整
備）
②-2緊急性の
高い整備事業
の実施

①共同生活援
助事業所の創
設
２件（うち１
件繰越）
②-1大規模修
繕（非常用自
家発電設備整
備）
②-2緊急性の
高い整備事業
の実施

①-1Ｒ６年度
へ繰越
①-2生活介護
事業所の創設
１件
②Ｒ６年度へ
繰越

①医療型児童
発達支援セン
ターの創設
１件
②放課後等デ
イサービス事
業所の耐震化
整備
１件

Ａ

補助金の審査や交付を予定どおり行うこ
とで、『静岡市障がい者共生のまちづく
り計画』の基盤整備計画の考え方を踏ま
えた、高い専門性を備えた施設及び緊急
性の高い案件について整備できたため。

静岡市障がい者共生のまちづくり計画を
達成するため、整備事業者の意向把握と
市内全体の施設設置状況を随時把握し、
整備方針に反映することで、常に必要と
される施設整備を進めていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 03 03 障害福祉企画課
市立の身体・知的障害者及
び障害児に係る施設の管理
に関する事業

身体・知的障害者等が安心
して障害福祉サービス等を
利用できる状態をつくる。

指定管理施設の維持管理 一般会計 224,344 0 224,344 220,095 1.9 0.9 ①指定管理者の評価
②修繕の実施

実施 実施
利用者アンケート調査によ
る利用者の満足度

施設の管理運営が適正に行
われ、利用者が適切なサー
ビスの提供を受けているか
把握し、サービスの質の向
上を図るため、全施設にお
ける満足度のR3～R5年の平
均値とした。

全施設平均
85.9％

全施設平均
84.9%

全施設平均
86.8%

全施設平均
85.9% Ａ

市立施設の運営を予定どおり実施し、概
ね目標値と同程度の満足度を得るサービ
ス提供が実施できたため。

利用者アンケートに掲載される改善要望
等の意見に対し、指定管理者による対応
反映後の状況が把握しづらい。満足度向
上につながる分析や要望等への対応後の
経過把握が必要。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 03 03 障害福祉企画課 地域生活支援事業

地域生活支援事業実施要綱
に規定される事業を通じ、
障害者が住みやすい状態を
つくる。

地域生活支援事業実施要綱
に規定される各種事業の実
施

一般会計 283,295 0 283,295 254,067 1.7 2.0

【心のバリアフリーイベン
ト】
①実行委員会開催
②イベント開催
【地域生活支援ネットワー
クコーディネーター配置事
業】
③コーディネーター配置

①２回
②１回
③２名

①３回
②１回
③２名

①イベント実施回数
②イベント来場者へのアン
ケート回答で共生社会への
理解が深まった人の割合
③地域生活支援拠点等登録
事業所数

①②「障がい者共生まちづ
くり計画」を踏まえ、共生
社会についての理解を深め
るイベントとすることを目
標とした。
③令和６年度より、拠点等
事業所登録制度が開始した
ことをふまえ、地域生活支
援拠点等登録事業所を増や
すことで地域全体の体制強
化を目標とした。

①1回
②80％
③20か所

①1回
②97.4%
③18か所

①②悪天候に
よりイベント
中止
③実績値なし

①②悪天候に
より中止
③実績値なし

Ａ

①②来場者アンケートで、「障がいや障
がいのある人について理解が深まった」
または、「少し深まった」と回答した人
の割合が97.4％と目標値を上回った。
③拠点登録事業所数の実績値が目標値の
90％を達成したため。

①②屋外イベントのため荒天により中止
となる可能性がある。（令和４年度及び
令和５年度は荒天により中止。）実施場
所や開催時期、方法を検討していく。
③今後も更なる体制整備を目指して拠点
等事業所の登録を促進していくととも
に、拠点等登録事業所の質の向上を図っ
ていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 03 03 障害福祉企画課 医療的ケア児等支援事業

医療的ケア児者に必要な支
援を検討・実施し、医療的
ケア児者が住みやすい状態
をつくる。

医療的ケア児等支援協議会
の開催

一般会計 19,764 0 19,764 19,579 0.4 0.0 静岡市医療的ケア児等支援
協議会の開催回数

４回 ４回

医療的ケア児及びその家族
の安心感が高まるよう検
討・実施すべき取組の実施
状況について、協議会で評
価・助言を受けること。

医療的ケア児等への支援体
制を整備するため、医療・
保健・福祉・教育等の分野
からの参画による協議会
で、本市の実情を踏まえた
必要な取組が検討されるた
め。

実施 実施 実施 実施 Ａ

静岡市医療的ケア児等支援協議会を予定
どおり４回開催することで、医療的ケア
を必要とする児童及びその家族の安心感
を高めることにつなげられるよう、市の
取組に対する評価と助言を受けられたた
め。

災害時における医療的ケア児等への支援
及び看護師の配置や児童への支援につい
て検討。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 03 03 こども家庭福祉課 発達早期支援事業

１歳半健診にて発達が気に
なる子を抽出。集団遊びを
通じたアセスメントを実施
し、発達早期からの支援実
施を図る。

発達が気になる子どもの早
期アセスメントの場として
の「あそびのひろば」の実
施

一般会計 9,800 0 9,800 9,762 0.1 0.0 実施個所数 ８か所 ８か所
アセスメントの場の定員数
に対する参加者割合

本取組は、心理士等が発達
が気になる子を対象にアセ
スメントを行い、早期から
適切な支援につなげるもの
である。この機会を効果的
に活用するため、参加者割
合を指標とする。

100.0% 99.1% 110.0% 115.0% Ａ

当取組の令和６年度実績は99.1％であ
り、定員数のほぼ上限数を対象にアセス
メントを実施できた。
これにより、発達が気になる子の早期支
援の実現に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

アセスメントの場への参加について、保
護者の理解が得られず、アセスメントの
実施につながらないケースが存在する。
児童発達における早期支援の重要性の周
知・啓発を図っていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 04 01 健康づくり推進課 はつらつスマイル推進事業

「静岡市歯と口腔の健康づ
くり推進計画」に基づき、
各種歯科保健事業を実施
し、乳幼児期のむし歯予
防、成人期以降の歯周病予
防、オーラルフレイル予防
に取り組み、歯と口腔の健
康増進を図る。

①歯周病検診の実施
②オーラルフレイルの普及
啓発
③中小事業所における歯科
健診等の促進

一般会計 11,117 0 11,117 7,453 1.5 1.0

①歯周病検診受診者数
②中小事業所歯科健診・歯
科保健指導の実施事業者数
③オーラルフレイル予防に
関する動画配信

①1,500人
②10事業所
③１本

①976人
②９事業所
③１本

①デンタルフロスなど歯と
歯の間を清掃するための器
具を使っている者の割合
（40歳以上）
②③何でも噛んで食べるこ
とができる者の割合（男
性：50～54歳）／同（女
性：70～74歳）

①歯科の二大疾患であるむ
し歯と歯周病は細菌感染症
であり、その予防には歯ブ
ラシに加え、歯間清掃器具
の使用が重要であるため。
②③咀嚼機能は歯の残存状
況、歯周組織の健康状態、
口腔機能の総合的な結果を
反映する包括的指標である
ため。

①73.5％
②82.0％
③80.1％

①71.4％
②83.5％
③80.8％

①73.2%
②82.4%
③80.2%

①72.1%
②81.1%
③80.1%

Ａ
口腔内衛生状態を改善する歯間清掃器具
を用いる者の割合、何でも噛んで食べる
ことのできる者の割合（男女）ともに維
持できているため。

歯間清掃器具の使用については成人対象
の事業を中心に継続して周知啓発を行
う。何でも噛んで食べられる者の割合は
かかりつけ歯科医を持ち、定期的な受診
を勧奨するほか、口腔機能向上に係る
「歯っぴー☆スマイル体操」実施に関す
る啓発を行う。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 04 01 健康づくり推進課
高齢者の保健事業と介護予
防の一体的な実施事業

高齢者の保健事業と介護予
防事業を一体的に実施し、
疾病予防・重症化予防・フ
レイル予防等を行い、健康
寿命の延伸を目指す。

フレイルのおそれがある高
齢者に対する個別的支援と
通いの場等への関与による
包括的な支援の実施

一般会計 4,874 0 4,874 1,087 1.0 1.0
ＫＤＢシステム等を活用し
た後期高齢者の健康状態の
分析の実施

適正な実施 適正な実施

①関係者での健康課題の共
有、支援の検討の実施数
②個別支援対象者への指導
率
③通いの場等におけるフレ
イル予防の健康教育・健康
相談の実施回数

①高齢者のフレイル予防の
ために、より効果的な支援
等について関係者との検討
が必要であるため、健康課
題の情報共有、説明の実施
を評価指標とした。
②フレイルの可能性がある
高齢者の重症化予防を目的
とするため、個別支援対象
者への指導率を評価指標と
した。
③高齢者へ広くフレイル予
防を普及するため、通いの
場等における健康教育・健
康相談の実施回数を成果指
標とした。

①６回以上
②80％以上
③24会場

①７回
②100％
③24会場

①８回
②100％
③20会場

①10回
②100％
③10会場

Ａ

高齢者のフレイル予防のために、より効
果的な支援等について関係者との検討を
行った上で、個別支援対象者への指導や
通いの場等におけるフレイル予防の健康
教育・健康相談を計画どおり実施するこ
とができたため。

事業開始から４年が経過し、より効果的
な支援方法の検討が課題となっている。
医療専門職を含む庁内の関係課で検討し
ながら、実施内容を見直していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 04 01 健康づくり推進課 糖尿病発症予防支援事業

市民の健康状態や生活習慣
の特徴を把握することで、
エビデンスに基づいた糖尿
病発症予防に向けた取組に
つなげる。

糖尿病と特定健診データの
相関分析等

特別会計 10,000 0 10,000 6,184 1.0 0.0 委託契約の締結 実施 実施
糖尿病発症にかかるデータ
分析実施

当取組は地域の傾向を踏ま
えた効果的な保健指導の実
施を目的とするものであ
り、データ分析の実施を成
果指標として設定した。

データ分析の
実施

実施 実績値なし 実績値なし Ａ
ＫＤＢ（国民健康保険データベース）等
を用いて糖尿病有病率の地区別等推計研
究ができたため。

次年度も、糖尿病発症予防に向けて、デ
ジタルデバイスを活用した保健指導サー
ビス導入事業の結果分析等の各種データ
分析に取り組んでいく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 04 01 健康づくり推進課 【再掲】食育推進事業

多様化する食の価値観やラ
イフスタイルに対応し、家
庭や飲食業界を対象に、食
に関する知識の普及と実践
の促進を図る。

①民間団体等と連携し、高
校・大学を対象とした食育
教室の開催
②飲食関係者に向けたメ
ニュー創出支援講座の開講

一般会計 3,286 0 3,286 1,516 0.7 0.0 ①高校・大学の募集
②講座の開講

①実施
②実施

①実施
②実施

①食育教室の開催を希望し
た学校の数
②健康に配慮した新メ
ニューを創出し、提供に
至った割合

①教室のテーマを毎年設定
し、希望のあった学校で開
催するもので、食に関する
知識の普及と実践の促進を
目的とするものであること
から、希望した学校数を成
果指標として設定した。
②健康に配慮したメニュー
を提供する飲食店の充実が
目的であることから提供に
至った割合を成果指標とし
て設定した。

①１校以上
②100％

①１校
②100％

①１校
②100％

①１校
②実績値なし Ａ

多様化する食の価値観やライフスタイル
に対応するため、高校・大学向け食育教
室の開催（希望校1校の達成）と飲食関
係者向けに健康に配慮したメニューの創
出支援講座（提供実現率100％）を実施
し、地域との接点を持ちながら市民の健
康意識向上に寄与することができたた
め。

若い世代は、栄養バランスや食習慣、朝
食の欠食、やせ志向などの課題が多いた
め、継続的な啓発が必要となっている。
また、飲食店には「美味しさと健康は両
立しにくい」という意識が根強いため、
講座の充実と啓発を通じて意識改革を促
していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 04 01 保健衛生医療課
清水区脳梗塞予防実証実験
事業

東京科学大学、静岡市清水
医師会及び静岡市の三者が
連携して実施する脳梗塞予
防実証実験をもって、本市
の医療水準の向上を図る。

リモートテクノロジーとAI
を活用した心房細動発症検
知予測による脳梗塞予防事
業に必要な経費の一部を負
担

一般会計 31,660 0 31,660 31,660 0.1 0.0 実証実験への参加人数 1,000人/年 6,538人/年
実証実験参加者で隠れ心房
細動が発見された人のうち
治療につながった人の割合

心房細動を治療することで
脳梗塞の発症を予防するこ
とを目的としているため、
隠れ心房細動が発見された
人のうち治療につながった
人の割合を指標として設定
した。

100% 100% 100% 100% Ａ
昨年度の参加者のうち隠れ心房細動が発
見された人は２人いたが、２人とも病院
受診につながったため、評価結果は
「Ａ」とした。

実証実験参加者を増やすため継続的に市
民への周知を図る必要がある。
葵区、駿河区の市民も参加しやすくなる
よう関係機関と調整を図る。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 04 01 保健衛生医療課
がん患者に対する各種支援
事業

がん患者の療養生活の質の
維持向上並びにがん患者及
びその家族の精神的苦痛、
社会生活上の不安等の軽減
を図る。

がん患者等を対象とした各
種支援事業の実施

一般会計 11,896 0 11,896 11,000 0.5 0.0

①申請の補助対象となる治
療、購入及びサービス等へ
の補助実施率
②交流会の合計参加人数
③両立支援セミナー合計参
加人数

①100%
②44人
③20人

①100％
②37人
③43人

各支援事業（①補助、②交
流会、③両立支援セミ
ナー）の利用者の満足度

当取組は、がん患者等の支
援を充実することで、がん
患者とその家族が地域で安
心して暮らしていけるまち
づくりを目指していること
から、各支援事業に対する
利用者の満足度を指標とし
て設定した。

①90%
②90%
③90%

①90％
②93%
③93％

①90%
②96%
③100%

①89％
②　実績値な
し
③　実績値な
し

Ａ
静岡市がん対策推進計画に基づき事業を
実施し、目標を達成したため、評価結果
は「Ａ」とした。

がん患者支援（補助制度）を継続して周
知するとともに、がん患者の交流会や両
立支援セミナーについて開催方法の見直
しを行う。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 04 01 保健衛生医療課 がん対策推進事業

市民の誰もが、がんへの理
解及び知識を深め、予防や
早期発見に努めるととも
に、がん患者が尊厳を保ち
つつ安心して暮らすことの
できる社会の構築するとし
たがん対策の総合的かつ計
画的な推進を図る。

がん対策に関する効果的な
施策の実施

一般会計 368 0 368 368 0.4 0.0 協議会による施策の進捗管
理及び評価の実施

１回 １回
がん対策に関する施策の評
価及び対応策の意見聴取

当協議会は、がん対策を総
合的かつ計画的に推進する
ことを目的に設置されてお
り、専門医、市民等の意見
を継続的に把握し、施策へ
の反映を図る役割を担って
いる。このため、施策の評
価や改善に向けた意見聴取
ができた割合を成果指標と
した。

100% 100% 100% 100% Ａ
施策の評価や改善に向けた意見聴取がで
きた割合が100％であったため、評価結
果は「Ａ」とした。

がん対策に関する施策について、同協議
会で協議、評価、必要に応じた見直しを
行う。
併せて、次期計画（令和９年度～令和14
年度）の策定に向けて、同協議会への諮
問を行う。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 04 01 こころの健康センター
慢性化したうつ病の回復支
援のデイケア事業

市内の医療機関での実施が
極めて少ない集団認知行動
療法を軸としたプログラム
を実施し、日常生活や生活
リズムを取り戻せるよう支
援する。

・デイケア：終日×20日間
（年２クール）
・ショートケア：半日×12
日間（年１クール）

一般会計 3,853 0 3,853 719 1.7 0.9 集団回復プログラム「しず
ここ」の実施クール数

３クール ３クール

うつ病集団回復プログラム
終了時に行うアンケートで
「参加してよかった」と回
答した人の割合

参加者がプログラム内容を
今後の生活に生かせること
を目標としているため、プ
ログラム参加の満足度が教
室終了後の行動に影響する
と考え指標とした。

90.0% 96.2% 95.7% 93.0% Ｓ
計画どおりに実施でき、かつ、目標値を
大きく上回る回答割合を得られたことか
ら、評価結果を「Ｓ」とした。

より参加者の属性やニーズに応えた事業
を実施するにあたり、成果指標の設定が
課題となっている。今後は、参加者の自
己評価だけでなく、ＢＤＩⅡ（ベック抑
うつ質問票）又はＨＡＭ－Ｄ（ハミルト
ンうつ病評価尺度）など客観的な評価も
行い事業内容を検討していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 04 01 こころの健康センター
ギャンブル依存回復プログ
ラム事業

当事者に対して、認知行動
療法を軸としたプログラム
を実施し、ギャンブル依存
という囚われからの回復を
支援する。

・一人当たりの最低基準：
個別３回、集団５回のプロ
グラム
・集団プログラム：月２回
の実施（講義a～e）

一般会計 37 0 37 37 0.3 0.1 ギャンブル依存集団回復プ
ログラムの実施回数

24回 24回

ギャンブル依存集団回復プ
ログラム終了時における本
人の目標達成できた方の割
合（断及び減ギャンブルの
改善）

当事者の意向を踏まえた目
標に向かってプログラムを
実施しているため、本人の
目標達成度を指標とした。

90% 100% 100% 100% Ｓ
計画どおりに実施でき、かつ、目標値を
大きく上回る目標達成割合を得られたこ
とから、評価結果を「Ｓ」とした。

ギャンブル相談件数が増加し、速やかな
プログラム参加を促すためには、現状の
固定した相談員だけでは人手不足であ
る。プログラム実施技術を持つ職員を養
成し、対応のキャパシティを増やす。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 01 こころの健康センター 依存症相談事務

各種依存症の当事者とその
家族に対して専門的な相談
を行い、各種依存への回復
を支援する。

・精神保健福祉相談（ギャ
ンブル依存以外）：専門職
全員
・ギャンブル依存：担当者
３人

― 0 0 0 0 0.5 0.7
依存症相談の年間延べ件数
＊実績（全依存症延件数）
R4：288件、R5：294件

250件 367件
電話で受けた依存症相談希
望者に対して初期対応を
行った割合

依存症は相談に至るまでに
本人家族共に葛藤が大きい
ため、相談を希望された際
確実に応じられる体制が重
要。このため初期対応の割
合を指標とした。

90% 100% 実績値なし 実績値なし Ｓ
計画どおりに実施でき、かつ、目標値を
大きく上回る目標達成割合を得られたこ
とから、評価結果を「Ｓ」とした。

依存症の相談自体が増加しており、今後
も増加が見込まれることから相談体制の
検討が必要。精神保健福祉相談の枠を増
やし、その半分を依存症相談と位置づけ
ることで、対応可能件数を増やす。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 01 こころの健康センター 依存症家族教室事業

依存症当事者への対応に悩
む家族に向け、コミュニ
ケーションスキルの向上を
支援し、家族の精神的安定
及び当事者支援に繋げる。

・CRAFT手法（コミュニケー
ション強化と家族トレーニ
ング）を活用した教室
・全６回（年１クール）

一般会計 142 0 142 142 0.2 0.1 依存症家族教室の実施回数 ６回 ６回

依存症家族教室終了時に実
施するアンケートで「大変
役に立った」「役に立っ
た」と回答した人の割合

当事者を支える家族に寄り
添い、依存症の理解を深
め、実践的な対応方法を学
ぶことで、家族が実践でき
ることを目的にしているた
め、参加者自身の満足度を
指標とした。

90% 100% 100% 100% Ｓ
計画どおりに実施でき、かつ、目標値を
大きく上回る回答割合を得られたことか
ら、評価結果を「Ｓ」とした。

依存症全般を対象にしていたが、今まで
アルコール関連の講師が多数であった。
令和７年度からギャンブル、薬物など複
数の依存症関係の講師を検討し、より多
様な家族のニーズに応えていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 01 こころの健康センター 依存症関連問題研修会事業

依存症問題に関する研修会
を開催することにより、支
援機関等への依存症に関す
る知識の普及啓発を行い、
もって地域の依存症相談体
制の強化を図る。

支援機関の職員等に対し
て、依存症問題に関する研
修会を開催する。

一般会計 386 0 386 368 0.2 0.0 依存症関連問題研修会の開
催回数

１回 １回
参加者アンケートで「大変
役に立った」「役に立っ
た」と回答した人の割合

参加対象者のスキルアップ
を確認するため、参加者ア
ンケートによる役立ち度の
割合を成果指標として設定
した。

90.0% 98.2% 99.4% 99.1% Ｓ

当取組の令和６年度実績は98.2％であ
り、目標を大きく上回る成果となった。
これにより、支援機関の職員の依存症に
関する理解が進み、地域の依存症支援体
制の強化につながったと評価できること
から、評価結果は「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は、「Ｓ」であった
が、今後も参加対象者のニーズに合った
研修会を開催できるよう、依存症関連団
体や支援機関等からの情報収集を行うと
ともに、国や県が実施する依存症対策の
動向の把握に努める。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 04 01 こころの健康センター
依存相談対応力向上研修会
事業

依存相談の技術に関する研
修会を開催することによ
り、支援機関等の相談対応
力の向上を図る。

教育、福祉、医療分野で対
人援助業務に従事する支援
者等に対して、依存相談に
関する技術習得のための研
修会を開催する。

一般会計 115 0 115 103 0.1 0.0 依存相談対応力向上研修会
の開催回数

１回 １回
参加者アンケートで「大変
役に立った」「役に立っ
た」と回答した人の割合

参加対象者のスキルアップ
を確認するため、参加者ア
ンケートによる役立ち度の
割合を成果指標として設定
した。

90.0% 96.2% 100.0% 実績値なし Ｓ

当取組の令和６年度実績は96.2％であ
り、目標を大きく上回る成果となった。
これにより、支援機関の依存症相談への
対応力が向上したと評価できることか
ら、評価結果は「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は、「Ｓ」であった
が、令和２年度から継続実施したこと
で、当初の目的を達成したと考えられる
ことから、他事業への統合を含めた取組
内容の見直しを行う。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 04 01 こころの健康センター
かかりつけ医等依存症対応
力向上研修会事業

依存症診療や依存症患者と
のコミュニケーションに関
する知識をかかりつけの医
師等に提供することによ
り、地域における依存症当
事者への支援体制の強化を
図る。

かかりつけの医師や産業医
等に対して、依存症診療の
知識等の習得を目的とした
研修会を開催する。

一般会計 263 0 263 229 0.2 0.0 かかりつけ医等依存症対応
力向上研修会の開催回数

１回 １回
参加者アンケートで「大変
役に立った」「役に立っ
た」と回答した人の割合

参加対象者のスキルアップ
を確認するため、参加者ア
ンケートによる役立ち度の
割合を成果指標として設定
した。

90.0% 98.2% 98.6% 88.8% Ｓ

当取組の令和６年度実績は98.2％であ
り、目標を大きく上回る成果となった。
これにより、かかりつけの医師等の依存
症当事者への継続的支援体制が強化され
たと評価できることから、評価結果は
「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は、「Ｓ」であった
が、今後も参加対象者のニーズに合った
研修会を開催できるよう、医師会との意
見交換、依存症関連団体や支援機関等か
らの情報収集を行うとともに、国や県が
実施する依存症対策の動向の把握に努め
る。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 04 01 こころの健康センター
地域支援事務（アウトリー
チ）

支援機関等に対して、多職
種チームによる精神保健福
祉に関する技術的助言を行
うことにより、精神保健福
祉に関する知識水準及び技
術水準の向上を図る。

精神科医師、精神保健福祉
士、公認心理師等の多職種
による支援チームを編成
し、ケース検討会等の場で
関係機関等に対して技術的
助言（アウトリーチ支援）
を行う。

― 0 0 0 0 0.5 0.0 アウトリーチ支援回数 24回 63回
参加者アンケートで「大変
役に立った」「役に立っ
た」と回答した人の割合

参加機関の精神保健福祉に
関する知識水準及び技術水
準の向上を確認するため、
参加者アンケートの役立ち
度を成果指標として設定し
た。

95% 100% 100% 99% Ｓ

当取組の令和６年度実績は100％であ
り、目標を大きく上回る成果となった。
これにより、関係機関等の精神保健福祉
に関する知識水準及び技術水準の向上を
図ることができたと評価し、評価結果は
「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は、「Ｓ」であった
が、精神保健福祉関連の支援を必要とす
る複雑困難事例が増えていることから、
多職種チームを構成する専門職のスキル
アップが課題となっているため、人材の
確保及び育成等支援体制について検討を
進める。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx47 04 01 精神保健福祉課 自殺対策強化事業

静岡市自殺対策行動計画に
基づき、自殺対策を総合的
に推進することにより、当
市の自殺死亡率を減少させ
る。

①第４期静岡市自殺対策行
動計画の進捗管理の実施
②静岡市自殺対策アドバイ
ザリーボードの運営
③自殺対策連絡協議会
の開催
④普及啓発事業(ホームペー
ジの活用・街頭キャンペー
ン)の実施
➄ゲートキーパー講師養成
研修の実施

一般会計 7,343 0 7,343 4,302 0.5 1.0

①状況調査の実施
②静岡市自殺対策アドバイ
ザリーボード会議の開催回
数
③協議会の開催回数
④自殺対策ホームページを
活用した普及啓発の実施
➄研修受講者数

①適正実施
②２回
③１回
④毎月更新
⑤70人

①適正実施
②２回
③１回
④毎月更新
⑤82人

自殺死亡率（人口10万人あ
たりの自殺者数）

第４期静岡市自殺対策行動
計画の数値目標が令和８年
13.0以下であるため、令和
４年を基準として、毎年1.3
ずつ減少させることを目標
として設定した。

15.5以下 13.7 17.1 18.1 Ｓ

令和６年の自殺死亡率を年1.3ずつ減少
させ15.5以下にすることを目標として自
殺対策を推進した結果、目標値よりも更
に低い13.7（1.8減）となったことから
「S」とした。

当取組の評価結果は「S」であったが、
引き続き本市における重点対象を中心と
した自殺対策に取組み、第４期自殺対策
行動計画の数値目標である「令和８年自
殺死亡率13.0以下」を目指す。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx48 04 02 保健衛生医療課
清水地域医療提供体制確保
事業

大学との共同研究の実施に
より、医療体制がひっ迫す
る清水地域の医療に関する
体制強化を図る。

北里大学による清水地域で
の診療を通じた研究の実施
に対し、必要な経費の一部
を負担

一般会計 10,000 0 10,000 10,000 0.6 0.0 共同研究により確保した医
師数

１人 １人

清水地域で内科救急の搬送
患者受入を24時間365日実施
した公的病院の割合（避難
が必要な災害時を除く。）

医師の確保を支援すること
により、清水地域での救急
医療提供体制を確保するこ
とを目的としているため、
清水地域での内科救急の搬
送患者受入を24時間365日実
施した公的病院の割合を指
標として設定した。

100% 100% 100% 実績値なし Ａ
年間を通して、清水地域で内科救急の搬
送患者の受入ができたので、評価結果は
「Ａ」とした。

清水地域医療提供体制を確保するために
必要な研究と医師確保を継続的に実施し
ていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx49 04 02 保健衛生医療課 山間地診療所管理事業

山間地地域の住民が安心し
て医療を受けられる環境を
整備するため、山間地診療
所の維持管理及び開設者へ
の支援を行う。

①開設者への補助金交付
②施設・医療機器等の整
備・更新

一般会計 74,123 0 74,123 68,175 0.2 0.0 補助金交付事務の実施
５診療所×12
月

５診療所×12
月

山間地診療所（５か所）の
設置数

山間地域の住民にとって、
必要な場所で必要な医療を
受けられる体制を維持する
ことが必要であるため、山
間地診療所の設置状況を目
標として設定した。

５か所 ５か所 ５か所 ５か所 Ａ
山間地域の住民にとって必要な場所で必
要な医療を受けられる体制を維持するこ
とができたため、評価結果は「Ａ」とし
た。

５診療所中、4診療所が設置30年を超え
ており、経年劣化等から、突発的な施設
修繕が度々発生している。診療に影響を
きたさないようにする必要があるため、
計画的な修繕を行っていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx50 04 02 保健衛生医療課 大河内診療所移転新築事業

築40年が経過し主要構造に
劣化が生じている、大河内
診療所の移転新築を実施す
る。

山間地における地域医療を
確保するための大河内診療
所の移転新築

一般会計 0 7,392 7,392 3,640 0.6 0.0 新大河内診療所の建設完了
50%（設計完
了）

30%

地域住民等の意見を踏まえ
た機能性・利便性の高い診
療所を建設するための協議
ができた割合

新診療所の開設に当たっ
て、利用者の意見を反映し
た施設とするための目標設
定とした。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
地域住民等による建設委員会で意見を聴
取し、その意見を設計に反映できたた
め、評価結果は「Ａ」とした。

令和７年度中の建設工事の完成を目指し
ているため、スケジュールに遅れが生じ
ないよう、関係課と受託業者との連絡を
密に行う。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx51 04 02 保健衛生医療課
静岡、清水両地域救急当番
医事業

土曜日の午後、休日におけ
る初期救急医療体制を確保
する。

各医師会に当番医の運営を
委託

一般会計 49,998 0 49,998 49,998 0.2 0.0 委託契約締結 ２件 ２件

初期救急医療体制（在宅当
番医）の実施率
（避難が必要な災害時を除
く。）

初期救急医療体制は、年間
を通して確保する必要があ
るため、年間での所定日全
日程の実施を指標として設
定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
年間を通して、初期救急医療体制（在宅
当番医）を実施できたので、評価結果は
「Ａ」とした。

市民に対する救急医療確保のため、引き
続き在宅当番医制維持について医師会と
の協議を継続する。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx52 04 02 保健衛生医療課
病院群輪番制運営費補助金
交付事業

休日又は夜間における重症
救急患者に対する医療（第
二次救急医療）を確保す
る。

市内の救急告示病院が実施
する病院群輪番制運営事業
に対し補助金を交付

一般会計 308,488 0 308,488 308,488 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく補助
金を交付

遅滞なく補助
金を交付

二次救急医療体制（病院群
輪番制）の実施率
（避難が必要な災害時を除
く。）

二次救急体制は、年間を通
して確保する必要があり、
所定日全日程の実施を指標
として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
年間を通して、二次救急医療体制（病院
群輪番制）を実施できたので、評価結果
は「Ａ」とした。

安定的な二次救急医療体制に向けて、各
病院と協議を行い、連携していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx53 04 02 保健衛生医療課 医師等確保対策事業

救急医療を担う公的病院の
医療関係職員確保を支援
し、地域医療体制を維持す
る。

①医療職員求人募集事業を
実施する公的病院へ補助金
を交付
②看護職員修学資金貸与事
業を実施し、貸与者に対し
償還免除する公的病院へ補
助金を交付

一般会計 15,000 0 15,000 14,475 0.1 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく補助
金を交付
①５件
②２件

遅滞なく補助
金を交付
①５件
②２件

救急搬送患者受入事業を24
時間365日実施した公的病院
の割合
（避難が必要な災害時を除
く。）

医療関係職員確保を支援す
ることにより、公的病院の
救急医療体制が確保され、
救急告示病院として24時間
365日救急患者を受入れるこ
とが可能となるため。

100% 100% 100% 100% Ａ
公的病院が24時間365日救急患者を受け
入れることができたので、評価結果は
「Ａ」とした。

医師等の確保については、各病院の努力
によるものが大きいが、依然として厳し
い状況が続いているため、引き続き効果
的な支援策を検討していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx54 04 02 保健衛生医療課 公的病院補助事業

救急医療等の不採算医療を
担っている公的病院の運営
経費を支援することによ
り、救急医療等の確保及び
地域医療体制の維持を図
る。
大規模災害時に備えて、救
護病院としての機能を強化
するとともに、重症患者を
受け入れる救急医療体制の
強化を図る。

①救急告示病院の維持に要
する経費の一部を補助金と
して交付
②救護病院としての機能強
化を目的とする施設・設備
整備を実施する対象病院へ
補助金を交付

一般会計 150,000 0 150,000 150,000 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく補助
金を交付８件

遅滞なく補助
金を交付８件

救急搬送患者受入事業を24
時間365日実施した公的病院
の割合
（避難が必要な災害時を除
く。）

救急医療の運営経費や大規
模災害時に備えた救急医療
体制の強化に対して支援す
ることにより、公的病院の
救急医療体制が確保され、
救急告示病院として救急患
者を受け入れることが可能
となることから、救急搬送
患者受入事業を24時間365日
実施した公的病院の割合を
指標として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
公的病院が24時間365日救急患者を受け
入れることができたので、評価結果は
「Ａ」とした。

各公的病院の医師確保状況、救急医療等
の不採算の実施状況等を確認しながら、
引き続き効果的な支援策を検討してい
く。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx55 04 02 保健衛生医療課
地方独立行政法人静岡市立
静岡病院に関する事業

静岡病院の老朽化の進んだ
施設等を再整備し、地域医
療の維持確保を目指す

静岡病院の老朽化の進んだ
施設等の再整備の検討

一般会計 487 0 487 487 1.5 0.0 再整備に向けた関係者との
協議

10回 17回

本市や病院等の意見を踏ま
えた機能性・利便性の高い
病院を再整備するための必
要な協議ができた割合

静岡病院の再整備にあたっ
て、機能性・利便性の高い
施設とするために、病院と
協議を重ねる必要があるこ
とから、必要な協議ができ
た割合を成果指標として設
定とした。

100% 100% 100% 100% Ａ
本市や病院の意見を踏まえた機能性・利
便性の高い病院を再整備するための協議
ができていることから「Ａ」とした。

静岡病院の再整備にあたっては、今後策
定される新たな地域医療構想を踏まえた
ものにする必要があるため、引き続き丁
寧な調整を続けていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx56 04 02 保健衛生医療課 急病センター運営事業
毎夜間における初期救急医
療体制を確保する。

指定管理方式による管理運
営

一般会計 291,971 0 291,971 291,971 0.7 0.0

①協定締結、年度評価の実
施
②督促状、催告書送付率
③利用状況把握率

①各１件
②100％
③100％

①各１件
②100％
③100％

初期救急医療体制（急病セ
ンター）の実施率
（避難が必要な災害時を除
く。）

初期救急医療体制は、年間
を通して確保する必要があ
るため、年間での所定日全
日程の実施を指標として設
定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
年間を通して、初期救急医療体制（急病
センター）を実施できたので、評価結果
は「Ａ」とした。

初期救急医療の体制を確保するため、引
き続き指定管理者と連携して適正な運営
を行っていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx57 04 02 静岡看護専門学校 静岡看護専門学校改修事業
静岡看護専門学校の設備を
改修し、安心安全な学習環
境を確保する

社会共有資産利活用基本方
針に基づく静岡看護専門学
校の施設・設備の改修

一般会計 0 0 0 0 0.5 0.0 施工業者と契約締結 契約完了 契約完了 修繕業務の進捗

当取組は本校の昇降機を改
修し、利用者が安心・快適
に過ごせる環境の整備を目
的とするものであるが、事
業の完了から効果の発現ま
で時間を要することから、
R7年度完成とした修繕業務
の進捗を成果指標とした。

契約の締結 契約の締結 実績値なし 実績値なし Ａ 目標設定どおり、契約締結を完了した。

令和７年度が本格的な施工となる。学生
生活に支障が出ないよう騒音や資材置き
場の設置、作業用の導線確保を行うた
め、現場施工前の入念な打ち合わせが必
要となる。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx58 04 02 清水看護専門学校
清水看護専門学校空調設備
交換修繕事業

空調設備の更新により、安
全で快適な学習環境を維持
する。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく清水看護専門学
校の空調設備の改修

一般会計 15,000 0 15,000 0 1.5 0.0 空調修繕の実施 修繕完了 修繕完了

学生アンケートで「教育施
設・教育環境は整えられて
いる・やや整えられてい
る」と回答した人の割合

学生アンケートで「教育施
設・教育環境は整えられて
いる・やや整えられてい
る」の割合のうち空調設備
の不具合が発生する前の3年
間（R元年度～R３年度）の
平均値を設定する。

96% 94.0% 90.0% 78.0% Ａ

令和７年度改修予定の図書館等が未実施
の中、学生アンケートの結果「教育施
設・教育環境は整えられている・やや整
えられている」の割合が94％となり、目
標の96％は達成できなかったが、本事業
により学校環境の快適性の向上が図られ
た.

空調設備改修は令和７年度で完了する予
定であるが、建設から30年が経過し、建
物・設備の老朽化が進んでいることか
ら、トイレの洋式化や外壁改修など、良
好な教育環境の維持に向けて計画的に実
施していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx59 04 02 感染症対策課
風しん対策事業
（妊娠を希望する女性等へ
の風しん予防接種）

妊娠を希望する女性及びそ
のパートナー並びに妊婦の
同居家族に対し、無料の風
しん抗体検査を実施するこ
とで、先天性風しん症候群
の発生を防止する。

抗体検査委託業務 一般会計 13,913 0 13,913 10,291 0.5 1.0 抗体検査委託業務の実施 実施 実施

風しん抗体検査にて抗体価
が不十分と判定された人の
うち、予防接種を受けた市
民の割合

当取組は不十分な者に確実
に接種を受けていただくこ
とで目的を達するため、市
民の接種割合を成果指標と
して設定した。

73% 70% 73% 75% Ａ
目標値を若干下回ったが、抗体価不十分
である方の予防接種につなげることがで
きた。

目標値に対する達成度はＡ評価である
が、接種率が下がっているため、抗体価
が不十分である方に対して分析を行い、
積極的な周知を図っていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx60 04 02 精神保健福祉課
精神科救急医療体制整備事
業

精神科医療を必要な者に対
して、休日・夜間等にて迅
速かつ適切な医療及び保護
ができる体制を確保する。

①休日夜間における受診体
制の確保
②24時間365日の医療機関等
に関する情報提供
③身体合併症に対応するた
めの医師や病床の確保
④休日夜間における医療相
談窓口の確保

一般会計 24,562 0 24,562 24,562 0.1 0.0
①契約件数
②支払事
+Z77+P78:V7+P78:W78

①５件
②５件
③２回

①５件
②５件
③２回

精神科救急医療体制確保日
数

休日・夜間等にて、迅速か
つ適切な医療及び保護がで
きる体制を確保することを
指標とした。

24時間365日 24時間365日 24時間366日 24時間365日 Ａ
県、浜松市及び関係機関と共同し、24時
間365日の精神科救急医療体制を確保す
ることができた。

関係機関及び関係団体と協議し、より充
実した精神科救急医療体制の確保を目指
す。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx61 04 02 病院経営企画課 清水病院経営改善事業

「公益性」と「事業性」が
両立した、持続的な経営が
なされている病院を目指
す。

医療政策アドバイザーや医
療コンサルタントの知見を
取り入れながら、入院・外
来収益の増加、経費削減に
取組み、安定的かつ持続可
能な医療体制を維持する。

企業会計 15,615 0 15,615 15,615 0.2 0.1 各診療科ヒアリングの実施 １回 １回 一般会計補助金額
一般会計補助金なしで持続
可能な経営ができている状
態を目指すため。

583,000
千円

1,000,000
千円

1,299,000
千円

1,313,851
千円 Ｃ

令和６年度は、令和７年３月末の脳神経
外科、皮膚科の医局派遣の撤退に伴い、
令和６年１２月から実施した受診調整等
により患者数が減少したことや、物価高
騰により、単年度収支において赤字が大
幅に増加したことから、評価結果を
「Ｃ」とした。

課題となっている一般会計補助金に依存
した経営体質の改善のため、「医療政策
アドバイザー」助言を受けるとともに、
清水病院と庁内関係局によるプロジェク
トチームを立ち上げ、経営改善に係る取
組を促進する。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx62 04 03 保健衛生医療課
【再掲】静岡、清水両地域
救急当番医事業

土曜日の午後、休日におけ
る初期救急医療体制を確保
する。

各医師会に当番医の運営を
委託

一般会計 49,998 0 49,998 49,998 0.2 0.0 委託契約締結 ２件 ２件

初期救急医療体制（在宅当
番医）の実施率
（避難が必要な災害時を除
く。）

初期救急医療体制は、年間
を通して確保する必要があ
るため、年間での所定日全
日程の実施を指標として設
定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
年間を通して、初期救急医療体制（在宅
当番医）を実施できたので、評価結果は
「Ａ」とした。

市民に対する救急医療確保のため、引き
続き在宅当番医制維持について医師会と
の協議を継続する。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx63 04 03 保健衛生医療課
【再掲】病院群輪番制運営
費補助金交付事業

休日又は夜間における重症
救急患者に対する医療（第
二次救急医療）を確保す
る。

市内の救急告示病院が実施
する病院群輪番制運営事業
に対し補助金を交付

一般会計 308,488 0 308,488 308,488 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく補助
金を交付

遅滞なく補助
金を交付

二次救急医療体制（病院群
輪番制）の実施率
（避難が必要な災害時を除
く。）

二次救急体制は、年間を通
して確保する必要があり、
所定日全日程の実施を指標
として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
年間を通して、二次救急医療体制（病院
群輪番制）を実施できたので、評価結果
は「Ａ」とした。

安定的な二次救急医療体制に向けて、各
病院と協議を行い、連携していく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx64 04 03 保健衛生医療課 【再掲】公的病院補助事業

救急医療等の不採算医療を
担っている公的病院の運営
経費を支援することによ
り、救急医療等の確保及び
地域医療体制の維持を図
る。
大規模災害時に備えて、救
護病院としての機能を強化
するとともに、重症患者を
受け入れる救急医療体制の
強化を図る。

①救急告示病院の維持に要
する経費の一部を補助金と
して交付
②救護病院としての機能強
化を目的とする施設・設備
整備を実施する対象病院へ
補助金を交付

一般会計 150,000 0 150,000 150,000 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく補助
金を交付８件

遅滞なく補助
金を交付８件

救急搬送患者受入事業を24
時間365日実施した公的病院
の割合
（避難が必要な災害時を除
く。）

救急医療の運営経費や大規
模災害時に備えた救急医療
体制の強化に対して支援す
ることにより、公的病院の
救急医療体制が確保され、
救急告示病院として救急患
者を受け入れることが可能
となることから、救急搬送
患者受入事業を24時間365日
実施した公的病院の割合を
指標として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
公的病院が24時間365日救急患者を受け
入れることができたので、評価結果は
「Ａ」とした。

各公的病院の医師確保状況、救急医療等
の不採算の実施状況等を確認しながら、
引き続き効果的な支援策を検討してい
く。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx65 04 03 保健衛生医療課 災害時医療関連事業

災害時における医療救護に
関する知識の普及啓発を図
るとともに、災害時を想定
した医療救護体制を整備す
る。

①災害医療に関する意識・
知識の普及・啓発
②救護所資材の充実
③医療救護本部（支部）の
体制強化

一般会計 2,171 0 2,171 2,171 1.0 0.0 医療救護訓練の実施 ２回 ２回
会議や連絡会等での災害医
療に関する意識・知識の普
及・啓発

訓練に参加することが成果
ではなく、３師会、自主
防、行政等とが必要な協
議・調整等を行い、その結
果を踏まえて訓練すること
により、災害医療に関する
知識等の醸成及び定着が図
られ、より効果的な訓練と
なることから、適切な訓練
を実施し、意識・知識の普
及・啓発を目標とした。

10回 12回 19回 ９回 Ａ

総合防災訓練及び地域防災訓練において
医療救護訓練を滞りなく実施し、災害医
療に関する意識・知識の普及・啓発がで
きたことから、評価結果は「Ａ」とし
た。

訓練後の参加者からの意見等を取り入れ
て、災害医療に関する計画やマニュアル
の見直しを図る。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx66 04 03 保健衛生医療課
【再掲】急病センター運営
事業

毎夜間における初期救急医
療体制を確保する。

指定管理方式による管理運
営

一般会計 291,971 0 291,971 291,971 0.7 0.0

①協定締結、年度評価の実
施
②督促状、催告書送付率
③利用状況把握率

①各１件
②100％
③100％

①各１件
②100％
③100％

初期救急医療体制（急病セ
ンター）の実施率
（避難が必要な災害時を除
く。）

初期救急医療体制は、年間
を通して確保する必要があ
るため、年間での所定日全
日程の実施を指標として設
定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
年間を通して、初期救急医療体制（急病
センター）を実施できたので、評価結果
は「Ａ」とした。

初期救急医療の体制を確保するため、引
き続き指定管理者と連携して適正な運営
を行っていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx67 04 03 感染症対策課
感染症対策事業
（新興・再興感染症対策）

市内の感染症の発生状況を
把握し、感染拡大防止を図
る。

①定点医療機関における動
向調査・情報発信
②感染症発生時における疫
学調査の実施

一般会計 5,791 0 5,791 3,418 1.0 0.0

①定点医療機関の動向調査
②感染症発生状況の情報発
信
③感染症発生時の疫学調査

①64回
②64回
③随時

①64回
②64回
②実施

社会福祉施設等での重大
（複数の死亡・重症者の発
生など）な感染症発生件数
（新型コロナを除く）

当取組は発生させないこと
を目的とするものであるた
め、発生件数を成果指標と
して設定した。

0件 0件 0件 0件 Ａ
定点調査や疫学調査を実施することで、
感染症患者が発生した際にも必要に応じ
て入院等の措置を適切に行うことで、感
染拡大を防止することができた。

引き続き定点調査や積極的疫学調査に基
づく適切な感染防止策を実施すること
で、感染症のまん延防止に努めていく。

1101_【保健福祉長寿局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx68 04 03 感染症対策課
感染症予防計画推進事業
（新興・再興感染症対策）

改正感染症法に基づき市の
感染症予防計画を策定した
予防計画に基づき、平時か
らの感染症流行に備える。

感染症対策協議会の開催 一般会計 726 0 726 207 1.0 1.0 感染症対策協議会の開催回
数

２回 ２回
諮問内容に対する審議・答
申率

諮問に対する答申を確実に
受けるため、審議・答申率
を成果指標として設定し
た。

100% 100% 100% 実績値なし Ａ
諮問に対し委員から多くのご意見をいた
だき、市の施策に反映することができ
た。

引き続き施策における課題などについて
積極的に諮問し、答申内容を市の施策に
反映していくよう努めていく。

1201_【こども未来局・①健康・福祉分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx69 04 03 食品衛生課

食の安全対策推進に関する
事業
（食の安全・安心アクショ
ンプランの推進）

「食の安全確保」および
「食の安心の提供」を図
り、食品関連事業者や市民
の食の安全対策にかかる理
解を深める。

①食の安全・安心アクショ
ンプランに基づいた業務
（リスクコミュニケーショ
ン等）を実施

②静岡市の食の安全・安心
に関する情報について市民
や食品関連事業者にわかり
やすく提供するための
ア ウェブサイトの運営
イ YouTube動画を使用した
情報発信

一般会計 1,444 0 1,444 868 0.8 0.2

①リスク・コミュニケー
ションの申請に対する実施
率(市政出前講座等）

②ア たべしずねっと情報
更新回数
イ たべしず動画を使用し
た情報発信回数

①100％

②
ア 200回／年
イ 12回／年

①100％

②
ア 200回／年
イ 12回／年

①食の安全教室、市政出前
講座受講者の理解度

②ア たべしずねっとアクセ
ス数
イ たべしず動画閲覧数

①講座終了後、受講者に対
してアンケートを実施し、
食の安全・安心に係る理解
度を把握するため、90％以
上を目標値に設定した。
②ア 平成30年度～令和３年
度の平均アクセス数
（44,307回）を超えるよう
45,000回に設定した。
イ 開始年度（令和５年度）
と同程度の閲覧数を確保で
きるよう20,000回に設定し
た。

①90％以上

②
ア 45,000回
イ 20,000回

①100％

②
ア 41,448回
イ 38,304回

①100％

②
ア 32,855回
イ 20,581回

①100％

②
ア 39,958回
イ 実績値な
し

Ａ

令和６年度実績は、①100%、②(1)92％
(2)191％であった。市民の食に対する安
全対策のほか、食品関連事業者の衛生管
理等に関する理解を深めることに繋がっ
たと評価できることから、評価結果を
「Ａ」とした。

評価結果は「Ａ」としたが、食中毒事故
については、市民や食品関連事業者に
とって、普段から身近で頻繁に発生する
ものではないため、食中毒そのものに対
する認識が希薄化していることが課題で
ある。
今後、①については、受講者の興味関心
を含め、きめ細やかにニーズを把握する
聞き取りを行う一方、②については、食
に関する安全性の確保に向けて、市民や
食品関連事業者と「たべしずねっと」の
掲載情報を繋いでいくための情報発信を
強化していく。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

1 01 01 こども園運営課 市立園のESD推進事業

ESDの推進の推進拠点となる
ユネスコスクールへの加盟
園5園が中心となり、園児へ
と質の高い教育を行い持続
可能な社会づくりの担い手
を育みながら、持続可能な
園づくりを行う。

研修内でESDについて理解を
深め、園の教育保育につな
げる。

一般会計 313 0 313 140 0.3 0.0
①ESD研修の実施回数
②遊びと生活展の開催
③実践報告

①２回
②３日間開催
③実施

①２回
②３日間開催
③実施

成果発表会に参加した園数

ＥＳＤの理念を研修で学
び、実践した成果を発表す
ることで持続可能な園づく
りにつながることから、発
表会への参加園数を指標と
して設定した。

19園 20園 19園 23園 Ａ
当取組の令和６年度の実績は参加園19園
であり目標通りの結果となった。これに
よりESDの推進に繋がったと評価でき
る。

ESDの推進に向けて、ユネスコスクール
園を中心に更なる公立園での持続可能な
園づくりの推進が望まれることから、
ESDの理念を研修で学び、園児へと質の
高い教育を行い持続可能な社会の担い手
を育みながら、園づくりを進めていく。

2 01 01 教職員課
静岡市型35人学級編制の完
全実施事務

全ての小中学校において、
各学年で35人以下の学級を
編制することにより、児
童・生徒へのきめ細かな学
習や生活指導を行う。

全ての小中学校に対する静
岡市型35人以下学級編制の
実施。

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 静岡市型35人学級編制該当
校への教員の配置率

100% 100%

①「学校に行くのは楽し
い」と答える児童・生徒の
割合
②国語の授業内容がよく分
かると答える児童・生徒の
割合
③算数・数学の授業内容が
よく分かると答える児童・
生徒の割合

当取組は児童・生徒に対し
てきめ細かな学習や生活指
導を行うことを目的とする
ものであり、児童・生徒の
学校への満足度や学習の理
解度を高めることを目指す
ものであることから、①と
②、③を成果指標として設
定した。

①小85％
　中80％
②小84％
　中79％
③小80％
　中69％

①小83.0％
　中81.7％
②小83.7％
　中78.9％
③小80.7％
　中73.9％

①小85.0％
　中79.1％
②小83.8％
　中78.5％
③小79.3％
　中68.4％

①小84.7％
　中81.3％
②小81.7％
　中77.9％
③小80.0％
　中71.5％

Ａ

当取組の令和６年度実績は、６項目中半
分の３項目で、目標を下回る成果となっ
た。しかし、個々の目標値と実績値を比
較してみると、その差はわずかであり
（＋4.9ポイント～－2.0ポイント）、当
取組による成果は静岡市型35人学級編制
の完全実施のため十分に得られていると
評価したことから、評価結果は「Ａ」と
した。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
目標を達成できていない項目が、半分存
在している。引き続き、児童・生徒への
きめ細かな学習や生活指導を行うために
も、静岡市型35人学級編制の完全実施を
進めていく。

3 01 01 学校給食課
有機・規格外農産物活用事
業

学校給食で有機・規格外農
産物を提供し、安定した販
路拡大を構築するととも
に、子どもたちや保護者
に、持続可能な食料と農業
の在り方を考える食育を推
進する。

・環境に配慮された農産物
を学校給食で提供する。
・加工品開発

一般会計 10,000 0 10,000 1,565 0.8 0.0

①有機農産物（生鮮野菜）
の提供品目及び提供学校数
②有機農産物（茶加工品）
の学校給食提供学校数
③規格外野菜の商品開発数

①２品目
　22校
②124校
③２品目

①２品目
　22校
②124校
③２品目

①学校給食で使用した有機
農産物の割合
②「給食を食べる時、静岡
の食べ物か確認して食べ
る」児童生徒の割合

有機・規格外農産物の安定
した販路拡大と、持続可能
な食料と農業の在り方を考
える食育を推進を目的とす
ることから、学校給食での
有機農産物の使用割合と地
元の食材を意識している児
童生徒の割合を成果指標と
して設定した。

①0.4％
②15%以上

①0.5％
②19.1％

実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績から有機・規格
外農産物の学校給食への販路を開拓する
ことが出来、児童生徒に持続可能な食料
と農業の在り方を考えるきっかけを与え
たことから、学校給食での有機農産物の
使用割合と地元の食材を意識している児
童生徒の割合について目標を上回る成果
となった。これにより、学校給食での有
機・規格外農産物活用に繋がったと評価
できることから、評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
学校給食で使用するのに十分な有機農産
物の量が確保できなかったことが課題と
なっている。このことから、農業政策課
と協力し、学校給食の提供量や提供回数
を増やし、児童生徒に更なる持続可能な
食料と農業の在り方を考える食育活動を
推進していく。

4 01 01 学校給食課 お茶飲用促進関係事業

静岡市の児童が市内産のお
茶を味わいながら学ぶこと
を通して、静岡茶の愛飲促
進及び郷土愛の育成を図
る。

・市内産茶葉の児童による
選定会の実施
・約15,000人の児童への選
定茶葉の配付及びマイボト
ルチャレンジ週間の設定実
施
・児童生徒へのお茶に関す
る食育の実施
・効果検証のためのアン
ケート調査の実施

一般会計 20,000 0 20,000 18,787 0.5 0.0
①選定会実施校数
②茶葉配布児童数
③食育動画作成数

①３校
②15,000人
③10本

①３校
②15,789人
③10本

①動画閲覧回数
②市内産茶葉を「人に勧め
たい」と思った児童の割合

当取組は静岡茶に親しみ興
味をもつことが目的のた
め、動画食育資料の視聴数
や、配布した市内産茶葉に
対する所感を表す数値を成
果指標として設定した。

①のべ3000回
②80%以上

①約5000回
②浅蒸し茶
87.0%、深蒸
し茶87.9%、
和紅茶87.5%

実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績の動画再生回数
は目標を大きく上回っており、市内産茶
葉を「人に勧めたい」と思った児童の割
合についても目標を上回る成果となっ
た。これにより、静岡茶の愛飲促進及び
郷土愛の育成に繋がったと評価できるこ
とから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
市内産茶葉の児童による選定会の実施に
ついては、学校の負担が大きいことや一
部の児童のみの関わりになっている点が
課題となっている。このことから、農業
政策課と協力しお茶の配布を継続すると
共に、ICTを活用しオンラインでの食育
活動を進めていく。

5 01 02 教育総務課 高等学校改革推進事業

市立の高等学校において、
異文化の人など多様な他者
との協働により、広い視
野・国際感覚を身に付ける
とともに、地域社会の核と
なり未来の静岡の創り手と
なる人材の育成を図る。

市立の高校において、外部
人材と連携した授業を実施

一般会計 1,106 0 1,106 940 0.2 0.0 外部連携型授業等の実施数 20回 17回
外部人材等と連携した学び
や行事に魅力を感じると回
答した生徒の割合

アンケート調査により、生
徒の実感を計測。外部連携
により、生徒が学校での学
びと実社会とのつながりを
感じられるようになること
を目指し設定した。

80.0% 98.8% 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度活動実績は17回であ
り、目標を下回る成果となった。目標を
下回った要因は校内での活用範囲が限定
的であったことである。一方で、成果の
実績値は目標値を大きく上回ったため、
成果が十分に得られていると評価したこ
とから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
活用範囲の広がりに向けては、より多く
の教員による実践が課題となっている。
このことから、令和６年度に実施した教
員の声（成果等）を校内に広げ、コー
ディネーター活用の推進を進めていく。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　子どもを生みやすい、育てやすい環境が整っていると思う市民の割合 　４０．０％（Ｒ４参考値：２８．９％）

　保育所等０人、放課後児童クラブ０人（Ｒ４現状値：保育所等０人（4/1）、保育所等５７人（10/1）、
放課後児童クラブ３０人（5/1））

　保育所等待機児童数（4/1及び10/1時点）及び放課後児童クラブ待機児童数（5/1時点）

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　将来の夢や目標をもっている児童生徒の割合
　全国平均＋１％（Ｒ４現状値：小学生７８．４％（全国平均７９．８％）、中学生６５．１％（全国平
均６７．３％））

　自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合
　全国平均＋１％（Ｒ４現状値：小学生８０．４％（全国平均７９．３％）、中学生７７．２％（全国平
均７８．５％））

　01　子ども・若者・子育て家庭を支える地域づくり

政策 施策

　01　自らの力で豊かな未来を切り拓くことができる子ども・若者を育成します 　01　自ら学び、共に生きる力をもった子ども・若者の育成

　02　グローカル（※2）に活躍できる人材の育成

【②子ども・教育分野】

　自らの力で豊かな未来を切り拓くことができる子ども・若者を育成します

　02　子ども・若者が誰一人取り残されず成長できるよう支援します

　02　充実した保育・教育環境の整備

　03　安定した質の高い保育・教育の提供

　02　安心して子どもを生み育てられる環境づくり

　03　学校、家庭、地域等の連携の充実

　04　信頼される保育・教育環境づくりを推進します 　01　子どもの安全対策の推進

　03　教育DXの推進

　01　特別な支援を必要とする子どもの保育・教育の推進

　02　いじめ・不登校・ひきこもり対策の推進

　03　子ども・若者の安全・安心な居場所づくりの推進

　03　「しずおか総がかり」で子ども・若者・子育て家庭を支援し、子どもを生み育てやすいまちづくりを推進します
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

6 01 02 教育センター
英語力向上プロジェクト事
業

異なる文化の人々と自信を
持ってコミュニケーション
をとることができ、地元へ
の愛情を持ちながら国際的
に活躍できる子どもを育て
る。

①外国語指導助手の招致、
採用、及び配置
②独自教材「しずおかグ
ローカルタイム」の活用
③グローカルイングリッ
シュティーチャー（GET）の
配置（3･4年生）
④イングリッシュキャン
プ、カフェ、デイの実施

一般会計 59,068 0 59,068 54,063 1.0 4.0

①外国人指導助手の配置人
数
②独自教材の活用
③GET訪問回数
④イングリッシュキャン
プ、カフェ、デイの実施回
数

①45人配置
②実施
③35回/年
④キャンプ４
回、カフェ、
デイ月１回程
度

①45人配置
②実施
③35回/年
④キャンプ４
回、カフェ、
デイ月１回程
度

中学卒業時に英検３級相当
以上の英語力をもつ生徒の
割合

当取組は英語力をもち、国
際的に活躍できる子どもを
育てることを目指すことか
ら、国が掲げている目標
（2028年までに、英検３級
相当以上の力をもつ中学生
の割合60％）を達成するた
めの目標値を算出した。

57.0% 55.2% 56.0% 51.7% Ａ
小学校からの継続的な外国語教育支援
が、中学校において求められる英語力を
身につけた生徒の割合の向上につながっ
ている。

外国語授業でのALT参画をより充実させ
ていくことにより、児童生徒のさらなる
英語力向上を図る。また、GETの専門的
な知識やスキルを教員と共有することに
より、教員の指導の質をさらに高めてい
く。

7 01 03 教育センター
情報活用能力の向上に係る
支援、指導事務

ICTを活用して教員の指導力
向上を図る。

ICTを活用した教員の指導力
向上を図るための支援体制
の構築

一般会計 47,000 0 47,000 20,460 0.3 0.0

①ICT授業改善支援員の訪
問回数
②GIGAスクール運営支援セ
ンター（教員支援ヘルプデ
スク）の開設日数

①1,100回
②延べ235日

①1,220回
②延べ238日

学習の中でICT機器を使うの
は勉強に役に立つと回答す
る児童生徒の割合（①小6／
②中2）

ICTを活用した授業等に魅力
を感じ、コンピュータ等の
ICT機器を使うのは勉強の役
に立つと捉える児童生徒の
割合は、100％を目指す必要
があると考え、成果指標と
して設定した。

①100％
②100％

①96.9％
②95.4％

①96.0％
②95.6％

①94.5％
②95.4％ Ａ

ICT機器を使うのが勉強の役に立つとの
肯定的な回答が90％を超えており、昨年
度同様に高い割合となっているため。

一人一台端末を活用した指導に苦慮する
教員もいることから、ICT授業改善支援
員を通じた伴走支援を強化していく。

8 01 03 教育センター
モバイルWi-Fiルータ等貸与
事業

多様な子どもたちを誰一人
取り残すことなく、家庭学
習においても、児童生徒の
学びを保障する。

Wi-Fi環境が整っていない家
庭を対象としたモバイルWi-
Fiルータ等の無償貸与

一般会計 2,600 0 2,600 2,548 0.1 0.0
貸与を希望する児童生徒の
世帯に対する貸出実施の割
合

100% 100%
家庭学習において学習者用
端末を利用した学びが保障
されない児童生徒の人数

学習者用端末の日常的な持
ち帰りが進んでいく中で、
自宅での学習に支障が出な
いようにすることを成果指
標として設定した。

０人 ０人 ０人 ０人 Ａ
計画どおりに貸与を希望する児童生徒の
世帯に貸出を実施したことにより、誰一
人取り残されない学びの機会を保障する
支援ができたため。

貸与希望世帯数を機器やSIMカードの調
達時期までに見込むことが難しく、貸出
時に過不足が生じないようにするため、
予測精度を高めていく。

9 01 03 教育センター
学習者用端末及び指導者用
端末の整備、運用及び維持
管理事業

学習者用端末及び指導者用
端末の安定的で円滑な運用
を図る。

学習者用端末・ネットワー
クの適切な維持管理・更改
の実施

一般会計 56,000 0 56,000 55,814 1.2 0.2 故障端末の修繕又は代替機
提供

2,300台 2,363台
ICTを活用した学びを途切れ
ることなく保障された児童
生徒の割合

ICTは個別最適な学びと協働
的な学びの一体的な充実に
必要不可欠なツールである
と考え、端末機器を途切れ
なく利用できることを成果
指標として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
計画どおりに故障した端末の修繕又は代
替機の提供を実施したことにより、誰一
人取り残されない学びの機会を保障する
ことができたため。

導入から年数が経ち、故障率が上昇して
おり、機器の老朽化が進んでいることか
ら、故障端末台数の見込みを精度高く
し、修繕等ができない事態が発生しない
ようにしていく。

10 02 01 こども若者応援課 ヤングケアラー支援事業
ヤングケアラーを把握し、
地域で連携した支援につな
げる。

ヤングケアラーの負担を軽
減するためのアウトリーチ
型支援の実施

一般会計 2,334 0 2,334 1,088 1.0 1.0
①関係機関等職員研修２回
②ヤングケアラー支援ヘル
パー派遣の実施

実施 実施
ヤングケアラー支援窓口に
つながったヤングケアラー
の件数（受付世帯数）

ヤングケアラーの把握のた
め、窓口につながった世帯
数（受付件数）を指標と
し、前年度の実績（25件）
の５割増とした。

40件 60件 25件 実績値なし Ｓ
周知啓発に力を入れ、支援窓口につな
がったヤングケアラーが昨年度に比べて
増加し、受付件数の目標を大きく上回っ
たため。

今後も関係機関と連携し、ヤングケア
ラーの把握に努めるとともに、ヘルパー
派遣など必要な支援を行っていく。

11 02 01 幼児教育・保育支援課
私立こども園・保育所等特
別支援保育補助事業

私立こども園、保育所等に
おける障害児等の受入れや
特別な支援・保育の提供に
対する助成や巡回支援を行
いインクルーシブ保育を推
進する。

①障害児等の保育に係る人
件費の一部を助成する。
②施設に対し巡回支援員に
よる保育観察・助言・講演
を行う。

一般会計 272,396 0 272,396 272,395 0.1 0.0
①補助金交付事務
②巡回・講演の実施
③実施状況の確認

全件 全件

①障害児等の受入体制が
整っている施設（補助金交
付施設）数
②私立こども園・保育所等
における巡回支援・講演受
講実施園数

①障害児の受け入れを進め
ていくためには、私立こど
も園、保育所等の受入枠の
拡大が不可欠であるため、
受入体制が整っている施設
数を成果として指標に設定
した。
②保育の質の向上のための
巡回支援の実施が、インク
ルーシブ保育の推進に資す
ることから指標に設定し
た。

①対象全園へ
の補助金交付
②20園

①全件
（93園）
②24園

①全件
（128園）
②23園

①全件
（127園）
②９園

Ａ
①対象施設は全て障害児の受入体制が
整っており期待どおりの成果だったため
②目標を上回る成果だったため

職員配置にかかる人件費の助成だけで
は、障害児受入のためのインセンティブ
として十分とは言えないことから、令和
７年度は新たな支援施策を検討する。

12 02 01 幼児教育・保育支援課
気になる子への保育支援事
業

こども園等に在園する障害
認定を受けていないが発達
上の課題がある児童（気に
なる子）に対し、その子に
あった支援を実施するため
に、職員の加配や専門スキ
ルの獲得を支援する。

①気になる子への保育に係
る人件費の一部を助成す
る。
②その子に合った支援計画
を作成・実施するための特
別支援教育ソフトの利用費
を助成する。
※令和６年度は試行的事業
として、モデル園に対して
のみ行う。

一般会計 29,816 0 29,816 19,307 0.2 0.0

①補助金交付事務
②補助対象者に説明、指
導、助言を実施
③実施状況の確認

全件 全件

①発達が気になる子の受入
体制が整っている施設（補
助金交付施設）数
②特別教育支援ソフト活用
による満足度

①発達が気になる子の受け
入れを進めていくために
は、私立こども園、保育所
等の受入枠の拡充が不可欠
であるため、受入体制が
整っている施設数を成果と
して指標に設定した。
②ソフトの活用が保育現場
に及ぼす影響を成果とし、
検証するためアンケート結
果を指標として設定した。

①12園
②75％以上

①12園
②85％

実績値なし 実績値なし Ａ

①対象施設は全て気になる子の受入体制
が整っており期待どおりの成果だったた
め
②ソフト活用の施設からは概ね好印象を
得られたため、期待どおりの成果となっ
た。

特別教育支援ソフトについては、未就学
児用として改善余地がある点が課題とし
て挙げられ、今後は現場の声を積極的に
取り入れ、より効果的なソフトとなるよ
う協議を行う。

13 02 01 こども家庭福祉課 【再掲】発達早期支援事業

１歳半健診にて発達が気に
なる子を抽出。集団遊びを
通じたアセスメントを実施
し、発達早期からの支援実
施を図る。

発達が気になる子どもの早
期アセスメントの場として
の「あそびのひろば」の実
施

一般会計 9,800 0 9,800 9,762 0.5 0.0 実施個所数 ８か所 ８か所
アセスメントの場の定員数
に対する参加者割合

本取組は、心理士等が発達
が気になる子を対象にアセ
スメントを行い、早期から
適切な支援につなげるもの
である。この機会を効果的
に活用するため、参加者割
合を指標とする。

100.0% 99.1% 110.0% 115.0% Ａ

当取組の令和６年度実績は99.1％であ
り、定員数のほぼ上限数を対象にアセス
メントを実施できた。
これにより、発達が気になる子の早期支
援の実現に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

アセスメントの場への参加について、保
護者の理解が得られず、アセスメントの
実施につながらないケースが存在する。
児童発達における早期支援の重要性の周
知・啓発を図っていく。

14 02 01 学校教育課
総合的な不登校対策の推進
事業

いじめ等の問題行動や不登
校のリスクを早期発見し、
早期に介入することで未然
に防止する。

①中学校３校、小学校６校
に心の健康観察アプリを導
入する。

一般会計 5,578 0 5,578 5,578 0.2 0.0 調査研究報告書の作成 作成 作成
不登校発生率及びいじめ発
生件数の低下

心の健康観察アプリの導入
により、いじめ等の問題行
動や不登校のリスクを早期
に発見し、未然に防止する
ため。

①不登校発生
件数の低下
②いじめ発生
件数の低下

①9校中5校低
下
②9校中3校低
下

実績値なし 実績値なし Ａ
健康観察アプリにより得られた結果から
支援が必要な児童生徒に対して必要な支
援ができたため。

支援の上でアプリにより得られるデータ
は有益であったが、運用は教員の負担が
大きかった。試行は一旦R７で終了し、
今後のDX化の進展や、利用料の低価格化
等の状況を注視しつつ、本格導入の必要
性について検討する。

15 02 01 学校教育課 教育相談員活用事業
自分のクラスへの登校が難
しい生徒への支援による不
登校の未然防止

①教育相談員の配置
②教育相談の実施

一般会計 31,670 0 31,670 30,684 0.2 0.0
各小中学校の不登校または
別室登校生徒に応じた教育
相談員の配置校数

57校 57校
教育相談員が対応した相談
等の改善率100%

教育相談員が対応した児童
生徒・保護者・教員の相談
等について、改善率100％を
目標とした。

100%
（57校）

91.4%
（57校）

88.9%
（51校）

90.4%
（45校） Ａ

教育相談員を配置した学校のうち、９割
を超える学校で対応した児童生徒の状態
に改善が見られたため。

小学校では、教育相談員を配置できてい
ない学校が多く、授業に参加できない児
童に対して教員が自分の授業の合間を
縫って対応している。全ての小学校に教
育相談員が配置できるようにしたい。

16 02 01 学校教育課 学力アップサポート事業

児童の学習意欲及び基礎学
力の向上並びに学習習慣の
定着を図ることを目的と
し、有償ボランティアによ
る放課後の学習指導（補習
指導）による支援を実施す
る。

学力アップサポート校の選
定、学力アップ支援員の派
遣

一般会計 5,470 0 5,470 5,256 1.0 0.5 各校放課後学習支援の実施
回数

18回 18回

①事前事後の定着度調査に
おける平均正答率
②事前事後のアンケート調
査において、「算数の学習
が好き」と回答する児童の
割合

R3年度より、目的を「個別
支援」重視へ変更したた
め、個別に支援することに
よる、①基礎学力、②学習
意欲の向上、学習習慣の定
着を目標とした。

①10％以上
アップ
②70％以上

①５年12.3%
アップ
６年35.2%
アップ
②48.2%

①５年15.9%
アップ
６年38.1%
アップ
②57.1％

①５年15.1%
アップ
６年29.7%
アップ
②52.7％

Ｂ ①は上昇したが、②の数字が降下した上
に、目標値からかなり下回っている。

児童の学力に一定の効果があったもの
の、対象が一部の学校に限られているこ
とから、通常授業の中での「個に応じた
支援の充実」を念頭に置きつつ、事業の
在り方について検討していく。

17 02 01 学校教育課
特別支援教育専門人材配置
事業（報酬等支払）

専門人材を学校に配置する
ことにより、特別な支援を
要する児童生徒の安心安全
な学校生活及び学びの機会
の充実を図る。

①特別支援教育支援員の配
置
②医療的ケア看護職員の配
置
③自閉症情緒障害学級への
非常勤講師配置

一般会計 271,363 0 271,363 257,811 0.4 1.3

①特別支援教育支援員の適
正配置
②医療的ケア看護職員の適
正配置
③自閉症情緒障害学級非常
勤講師の適正配置

①235人
②９人
③10人

①235人
②９人
③10人

①特別支援教育支援員等の
配置により、特別な支援が
必要な児童生徒が安心安全
な学校生活を送るのに効果
があったという学校の割合
②自・情非常勤講師が配置
された学級において、学習
内容が理解できたまたは落
ち着いて学習に取り組むこ
とができた児童の割合

①当取組は、特別な支援を
要する児童生徒の安心安全
な学校生活を目的とするも
のであることから、過去３
か年の平均値を成果指標と
して設定した。
②約６割が学習内容を理解
しまたは落ち着いて学習に
取り組むことができること
を成果指標として設定し
た。

①93.2%
②60.0%

①97.0%
②79.7%

①93.3%
②64.3%

①92.3%
②70.8% Ａ

評価結果より専門人材の配置がこどもた
ちの安全安心な学校生活に効果があった
と言える。

こどもたちが安全安心に学校生活を送れ
るよう、専門人材の適正配置と欠員補充
に努める。
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№
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18 02 01 学校教育課 外国人児童生徒支援事業

外国人児童等に対し、日常
生活や学校での学習に必要
な日本語の習得を支援する
とともに、学校生活への適
応に関する相談を行うこと
で、学校生活への適応を高
める。

①日本語指導教室での通級
による日本語指導
②在籍校での訪問による日
本語指導
③適応相談(通訳の派遣)

一般会計 23,254 0 23,254 17,863 0.8 0.9

①日本語指導教室での通級
による日本語指導
②在籍校での訪問による日
本語指導
③適応相談(通訳の派遣)

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

①「年度当初より学校生活
が楽しい」と感じている児
童生徒の割合
②初期会話レベルの児童生
徒のうち、生活言語のスキ
ルが向上した児童生徒の割
合

当取組は、日本語指導や適
応相談の実施等を通じて対
象児童生徒が安心して学校
に通うことができるよう、
学校生活への適応を高める
ことを目的とすることか
ら、左記の過去３か年の平
均値を成果指標として設定
した。

①93%
②78%

①91％
②78％

①93％
②73％

①94％
②83％ Ａ

①については昨年度に比べて２％減と
なったが、９割以上の児童生徒が学校が
楽しいと感じている。

②に関しては前年度より５％上昇し、目
標値を達成した。

以上二つの項目を総合して評価した結
果、目標を達成したと考えられるため。

来日直後や生活言語が定着しにくい児童
生徒には、日本語初期段階において適応
支援を含めたきめ細かな指導計画のも
と、丁寧な指導を行う必要がある。
また、学校生活の中心である授業参加の
ための、学習言語の定着を継続的に行う
必要がある。

19 02 01 学校教育課
特別支援教育アセスメント
事業

特別な支援が必要な児童生
徒の支援のために担任が作
成する個別の教育支援計画
の作成をサポートし、支援
の充実を図る。

４校でアセスメントソフト
の試験導入を行い、成果を
検証する。

一般会計 1,320 0 1,320 1,320 0.5 0.0 ４校でアセスメントソフト
を導入する

実施 実施
前向きな評価をする利用者
の割合

導入した学校の教員に対し
てアンケートを実施し、約
６割が次年度以降も継続し
て活用したいという前向き
な評価であることを目標と
した。

60% 89% 実績値なし 実績値なし Ａ
89％の利用者が継続して活用したいと前
向きな回答をしており、目標を達成した
ため。

特別支援教育の推進や教員の負担軽減に
一定の効果があることから、導入拡大を
検討する。

20 02 01 学校教育課
城内中学校エレベーター等
設置事業

城内中学校にエレベーター
等を設置することにより、
肢体不自由等であっても安
心して進学できる中学校を
葵・駿河区に整備する。

城内中学校へのエレベー
ター等の整備

一般会計 219,100 0 219,100 206,325 0.1 0.0 城内中学校エレベーター設
置工事の完了

完了 完了

肢体が不自由な児童の進学
先の選択肢（エレベーター
が設置済みの市立中学校）
の増加

当該事業は葵・駿河区にエ
レベーターが設置されてい
る中学校が無く、肢体不自
由等の児童が市立の中学校
への進学が困難であったこ
とが発端であったことか
ら、葵・駿河区の児童の進
学先を増やすことを目的と
し、市立中学校のエレベー
ターの設置数の増加を指標
とした。

選択肢の増加 選択肢の増加 実績値なし 実績値なし Ａ 予定通り、安全に工事を終え、エレベー
ターを整備することができたため。

肢体が不自由な児童生徒が安全安心に学
ぶことができるよう、小規模バリアフ
リー化については修繕対応し、エレベー
ターについては新築・改築時等に設置に
ついて検討していく。

21 02 01 児童生徒支援課
育英奨学金（貸付）に関す
る事業

大学等の入学時又は在学時
に学資を貸与することで、
優秀な人材の育成及び市の
発展に寄与する人材の育成
を図る。

大学等に入学又は在学する
希望者に学資を貸与

一般会計 44,836 0 44,836 35,534 0.3 0.0 貸与希望者の選考人数 48人 40人

基準を満たした新規貸与希
望者と、継続貸与希望者の
うち、実際に貸与を受ける
ことができた者の割合

基準を満たした貸与希望者
が、奨学金の貸与を受ける
ことができたことで、優秀
な人材の育成及び市の発展
に寄与する人材の育成を図
るという目的の達成という
効果が見込まれることか
ら、実際に貸与を受けるこ
とができた者の割合を指標
とした。

100%
100%
（149件）

100%
（184人）

100%
（234人） Ａ

基準を満たした新規貸与希望者と継続貸
与希望者に対して適正に貸与ができたた
め。

今後も必要な制度見直しを行ったうえで
適正に事務を実施していく。

22 02 01 児童生徒支援課
篤志奨学金（給付）に関す
る事業

奨学金を給付することで、
就学困難な学生、生徒の大
学等の入学時の経済的負担
の軽減を図る。

大学等に入学する希望者に
奨学金を給付

一般会計 7,150 0 7,150 4,950 0.1 0.0 給付希望者の選考人数 76人 54人
基準を満たした給付希望者
のうち、実際に給付を受け
ることができた者の割合

基準を満たした給付希望者
が、奨学金の給付を受ける
ことができたことで、就学
困難な学生、生徒の大学等
の入学時の経済的負担の軽
減を図るという目的の達成
という効果が見込まれるこ
とから、実際に給付を受け
ることができた者の割合を
指標とした。

100% 100%
（48件）

100%
（62人)

100%
（59人) Ａ 基準を満たした給付希望者に対して適正

に給付ができたため。
今後も必要な制度見直しを行ったうえで
適正に事務を実施していく。

23 02 02 こども若者応援課
ひきこもり対策推進事業
（ひきこもり支援センター
運営事業分）

ひきこもり対策を推進する
ための体制を整備し、ひき
こもり状態にある本人やそ
の家族等を支援することに
より、ひきこもり本人の自
立を推進することを目的と
する。

①ひきこもり地域支援セン
ターの開設
②面接相談、電話相談
③居場所活動、家族教室の
運営、訪問支援、広報・啓
発活動
④ひきこもりサポーター養
成講座の実施

一般会計 27,407 0 27,407 27,283 0.5 0.0

①支援センター開所日数
②面接相談延べ実施回数
③アウトリーチ実施回数
④ひきこもりサポーター養
成講座の実施

①235日
②1,500回
③240回
④実施

①249日
②2,147回
③204回
④実施

ひきこもり状態が改善して
いる相談者の割合

ひきこもり当事者の状態の
改善を目指すため、過去５
年間（R1:63.3%、
R2:71.4%、R3:69.9%、
R4:67.6%、R5:65.8%）のひ
きこもり改善率の平均値を
目標値として設定した。

68% 68.8% 65.8% 67.6% Ａ

成果指標であるひきこもり改善率が目標
を達成するとともに、ひきこもり当事者
及びその家族向けの支援を実施して、面
接相談延べ実施回数、支援センター開所
日数なども目標を上回ったため。

アウトリーチ支援状況を分析し、改善を
検討していく。また、引き続きひきこも
り当事者及びその家族向けの支援を実施
していく。

24 02 02 こども若者応援課
ひきこもり対策推進事業
（ひきこもりサポーター派
遣事業分）

ひきこもりの状態にある者
の自立の促進を図り、もっ
てその者及び家族等の福祉
の増進に資するため。

ひきこもりサポーターを派
遣する事業

一般会計 395 0 395 292 0.5 0.0 ひきこもりサポーター派遣
回数

100回 131回
ひきこもりサポーター派遣
回数

サポーター派遣によりひき
こもり支援団体を支援する
ことで、ひきこもり当事者
の状態改善を図るため、過
去３年間実績（R3:80回、
R4:120回、R5:120回）の平
均値を目標値として設定し
た。

100回 131回 120回 120回 Ａ

ひきこもり当事者の状態改善に資するこ
とを目的とし、ひきこもり支援団体から
の依頼に応じてひきこもりサポーターを
継続的に派遣し、目標回数を上回ったた
め。

今後もひきこもり当事者の状態改善に資
することを目的とし、ひきこもり支援団
体からの依頼に応じてひきこもりサポー
ターを継続的に派遣していく。

25 02 02 教育総務課 スクールロイヤー活用事業

スクールロイヤーを導入す
ることにより、学校現場で
発生する様々な問題に対し
て、法的な根拠に基づく適
切で迅速な判断や対応を可
能にし、困難化する学校課
題の未然防止や早期解決を
図る。

学校現場で発生する様々な
問題に対して、こどもの利
益を念頭に、スクールロイ
ヤーが法的観点から中立の
立場で学校に助言すること
で、法的な根拠に基づく適
切で迅速な判断や対応を行
う。

一般会計 792 0 792 303 0.5 0.0
学校現場における、スクー
ルロイヤーの助言に基づく
適切で迅速な判断や対応

実施 実施

スクールロイヤーを活用し
た学校が作成する「スクー
ルロイヤー相談報告書」に
おいて、相談による効果が
「とてもあった」「あっ
た」と回答した割合

当取組は、スクールロイ
ヤー活用の効果により学校
現場における課題を未然防
止・早期解決することを目
的とするものであり、児童
生徒の福祉の実現を目指す
ものであることから、活用
した学校が得た効果の割合
を成果指標として設定し
た。（令和６年度より）

90% 95% 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は、95％であ
り、目標を上回る成果となった。スクー
ルロイヤーの指導・助言により、状況の
捉え方、対応時の注意点や優先順位が明
確になったことにより、トラブル等の未
然防止、早期解決につながり、学校運営
の円滑化に貢献できたと評価できること
から、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
学校現場の諸問題は、複雑化、困難化し
ており、学校運営の円滑化のために事業
を継続していく必要がある。相談実績の
積み重ねにより教職員の法的知識を高
め、問題対応力の向上を図る。

26 02 02 教育総務課 こころのケアの推進事務

いじめや不登校、問題行動
等、生徒、保護者の心の問
題への支援を行うととも
に、学校における組織的な
教育体制の向上を図る。

スクールカウンセラーの配
置

一般会計 0 0 0 0 0.1 0.0 スクールカウンセラーの高
等学校への配置校数

２校 ２校
支援ニーズに対してスクー
ルカウンセラーが関りを
もった生徒数の割合

当取組はいじめや不登校、
問題行動等、生徒、保護者
の心の問題への支援を目的
にしており、市内における
学校における組織的な教育
体制の向上を目指すもので
あることから、支援を求め
る生徒に対し、スクールカ
ウンセラーが関わりを持っ
た生徒数の割合を成果指標
として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ

当取組の令和６年度実績は100％であ
り、目標を達成することができた。いじ
めや不登校、問題行動等、生徒、保護者
のこころの問題に対して、心理の専門家
として、カウンセリングしたり、教員に
助言するなどして、学校の相談機能の向
上が図られていることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
スクールカウンセラーと教育相談室、学
級主任、授業担当者、特別支援コーディ
ネーター、養護教諭等が連携して対応す
るために、相談の前後に情報を共有する
時間を確保する。

27 02 02 教育総務課
スクールソーシャルワー
カー活用事務

学校生活上の諸問題の背景
にある家庭環境や生活環境
等の調整及び改善を図る。

スクールソーシャルワー
カーの配置

一般会計 0 0 0 0 0.1 0.0
スクールソーシャルワー
カーの高等学校への配置校
数

２校 ２校
支援ニーズに対してスクー
ルソーシャルワーカーが関
りをもった生徒数の割合

当取組は、生徒や保護者を
福祉機関へつないだり、学
校と福祉機関とが連携する
ことで適切な支援体制の構
築を目指すものであること
から、支援を求める生徒に
対し、スクールソーシャル
ワーカーが関わりを持った
生徒数の割合を成果指標と
して設定した。

100% 100.0% 100.0% 100.0% Ａ

当取組の令和６年度実績は100％であ
り、目標を達成することができた。学校
生活上の諸問題の背景にある家庭環境や
生活環境等の改善を図り、関係機関と連
携し問題解決に向けた支援体制の構築を
行うことができていることから、評価結
果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
家庭の経済状況の変化により、スクール
ソーシャルワーカーの専門性を活かした
相談の需要が一層高まっている。長期休
業中の相談にも対応できるように、8月
と3月にも相談日を設定する。

28 02 02 教職員課 こころの教育支援事業

小中学校のいじめや不登校
に対応するため、教諭を支
援する非常勤講師や養護教
諭を補助するパート看護師
を配置し、児童生徒一人ひ
とりの心の安定と学習の充
実を図る。

小中学校に非常勤講師を配
置し、生徒指導主任等の代
わりに授業を行い、生徒指
導主任等がいじめや不登校
対策を行う。
パート看護師を配置し、養
護教諭の保健室業務の補助
を行う。

一般会計 1,906 0 1,906 1,003 0.1 0.0 ①非常勤講師の配置人数
②保健室業務の補助回数

①35人
②600回

①38人
②747回

いじめや不登校等の改善傾
向

当取組は、いじめや不登校
対策を行う生徒指導主任等
に代わり非常勤講師が授業
を行うというものであり、
児童生徒一人ひとりの心の
安定と学習の充実を図るこ
とを目指すことから、改善
傾向を成果指標として設定
した。

65.0% 66.7% 64.9% 64.7% Ａ

当取組の令和６年度実績は66.7%であ
り、目標を上回る結果となった。これに
より、教諭を支援する非常勤講師や養護
教諭を補助するパート看護師が小中学校
のいじめや不登校に対応し、児童生徒一
人ひとりの心の安定と学習の充実を図る
ことに繋がったと評価できることから、
評価結果は「A」とした。

当取組の評価結果は「A」であったが、
実績値を更に高めるため各校での成果や
課題を共有し、いじめや不登校傾向が改
善していくよう、引き続き当取組を進め
ていく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

29 02 02 児童生徒支援課 こころのケアの推進事業

いじめや不登校、問題行動
等、児童生徒や保護者の心
の問題への支援を行うとと
もに、学校における組織的
な教育体制の向上を図る。
また、学校生活上の諸問題
の背景にある家庭環境や生
活環境等の調整及び改善を
図る。

こころのケアの推進ための
スクールカウンセラーの活
用

一般会計 1,635 0 1,635 1,235 0.4 0.3
スクールカウンセラーの
小・中学校への配置・要請
校への派遣校数

118校

114校
（要請校のう
ち４校からは
派遣要請なし
だったため実
績なし）

児童生徒が抱える心の問題
に改善が見られた学校の割
合

心理の専門家であるスクー
ルカウンセラーが対応する
ため学校の改善率は100％を
目標にしている。

100% 100% 99% 98% Ａ
全ての学校で、スクールカウンセラー配
置により児童生徒が抱える心の問題に改
善が見られたため。

スクールカウンセラーの学校配当時数を
増加し、より多くの対応ができるように
する。

30 02 02 児童生徒支援課
スクールソーシャルワー
カー活用事業

いじめや不登校、問題行動
等、児童生徒や保護者の心
の問題への支援を行うとと
もに、学校における組織的
な教育体制の向上を図る。
また、学校生活上の諸問題
の背景にある家庭環境や生
活環境等の調整及び改善を
図る。

一人ひとりの心に寄り添う
ためのスクールソーシャル
ワーカー活用事業

一般会計 1,030 0 1,030 985 0.5 0.3 スクールソーシャルワー
カーの小学校への配置校数

12校
（拠点校）

12校の拠点校
方式
（全校対応）

支援ニーズに対してスクー
ルソーシャルワーカーが関
りをもった児童生徒数の割
合

学校から支援の要請があっ
た児童生徒すべてに対応す
ることを目標としている。

100% 100% 100% 100% Ａ
学校から支援ニーズがあった全児童生徒
に対して、直接的な支援を行うことがで
きたため。

福祉的支援のニーズが高まっているた
め、スクールソーシャルワーカーの活動
時間を確保するとともに、スクールソー
シャルワーカーから教員にも福祉的支援
について研修をしていく。

31 02 03 こども家庭福祉課
家庭的養育推進施設整備助
成事業

児童養護施設の児童が「で
きる限り良好な家庭的環
境」において養育できるよ
うにするため。

児童養護施設に対する施設
整備費の助成

一般会計 178,905 0 178,905 178,905 0.2 0.2 施設整備助成事務処理業務 完全実施 完全実施 工事進捗率
R6～R7において静岡ホーム
の小ユニット化を実施する
ための補助金であるため。

完全実施
完全実施
（40％）

実績値なし 実績値なし Ａ 令和６年度の工事が予定のとおり進捗し
たため

令和７年度で完成となるため進捗状況を
確認する必要かある。

32 02 03 こども家庭福祉課
子どもの貧困対策学習支援
事業

生活困窮世帯、ひとり親家
庭等の子どもに対して学習
支援、生活支援を行い、貧
困の世代間連鎖の防止を図
る。

生活困窮世帯、ひとり親家
庭等の小中学生を対象に子
どもの気持ちに寄り添った
学習支援、生活支援

一般会計 27,649 0 27,649 27,643 0.5 0.0 学習支援及び生活支援の実
施

16会場 16会場 延べ利用者数
子ども子育て若者プランに
沿って、延べ利用者数を目
標値とした。

6,000人 6,672人 5,437人 5,338人 Ｓ
目標値の105％以上を超える数字となっ
た。欠席者に対しては、電話やメールで
連絡が途切れないよう取り組んだ。

延べ利用者数の増と共に、利用者の子ど
もが安心して過ごせる居場所となるよう
取り組む。

33 02 03 児童相談所
措置児童に対する自立支援
事業

社会的養護環境下で生活す
る児童（以下、措置児童）
が社会的自立に向かう力を
身につける。

①児童自立生活援助事業の
利用者及び措置児童への自
立支援
②措置解除後の児童の生活
の困難に対する相談支援の
実施
③措置解除時に必要となる
生活資金及び大学等への進
学資金支援
④児童養護施設入所児童に
対する家庭生活体験
（ショート・ルフラン）の
実施
⑤措置児童のうち小学４～
６年生に対する習い事に係
る経費支援

一般会計 65,327 0 65,327 48,164 3.1 0.1

①児童自立生活援助事業の
利用者数
②生活相談支援対象者数
③措置解除時必要な生活資
金等の支援児童延べ人数
④ショート・ルフラン利用
児童延べ人数
⑤習い事や塾代の支援を受
ける児童延べ人数

①9人
②26人
③31人
④150人
⑤24人

①9人
②9人
③16人
④130人
⑤4人

高校卒業時に進路が決まっ
ている措置児童の割合

当取組は、児童福祉法で原
則18歳までと規定される社
会的養護環境下で生活する
児童が社会的自立に向かう
力を身につけることを目的
とする取組であり、児童が
高校卒業時に自身の将来を
見据えた進路を実現できて
いることを目指すものであ
ることから、その達成度を
成果指標として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
高校卒業児童に対する進路決定支援と同
様に児童本人の特性や意志を鑑みた進路
決定に対する支援ができたため。

高校卒業時に決定した進路の継続が困難
な児童も多く、特に就職をした児童は遅
刻や人間関係の躓きから就労を継続でき
ず、退職してしまう児童が多い。
高校を卒業し、措置が終了した児童が就
労または就学が継続できるよう措置終了
前からの育成支援に加え、措置解除後の
生活相談と就労等支援を一体的に行い、
児童に対する包括的な支援が必要であ
る。

34 02 03 児童相談所 里親支援事業

里親の養育技術や活動意欲
を向上することにより、社
会的養育の必要なこどもへ
の適切な受け皿の確保を図
る。

①里親支援センターへの運
営経費負担事業（扶助費）
の実施
②児童相談所と里親支援セ
ンターとの連絡会の実施
③登録里親への里親家庭調
査票によるアンケートの実
施

一般会計 67,873 0 67,873 66,970 0.6 0.7

①里親支援センターへの運
営経費負担事業（扶助費）
の適正実施
②児童相談所と里親支援セ
ンターとの連絡会の実施回
数
③登録里親への里親家庭調
査票によるアンケートの実
施回数

①適正実施
②10回
③１回

①適正実施
②11回
③１回

里親家庭調査票において
「今後も里親を継続した
い」と希望している里親の
割合

当取組は社会的養育が必要
なこどもたちの安心安全な
生活を保障するため、その
受け皿である里親の質の維
持向上を目的とするもので
あり、里親が高い意欲を
もって里親活動に取り組む
ことを目指すものであるこ
とから、「今後も里親を継
続したい」と希望している
里親の割合を成果指標とし
て設定した。

95% 95% 実績値なし 96% Ａ

里親家庭調査票において「受託は考えて
いない」という里親が全くいないわけで
はないが、多く（９割以上）の里親に受
託意欲があり「今後も里親を継続した
い」という思いを持って里親活動を継続
できていることから、社会的養育の必要
なこどもたちの受け皿が確保できている
状態であると評価できるため。

「今後も里親を継続したい」と希望して
いる里親の割合をさらに向上させるた
め、①「受託は考えていない」という思
いを持っている里親に対してヒアリング
を行うなどしその理由の分析を行うとと
もに、②「受託は考えていない」と考え
る里親数を今以上に増やさないよう、里
親家庭支援センターと連携して研修会や
サロンを実施し、里親活動への意欲を維
持できるよう努めていく。

35 03 01 こども未来課
ファミリーサポートセン
ター事業

子どもの一時的な預かりや
送迎などを必要とする子育
て家庭を援助するため、援
助を受けたい会員と援助を
行いたい会員との連絡・調
整や、援助者への講習等を
行い、会員の相互援助を支
援する。

子どもの一時的な預かりや
移動支援等の援助を受けた
い会員と援助を行いたい会
員との連絡・調整等の実施

一般会計 28,035 0 28,035 28,026 0.1 0.0 適切な運営施設数 ２センター ２センター 利用件数

当取組は子どもの一時的な
預かりや移動支援等の援助
が行われることを目的とす
るものであり、利用件数を
成果指標として設定した。
（待機児童対策による保育
所等の環境整備が進んでお
り利用対象者は減少傾向に
あるが、前年度実績と同程
度を目標とした。）

7,600件 7,643件 7,550件 7,536件 Ａ

当取組の令和６年度実績は7,643 件であ
り、目標を上回る成果となった。これに
より、
子どもの一時的な預かりや送迎などにつ
いて、子育て世帯のサポートが適切に実
施できている
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

事業の実施に不可欠な「まかせて会員」
の継続的な確保が必要である。積極的な
広報を実施し、利用の促進を図る。

36 03 01 こども未来課 子育てトーク事業

市内各地域が実施する子育
て支援事業を促進すること
により、安心して子どもを
産み育てることができる環
境を形成する。

地域の主任児童委員等によ
る未就園児とその親を対象
とした遊びや相談ができる
場の提供

一般会計 2,570 0 2,570 2,300 0.2 0.2 適切な補助の実施 実施 実施 子育てトーク参加者人数

当取組は子育て世帯に遊び
や相談ができる場の提供を
行うものであることから、
参加者数を成果指標として
設定した。

14,400人 13,388人 13,120人 13,682人 Ａ

当取組の令和６年度実績は13,388人であ
り、目標を下回るものの、前年の実績を
上回った。これにより、地域の主任児童
委員等による未就園児とその親を対象と
した遊びや相談ができる場を提供できた
ほか、子育て世帯が安心して子どもを産
み育てることができる環境形成に寄与で
きたと評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組は、各地区の社会福祉協議会や児
童委員などによる子育て世帯向けの取組
を支援するものだが、児童委員の高齢化
進展や担い手不足などが見られ、各地区
での安定的な活動継続が、将来的に懸念
される。子育て支援に係る人材につい
て、育成や広報による参加促進を図って
いく。

37 03 01 こども若者応援課 児童館運営事業

地域における児童健全育成
の拠点として、子どもの健
康を増進し、情操を豊かに
するため、各種教室や読み
聞かせ、クラブ活動など児
童に健全な遊びを提供す
る。

市内13館の児童館の運営 一般会計 264,747 0 264,747 245,284 0.2 0.0 適切な運営施設数 13館 13館
①利用者満足度
②利用者数

①指定管理協定により定め
ている目標値を設定した。
②地域の児童健全育成の拠
点となる児童館は重要な役
割を担う施設であり、多く
の子育て家庭や児童に利用
していただくことを目的
に、前年度と同程度の利用
者数を目標値とした。

①90%
②248,000人

①98.4％
②287,212人

①95.4％
②247,297人

①90.7％
②197,229人 Ａ 利用者数、満足度ともに前年度を上回

り、目標値を達成したため。

利用者が安心して来館し、安全に過ごせ
るよう、イベントや講座等を検討し、子
育て支援事業の充実を図り、地域の児童
の健全育成の拠点として利用者増を目指
す。

38 03 02 こども未来課 屋内遊び場の設置促進事業

子育て世帯の要望が多い屋
内型遊び場を提供し、子育
て環境の充実を図る。
①商店街の空き店舗等を活
用した子どもの遊び場施設
を設置・運営する地元関係
団体の活動を下支えする。
②廃校の有効活用により、
子どもの遊び場施設を設置
する。
③中心市街地に民間の子ど
もの遊び場施設整備事業を
誘導する。

①屋内遊び場の設置のた
め、空き店舗などを活用し
た取組などを行う民間事業
者や団体への支援
②遊休資産を活用した屋内
型遊び場の設置・運営
③中心市街地に子どもの遊
び場施設を整備する事業者
に対する整備経費の助成

一般会計 58,563 0 58,563 58,174 1.5 0.0
①適切な負担金支出の実施
②屋内型遊び場の運営月数
③適切な補助金支出の実施

①実施
②11月
③実施

①実施
②17月
③実施

①事業により新設された遊
び場面積
②施設利用者数

①子どもが思い切り体を
使って遊べる屋内型遊び場
として必要な規模を成果指
標とした。
②屋内型遊び場の利用者数
を成果指標とした。（6歳以
下の子どもの人口の半数）

①500㎡以上
／か所
②14,613人

①467㎡、
1,265㎡、777
㎡、636㎡
②19,483人

実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は①遊び場４か
所の面積が、467㎡、1,265㎡、777㎡、
636㎡、②利用者数が19,483人であり、
目標を上回る成果となった。
様々な手法により屋内型遊び場を整備
し、雨天時にこどもが遊べる環境を提供
できたことから、評価結果は「Ａ」とし
た。

　既存の遊休資産等を暫定利用するス
キームにおいては、施設に空調機器がな
い、老朽化している等の不備がある場合
でも、遊休資産が今後本格活用または処
分されることを踏まえると、設備改修が
できず、快適性が低くなっているという
課題がある。
　水見色子どもの遊び場は、教室の空調
機器が使用可能な状態にあり、熱中症対
策を備えた遊び場空間を提供できてい
る。今後、屋内型遊び場として活用する
遊休資産を選定する際には、空調機器の
状態も重視していく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

39 03 02 こども未来課
あったかしずおか・寄り添
い子育て情報の発信事業

妊娠・出産・子育て世帯に
対して有益な情報を提供
し、安心して子どもを生み
育てられる環境づくりを整
備する。

SNSによる妊娠・出産、子育
てに関する継続的な情報発
信及び子育て応援総合サイ
トの機能拡充の実施

一般会計 6,505 0 6,505 6,436 1.2 1.0

・LINE配信（妊娠期及び生
後100日までは毎日、それ
以降は週３日～月２回）及
び周知広報
・ウェブサイト及びアプリ
の運営・情報更新
・「しずおかし子育てハン
ドブック」の年１回20,000
部作成・配布

実施 実施

①しずおか子育てきずな
LINE配信者数
②利用満足度
③サイト・アプリページ
ビュー数（月平均）
④作成・配布部数

当取組は情報発信により子
育て世帯等が安心して子ど
もを生み育てられる環境の
実現を目的とするものであ
り、情報の取得状況（LINE
配信者数、ページビュー
数）、利用満足度、発信状
況（配布部数）を成果指標
として設定した。

①3,000人
②80％以上
③46,000ペー
ジ
④20,000部

①3,510人
②71.7％
③48,400ペー
ジ
④20,000部

①2,385人
②実績値なし
③45,229ペー
ジ
④20,000部

①実績値なし
②実績値なし
③41,965ペー
ジ
④20,000部

Ａ

令和６年度実績が概ね目標値を上回って
おり、安心して子どもを生み育てられる
環境づくりの推進に繋がったと評価でき
ることから、評価結果は「Ａ」とした。
（①達成度117％、②達成度90％、③達
成度105％、④達成度100％）

LINE配信については、利用満足度80％以
上を目指し配信内容の充実と登録者増を
目指す。HPについては、ニーズの高い情
報のこまめな更新や、SNSからサイトへ
の誘導等の工夫を行い、引き続きHP閲覧
数を増やしていく。

40 03 02 こども未来課
認可保育施設保育料の第２
子以降の無償化事業

認可保育施設を利用する多
子世帯の負担軽減

年齢制限の完全撤廃及び第
２子以降の保育料無償化の
実施

一般会計 749,648 0 749,648 749,648 0.0 0.0 第２子以降無償化の実施 実施 実施
３歳未満児の保育料の国基
準に対する本市の保育料負
担率の割合

当取組は多子世帯の経済的
負担の軽減を目的するもの
であることから、国基準と
比べた本市の保育料負担率
の割合を成果指標として設
定した。

40.0％以下 38.0% 39.7% 66.3% Ａ
当取組実施後、政令指定都市の中で本市
の保育料負担率について、上位となって
いるため、成果指標を「Ａ」とした。

本取組により、こども園等へのも入所申
込者も増えたことから、入れなかった子
どもも増加した。入所できなかった子を
減らすため、斡旋を積極的に行う。

41 03 02 こども未来課
認可外保育施設保育料の第
２子以降の軽減事業

認可外保育施設を利用する
多子世帯の負担軽減

上限額範囲内での保育料軽
減の実施

一般会計 16,235 0 16,235 8,645 0.4 0.5 適切な補助の実施 実施 実施 申請件数（申請人数）

当取組は多子世帯の経済的
負担の軽減を目的するもの
であることから、多子世帯
の認可外保育施設利用者の
申請件数を成果指標として
設定した。

279人 165人 実績値なし 実績値なし Ｂ 申請者数が想定より少なかっため、成果
指標を「Ｂ」とした。

この取組があることで保護者が認可外保
育施設を積極的に選択するよう周知に取
り組むほか、手続きをより使いやすくす
るための調査を行う。

42 03 02 こども若者応援課
しずおかエンジェルプロ
ジェクト推進事業

結婚したいと考えている市
民の希望を実現するため、
男女の出会いの機会の創出
及び官民連携による意識啓
発・情報発信を行うなど、
結婚に向けた踏み出し支援
を行う。

①結婚を希望する男女の出
会いの機会創出
②交際発展に向けた支援
（市民婚活サポーター養
成・活用）
③官民連携による意識啓
発・情報提供

一般会計 2,068 0 2,068 1,817 1.5 0.0

①　出会いの機会創出イ
ベントに係る
　ア　実施回数
　イ　参加者数
②　市民婚活サポーター登
録人数
③　企業婚活サポーター登
録者数

①ア４回
　イ120人
②10人
③10者

①ア４回
　イ100人
②９人
③23者

①②カップル成立率
①婚活への意欲が高まった
参加者の割合

出会いの機会創出と婚活へ
の踏み出し支援の市民への
効果を図るため、カップル
成立率」及び「参加者アン
ケートによる婚活への意欲
が高まった割合」を指標と
し、過去３か年平均を目標
値として設定した。

①43.1%
②84.4%

①46.0%
②75.0%

①37.8%
②82.9%

①46.8%
②85.3% Ａ

「カップル成立率」が目標値を達成し、
踏み出し支援としての効果があったた
め。なお、「婚活への意欲が高まった割
合」は目標を下回ったが、これは継続参
加者の意欲が既に高まっていることの表
れであると分析している。

出会いの機会創出イベントは、婚活初心
者の結婚意欲を高める踏み出し支援に一
定の成果があった。今後、市が主催する
イベントの費用対効果を検証し、出会い
の機会提供に協力的な企業を巻き込んだ
結婚支援の仕組みを研究する。一方、昨
今は交際のきっかけの約25％はマッチン
グアプリであることから、引き続き県の
「ふじのくに出会いサポートセンター」
と連携して取り組む。

43 03 02 こども若者応援課 結婚新生活支援事業

若者が結婚に伴い新生活を
開始する際の経済的負担を
軽減するため、新婚世帯に
対して新生活に係る費用の
一部を助成する。

新婚世帯に対し、新生活に
係る住居費等への助成

一般会計 63,100 0 63,100 43,429 1.5 0.0
①補助金の適切な交付
②交付件数

①実施
②110件

①実施
②107件

①結婚新生活に伴う経済的
不安の軽減に役立ったと思
う補助制度利用者の割合
②自分たちの結婚が地域に
応援されていると感じた補
助制度利用者の割合

経済的負担の軽減を図ると
ともに、補助制度利用者に
対して「切れ目のない結婚
支援」をＰＲするため、利
用者満足度を指標とし、そ
れぞれ100％を目標値として
設定した。

①100％
②100％

①97.2％
②92.5％

①97.3％
②92.9％

①98.3％
②96.3％ Ａ 適正な補助金交付を実施し、概ね目標値

を達成したため。

本補助制度は、結婚時における経済的負
担の軽減に繋がっているが、実績は年間
概ね110件前後で推移している。引き続
き、他市の制度との比較分析を行い、結
婚する若者にとって使いやすい制度への
見直しをしていく。

44 03 02 こども若者応援課 面接相談事業

悩みや問題を抱えるこど
も・若者やその保護者及び
関係者に対し、面接による
相談に応じ、問題解決への
援助や不安解消を図る。

面接相談の実施 一般会計 1,895 0 1,895 1,452 1.5 8.5

①面接相談者数
②面接相談延べ実施回数
③相談センター業務紹介パ
ンフレット配布校数

①400人
②5,000回
③延べ480校

①502人
②6,564回
③延べ480校

状況が改善している相談者
の割合

学校や関係機関と連携し、
相談者の状況に応じた支援
を行うこととし、相談状況
改善率４以上（７段階評
価）の過去３か年平均以上
を目標値として設定とし
た。

77.6% 77.0% 79.0% 76.2% Ａ
個別の面接相談における継続的な支援の
ほか、必要に応じて関係機関と連携して
取り組んだことにより目標を概ね達成し
たため。

今後も学校や関係機関と連携し、相談者
の状況に応じた支援を行うとともに、学
校や保護者に対してこども若者相談窓口
の周知に取り組んでいく。

45 03 02 こども園運営課
急病時あんしん預かり保育
事業

子どもが急に体調不良と
なった際に、保護者の代わ
りに送迎、受診サービスを
行う保育室を整備し、働き
ながら安心して子育てがで
きる環境を整える。

子どもが急に体調不良と
なった際に、保護者に代
わって園への迎え、診察の
付き添い、子どもの預かり
を行う病児・病後児保育室
を整備する。

一般会計 0 0 0 0 0.8 0.0 急病児あんしん預かり保育
室の整備数（依頼）

１園（依頼） 実績値なし
急病児あんしん預かり保育
室の整備数

院内職員のための病児保育
室運営を行っていた施設
へ、地域を対象とした保育
室の運営、急病時あんしん
預かりを設定。

１園（交渉） １園（交渉） 実績値なし 実績値なし Ａ
本事業を実施する意向がある保育園に依
頼し、令和７年度の事業開始に向けての
交渉ができた。

本事業を必要とする保護者がどのくらい
あるか。病児・病後児保育室の個室がな
いため、感染症の受け入れができない。
病院併設で個室のある事業者を求めてい
く。

46 03 02 こども家庭福祉課 伴走型相談支援事業

孤立感や不安感を抱く妊
婦・子育て家庭が、安心し
て出産・子育てできるよ
う、妊娠期から産後の子育
て期にかけて相談支援を実
施。

安心して楽しく子育てがで
きる環境整備のためのアウ
トリーチ型の相談支援の実
施

一般会計 12,701 0 12,701 8,181 0.2 0.3 面談希望者への支援実施
面談希望者す
べてへの面接
実施

完全実施

実施件数
①妊娠後期面談
②１歳児面談
③２歳児面談

面談希望者に向けた相談支
援であるため、完全実施を
指標とした。

完全実施

完全実施
①545件
②720件
③455件

完全実施
①524件
②398件
③443件

実績値なし Ａ 希望者に対し、滞りなく訪問面談を実施
できたため。

令和５年度途中から開始した取組であ
り、事後アンケートを集計している。訪
問員にアンケート回答をフィードバック
し、面談の質の向上を図っていく。

47 03 02 こども家庭福祉課
不妊治療費（先進医療）助
成事業

治療費が高額となる不妊治
療費（先進医療分のみ）を
助成し、経済的負担の軽減
を図る

保険診療に加え、先進医療
を併用した場合の治療費の
一部を助成

一般会計 17,040 0 17,040 15,893 0.3 1.0 ①助成制度の周知
②補助金申請の審査

完全実施 完全実施
不妊治療費（先進医療）補
助金交付件数

子どもを望む人が不妊治療
を選択するための経済的負
担軽減を事業の目的として
いるため、制度の周知を図
り、申請者に確実に支給事
務を行うことを指標とし
た。

完全実施
完全実施
449件
(R6新設)

実績値なし 実績値なし Ａ 予定通り申請者に補助金を交付すること
ができたため。

当取組の評価結果は「Ａ」であるが、制
度を開始して１年であることから、他都
市実績値との比較分析、制度の周知を強
化し、本制度を必要な方が、より利用し
やすい制度の在り方を検討する。

48 03 03 教育総務課
コミュニティ・スクール導
入推進事業

「コミュニティ・スクー
ル」の導入により、地域住
民が学校運営に参画し協働
する体制を整える。

①全中学校区における小中
一貫学校運営協議会導入の
準備
②コミュニティ・スクール
設置校での学校運営協議会
の開催

一般会計 2,431 0 2,431 1,819 0.5 1.0

①８中学校区における小中
一貫学校運営協議会導入準
備校への支援
②学校運営協議会の実施

①100％
②100％

①100％
②100％

①学校、家庭、地域で育て
たいこどもの姿が共有され
ていると回答した学校・地
域住民の平均割合
②地域のこどものことにつ
いて、教職員や地域住民、
保護者が一緒に協議をして
いると回答した学校・地域
住民の平均割合

当取組は地域住民が学校運
営に参画し協働することを
目的とするものであること
から、こどもの姿の共有と
こどものことについての協
議の割合についての意識調
査を指標として設定した。
なお、平均割合は学校代表
及び地域住民代表へのアン
ケート調査により計測。

①90％
②85％

①93.4％
②85.6％

①93.1％
②84.5％

①実績値なし
②実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は①93.4％、②
85.6％であり、目標値を上回る成果と
なった。校長会や各種研修会での説明、
学校への通知や訪問による事業説明・支
援等により、令和６年４月から中学校区
15グループがコミュニティ・スクールを
導入し、学校・保護者・地域住民の連
携・協働体制の意識が高まったことが確
認できたため評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
今後は、学校運営協議会の充実という観
点から、研修会の開催や好事例の情報共
有などを行うことで、学校運営協議会の
運営方法の発展、機能強化を図る。

49 04 02 企画課
私立大学等施設整備事業費
補助金事業

中心市街地において大学又
は専修学校の移設・新設等
を行う学校法人等への助成

補助金の交付 一般会計 13,000 0 13,000 12,837 0.1 0.0 補助金の交付
補助金の交付
を実施

補助金の交付
を実施した

中心市街地にある私立大学
等の定員の増加

当取組は中心市街地に私立
大学等を誘致し、その賑わ
いの創出や活性化に資する
取組であるため、学生の定
員の増加数を指標とした。

200人 180人 実績値なし 実績値なし Ａ
成果指標の学生の定員増加数目標値200
人に対して、実績値180人となり、目標
達成率90％となったため

大学誘致に関しては、大学の経営戦略の
よって計画の概要が決まる為、今後も各
大学との連携を密にし、ニーズや情報の
共有を図り、誘致場所の提案などに努め
る
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50 04 02 こども未来課
私立認定こども園・保育所
等施設整備事業

保育所等の定員拡大による
待機児童の解消や、老朽化
した施設の改築による安
全・安心な保育環境の確保

私立幼稚園の認定こども園
移行、保育所等の建替や新
設等に対する助成

一般会計 412,668 0 412,668 412,668 0.5 0.0 ①整備件数
②定員増数

①１件
②０人

①１件
②０人

待機児童数

当取組は保育の受け皿の確
保を目的とした事業である
ため、年度当初における待
機児童数ゼロの達成を成果
指標として設定とした。

0人
（R7.4.1）

0人
（R7.4.1）

8人
（R6.4.1）

0人
（R5.4.1） Ａ

令和６年度の取組の結果、令和７年４月
１日付けの認可保育施設の待機児童数が
０人となり、目標を達成したため、評価
結果は「Ａ」とした。

次年度以降も待機児童ゼロを達成するた
め、私立幼稚園の認定こども園移行推進
や、保育所等の建替や新設等に対する助
成を実施し、保育の受け皿確保に取り組
む。

51 04 02 こども未来課
市立こども園の配置適正化
事業

地域における幼児期の教
育・保育の供給量の適正化
を図る。

「静岡市立こども園の配置
適正化方針」に基づく市立
こども園の民営化や統廃合
の推進

一般会計 18,476 0 18,476 10,708 0.8 0.0 ①民営化園数
②廃止園数

①０園
②０園

①０園
②０園

市立こども園の数

当取組は地域における幼児
期の教育・保育の供給量の
適正化を目的とするもので
あり、市立こども園の配置
数の適正規模化を目指すも
のであることから、市立こ
ども園の数を成果指標に設
定した。
なお、民営化・統廃合の対
象となる園は「市立こども
園の配置適正化方針」に基
づき、決定する。

56園 56園 56園 56園 Ａ

令和６年度は、民営化・廃園とななる対
象園はなかったが、第３次対象園、第４
次対象園（R8.3.31廃園２園、R9.4.1民
営化１園、R10.4.1統合民営化１園）に
ついて、予定通り民営化等の取組を実施
したことから、評価結果は「Ａ」とし
た。

社会共有資産利活用推進方針や将来の人
口減少を踏まえ、市立こども園の配置適
正化方針の見直しの検討を行い、第５次
以降の対象園について検討していく。

52 04 02 こども若者応援課 児童クラブ運営事業

保護者が就労等により昼間
家庭にいない児童の健全な
育成を目的に、小学校や児
童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の
場を提供する。

公設児童クラブの運営 一般会計 1,912,783 0 1,912,783 1,805,513 4.7 1.4
年間を通じて安全に児童の
預かりができている児童ク
ラブ数

84ｸﾗﾌﾞ 84ｸﾗﾌﾞ
年間を通じた児童クラブ内
での重大な事故件数

公設児童クラブを適正に運
営することで、児童がクラ
ブで安全に過ごすことがで
き、継続的な運営につなが
るため、クラブ内での事故
件数を目標値とした。

０件 ０件 ０件 ０件 Ａ
適正な運営により、児童クラブ内での重
大事故を０件に抑え、児童が安全に過ご
すことができたため。

クラブの規模が大きくなり、配慮を要す
る児童や事務負担の増により現場の負担
が増しているため、安定的な運営が継続
できる事業者への運営委託を導入する。

53 04 02 こども若者応援課 児童クラブ室整備事業

児童クラブへの入会を希望
する児童の受入れが可能と
なるよう、児童クラブ室を
拡充整備する。

待機児童の発生が見込まれ
る地域、今後の利用ニーズ
が高い地域において、児童
クラブ室を整備

一般会計 53,619 0 53,619 49,836 0.6 0.0 児童クラブ室整備箇所数 ３か所 ３か所 一年生の待機児童数

児童クラブ室の整備を進
め、待機児童数の解消を目
指しているが、小学生が放
課後安全に過ごすために
は、特に低学年の受入れを
優先する必要があるため。

０人 ０人 ０人 ０人 Ａ 目標値を達成したため。

学区によっては利用ニーズの高い夏休み
期間等において定員を上回る申請が見込
まれるため、タイムシェア利用を含めた
更なる整備について、学校等の既存施設
の活用により受入れ場所を整備してい
く。

54 04 02 こども若者応援課 児童クラブ室改修事業
老朽化した児童クラブに必
要な施設改修等を行い、長
寿命化を図る。

老朽化した児童クラブの改
修工事等の実施

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 改修工事等の実施箇所数 ０件 ０件
施設や整備に起因する重大
な事故件数　０件

安心・安全な児童クラブと
して維持・管理し、事故発
生を防ぐため。

０件 ０件 ０件 ０件 ―
令和６年度における改修工事等を実施し
なかったことから、評価結果なしとす
る。

建物の状況から、個別に中規模、大規模
改修の実施計画を見直し、適切なタイミ
ングで改修を行っていく必要がある。

55 04 02 幼児教育・保育支援課
給付・入園審査業務デジタ
ル化事業

アナログで行っていた施設
型給付費の請求事務をデジ
タル化することにより、申
請者・行政の事務効率化を
図る。

保護者や各園からの施設型
給付費の請求や入園申請を
デジタル化し、業務効率化
や支給までの迅速化を図
る。
※入園申請についてはこど
も未来課

一般会計 21,732 0 21,732 18,480 0.5 0.4 ①委託契約の締結
委託契約の締
結

実施

①システム導入により保
育・教育時間が増加した施
設数
②施設等利用給付（民生
費）について、請求書を受
理してから支払完了までに
要した時間

①システム導入により、煩
雑な請求事務に係る私立こ
ども園等の負担軽減を図
り、保育に集中できる環境
を整えることを目的の１つ
としていることから、効果
を実感できた施設数を指標
に設定した。（令和７年度
以降は施設ごと具体的な時
間数を指標に追加予定）
②市民の経済的な負担を軽
減するため、提出された請
求に対し、従来の処理方法
以上に迅速かつ適正な支給
ができている状態を指標と
して設定した。

①30施設以上
②80時間以下

①37施設
②74時間

実績値なし 実績値なし Ａ 目標を上回る成果となったため。

クラウドサービス切り替え後も慣れが見
込まれるまで一定期間は事務負担の軽減
にはつながらない可能性があるほか、１
年を通じた運用が初めてであり、新たな
課題が発生する可能性もあることから、
今後も導入時同様に施設に寄り添った対
応を行っていく。

56 04 02 幼児教育・保育支援課
乳児等通園支援事業（こど
も誰でも通園制度）

こどもの新たな人間関係の
構築による良質な生育環境
の整備及び、子育て家庭の
孤立環境を改善し、不安
感・孤独感の解消を図る。

「こども誰でも通園制度」
を実施し、就労要件を問わ
ず預けたいときに子どもを
預けられる環境を整備す
る。

一般会計 400 0 400 316 0.4 0.0

①市内私立保育所等５施設
以上で試行的事業の実施
②事業を実施した施設に対
し、補助金交付事務

①５施設
②全件

①６施設
②全件

①本格実施に向けた事業ス
キームの構築
②子育て家庭の孤立環境の
改善による孤独感・不安感
の解消

①令和７年度以降の円滑な
事業実施に繋げるための成
果を指標として設定した。
②国の方針に基づく事業目
的から指標を設定した。

①令和７年度
事業スキーム
の構築
②不安感解消
がわかるアン
ケート結果

①令和７年度
事業スキーム
案完成
②不安感解消
の市民回答あ
り

実績値なし 実績値なし Ａ

①試行事業の実施により、事業の趣旨を
理解し、令和７年度の事業構築に役立て
ることができ、期待どおりの成果となっ
た。
②市民アンケートにより、孤立感を感じ
ていた保護者が心理的負担が軽減できた
との回答を得ることができ、期待どおり
の成果となった。

・利用希望者の増加により、利用できな
いこどもが発生する可能性があるため、
民間保育所等へ事業実施のメリットや狙
いを丁寧に説明し、実施施設の増加を目
指す。
・令和８年度の本格実施に向けた情報が
少ないため、国の説明会や提供資料等の
情報を漏れなく取得し、理解する。

57 04 02 こども園運営課
市立こども園配置適正化事
業

静岡市アセットマネジメン
ト計画、静岡市立こども園
の配置適正化方針に基づ
き、市立園の園児の安全・
安心な教育・保育環境を確
保する。

民営化実施のための、仮設
園舎用地の確保及び用地測
量等を実施する。

一般会計 8,832 0 8,832 3,172 0.6 0.0 用地測量業務の契約件数 １件 １件 用地測量業務の進捗率

当取組は、翌年度の仮設園
舎設置の前段階業務である
ため、測量業務が完了しな
ければ民営化事業に遅れて
しまうため、進捗率を成果
指標として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
民営化実施のための用地測量業務につい
て、契約から業務完了まで予定どおり実
施することができた。

隣地地権者や業者との調整を確実に行
い、期限内の測量業務実施に努めてい
く。

58 04 02 こども園運営課 市立こども園ICT化事業

市立こども園にWi－Fi環境
整備及びタブレット端末配
備を行い、保育業務支援シ
ステムを導入することで、
こどもの安全対策及びこど
も園業務の効率化を図る。

こども園Wi-Fi設置に伴う
Wi-Fi利用料の支払いを行
う。

一般会計 3,558 0 3,558 3,397 0.4 0.0 Wi-Fi利用料の支払い件数 １件 １件 安定したWi－Fi環境の確保

当取組は、安定したWi－Fi
環境の確保がなければ保育
業務支援システムを利用す
ることができないため、環
境を確保することを成果指
標として設定した。

確保 確保 実績値なし 実績値なし Ａ
Wi-Fi利用料の支払いを期限内に行い、
安定したWi－Fi環境を確保することがで
きた。

安定したWi－Fi環境をするため、利用料
の予算確保に努めていく。

59 04 02 こども園運営課 公立こども園改修事業

静岡市アセットマネジメン
ト計画、静岡市立こども園
の配置適正化方針に基づ
き、公立園の園児の安全・
安心な教育・保育環境を確
保する。

中藁科こども園外壁等改修
工事を実施する。

一般会計 22,000 0 22,000 20,395 0.2 0.0 中藁科こども園外壁等改修
工事の進捗率

100% 100%
安全・安心な教育・保育環
境が確保された園数

当取組は、園児の安全・安
心な教育・保育環境の確保
を図ることを目指すもので
あることから、安全・安心
な保育環境が確保された園
数を成果指標として設定し
た。

１園 １園 ３園 ３園 Ａ
外壁改修工事を予定どおり実施し、中藁
科こども園の安全・安心な教育・保育環
境を確保することができた。

老朽化した園が多いため、老朽度や築年
数等を考慮した改修計画を策定し、予算
確保に努めていく。

60 04 02 建築総務課
【再掲】学校施設アセット
マネジメント推進事業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の維持管理上必要な修繕、
改修工事を行う。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく小中学校の校舎
等大規模・中規模改修

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 ①工事件数
②進捗率

①0件
②目標値なし

①0件
②実績値なし

雨漏りに起因する不備によ
り、授業が実施できなく
なった日数

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境の維持を
目的に改修工事を行うもの
であることから、工事実施
により、屋上や外壁の施設
不備による雨漏りにより、
教室等で授業が行えなかっ
た日数を成果指標とする。

0日 0日 0日 0日 ― 令和６年度計画事業は該当なし

事業を継続し、計画どおりに進めるため
には国の補助金の活用が不可欠であるた
め、国の動向を注視しながら補助金の積
極的な活用を図る。

61 04 02 建築総務課
【再掲】小中学校基幹設備
等改修事業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の維持管理上必要な修繕、
改修工事を行う。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく小中学校の受変
電設備及び給排水設備等の
更新

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①0件
②目標値なし

①0件
②実績値なし

電気、給水設備に起因する
不備により、授業が実施で
きなくなった日数

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境の維持を
目的に改修工事を行うもの
であることから、工事実施
により、電気、給水設備の
施設不備により、教室等で
授業が行えなかった日数を
成果指標とする。

0日 0日 0日 0日 ― 令和６年度計画事業は該当なし

事業を継続し、計画どおりに進めるため
には国の補助金の活用が不可欠であるた
め、国の動向を注視しながら補助金の積
極的な活用を図る。

16



目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

62 04 02 建築総務課
【再掲】小中学校校舎トイ
レリフレッシュ事業

老朽化が著しく衛生的な環
境の保持が困難なトイレに
ついて、児童生徒はもちろ
ん災害時においても誰もが
快適に利用できるトイレ環
境を整備する。

①老朽化したトイレの和式
便器を洋式便器へ取り替え
る。
②床を湿式から乾式にし衛
生的にする。
③給排水設備と内装の全面
改修。

一般会計 0 704,900 704,900 699,207 4.0 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①設計24校
(24件)、工事
12校(12件)
②100％

①設計24校
(24件)、工事
12校(12件)
②100％

児童生徒アンケートによる
満足度

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境の維持を
目的にトイレの改修工事を
行うものであることから、
工事完成後に児童生徒に行
うアンケートによる満足度
を成果指標として設定し
た。

95% 96.3% 93.8% 88.4% Ａ
トイレ改修工事を行った結果、工事完成
後に児童生徒の満足度を得ることがで
き、快適に利用できるトイレ環境を整備
できた。

引き続き事業を継続し、計画どおりに進
めるためには国の補助金の活用が不可欠
であるため、国の動向を注視しながら補
助金の積極的な活用を図る。

63 04 02 建築総務課
【再掲】旧教職員住宅解体
事業

公共施設の適正配置に伴い
使用停止された旧教職員住
宅を解体する

使用しなくなった教職員住
宅の解体

一般会計 55,000 0 55,000 36,938 0.2 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①工事1件
②100％

①工事1件
②100％

解体工事完了による市有資
産の削減㎡数

当該取り組みは、公共施設
の供給量適正化に向けて、
使用停止された施設の解体
を行うものであることか
ら、解体工事の完了により
削減された床面積を成果指
標として設定した。

651㎡ 651㎡ 0㎡ 0㎡ Ａ 井川教職員住宅１棟の解体工事が完了
し、市有資産が削減された。

今後、学校統合により使用停止となる教
職員住宅の発生が想定されており、解体
による市有資産の削減とともに、施設の
民間活用等による削減を進める必要があ
る。

64 04 02 建築総務課
【再掲】廃校後未利用施設
解体事業

公共施設の適正配置に伴い
統廃合され、使用停止と
なった学校施設を解体する

統廃合等により使用しなく
なった学校施設の解体

一般会計 98,420 0 98,420 16,392 0.1 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①工事1件
②100％

①工事1件
②100％

解体工事完了による市有資
産の削減㎡数

当該取り組みは、公共施設
の供給量適正化に向けて、
使用停止された施設の解体
を行うものであることか
ら、解体工事の完了により
削減された床面積を成果指
標として設定した。

137㎡ 137㎡ 0㎡ 0㎡ Ａ
統廃合等により使用しなくなった旧足久
保小学校・旧清沢小学校の学校施設の解
体工事が完了し、市有資産が削減され
た。

今後、学校統合により使用停止となる学
校施設の発生が想定されており、解体に
よる市有資産の削減とともに、施設の民
間活用等による削減を進める必要があ
る。

65 04 02 建築総務課
【再掲】小中学校特別教室
空調設備整備事業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の整備を行う。

小中学校の特別教室への空
調設備の設置

一般会計 335,000 1,251,000 1,586,000 1,260,247 4.0 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①設計110
校、工事58校
②100％

①設計110
校、工事58校
②100％

設計、工事の完工率

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境を確保す
ることを目的に小中学校の
特別教室に空調設備を設置
するものであることから設
計、工事の完工率を成果指
標として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ 小中学校の特別教室に空調設備を設置で
き、設計も計画通りに実施できた。

引き続き事業を継続し、計画どおりに進
めるためには国の補助金の活用が不可欠
であるため、国の動向を注視しながら補
助金の積極的な活用を図る。

66 04 02 建築総務課
【再掲】蒲原地区小中一貫
校整備事業

小学校中学校９年間を通じ
た一貫教育の推進のため、
子どもたちの学習環境を整
えるために必要な施設の改
修等を実施する。（施設一
体型小中一貫校の整備）

小中一貫教育導入に伴う、
施設整備等（蒲原地区）

一般会計 231,359 36,510 267,869 247,378 1.0 0.0
蒲原地区：既存管理棟校舎
解体、新校舎建設工事の着
手

工事２件 工事２件
①既存校舎解体工事の進捗
率
②校舎建築工事の進捗率

当該取り組みは、多様な他
者の立場や考えを理解し尊
重する人間性を向上させる
環境を確保し、小学校中学
校9年間を通じた教育を推進
するため、一貫教育の推進
に向けた学習環境の整備を
目的に校舎の新築・改修等
を実施するものであり、事
業効果の発現まで時間を要
することから、事業の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②10%

①100％
②11.6%

実績値なし 実績値なし Ａ
解体工事は、R5年度からの継続工事が完
成した。建設工事は、発注し、進行中で
ある。R6年度進捗率10％に対し11.6％と
することができた。

引き続き事業を継続し、令和８年度の工
期内に工事完成させる。

67 04 02 建築総務課
【再掲】藁科地域小中一貫
校整備事業

小学校中学校９年間を通じ
た一貫教育の推進のため、
子どもたちの学習環境を整
えるために必要な施設の改
修等を実施する。（施設一
体型小中一貫校の整備）

小中一貫教育導入に伴う、
施設整備等（藁科地域）

一般会計 27,004 0 27,004 27,004 2.0 0.0 藁科地域：基本設計・実施
設計の着手

設計１件 設計１件
基本設計・実施設計の進捗
率

当該取り組みは、多様な他
者の立場や考えを理解し尊
重する人間性を向上させる
環境を確保し、小学校中学
校9年間を通じた教育を推進
するため、一貫教育の推進
に向けた学習環境の整備を
目的に校舎の新築・改修等
を実施するものであり、事
業効果の発現まで時間を要
することから、事業の進捗
率を成果指標として設定し
た。

45% 50.0% 実績値なし 実績値なし Ａ
設計１件が発注され、設計委託が進行中
である。R6年度進捗率45％に対し50％と
することができた。

引き続き事業を継続し、令和８年度の工
事着手に向けて、設計を完了させる。計
画通りに進めるためには国の補助金の活
用が不可欠であるため、国の動向を注視
しながら補助金の積極的な活用を図る。

68 04 02 教育総務課 地域学校協働活動推進事業

学校と地域が連携・協働す
ることにより、地域全体で
こどもたちの健やかな育成
を図る。

・統括・地域学校協働活動
推進員を配置、各小中学校
における学校応援団活動の
実施、地域との連携・協働
による円滑な放課後子ども
教室の運営
・放課後子ども教室と児童
クラブを一体的に運営する
オクシズ・アフタースクー
ルズの実施

一般会計 118,228 0 118,228 95,406 2.5 2.0
①学校応援団実施校数
②放課後子ども教室実施校
数

①118校
②79校

①118校
②79校

①地域のこどもは、学校だ
けでなく、地域住民も主体
的に関わり育てていくもの
と考える地域住民の割合
②放課後子ども教室参加児
童の満足度「楽しい、どち
らかというと楽しい」

当取組は学校と地域が連
携、協働し、地域全体でこ
どもたちの健やかな育成を
図ることを目的としている
ことから、地域も主体的に
学校に関わっているという
実感、参加児童に充実した
居場所が提供されているか
という満足度を成果指標と
して設定した。
実績値は、地域住民及び児
童へのアンケート調査によ
り計測。

①95%
②100%

①99.3%
②91.9%

①98.9%
②92.1%

①実績値なし
②91% Ａ

当取組の令和６年度実績は①99.3%、②
91.9%であり、目標値を上回る成果と
なった。中学校区ごとに配置する統括的
な地域学校協働活動推進員（R6：36中学
校区に配置）と小学校区ごとに配置地域
学校協働活動推進員（R6：80校に配置）
に対し、リーフレットやおたよりを通じ
た事例紹介や情報提供、各種相談等の支
援を行い、地域も主体的に学校に関わっ
ており、参加児童に充実した居場所が提
供されているため。評価結果は「Ａ」と
した。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
放課後子ども教室での活動内容がパター
ン化する傾向があることから、今後も研
修会で推進員同士が意見交換をする場を
設け、児童がより楽しめる内容を企画で
きるように支援する。

69 04 02 教育資産管理課
学校施設アセットマネジメ
ント推進事業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の維持管理上必要な修繕、
改修工事を行う。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく小中学校の校舎
等大規模・中規模改修

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 ①工事件数
②進捗率

①0件
②目標値なし

①0件
②実績値なし

雨漏りに起因する不備によ
り、授業が実施できなく
なった日数

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境の維持を
目的に改修工事を行うもの
であることから、工事実施
により、屋上や外壁の施設
不備による雨漏りにより、
教室等で授業が行えなかっ
た日数を成果指標とする。

0日 0日 0日 0日 ― 令和６年度計画事業は該当なし

事業を継続し、計画どおりに進めるため
には国の補助金の活用が不可欠であるた
め、国の動向を注視しながら補助金の積
極的な活用を図る。

70 04 02 教育資産管理課
小中学校基幹設備等改修事
業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の維持管理上必要な修繕、
改修工事を行う。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく小中学校の受変
電設備及び給排水設備等の
更新

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①0件
②目標値なし

①0件
②実績値なし

電気、給水設備に起因する
不備により、授業が実施で
きなくなった日数

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境の維持を
目的に改修工事を行うもの
であることから、工事実施
により、電気、給水設備の
施設不備により、教室等で
授業が行えなかった日数を
成果指標とする。

0日 0日 0日 0日 ― 令和６年度計画事業は該当なし

事業を継続し、計画どおりに進めるため
には国の補助金の活用が不可欠であるた
め、国の動向を注視しながら補助金の積
極的な活用を図る。

71 04 02 教育資産管理課
小中学校校舎トイレリフ
レッシュ事業

老朽化が著しく衛生的な環
境の保持が困難なトイレに
ついて、児童生徒はもちろ
ん災害時においても誰もが
快適に利用できるトイレ環
境を整備する。

①老朽化したトイレの和式
便器を洋式便器へ取り替え
る。
②床を湿式から乾式にし衛
生的にする。
③給排水設備と内装の全面
改修。

一般会計 0 704,900 704,900 699,207 4.0 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①設計24校
(24件)、工事
12校(12件)
②100％

①設計24校
(24件)、工事
12校(12件)
②100％

児童生徒アンケートによる
満足度

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境の維持を
目的にトイレの改修工事を
行うものであることから、
工事完成後に児童生徒に行
うアンケートによる満足度
を成果指標として設定し
た。

95% 96.3% 93.8% 88.4% Ａ
トイレ改修工事を行った結果、工事完成
後に児童生徒の満足度を得ることがで
き、快適に利用できるトイレ環境を整備
できた。

引き続き事業を継続し、計画どおりに進
めるためには国の補助金の活用が不可欠
であるため、国の動向を注視しながら補
助金の積極的な活用を図る。

72 04 02 教育資産管理課 旧教職員住宅解体事業
公共施設の適正配置に伴い
使用停止された旧教職員住
宅を解体する

使用しなくなった教職員住
宅の解体

一般会計 55,000 0 55,000 36,938 0.2 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①工事1件
②100％

①工事1件
②100％

解体工事完了による市有資
産の削減㎡数

当該取り組みは、公共施設
の供給量適正化に向けて、
使用停止された施設の解体
を行うものであることか
ら、解体工事の完了により
削減された床面積を成果指
標として設定した。

651㎡ 651㎡ 0㎡ 0㎡ Ａ 井川教職員住宅１棟の解体工事が完了
し、市有資産が削減された。

今後、学校統合により使用停止となる教
職員住宅の発生が想定されており、解体
による市有資産の削減とともに、施設の
民間活用等による削減を進める必要があ
る。
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73 04 02 教育資産管理課 廃校後未利用施設解体事業
公共施設の適正配置に伴い
統廃合され、使用停止と
なった学校施設を解体する

統廃合等により使用しなく
なった学校施設の解体

一般会計 98,420 0 98,420 16,392 0.1 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①工事1件
②100％

①工事1件
②100％

解体工事完了による市有資
産の削減㎡数

当該取り組みは、公共施設
の供給量適正化に向けて、
使用停止された施設の解体
を行うものであることか
ら、解体工事の完了により
削減された床面積を成果指
標として設定した。

137㎡ 137㎡ 0㎡ 0㎡ Ａ
統廃合等により使用しなくなった旧足久
保小学校・旧清沢小学校の学校施設の解
体工事が完了し、市有資産が削減され
た。

今後、学校統合により使用停止となる学
校施設の発生が想定されており、解体に
よる市有資産の削減とともに、施設の民
間活用等による削減を進める必要があ
る。

74 04 02 教育資産管理課
小中学校特別教室空調設備
整備事業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の整備を行う。

小中学校の特別教室への空
調設備の設置

一般会計 335,000 1,251,000 1,586,000 1,260,247 4.0 0.0 ①設計、工事件数
②進捗率

①設計110
校、工事58校
②100％

①設計110
校、工事58校
②100％

設計、工事の完工率

当該取り組みは、安全安心
で快適な教育環境を確保す
ることを目的に小中学校の
特別教室に空調設備を設置
するものであることから設
計、工事の完工率を成果指
標として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ 小中学校の特別教室に空調設備を設置で
き、設計も計画通りに実施できた。

引き続き事業を継続し、計画どおりに進
めるためには国の補助金の活用が不可欠
であるため、国の動向を注視しながら補
助金の積極的な活用を図る。

75 04 02 教育資産管理課
小中学校体育館スポット
クーラー設置事業

安全安心で快適な教育環境
を確保するため、学校施設
の整備を行う。

小中学校の体育館へのス
ポットクーラーの設置

一般会計 60,711 0 60,711 43,428 0.2 0.0 設置校数 117校 117校
体育館における熱中症の発
症件数

当該取り組みは、安全安心
な教育環境の確保を目的
に、熱中症対策として小中
学校の体育館にスポット
クーラーを導入するもので
あり、熱中症の発症件数を
成果指標として設定した。

0件 1件 5件 実績値なし Ａ
計画通り小中学校117校の体育館にス
ポットクーラーを設置したことにより、
熱中症の発症件数を5件から1件に減らす
ことができた。

引き続き安全安心な教育環境の確保のた
め、熱中症対策を推進する必要がある。

76 04 02 教育資産管理課
蒲原地区小中一貫校整備事
業

小学校中学校９年間を通じ
た一貫教育の推進のため、
子どもたちの学習環境を整
えるために必要な施設の改
修等を実施する。（施設一
体型小中一貫校の整備）

小中一貫教育導入に伴う、
施設整備等（蒲原地区）

一般会計 231,359 36,510 267,869 247,378 1.0 0.0
蒲原地区：既存管理棟校舎
解体、新校舎建設工事の着
手

工事２件 工事２件
①既存校舎解体工事の進捗
率
②校舎建築工事の進捗率

当該取り組みは、多様な他
者の立場や考えを理解し尊
重する人間性を向上させる
環境を確保し、小学校中学
校9年間を通じた教育を推進
するため、一貫教育の推進
に向けた学習環境の整備を
目的に校舎の新築・改修等
を実施するものであり、事
業効果の発現まで時間を要
することから、事業の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②10%

①100％
②11.6%

実績値なし 実績値なし Ａ
解体工事は、R5年度からの継続工事が完
成した。建設工事は、発注し、進行中で
ある。R6年度進捗率10％に対し11.6％と
することができた。

引き続き事業を継続し、令和８年度の工
期内に工事完成させる。

77 04 02 教育資産管理課
藁科地域小中一貫校整備事
業

小学校中学校９年間を通じ
た一貫教育の推進のため、
子どもたちの学習環境を整
えるために必要な施設の改
修等を実施する。（施設一
体型小中一貫校の整備）

小中一貫教育導入に伴う、
施設整備等（藁科地域）

一般会計 27,004 0 27,004 27,004 2.0 0.0 藁科地域：基本設計・実施
設計の着手

設計１件 設計１件
基本設計・実施設計の進捗
率

当該取り組みは、多様な他
者の立場や考えを理解し尊
重する人間性を向上させる
環境を確保し、小学校中学
校9年間を通じた教育を推進
するため、一貫教育の推進
に向けた学習環境の整備を
目的に校舎の新築・改修等
を実施するものであり、事
業効果の発現まで時間を要
することから、事業の進捗
率を成果指標として設定し
た。

45% 50.0% 実績値なし 実績値なし Ａ
設計１件が発注され、設計委託が進行中
である。R6年度進捗率45％に対し50％と
することができた。

引き続き事業を継続し、令和８年度の工
事着手に向けて、設計を完了させる。計
画通りに進めるためには国の補助金の活
用が不可欠であるため、国の動向を注視
しながら補助金の積極的な活用を図る。

78 04 02 学校教育課
特別支援教育センター中規
模改修

中規模改修を行うことによ
り、安全安心な執務・学習
環境を整え、施設の長寿命
化を図る。

クラブハウス棟の外壁等修
繕の実施

一般会計 7,400 0 7,400 6,497 0.1 1.0 クラブハウス棟の外壁等修
繕の完了

完了 完了
施設管理の不備による事故
発生件数

クラブハウス棟は外壁等の
劣化によりコンクリート片
の落下が発生し危険な状況
であったことから、施設管
理の不備による事故発生件
数を指標とした。

0件 0件 実績値なし 実績値なし Ａ 危険個所を改修し、施設管理の不備によ
る事故を未然に防いだため。

施設内の見回りや施設利用者の声を参考
に、危険個所については未然に修繕を行
い、利用者の安全安心を確保する。

79 04 02 学校給食課 学校給食施設の整備事業 給食の安定供給を図る。
門屋学校給食センター建設
費の割賦払金

一般会計 143,859 0 143,859 143,859 0.7 0.0 割賦払金の支払件数 4件 4件
門屋学校給食センター配食
校への給食提供率

当取組は給食の安定供給を
目的とするのもであり、給
食提供率を成果指標として
設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ

当取組の令和６年度実績は配食校への給
食提供率100％であり、目標どおりの成
果となった。当取組の目的である給食の
安定供給を達成できたため、評価結果は
「A」とした。

当取組の評価結果は「A」であり、今後
も適切に管理運営を行い、給食の安定供
給を図っていく。

80 04 02 学校給食課
丸子学校給食センター整備
事業

老朽化した設備を修繕を実
施することにより給食の安
定供給を図る。

丸子学校給食センターの老
朽化した除害施設・ボイ
ラー室の修繕の実施

一般会計 144,249 0 144,249 144,249 1.4 0.0 修繕件数 ２件 ２件
丸子学校給食センター配食
校への給食提供率

当取組は給食の安定供給を
目的とするのもであり、給
食提供率を成果指標として
設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ

当取組の令和６年度実績は配食校への給
食提供率100％であり、目標どおりの成
果となった。当取組の目的である給食の
安定供給を達成できたため、評価結果は
「A」とした。

当取組の評価結果は「A」であったが、
今後も老朽化した施設にて給食の安定供
給を行うには、今後も適切な修繕が必要
となるため、計画的に修繕を行ってい
く。

81 04 02 学校給食課
清水地区学校給食センター
整備事業

新たな学校給食センターを
整備することにより、給食
の安定供給を図る。

老朽化した学校給食施設の
統合に伴う新たな学校給食
センターの整備

一般会計 0 0 0 0 0.1 0.0 静岡食と農システムプロ
ジェクトチームの設置

設置 設置
静岡食と農システムプロ
ジェクトチームにおける検
討

静岡食と農システムプロ
ジェクトチームにおいて今
後の給食供給システムを含
め検討した。

３回 ３回 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は静岡食と農シ
ステムプロジェクトチームにおける検討
回数が３回であり、目標どおりの成果と
なった。当取組の目的である給食の安定
供給に向け取組を進められているため、
評価結果は「A」とした。

当取組の評価結果は「A」であったが、
給食の安定供給に向け、令和７年度も引
き続き検討を行い、取組を進めいてく。

82 04 02 学校給食課 蒲原地区調理場整備事業
給食調理場を整備すること
により、給食の安定供給を
図る。

蒲原地区小中一貫校化に伴
う給食調理場の整備

一般会計 7,050 0 7,050 7,050 0.8 0.0 修繕件数 24件 24件 蒲原中学校への給食提供率

当取組は給食の安定供給を
目的とするのもであり、給
食提供率を成果指標として
設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は蒲原中学校へ
の給食提供率100％であり、目標どおり
の成果となった。当取組の目的である給
食の安定供給を達成できたため、評価結
果は「A」とした。

当取組の評価結果は「A」であったが、
令和８年４月の小中一貫校化に向け、修
繕等が必要となるため、令和７年度も計
画的に修繕等を行い、整備を進めてい
く。

83 04 02 静岡市立高等学校
市立高等学校空調設備整備
事業

学校教育活動の円滑な運営
を図り、安全・安心な教育
環境を整備する。

質の高い教育を受けられる
環境を保持するための校舎
空調設備整備の実施

一般会計 11,737 0 11,737 11,737 0.1 0.0 整備件数 １件 １件 整備進捗率

当取組は安全・安心な教育
環境を整備することが目的
であり、空調設備の確実な
整備を目指すものである。
令和６年度における本館１F
及び東館１F空調設備の改修
完了に向けた事業であるこ
とから整備進捗率を成果指
標とした。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ

令和６年度に予定されていた本館１F及
び東館１F空調設備の改修を適切に実施
した。
その結果、目標とした成果を達成するこ
とができた。

当取組の評価結果は「Ａ」であり令和６
年度に事業は完了した。

84 04 02 静岡市立高等学校
市立高等学校校舎等改修事
業

学校教育活動の円滑な運営
を図り、安全・安心な教育
環境を整備する。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく市立高等学校の
中央館及び視聴覚ホールの
外壁改修工事の実施

一般会計 132,072 0 132,072 107,744 0.1 0.0 工事件数 １件 １件 工事進捗率

当取組は安全・安心な教育
環境を整備することが目的
であり、校舎等の確実な改
修完了を目指すものであ
る。令和６年度における中
央館及び視聴覚ホールの外
壁等の改修完了に向けた事
業であることから工事進捗
率を成果指標とした。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ

令和６年度に予定されていた中央館及び
視聴覚ホールの外壁等の改修を適切に実
施した。
その結果、目標とした成果を達成するこ
とができた。

当取組の評価結果は「Ａ」であり令和６
年度に事業は完了した。
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85 04 02 静岡市立高等学校
市立高等学校校舎トイレリ
フレッシュ事業

学校教育活動の円滑な運営
を図り、安全・安心な教育
環境を整備する。

市立高等学校におけるトイ
レの洋式化、内装改修、給
排水設備の更新等

一般会計 132,495 0 132,495 97,175 0.1 0.0 工事件数 １件 １件 校舎トイレの洋式化率

当取組は安全・安心な教育
環境を整備することが目的
であり、トイレ洋式化等の
確実な改修完了を目指すも
のである。令和６年度から
継続して令和８年度の改修
完了に向けた事業であるこ
とから洋式化率を成果指標
とした。

55% 55% 実績値なし 実績値なし Ａ
令和６年度に予定されていたトイレ洋式
化等を適切に実施した。
その結果、目標とした成果を達成するこ
とができた。

安全・安心な教育環境を整備するため、
令和８年度の改修完了に向けて各年度の
改修を遅滞なく実施する。

86 04 02 静岡市立高等学校
市立高等学校体育館空調設
備整備事業

学校教育活動の円滑な運営
を図り、安全・安心な教育
環境を整備する。

市立高等学校体育館におけ
る空調設備の整備

一般会計 6,300 0 6,300 4,653 0.1 0.0 設計委託件数 １件 １件 設計委託進捗率

当取組は安全・安心な教育
環境を整備することが目的
であり、体育館の空調設備
設置を目指すものである
が、令和７年度に設置工事
を行い、令和８年度に供用
開始をする事業であること
から、設計委託の進捗率を
成果指標として設定した。

100.0% 100.0% 実績値なし 実績値なし Ａ
令和６年度に予定されていた体育館空調
設備に関する設計委託を適切に実施し
た。その結果、目標とした成果を達成す
ることができた。

安全・安心な教育環境を整備するため、
令和８年度の供用開始に向けて遅滞なく
事業を実施する。

87 04 02 市立清水桜が丘高等学校
市立清水桜が丘高等学校体
育館空調設備整備事業

　学校教育活動の円滑な運
営を図り、安全・安心な教
育環境の整備する。

市立清水桜が丘高等学校体
育館における空調設備の整
備

一般会計 9,300 0 9,300 3,729 0.1 0.0 設計委託件数 1件 1件 設計委託進捗率

当取組は安全・安心な教育
環境を整備することが目的
であり、体育館の空調設備
設置を目指すものである
が、令和７年度に設置工事
を行い、令和８年度に供用
開始をする事業であること
から、設計委託の進捗率を
成果指標として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
体育館の構造、稼働後のコスト及び利用
状況を踏まえた空調設備の実施設計を完
成することができた。

令和７年度に予定する空調設置工事にあ
たり、体育館を使用できない期間が生じ
る。学校行事や部活動への影響が最小限
になるよう、校内及び施工業者と調整を
行う。

88 04 03 幼児教育・保育支援課 保育士確保対策事業
市内保育施設における必要
な保育士の確保を図る。

保育人材確保のため、潜在
保育士や学生向けの就職支
援を行う。

一般会計 5,000 0 5,000 2,937 0.5 0.0
①就職フェアの開催
②事前セミナー（学生対
象、保育施設対象）の開催

①開催
②開催

①開催
②開催

就職フェアに対する満足度
①参加者
②出展者

学生等が就職先を選定する
機会を設けるため、就職
フェアを開催することか
ら、就職フェアにおける満
足度を成果指標として設定
した。

①70％
②70％

①97.6％
②60.3％

実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は、参加者は目
標値を上回る成果となったが、出展者は
目標値を下回る成果となった。保育士確
保は求職者と保育施設双方にとって満足
度の高い成果が求められるため、評価結
果を「A」とした。

各保育施設では、将来に向けて安定的に
保育人材を確保することが課題となって
いる。引き続き、保育士養成施設の学生
だけでなく、養成校への入学を検討する
高校生等への支援も検討していき、保育
士確保を進めていく。

89 04 03 こども園運営課
市立こども園育児短時間代
替職員派遣事業

育児短時間勤務制度を利用
する保育教諭の代替職員を
確保することで、負担軽減
と育児・仕事を両立しやす
い環境の整備を図る。

育児短時間勤務制度を利用
している保育教諭が在籍し
ている６園に６人の人材派
遣を実施する。

一般会計 16,774 0 16,774 5,568 0.1 0.0 派遣人数 6人 4人
育児短時間勤務を利用する
保育教諭の増加

人材派遣事業により、育児
短時間勤務を利用しやすい
環境を整える。前年度末と
当該年度末の制度利用者数
を比較する。

6人 14人 ５人 ４人 Ａ
事業開始が育児短時間勤務を利用する職
員が増加している一つの要因と考えられ
る。

令和６年度は、６人の派遣職員を確保し
たかったところ４人にとどまったため、
より多くの人材を確保するため、契約を
分割して複数業者から効率的に派遣を受
けることを検討する。

90 04 03 教育総務課
教員業務支援員（スクー
ル・サポート・スタッフ）
の配置事務

教員の事務的業務を補助す
ることで、教員がこどもと
向き合う時間を増やし、教
育の質の向上を図る。

スクールサポートスタッフ
の各校への配置

一般会計 0 0 0 0 0.1 0.0
教員業務支援員（スクール
サポートスタッフ）の配置
校数

２校 ２校
教員の長時間労働（45ｈ
超）対象者の割合

当取組は教員がこどもと向
き合う時間を増やすことを
目的とし、教員の児童生徒
に対する教育の質の向上を
目指すことから、長時間労
働対象者率を成果指標とし
て設定した。

21% 29% 29% 46% Ａ

当取組の令和６年度実績は29％であり、
目標値を上回る成果となった。導入前と
比較して、長時間労働対象者の割合が改
善されているため評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
スクールサポートスタッフに依頼する業
務が印刷補助等に偏っている傾向があ
る。授業のオンライン配信等ほかに依頼
できる業務を整理して職員に周知してい
く。

91 04 03 教職員課
【再掲】静岡市型35人学級
編制の完全実施事務

全ての小中学校において、
各学年で35人以下の学級を
編制することにより、児
童・生徒へのきめ細かな学
習や生活指導を行う。

全ての小中学校に対する静
岡市型35人以下学級編制の
実施。

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 静岡市型35人学級編制該当
校への教員の配置率

100% 100%

①「学校に行くのは楽し
い」と答える児童・生徒の
割合
②国語の授業内容がよく分
かると答える児童・生徒の
割合
③算数・数学の授業内容が
よく分かると答える児童・
生徒の割合

当取組は児童・生徒に対し
てきめ細かな学習や生活指
導を行うことを目的とする
ものであり、児童・生徒の
学校への満足度や学習の理
解度を高めることを目指す
ものであることから、①と
②、③を成果指標として設
定した。

①小85％
　中80％
②小84％
　中79％
③小80％
　中69％

①小83.0％
　中81.7％
②小83.7％
　中78.9％
③小80.7％
　中73.9％

①小85.0％
　中79.1％
②小83.8％
　中78.5％
③小79.3％
　中68.4％

①小84.7％
　中81.3％
②小81.7％
　中77.9％
③小80.0％
　中71.5％

Ａ

当取組の令和６年度実績は、６項目中半
分の３項目で、目標を下回る成果となっ
た。しかし、個々の目標値と実績値を比
較してみると、その差はわずかであり
（＋4.9ポイント～－2.0ポイント）、当
取組による成果は静岡市型35人学級編制
の完全実施のため十分に得られていると
評価したことから、評価結果は「Ａ」と
した。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
目標を達成できていない項目が、半分存
在している。引き続き、児童・生徒への
きめ細かな学習や生活指導を行うために
も、静岡市型35人学級編制の完全実施を
進めていく。

92 04 03 教職員課 スクール・サポート事務

教員の事務的業務を補助す
ることで、教員が子どもと
向き合う時間を増やし、教
育の質の向上を図る。

市内小中学校の全校に１名
ずつ教員をサポートするス
タッフを配置する。

一般会計 0 0 0 0 0.1 0.0 スクール・サポート・ス
タッフの配置人数

121人 121人
配置校における教員の長時
間労働対象者率

当取組は教員が子どもと向
き合う時間を増やすことを
目的とし、教員の児童生徒
に対する教育の質の向上を
目指すことから、長時間労
働対象者率を成果指標とし
て設定した。

10.0% 25.6% 23.8% 28.0% Ｂ

スクール・サポート・スタッフの事務に
ついては、100%の学校が「効果あり」と
回答しているが、教員の長時間労働対象
率は目標を上回る実績とならなかったた
め、評価結果は「B」とした。

当取組の評価結果は「B」であり、月平
均時間外45時間以上の教員の割合が
25.6%と、依然として教員の長時間勤務
が課題となっている。評価結果及び課題
を踏まえ、スクール・サポート・スタッ
フの各校における更なる活用を促し、成
果と課題の共有、スクール・サポート・
スタッフ本人へのアンケート等を行い、
取組のあり方を改善していく。

93 04 03 教職員課 しずおか教師塾事業

　市小学校教員志望者に、
教育的ニーズの多様性に応
えることができる教員養成
塾を実施することにより、
質の高い小学校教員を確保
する。

　市小学校教員志望者を対
象に「しずおか教師塾」を
実施

一般会計 2,049 0 2,049 1,471 2.0 3.0

①入塾選考の実施
②しずおか教師塾各講座の
実施
③入塾ガイダンスの実施

①１回
②33講座
③10回

①１回
②31講座
③８回

①塾生による講座の内容の
満足度（「大変良かった」
「良かった」と答える塾生
の割合）
②特別選考試験における採
用予定数に対する合格率

当取組は質の高い小学校教
員の確保を目的とするもの
であり、教育的ニーズの多
様性に応えることができる
教員養成塾の実施を目指す
ものであることから、①
「教師塾講座の満足度」と
②「特別選考試験における
採用予定数に対する合格
率」を成果指標として設定
した。

①100％
②100％

①100％
②85.7%

①100％
②100％

①100％
②100％ Ｂ

令和６年度の塾生による「教師塾講座の
満足度」の実績は100％となったが、
「特別選考試験における採用予定数に対
する合格率」の実績は85.7％となり、目
標を下回る成果となった。質の高い小学
校教員の確保という目標に対して十分な
効果が得られていないと評価したことか
ら、評価結果は「Ｂ」とした。

塾募集数（30人程度）に対して応募者が
減少（R4:32,R5:42,R6:33）しており、
「多くの応募者からの選考による質の高
い小学校教員確保」という事業の前提が
崩れている。さらに「令和８年度教員採
用試験」より大学３年生受験が新設さ
れ、塾応募者の更なる減少が見込まれ、
事業の目的達成は難しい状況となる。
よって、令和７年度末をもって教師塾事
業は廃止と判断した（廃止）。
その発展的解消策として、教員採用候補
者（教職未経験者）とペーパーティー
チャーが教員生活を安心して始めること
ができるように、「（仮称）教職スター
トフォローアップ事業」を開始する。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 危機管理課 防災訓練関係事業
災害時において迅速かつ的
確な応急対策を実施するた
め、防災訓練を実施

総合防災訓練、地域防災訓
練、津波避難訓練、土砂災
害等避難訓練

一般会計 1,413 0 1,413 1,170 3.8 0.0

防災訓練実施回数
①総合防災訓練（9月）
②地域防災訓練（12月）
③津波避難訓練（3月）

3回
①1回（9月）
②1回（12
月）
③1回（3月）

2回
①災害により
延期
②1回（12
月）
③1回（3月）

防災行動力が高まった市民
の数（訓練参加者数）

市民自らの意思で防災訓練
へ参加し、迅速な避難や防
災資機材等の操作力の向上
など、防災に関する行動力
が高まることは、市民の安
全安心の確保につながると
考え、訓練参加者数を成果
指標として設定した。

109,000人
①6,000人
②91,000人
③12,000人

131,806人
①延期
②122,296人
③9,510人

107,056人
①5,754人
②90,130人
③11,172人

130,061人
①35,689人
②82,698人
③11,674人

Ａ

当取組の令和６年度実績は、災害発生に
より一部の訓練が実施できず個々の訓練
を比較すると目標を下回る結果となった
が、年間の総参加者数が目標を上回った
ことや、取組の遅れていた避難行動要支
援者対策や外国人観光客対策の訓練を実
施するなど、災害対応力の向上に向けて
一定の成果が得られていると評価したこ
とから、総合的に勘案して評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
地域における訓練では訓練内容のマンネ
リ化や参加者の固定化など、訓練自体が
形骸化していくことが懸念されるため、
地域の防災力を含めた本市の災害対応力
の更なる向上に向けて、過去の災害での
教訓等を踏まえ、実践的な訓練の実施や
改善に取り組んでいく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 02 危機管理課 研修啓発関係事業

災害時における市民の的確
な判断力や防災知識・技術
の向上を図るため、防災意
識の高揚及び啓発事業を実
施

市政出前講座等による防災
研修の実施、「わたしの避
難計画」等による啓発

一般会計 1,031 0 1,031 681 4.2 0.1 出前講座開催数 130回 154回
防災意識・知識が向上した
市民の数（受講者数）

市民自らの意思で出前講座
を受講し、防災意識や知識
が向上することは、災害発
生時における的確な判断等
に直結し、市民の安全安心
の確保につながると考え、
受講者数を成果指標として
設定した。

8,300人 6,654人 8,227人 7,469人 Ｂ
当取組の令和６年度実績は、目標を達成
することができなかったため、評価結果
は「Ｂ」とした。

南海トラフ地震の切迫性の高まりや激甚
化・頻発化する災害に備えて、より多く
の市民の防災意識・知識の向上が求めら
れることから、一人でも多くの市民が受
講できるよう、あらゆる機会を捉えて周
知啓発していく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 03 危機管理課 自主防災組織関係事業

大規模地震に備え、地域防
災力の向上を図るため、自
主防災組織に対して防災資
機材等の購入費を補助

自主防災組織の防災資機材
等購入に必要な経費に対す
る助成

一般会計 63,000 0 63,000 50,412 3.7 1.7 防災資機材購入費補助件数 524件 496件 防災資機材購入費補助件数

自主防災組織が資機材等を
備えることは、地域住民の
安全安心に直結すると考
え、この取組への支援（補
助）の件数を指標として設
定した。

524件 496件 532件 505件 Ａ
当取組の令和６年度実績は、目標に対し
期待通りの結果となり、地域防災力の向
上に一定の成果が得られていると評価し
たことから、評価結果は「Ａ」とした。

過去の災害経験や社会状況の変化を踏ま
え、引き続き補助対象品目の追加など検
討を行っていく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 03 危機管理課 津波避難ビル関係事業

津波避難場所を確保するた
め、津波避難ビルの指定を
進め、津波避難ビル整備に
係る経費を補助

津波避難ビルの整備に要す
る経費（屋上フェンス・外
階段の設置等）の一部を補
助

一般会計 10,000 0 10,000 0 0.1 0.0 津波避難ビルの補助件数 １件 ０件 津波避難ビルの棟数

令和２年に津波避難施設の
計画的整備は完了している
が、引き続き、補助金の活
用等を含め津波避難ビルの
棟数を維持し、市民の避難
先の選択肢を確保し続ける
ことは、市民の安全安心の
確保につながると考え、津
波避難ビルの棟数の維持を
目標値として設定した。

197棟 197棟 197棟 198棟 Ａ

令和６年度においては避難ビルの補助金
活用はなかったものの、同年度に２施設
の避難ビル指定を解除した一方で、令和
５年度に補助を実施した１施設を含む２
施設を新たに避難ビルに指定できたた
め、全体として避難ビルの棟数を維持す
ることができた。
この結果を踏まえ、評価結果は「Ａ」と
した。

目標は現状の棟数の維持としているが、
津波からの避難先の選択肢を増やすこと
は、区域内での円滑な避難行動につなが
るため、今後も継続的に整備を推進して
いく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 03 危機管理課 災害協定関係事務
災害対応力の強化につなげ
るため、民間事業者と協定
の締結を行う

現在締結している協定につ
いて、社会変化や実効性の
観点から見直しや新たな協
定の締結を行う。

― 0 0 0 0 0.5 0.0
協定内容の見直し、連絡先
の確認及び新規締結等の必
要な手続き

実施 実施
有事の際の連絡先が相互に
確認できた協定締結事業者
の件数

有事の際の連絡先を協定締
結事業者と相互確認を確実
に行うことで、迅速な災害
対応が可能となり、市民の
安全安心の確保につながる
と考え、年度当初に協定を
締結している全ての協定締
結事業者のうち、連絡先等
が確認できた件数を指標と
して設定した。

141件/141件 141件/141件 114件/114件 実績値なし Ａ
当初予定していたとおり、協定締結事業
者との連絡先もしくは現況の確認が適切
に行われたことから、評価結果は「Ａ]
とした。

令和４年台風第15号や能登半島地震など
の過去の災害における課題を踏まえ、新
たな協定締結にも取り組んでいく。

課題と解決方針
会計

予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

R6 R6
成果指標名 指標設定の考え方

実績値

評価結果 評価理由
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　災害時の避難情報について、２つ以上のルート（防災メール・災害ラジオ・LINE・同報無線・テレビ等）で受け取ることの
できる環境が整っている市民の割合

　６２．３％（Ｒ４現状値：５９．６％）

　０人（Ｒ３現状値：９人）　火災による死者数

【③防災・消防分野】

　あらゆる危機から市民の「いのち」と「くらし」を守り、安全・安心に暮らせるまちを実現します

　 　

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　静岡市が災害に強く安全・安心に暮らせるまちだと思う市民の割合 　５６．６％（Ｒ４現状値：５３．２％）

政策 施策

　01　公民連携による地域防災力の向上に取り組みます 　01　防災訓練の充実・強化

　02　防災・減災意識の向上

　03　市民・民間事業者との連携強化

　01　危機管理体制の強化

　02　災害対応計画・業務継続計画の最適化

　01　災害情報の伝達体制の強化

　02　あらゆる危機に対応できる強靱な体制整備を推進します

　02　社会基盤・都市基盤の整備

　03　スムーズな避難行動の促進

取組目的
R6

　02　救命体制の充実

　03　災害対応力の向上

　04　火災、救急、救助に対して迅速・的確に対応するための消防力強化を推進します

　04　施設整備等の強化

R6 R5 R4

　01　火災予防の推進

　03　大規模自然災害に備え、市民の安全を守る環境を整えます
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針
会計

予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

R6 R6
成果指標名 指標設定の考え方

実績値

評価結果 評価理由
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名 取組目的
R6 R6 R5 R4

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 02 01 危機管理課 対策本部機能の強化事業

【対策本部機能の強化】
災害時における対応方針を
適時適切に決定し、本部会
での意思決定を区本部や各
部各班に速やかに伝達する
ための環境整備を行い、迅
速な災害対応につなげる。

【対策本部機能の強化】
災害対策本部室のレイアウ
ト変更、大型モニタ、カメ
ラ、マイク等の配信設備の
設置

一般会計 17,510 0 17,510 11,753 1.0 0.0 災害対策本部室の整備 整備完了 整備完了
新たな設備を活用した訓練
の実施回数

最新の音声映像設備の機能
を十分に活用した、迅速か
つ効率的な災害対策本部の
運営は、市民の安全安心の
確保につながると考え、設
備を活用した本部運営訓練
の実施回数を指標とした。

１回 １回 実績値なし 実績値なし Ａ
当初予定していたとおり、新たに整備し
た環境で訓練を実施できたため、評価結
果は「Ａ]とした。

職員の操作習熟のため、災害種やフェー
ズを変え、継続して訓練を実施してい
く。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 02 01 危機管理課 職員配備関係事務
災害時における職員の配備
体制の確立

職員の災害配備先の決定、
災害時配備基準の見直し

― 0 0 0 0 1.0 0.0 配備体制先の決定、災害時
配備基準の見直し検討

実施 実施
災害時における職員の配備
体制の確立

災害時における職員の配備
体制を確立することは、災
害発生時の災害対応を確実
に行うことにつながり、市
民の安全安心が確保される
ことから、災害配備体制の
決定や基準の設定及び柔軟
な対応ができている状態を
指標とした。

達成 達成 達成 達成 Ａ

災害時における職員の配備体制を確立す
るとともに、長期にわたり災害配備を要
する事態に、配備対象の絞り込みやロー
テーションを前提とした配備人数の工夫
を行うなど、状況に応じた柔軟な対応が
できたため、評価結果は「Ａ]とした。

各所属の状況などを総合的に勘案し、今
後も適切な災害配備体制及び基準の設定
及び見直しを行う。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 02 01 危機管理課 防災必需品備蓄事業
大規模災害に備え、被災者
に対する物資等を備蓄

防災備蓄品（毛布・備蓄食
料等）の購入・配備

一般会計 36,604 0 36,604 33,817 1.0 0.0

当年度購入数
①アルファ化米
②ビスケット
③携帯トイレ
④毛布

①97,600食
②94,600食
③50,000枚
④3,000枚

①97,600食
②94,600食
③50,000枚
④3,210枚

整備率
①アルファ化米
②ビスケット
③携帯トイレ
④毛布
※携帯トイレは、老朽化し
ている既存の仮設トイレの
代替として、令和11年度ま
でに整備率100%となるよう
目標値を設定した。
※毛布は、想定避難者人数
に帰宅困難者人数を加えた
人数が整備目標となるよう
目標値を再設定した。

想定する南海トラフ地震の
避難者が、発災から３日間
必要とする必需品のそれぞ
れの備蓄が確保されている
ことが、市民の安全安心の
確保につながると考え、こ
れらの備蓄率を指標とし
た。
※想定避難者数は静岡県第
４次地震被害想定を用い、
国からのプッシュ型支援の
届く発災後４日目の前３日
間に必要な数量を備蓄量の
目標としている

①100%
（527,900/52
7,900食）
②100%
（479,600/47
9,600食）
③71%
（576,500/80
7,200枚）
④78%
（166,622/21
3,578枚)

①100%
（527,900/52
7,900食）
②100%
（479,600/47
9,600食）
③68%
（548,200/80
7,200枚）
④78%
（166,877/21
3,578枚)

①100％
（527,900/52
7,900食）
②100％
（479,600/47
9,600食）
③65％
（526,500/80
7,200枚）
④100％
（163,622/16
3,622枚）

①100％
（527,900/52
7,900食）
②100％
（479,600/47
9,600食）
③59％
（476,500/80
7,200枚）
④98％
（160,622/16
3,622枚）

Ａ
必要な物資を計画どおりに更新・整備す
ることで、目標値を達成することができ
たため、評価結果は「Ａ]とした。

備蓄品については、国のプッシュ型支援
が届くまでの３日間において必要となる
量を整備してきたが、災害の状況によっ
ては、国のプッシュ型支援による物資が
届かないことも考えられる。
また、能登半島地震等、近年発生した災
害での教訓より、避難者の災害関連死の
防止や健康維持の観点から、避難所の生
活環境の改善が求められている。
このことから、備蓄物資の量、種類など
備蓄のあり方の見直しを実施する。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 02 01 危機管理課
災害時３次元点群データ活
用事業（ドローン×統合型
GIS）

ドローンを活用し、被災箇
所の撮影、被災映像のリア
ルタイム共有、GISによる被
害の定量化を行うことで、
災害時における迅速適切な
応急対策を実施する。

①ドローンとGIS解析を用い
た被害情報の共有
②撮影画像のオープンデー
タ化
③操縦士の育成

一般会計 20,000 0 20,000 16,423 0.1 0.0

①被害情報共有体制の構築
②撮影データのオープン
データ化件数
③ドローンの飛行回数

①構築済
②６件
③12回

①構築済
②９件
③57回

ドローンの飛行回数

ドローンの操縦を行う機会
の確保は、操縦士の技能の
向上や習熟に直結し、有事
の際に迅速かつ適切な情報
収集が可能となる。これに
より、市民の安全安心の確
保につながることから、ド
ローンの飛行回数を成果指
標として設定した。

12回 57回 実績値なし 実績値なし Ｓ

当取組の令和６年度実績は、当初の想定
よりも実技訓練を増やしたことや災害発
生時の飛行機会が多かったため57回とな
り、目標を上回る結果となった。これに
より、操縦者の技能がより習熟し災害対
応力の強化に繋がったと評価できること
から、評価結果は「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は「Ｓ」であったが、
操縦者の更なる技術向上に向けては、定
期的な訓練が必要であることから、引き
続き計画的に訓練機会を提供すること
で、技術の一層の向上に努めていく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 03 01 危機管理課 公共安全ﾓﾊﾞｲﾙｼｽﾃﾑ関係事業

災害時における迅速かつ確
実な情報収集を行うための
新たな通信手段を確保す
る。

災害時でも安定した通信が
利用できる公共安全モバイ
ルシステムを指定避難所に
配備する。

一般会計 28,590 0 28,590 12,500 1.0 0.0 公共安全モバイルシステム
の配備

各避難所への
端末配備

端末購入済み
通信端末を活用した通信訓
練の実施回数

災害発生時に通信端末を迅
速かつ適切に活用できるこ
とで、地域と本部の情報共
有が図られ、市民の安全安
心の確保につながることか
ら、通信訓練の実施回数を
指標とした。

３回 ２回 ３回 ３回 Ｂ

端末の購入は完了済みであるものの、通
信事業者のサービス提供開始が遅れたた
め、令和６年度は従来から配備している
防災無線での訓練を実施した。
達成度合いは66％（２/３回）と計画を
下回るが、未実施となった総合防災訓練
は、台風の影響で中止となったことを加
味し、評価結果を「Ｂ」とした。

通信サービスの利用開始及び各避難所へ
の配備を早急に実施する。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 03 01 危機管理課
同報無線デジタル化関係事
業

同報無線の更新を行いデジ
タル化することにより、市
民に伝わりやすい効果的な
情報伝達手段を整備

同報無線をデジタル化する
ための機器の更新

一般会計 1,369,853 0 1,369,853 942,240 1.0 0.4 子局等の整備数 子局130局 子局223局

デジタル化した同報無線設
備の音達カバー面積

※１局あたりのカバー面
積：0.36k㎡、事業完了時の
全カバー面積：158.4k㎡

機器の更新による同報無線
設備の音達カバー面積の拡
大は、防災行政情報をより
広く、正確にエリアの市民
に伝達できる環境が整備さ
れることに直結し、市民の
安全安心が確保されること
から、新設した設備がカ
バーする面積を成果指標と
して設定した。

57.2㎢ 90.7㎢ 10.4㎢ 0㎢ Ａ

当初の目標は、設置が難航しそうな局か
ら進めていく想定であったが、工事全体
の進捗を鑑みて施工順序を見直しするこ
とで目標を上回る結果となった。しかし
ながら、今後は課題の多い局の施工が残
り、進捗が遅くなることが想定されるた
め、総括的な事業の進捗を評価し、評価
結果は「Ａ」とした。

課題の多い局の施工が残るなかで、多数
の設備を同時並行的に整備を進める事業
であり、不測の事態に対応しながら、進
捗管理を適切に行い、令和８年度の事業
完了を目指す。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 03 01 危機管理課
災害時総合情報ｼｽﾃﾑ関係事
業

①市民に対して災害時に適
時適切に情報発信を行い、
早期避難や迅速な被災者支
援につなげる。
②市内の被害状況を迅速に
収集し、早期避難の呼びか
けや応急対応につなげる。

①災害時に市民が知りたい
情報を一元的かつ総合的に
知ることができる市民向け
ウェブサイトを開発する。
②職員向けの災害対応支援
システムを開発する。

一般会計 0 270,000 270,000 169,999 1.0 0.0
①静岡市防災ナビの構築
②内部災害情報システムの
開発

①構築済
②構築済

①構築済
②構築済

防災ナビの利用者数
（ユニークユーザー数）

平時から防災ナビを利用す
る人が増えることで、有事
の際にもサイトを有効活用
してもらえると考え、平時
（毎年３月（年度末月）の
総利用者数）における単月
の総利用者数を指標とし
た。
※市が正確な情報を収集・
分析し、市民に情報が伝わ
ることが重要であるため、
防災ナビの利用者数をもっ
て内部災害情報システムの
指標も計測する。

4,500人 5,781人 実績値なし 実績値なし Ｓ
防災ナビの前身である防災情報ポータル
サイトにおける利用者数を目標値として
いたが、数値を大きく上回る結果となっ
たため評価結果を「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は「Ｓ」であったが、
機能やデザインの改善を継続的に実施
し、いざという時に活用していただける
よう、使いやすさの向上に努めていく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 03 02 危機管理課 各種災害対応計画関係事業
災害対応等の根幹となる各
種災害対応計画について、
内容の最適化を図る。

地域防災計画等の各種災害
対応計画について、庁内の
体制の変更や実効性の観点
から見直しを行う。

一般会計 32,222 0 32,222 16,801 4.5 0.0 各種災害対応計画の見直し 実施 実施 見直しを行った計画

各種災害対応計画の内容の
見直しにより、常に最新の
情報の保持や内容のアップ
デートがされることは、適
切な災害対応につながり、
市民の安全安心が確保され
ると考え、見直しを行った
計画を挙げることを指標と
した。

・地域防災計
画
・水防計画
・災害対応力
強化実施計画

・地域防災計
画
・水防計画
・国土強靭化
地域計画
・災害対応力
強化実施計画

・地域防災計
画
・地震・津波
対策アクショ
ンプログラム
・水防計画

・地域防災計
画 Ａ

各種計画について必要な修正箇所の確認
を行い、修正することができたため、評
価結果は「Ａ]とした。

各種災害対応計画の内容について、引き
続き必要な変更を行い、実効性を高めて
いく。

1402_【都市局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 03 02 建築安全推進課
要緊急安全確認大規模建築
物耐震対策事務

予想される南海トラフ地震
等に備え、不特定多数が利
用する大規模建築物等を耐
震化を促進することによ
り、地震による人命や財産
の損失を未然に防ぐとこと
で、早期復興を図る。

昭和56年５月末以前に建築
された病院、店舗等の不特
定多数が利用する建築物及
び学校、老人ホーム等の避
難に配慮を要する方が利用
する建築物のうち、大規模
なものの所有者に対し、補
強計画策定、補強工事費用
の一部を助成

一般会計 0 0 0 0 0.1 0.0 対象建築物の状況確認 3回 3回
要緊急安全確認大規模建築
物の耐震化率

当取組は要緊急安全確認大
規模建築物の耐震化を促進
し、地震による人命や財産
の損失を未然に防くこと
で、早期復興を図ることを
目的とするものであり、市
内における要緊急安全確認
大規模建築物の耐震化を目
指すものであることから、
要緊急安全確認大規模建築
物の耐震化の割合を成果指
標として設定した。
【参考】
全国の耐震化率：92.5%
（令和５年度末時点）

98.5% 98.5% 97.0% 95.5% Ａ

当取組の令和６年度実績は、耐震化率
98.5％であり、目標どおりの成果となっ
た。これにより、要緊急安全確認大規模
建築物の耐震化の促進に繋がったと評価
できること、また、民間の対象建築物の
耐震化が完了したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組により、民間の対象建築物の耐震
化は完了した。
今後は、対象建築物として残っている市
有施設（清水庁舎）について、所管課と
調整し、耐震化を促進していく。

1402_【都市局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 03 02 建築安全推進課
要安全確認計画記載建築物
耐震対策事業

予想される南海トラフ地震
等に備え、緊急輸送ルート
沿道の一定以上の高さを持
つ建築物の耐震化を促進す
ることにより、防災上重要
な道路の閉塞を防止し、避
難・救急・消火・緊急物資
の輸送路の通行を確保す
る。

昭和56年５月末以前に建築
された建築物のうち、緊急
輸送ルート沿道の一定以上
の高さを持つものの所有者
に対し、補強計画策定及び
補強工事費用の一部を助成

一般会計 2,055 37,501 39,556 37,501 0.5 0.0 補助金の交付件数 1件 1件 通行障害解消率

当取組は、地震に伴う建築
物の倒壊による緊急輸送
ルートの通行障害の防止と
いう観点から建築物の耐震
化を促進するものであるた
め、同ルート全体に対する
同ルート各箇所の通行障害
の程度を表す距離に着目し
た「通行障害解消率」を成
果指標として設定した。

96.0% 96.9% 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は、耐震化率
96.9％であり、目標どおりの成果となっ
た。これにより、要安全確認計画記載建
築物の耐震化の促進に繋がったと評価で
きることから、評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
要安全確認計画記載建築物の耐震化の更
なる促進に向けては、残る20棟の未耐震
の対象建築物所有者に対し、引き続き状
況確認を行い、耐震化を促していく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針
会計

予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

R6 R6
成果指標名 指標設定の考え方

実績値

評価結果 評価理由
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名 取組目的
R6 R6 R5 R4

1402_【都市局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 03 02 建築安全推進課 わが家の専門家診断事業

旧耐震木造住宅の耐震化を
促進するため、無料で専門
家を派遣し、耐震診断、相
談を行うことで耐震対策を
講じるきっかけとする。

昭和56年５月以前に建築さ
れた木造住宅の所有者で耐
震診断等を希望する人に対
し、無料で「耐震診断補強
相談士」を派遣し耐震診断
等を実施

一般会計 47,180 0 47,180 38,168 0.5 1.0 耐震診断実施件数
300件
（過去５年の
平均値）

809件 Ａ

1402_【都市局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 03 02 建築安全推進課 木造住宅耐震補強事業

旧耐震木造住宅の耐震化を
促進することにより、地震
による人命や財産の損失を
未然に防ぐとことで、早期
復興を図る。

昭和56年５月末以前に建築
された木造住宅の所有者に
対し、補強計画策定及び補
強工事費用の一部を助成

一般会計 209,900 0 209,900 169,508 1.5 1.5 補助金の交付件数
100件
（過去５年の
平均値）

170件 Ａ

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 03 02 建設政策課 地籍調査に関する事業

大規模災害時の迅速な復旧
復興への備えとして、道路
や水路等の境界を明確にす
る。

法務局所管の公図や登記情
報をもとに、土地所有者と
の現地立会調査にて土地の
境界を確認し、その結果を
簿冊や地図に取りまとめ、
法務局へ送付することで、
地図等を整備する。

一般会計 218,122 78,800 296,922 155,762 7.0 1.0
災害発生の可能性が高い地
域の地籍調査実施面積（換
算面積）

0.6㎢ 0.6㎢
津波浸水想定区域の地籍調
査進捗率

被災時の住民生活の影響が
大きく、都市機能の回復が
急務とされる津波浸水想定
区域の進捗率を指標に設定
した。

41% 41% 31% 23% Ａ
計画していた地区の地籍調査業務を発注
し、第2期静岡市地籍調査基本計画通り
に進捗しているため。

静岡市地籍調査基本計画に基づき、事業
を遅滞なく進めていくため、事業費の確
保と効率的・効果的な事業実施

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 03 02 建設政策課 急傾斜地崩壊対策事業
急傾斜地の崩壊による土砂
災害から市民の生命を守
る。

急傾斜地崩壊危険区域指定
促進にかかる測量を実施
し、区域（案）を作成する
など。

一般会計 14,997 0 14,997 10,236 1.5 1.0 区域指定調書作成 ２箇所 ４箇所
県の急傾斜地崩壊対策事業
実施状況（概成箇所数/採択
可能箇所数）

市と県で連携して事業を実
施しているため、県の事業
実施状況及び、概成予定箇
所数を参考に指標を設定し
た。

312/654箇所 312/654箇所 309/654箇所 309/654箇所 Ａ 計画のとおりに市と県が連携して事業が
進められているため。

近年の激甚化・頻発化する災害から市民
の生命を守るため、引き続き市と県で連
携を図り事業を推進する。

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 03 02 河川課
流域治水の計画に関する事
業
（巴川浸水情報システム）

巴川浸水情報システムの推
定結果等を早期の避難行動
や車・家財の移動等の減災
行動につなげることを図
る。

気象予報、雨量、河川水位
等を基に、水位・氾濫域を
推定するシステムの構築

一般会計 100,000 72,003 172,003 55,970 1.4 0.0 水害推定情報の提供
システム運用
100％

システム運用
100％
※内部運用

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 03 02 河川課
流域治水の計画に関する事
業
（大内新田調整池）

清水区大内新田地区におい
て浸水被害を軽減するため
の調整池を整備する。

大内新田地区雨水貯留施設
の整備

一般会計 388,492 47,093 435,585 408,142 1.4 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 03 02 河川課 河川の改修等に関する事業

流下能力が不足している河
川について、護岸の改修等
を行い、浸水被害軽減を図
る。

河川改修や雨水貯留施設の
整備

一般会計 933,739 360,144 1,293,883 749,026 4.1 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 03 02 道路計画課
道の駅整備検討に関する事
業

①地域周遊の円滑化、雇用
の創出、地域活性化のため
の道の駅整備
②道の駅宇津ノ谷峠、トラ
イアルパーク蒲原の維持管
理

①トライアルパーク蒲原の
道の駅化
②管理委託（植栽、修繕、
消耗品購入、浄化槽管理、
ごみ収集等）

一般会計 54,406 0 54,406 24,847 1.5 0.0

①道の駅化に向けた方針の
検討
②施設の管理委託の実施
③実施内容の検査、指導

①実施
②実施
③12回

①実施
②実施
③12回

施設管理による利用者満足
度

本事業は、道の駅等を適切
に管理し、利用者に継続的
なサービスを提供すること
を目的としている。維持管
理による利用者の満足度が
高水準を維持できるよう設
定した。

80% 90.6% 82.9% 実績値なし Ａ
当該施設利用者に対し、満足度調査を実
施した。その結果、施設管理全体の満足
度が80％を超えたため、目標を達成し
た。

引き続き、管理業務を適切に実施する。

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 03 02 道路保全課

道路橋補修・耐震化に関す
る事業
（予算総括、計画策定、事
業管理、研修）

災害時等に損傷を最小限に
抑え、迅速な救命救急や円
滑な広域支援の受け入れが
できるよう地震に対する道
路橋の安全性向上を図る。

緊急時においても交通機能
が発揮される強靭な道路網
を構築するための道路橋の
耐震化

一般会計 841,377 599,815 1,441,192 973,974 6.7 0.0
耐震性能が満足でない重要
ネットワーク上の道路橋の
耐震化実施数

８橋 12橋
耐震性能が満足でない重要
ネットワーク上の道路橋の
耐震化実施率

道路橋耐震化計画に記載し
た耐震性能が満足でない防
災ネットワーク上の道路橋
について、令和８年度末ま
でに、25橋の耐震化完了を
目指す。令和６年度は16橋
（累計）の耐震化実施を目
標値として設定した。

64.0% 80.0% 32.0% 実績値なし Ｓ
実績は累計20橋で、前倒しで目標値比
125パーセントとなり、期待を上回る成
果が得られたと評価し、評価結果は
「Ｓ」とした。

重要ネットワークのうち、緊急輸送路上
の道路橋耐震化を優先して進める必要が
ある。長寿命化対策としての補修工事と
併せて耐震工事を実施することで予算の
効率化を図り、進捗率を上げていく。

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 03 02 道路保全課

道路自然災害防除に関する
事業
（予算総括、計画策定、事
業管理、研修）

山間地の道路において落石
や崩落等による危険を軽減
し道路利用者の安全を確保
するため、災害防除施設の
整備を推進する。

道路法面で発生する落石や
崩壊、地すべり等の自然災
害を防除するため、防災点
検等を実施し結果に応じた
法面対策の設計・施設整備
及び老朽化対策

一般会計 959,291 672,557 1,631,848 984,774 5.4 0.0 緊急かつ早期に対策が必要
な危険箇所の工事箇所数

４件 ４件
緊急かつ早期に対策が必要
とされる箇所の解消率

危険箇所解消を目的とした
事前防災減災対策を推進す
るため、令和８年度末まで
に国県道を対象に全15箇所
の対策完了を目指し、令和
６年度は８箇所（累計）の
対策完了を目標値として設
定した。

53.3% 53.3% 26.6% 実績値なし Ａ
実績は累計８箇所で、目標値を達成して
おり、安全な道路環境の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

事前防災減災対策の更なる推進に向けて
は、継続的な危険箇所解消が課題となっ
ている。このことから、各整備課と情報
を共有し対策事業を実施し、事業効果の
早期発現に努めていく。

1501_【建設局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 03 02 道路保全課
道路橋補修・耐震化に関す
る事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

法定点検結果による道路橋
の補修を実施し、さらに予
防保全による補修を実施す
ることで、道路橋を長寿命
化させる。

健全な状態を維持していく
ため、計画に基づく道路橋
の補修の実施

一般会計 2,952,381 1,292,285 4,244,666 2,843,694 3.7 0.0 法定点検結果に基づく道路
橋の補修実施数

45橋 44橋
長寿命化対策としての補修
実施率

道路橋は、道路法により５
年に一度の定期点検の実施
が義務付けられている。早
期に措置が必要な状態及び
予防保全の観点から措置が
望ましい状態であると診断
された道路橋のうち、令和
８年度末までに180橋の補修
実施を目指し、令和６年度
は106橋（累計）の補修実施
を目標値として設定した。

58.9% 58.3% 33.9% 実績値なし Ａ
実績は累計105橋で、目標値を概ね達成
しており、期待どおりの成果が出たと評
価できることから、評価結果は「Ａ」と
した。

事業実施に向けた関係機関協議を早期に
完了し事業進捗に務める。また新技術の
活用や耐震化工事と併せて実施すること
で効率化を図り、予防保全型の管理へ向
け適切な進捗管理を行っていく必要があ
る。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 03 02 上下水道経営企画課
給水拠点に係る地域との訓
練に関する事務

災害時において市民が円滑
に応急給水を受けられる環
境を整備することで、市民
の安心・安全の確保を図
る。

臨時給水所等の使用方法等
の周知

企業会計 0 0 0 0 0.2 0.0 臨時給水所等に関する説明
会の実施

８回 ８回
臨時給水所等の開設・運営
方法等を習得した市民の人
数

当取組は災害時に市民が円
滑に応急給水を受けられる
環境を整備するものである
ことから、臨時給水所等の
開設・運営方法等を習得し
た市民の人数を成果指標と
して設定した。

95人 95人 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は95人であり、
目標どおりの成果となった。これによ
り、市民の災害時における給水体制に関
する理解と対応力が向上したと評価でき
ることから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
災害時の応急給水は市民が自律的に行動
する必要があるため、訓練への参加人数
の拡大が課題となっている。このことか
ら、より多くの市民に参加してもらえる
よう情報提供を進めていく。

巴川流域における
貯留対策目標に対する
整備率

本取組は、洪水や雨水出水
に伴う被害の未然防止や軽
減を図り、市民の安全・安
心につなげることを目指す
ものである。そのため、総
合的な治水対策を重点的に
実施する必要があると位置
付けられている巴川流域に
おける、令和22年度までの
貯留対策目標（10.4万㎥）
に対する整備率を成果指標
として設定した。

69.4% 69.4% 57.7% 57.7% Ａ

清水飯田東小学校や山田池等の雨水貯留
施設整備が完了したことにより、令和22
年度までの貯水対策目標に対する整備率
は69.4％となった。目標に向けた整備が
順調に進んでいることから、評価結果は
「Ａ」とした。

大内新田地区で実施中の雨水貯留施設整
備は複数年を要し、生涯学習交流館、公
園整備事業との同調も必要なため、工程
に遅れが生じないよう関係機関との協議
や必要予算の確保、計画的な発注を行
う。

住宅の耐震化率

当取組は住宅の耐震化を促
進し、地震による人命や財
産の損失を未然に防くこと
で、早期復興を図ることを
目的とするものであり、市
内における住宅の耐震化を
目指すものであることか
ら、住宅の耐震化の割合を
成果指標として設定した。
【参考】
全国の耐震化率：約90%
（令和５年時点）
※１年毎に0.6%程度の伸び
率で進捗

93.8% 93.8% 93.2% 92.7%

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
旧耐震木造住宅の耐震化の更なる促進に
向けては、所有者の高齢化等による資力
不足や、後継ぎがいないことによる補強
工事への動機不足等が課題となってい
る。このことから、住宅の耐震化を引き
続き促進していくとともに、補強工事を
行えない場合でも、市民の命を守る対策
として、「耐震シェルター整備事業」を
併せて進めていく。

当取組の令和６年度実績は、耐震化率
93.8％であり、目標どおりの成果となっ
た。
また、令和６年度の診断実施件数及び耐
震補強事業費の補助件数は、過去５年の
平均値を大幅に上回る件数であり、住宅
の耐震化の促進に繋がったと評価できる
ことから、評価結果は「Ａ」とした。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針
会計

予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

R6 R6
成果指標名 指標設定の考え方

実績値

評価結果 評価理由
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名 取組目的
R6 R6 R5 R4

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 03 02 水道計画課
水道事業計画の策定に関す
る事業

人口減少に伴う水需要の減
少や、清水区の単一水源の
解消
災害時においても、安心安
全な水道水を供給する

水運用計画（清水区）の検
証・修正
上下水道一体となった重要
施設に至るルートの耐震化
計画の策定

企業会計 34,210 15,180 49,390 34,210 1.5 0.0

　関連業務委託の完了
①水運用計画検証業務完了
（清水地区）
②水運用計画検証業務発注
（静岡地区）
③線的耐震化計画策定業務
完了

①1件
②1件
③1件

①1件
②1件
③1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は計画の策定による
事業方針の最適化を目的と
するものであることから、
計画策定関連業務委託の進
捗率を成果指標として設定
した。

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％
③100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、計画策定事業の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 03 02 水道計画課

水道事業に係わる施設又は
設備の維持更新計画及びこ
れに基づく資産管理の推進
事業

施設の老朽化対策とＧＸの
推進
水道施設の維持管理及び施
設場内水道管の耐震化ため
の、各施設場内全体の地下
埋設物の把握

施設老朽化更新及びＧＸ推
進の基本設計
場内の地下埋設物が錯綜
し、正確な把握が必要な施
設の、３次元図面作成

企業会計 17,600 35,000 52,600 22,179 0.7 0.0

関連業務委託の完了
①馬走老朽化更新
②庵原ＧＸ推進
関連業務委託の発注
③与一、南安倍施設内
地下埋設物3Ｄ図面化

①1件
②1件
③1件

①1件
②1件
③1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は工事や修繕による
施設の適正化を目的とする
ものであることから、工事
や修繕関連業務委託の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％
③100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、施設・設備の維持更新事業の推
進に繋がったと評価できることから、評
価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 03 02 水道計画課 施設の耐震化事業 施設の耐震化の推進

施設更新計画策定
施設の耐震診断とそれに伴
う地質調査
施設の耐震補強や更新の基
本設計

企業会計 60,300 50,000 110,300 38,652 1.5 0.0

関連業務委託の完了
①新中町更新
②承元寺取水口更新
関連業務委託の発注
③富士見が丘、村松診断
④清水谷津浄水場更新

①1件
②2件
③2件
④1件

①1件
②2件
③2件
④1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は工事や修繕による
施設の適正化を目的とする
ものであることから、工事
や修繕関連業務委託の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②100％
③100％
④100％

①100％
②100％
③100％
④100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、施設の耐震化事業の推進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 03 02 水道計画課 管路の耐震化事業 管路の耐震化の推進
管路布設替え計画の策定管
路布設替えのルートや工法
を検討する基本設計

企業会計 28,761 0 28,761 0 0.5 0.0
業務委託の発注
①承元寺導水管更新
②谷津～庵原送水管更新

①1件
②1件

①1件
②1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は工事や修繕による
管路の適正化を目的とする
ものであることから、工事
や修繕関連業務委託の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②100％

①100％
②100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、管路の耐震化事業の推進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 03 02 水道計画課
水道施設及び水道管路に係
る用地取得事業

承元寺取水口と導水管の更
新に必要な用地の買収

不動産鑑定や分筆登記
地権者との交渉、契約

企業会計 0 42,421 42,421 26,454 1.0 0.0 用地買収の完了 7件 7件
活動指標で設定する用地買
収の進捗率

当取組は承元寺取水口と導
水管の更新を目的とするも
のであるが、目的達成の前
提として用地取得が必要に
なることから、用地買収の
進捗率を成果指標として設
定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、用地取得事業の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、残りの土
地の買収について、地権者と十分に交渉
を行い、買収の条件をよく整理して令和
８年度末までに契約できるように、準備
を整えておく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 03 02 水道計画課
水道マッピング、管網解析
事業

マッピングと管網解析の適
正な運用、データ更新

関連業務委託の実施 企業会計 44,403 0 44,403 44,403 0.3 0.0 関連業務委託の完了 4件 4件
活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は水道マッピングや
管網解析の適正な運用を目
的とするものであることか
ら、関連業務委託の進捗率
を成果指標として設定し
た。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、水道マッピング・管網解析事業
の推進に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けて、受注業者と
綿密にコミュニケーションをとり、運用
方法や更新スケジュール等を定期的に精
査していく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 03 02 水道建設・維持課
水道管路の調査、設計及び
施工に関する事業

水道管の老朽化対策
老朽化が進む水道管・施設
の更新の実施

企業会計 2,805,335 2,233,169 5,038,504 4,009,862 12.0 0.8 水道管の更新工事 25.6km 19.5km 管路の更新率（年間）

当取組は水道管の更新を目
的するものであり、市内に
おける水道管の老朽化の抑
制を目指すものであるが、
令和８年度までを実施期間
とする事業であることか
ら、管路の更新率を成果指
標として設定した。

0.7% 0.7% 1.1% 0.7% Ａ

当取組の令和６年度実績は管路の年間更
新率が0.7％であり、目標どおりの成果
となった。このことにより水道管の老朽
化の抑制が図られたことから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
今後はAI技術を活用して水道管の余寿命
を診断、寿命が短い管路を重点的に監視
し、機能劣化している管路の更新を進め
ていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 03 02 水道建設・維持課
水道管路の調査、設計及び
施工に関する事業

重要な水道管の強靭化
大規模地震に備えるための
水道管・施設の地震対策の
実施

企業会計 1,885,777 333,391 2,219,168 173,512 12.0 0.8 基幹管路の耐震化工事延長 0.7km 1.2km 基幹管路の耐震管率

当取組は水道管の耐震化を
目的するものであり、市内
における水道管の耐震性の
向上を目指すものである
が、令和８年度までを実施
期間とする事業であること
から、基幹管路の耐震管率
を成果指標として設定し
た。

41.9% 41.9% 41.8% 41.5% Ａ

当取組の令和６年度実績は基幹管路の耐
震管率41.9％であり、目標どおりの成果
となった。これにより、基幹管路の耐震
性の向上に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
令和６年の能登半島地震で、上下水道設
備が機能を喪失したことから、上下水道
一体の耐震化の重要性が認識され、耐震
化計画の見直しが課題となっている。こ
のことから、「静岡市上下水道耐震化計
画」に基づき、災害拠点病院や避難所等
の重要施設に接続する上下水道の施設の
耐震化を優先して令和７年度以降の耐震
化を進めていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 03 02 水道建設・維持課
水道管路の調査、設計及び
施工に関する事業

災害時の給水拠点の整備
配水池を利用した給水拠点
の整備

企業会計 854 0 854 854 1.0 0.1 給水拠点の整備箇所数 1箇所 1箇所
給水拠点の整備により被災
後３日間で給水可能な人口

当取組は配水池等の水道施
設を活用して災害時の給水
拠点の整備を図るものであ
り、給水拠点の整備によ
り、発災から３日間で1人1
日３Lの給水が可能となる人
数を成果目標として設定し
た。

205,652人 205,652人 42,589人 32,349人 Ａ

当取組の令和６年度実績は給水拠点の整
備により被災後３日間で給水可能な人口
205,652人であり、目標どおりの成果と
なった。これにより、災害時に給水可能
な人口が増加したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
給水拠点整備の更なる増加に向けては、
整備可能な施設と整備箇所の選定が課題
となっている。このことから、施設整備
にあたり、より効果的に給水が可能とな
る施設を選定し、整備効果を高めてい
く。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 03 02 水道施設課

電気関連の工事に関する事
業
機械関連の工事に関する事
業
（水道施設の更新）

水道施設の老朽化対策
老朽化が進む施設の更新の
実施

企業会計 521,512 77,682 599,194 369,261 5.0 0.0 機械・電気設備の更新工事 55設備 66設備
設備の老朽化に起因する、
水道の給水停止日数

当取組は安定した給水の確
保を目的とするものであ
り、老朽化した設備の更新
を目指すものであるから、
水道の給水停止日数を成果
指標として設定した。

０日 ０日 ０日 ０日 Ａ
当取組の令和６年度実績は０日であり、
目標どおりの成果となった。これによ
り、安定給水確保が達成できたと評価
し、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
耐用年数に応じて設備を更新する時間計
画保全で進めており、更新費用が嵩んで
いることが課題となっている。このこと
から、令和７年度から機械設備について
は健全度評価を行い、劣化等の進行によ
り機能発揮が困難になると判断がされた
ものについて更新を進めていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 03 02 水道施設課
土木関連の工事に関する事
業
（水道施設の地震対策）

重要な水道施設の耐震化
大規模地震に備えるための
施設の地震対策の実施

企業会計 371,707 144,520 516,227 163,963 3.0 0.0 耐震化工事の実施箇所数 1箇所 1箇所 配水施設の耐震化率

当取組は地震対策を目的と
するものであり、施設の耐
震化を目指すものであるか
ら、各施設の耐震化率を成
果指標として設定した。

53.2% 53.2% 52.1% 52.1% Ａ
当取組の令和６年度実績は53.2％であ
り、目標どおりの成果となった。これに
より、施設の耐震化が進んだと評価し、
評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
令和６年の能登半島地震で、上下水道設
備が機能を喪失したことから、上下水道
一体の耐震化の重要性が認識され、耐震
化計画の見直しが課題となっている。こ
のことから、「静岡市上下水道耐震化計
画」に基づき、災害拠点病院や避難所等
の重要施設に接続する上下水道の施設の
耐震化を優先して令和７年度以降の耐震
化を進めていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 03 02 水道施設課
工事・修繕立会い事業
（給水拠点等の整備・充
実）

災害時の給水拠点の整備
配水池を利用した給水拠点
の整備

企業会計 8,514 0 8,514 2,365 1.0 1.0 給水拠点の整備箇所数 1箇所 1箇所
給水拠点の整備により被災
後３日間で給水可能な人口

当取組は配水池等の水道施
設を活用して災害時の給水
拠点の整備を図るものであ
り、給水拠点の整備によ
り、発災から３日間で1人1
日３Lの給水が可能となる人
数を成果目標として設定し
た。

205,652人 205,652人 42,589人 32,349人 Ａ

当取組の令和６年度実績は給水拠点の整
備により被災後３日間で給水可能な人口
205,652人であり、目標どおりの成果と
なった。これにより、災害時に給水可能
な人口が増加したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
給水拠点整備の更なる増加に向けては、
整備可能な施設と整備箇所の選定が課題
となっている。このことから、施設整備
にあたり、より効果的に給水が可能とな
る施設を選定し、整備効果を高めてい
く。

23



目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針
会計

予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

R6 R6
成果指標名 指標設定の考え方

実績値

評価結果 評価理由
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名 取組目的
R6 R6 R5 R4

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 03 02 下水道建設課 浸水対策事業

「雨水管・ポンプ場などの
整備」により、浸水被害の
軽減を図ることで、危機管
理の強化を目指す。

「静岡市浸水対策推進プラ
ン」に位置付けた浸水対策
地区（市内全41地区）にお
いて、下水道部が所管する
26地区のうち、令和４年度
までに完了した地区が16地
区となった。これを令和８
年度末までに新たに２地区
を整備し、18地区の浸水対
策を完了する。

企業会計 1,839,828 1,638,914 3,478,742 1,717,368 8.5 0.0
①完了地区数（累積）
②対策実施地区数（完了地
区を除く）

①０地区
②５地区

①０地区
②２地区

浸水対策率（対策完了地区
数）

当取組は浸水被害の軽減に
つながるよう、雨水管・ポ
ンプ場などの整備を進めて
いくことから、「静岡市浸
水対策推進プラン」に位置
付けた浸水対策地区におい
て、下水道部が所管する浸
水対策が必要な地区数（26
地区）に対する整備完了地
区を示す「浸水対策率」を
成果指標として設定した。
（浸水対策が完了した地区
数／浸水対策が必要な地区
数（26地区））×100（％）

65.3％
（17地区）

65.3%
（17地区）

65.3%
（17地区）

61.5%
（16地区） Ａ

当取組の令和６年度実績は65.3％であ
り、目標通りの成果となった。浸水対策
の推進に繋がっていると評価できること
から、評価結果は「Ａ」とした。

排水先となる県管理河川巴川の河川整備
計画が変更されることから、この計画に
合わせて、事業内容の変更が必要とな
る。
巴川の新たな整備計画を踏まえ、当該事
業の整備方針を決定していく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 03 02 下水道建設課
重要な下水道管・施設の強
靭化事業

想定される巨大地震に備
え、管の強靭化を進めるこ
とで、危機管理の強化を目
指す。

「静岡市下水道総合地震対
策計画」に基づき、特に重
要な管に位置付けた363.7km
のうち、令和４年度末まで
に251.6kmの耐震化が完了し
ている。令和７年度以降は
当該計画に加えて「静岡市
上下水道耐震化計画」に基
づき、262箇所の重要施設に
接続する下水道管を含めた
369.3kmの耐震化を進める。

企業会計 931,850 984,008 1,915,858 1,037,092 4.5 0.0 特に重要な下水道管の耐震
化工事

3.6km 3.5km 重要施設への耐震化率

当取組は地震災害に対して
被害を最小限にするととも
に、迅速な対応により早期
の機能回復が可能となるよ
う、特に重要な下水道管を
耐震化していくことから、
「重要施設への耐震化率」
を成果指標として設定し
た。
（下水道管が耐震化された
重要施設数［43箇所］／重
要施設数［262箇所］）×
100（％）

16.4% 16.4% 16.4% 16.4% Ａ

　下水道管の地震対策について、（活動
指標）特に重要な下水道管の耐震化工事
を令和６年度計画「3.6km」に対し
「3.5km(3.53km)」実施した。
　具体的な取組として、県立総合病院な
どの重要施設から浄化センターへのルー
トの管の耐震診断、設計などを実施し、
この結果、次年度の重要施設への耐震化
完了につなげることができた。（成果指
標）「重要施設への耐震化率」
「16.4%」に対し実績「16.4%」となっ
た。成果指標達成状況：100％】

　重要施設から浄化センターを結ぶ管の
耐震化を早期に進めるにあたり、排水量
が多く管内の水位が高い箇所があるた
め、通常より施工に時間を要する。
　水量が少ない時間帯の調査や水替え方
法の検討等を行い、最適な施工方法を決
定していく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 03 02 下水道建設課
重要な下水道管・施設の強
靭化事業

想定される巨大地震による
津波に備え、雨水管吐口
ゲートを設置することよ
り、管路内遡上による上流
域の浸水、土砂等の流入に
伴い管路内を閉塞すること
による流下機能の低下防止
を図る。

津波対策が必要な既設の雨
水管吐口のゲート設置工事
の実施
（全31箇所のうち、令和８
年度末までに３箇所のゲー
ト設置を完了する。）

企業会計 28,000 0 28,000 0 0.5 0.2 （雨水管吐口）
ゲート設置工事

０箇所 ０箇所 ゲート設置率

当取組は津波発生時に管路
内遡上による上流域の浸水
や土砂等の流入による管路
内閉塞の流下機能低下の防
止を目指すものであること
から、耐津波化が必要な箇
所に対するゲート設置率を
成果指標として設定した。
（ゲート設置完了箇所数／
耐津波化が必要な個所数
（31箇所）×100（％））

3.2% 3.2% 3.2% 0.0% Ａ

  下水道管・施設の津波対策について、
（活動指標）ゲート設置工事（雨水管吐
口）を発注した。これにより令和６年度
計画「０箇所」に対し「０箇所」の実施
となった。
　具体的な取組みとして、清水区横砂地
区の二級河川庵原川に流れる雨水管吐口
のフラップゲート設置工事を発注し、こ
の結果、（成果指標）ゲート設置率は、
令和６年度計画「3.2％」に対し実績
「3.2％」となった。【成果指標達成状
況：100％】

　「三保４号雨水管」及び「折戸１号雨
水管」は折戸湾内に吐口があるが、静岡
県の防潮堤計画の詳細が未確定のため、
将来形を見越したゲート設置位置及び構
造の検討が必要となる。
　整備の手戻りが生じないように、港湾
管理者との協議を綿密に行う。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 03 02 下水道維持課
下水道管・施設の老朽化対
策事業

下水道管の改築を実施する
ことで、将来にわたりサー
ビスを維持できるよう、管
の老朽化に対応し持続可能
な管・施設の運用を図る。

下水道管の改築を実施する
ことで、将来にわたりサー
ビスを維持できるよう、管
の老朽化に対応し持続可能
な管・施設の運用を図る。

企業会計 1,585,654 257,842 1,843,496 1,498,362 2.0 0.0 下水道管の改築工事 6.2km 7.3km
管きょ100km当りの陥没箇所
数

下水道管の老朽化が原因で
起こる道路陥没のリスクを
抑制するよう、計画的に下
水道管の改築を進めて行く
ことから、下水道管の老朽
化の程度を示す「管きょ100
ｋｍ当たりの陥没箇所数」
を指標として設定した。

（道路陥没箇所数/下水道維
持管理延長）×100（100km
当たり箇所）

0.4箇所以下
/100km

0.36箇所
/100km

0.44箇所
/100km

0.20箇所
/100km Ｓ

当取組の令和６年度実績は、R6計画
「6.2ｋｍ」に対し「7.3ｋｍ」であり、
目標を上回る成果となった。
また、管きょ100ｋｍ当たりの陥没箇所
数はR6計画「0.4箇所以下」に対し
「0.36箇所」であり目標を上回る成果と
なった。【成果指標：111.1％】
上記の理由により、計画以上の成果と
なったことから「Ｓ」評価とした。

 今後、老朽化した管が増加していくこ
とにより、流下能力の低下や浸入水等の
周辺環境への影響が大きい下水道管の損
傷リスクが増大していく事が懸念され
る。
 損傷リスクの増大が懸念される下水道
管の改築工事を効果的に進めるため、効
率的かつ経済的に調査や工事が実施でき
るように、新技術等の情報収集及び導入
の検討を進めていく。

1801_【上下水道局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 03 02 下水道施設課
下水道管・施設の老朽化対
策事業

下水道施設を改築（浄化セ
ンター、ポンプ場の改築）
することで、経年劣化によ
る施設の故障が原因で発生
する処理機能の停止を未然
に防ぐ。雨水の排水や公衆
衛生の向上及び公共用水域
の保全を図ることにより、
管・施設を効率的に運用す
る。

　「静岡市公共下水道再構
築基本計画」に沿って策定
した「ストックマネジメン
ト計画」に基づき、令和元
年度から令和12年度末まで
に改築が見込まれる老朽化
した施設160箇所のうち36箇
所を令和８年度末までに改
築する。

企業会計 2,577,102 1,447,158 4,024,260 2,456,294 7.0 0.0 設備の改築工事 11設備 10設備
設備の老朽化に起因する、
下水道の使用制限日数

下水道施設の継続運転のた
め、老朽化が原因で起こる
設備の機能不全を抑えるよ
う、計画的に改築を進めて
いくことから、市民サービ
スへの影響を示す「設備の
老朽化に起因する、下水道
の使用制限日数」を成果指
標として設定した。

0日 0日 0日 0日 Ａ

　下水道施設の改築について、設備の改
築工事を令和６年度計画「11設備」に対
し、「10設備」実施した。
　具体的な取組として、西大谷ポンプ場
受変電設備工事や清水南部浄化センター
最初沈殿池設備改築工事などを実施し、
この結果、設備の老朽化に起因する下水
道の使用制限日数は令和６年度計画「０
日」に対し、実績「０日」となった。
【成果指標達成状況：100.0％】
　設備を計画的に改築することにより、
老朽化による機能不全を抑えることがで
き、下水道の使用制限を未然に防ぐこと
につながる。

今後も老朽化による改築需要は増加傾向
となり、施設の老朽化による故障リスク
が増大していくことが懸念される。
　故障リスクの増大が懸念される施設の
改築工事を効果的かつ効率的に進めるた
めに、国に対する財政支援要望を積極的
に行うことで、財政負担の軽減を図りな
がら老朽化対策を進めていく。また、新
しい技術の導入を通して、コスト縮減や
最適な改築方法を検討する事で効果的か
つ効率的に老朽化対策を進めていく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 03 03 危機管理課 避難確保計画関係事務

水害や土砂災害などが発生
した場合に、施設を利用す
る要配慮者（高齢者、障が
い者、子どもなど）の円滑
かつ迅速な避難を確保す
る。

津波災害警戒区域や土砂災
害警戒区域、浸水想定区域
内の要配慮者が利用する施
設に対し、義務付けられた
避難確保計画の作成や、避
難訓練の実施を確認、必要
なフォローを行い、要配慮
者が安全に避難（難を避け
る）できるよう所管課を通
して事業者を指導してい
く。

― 0 0 0 0 0.4 0.9 要配慮者利用施設の指定対
象の見直しの実施

実施 実施 避難確保計画の提出率

避難確保計画の提出率を高
く維持することは、事業者
によるリスク把握や事前の
避難計画の検討の機会に直
結し、災害時における要配
慮者利用施設の利用者の円
滑な避難行動につながるこ
とから、避難確保計画の提
出率を指標とした。

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% Ａ

令和６年度は、避難確保計画の提出を義
務付けている全ての施設から提出を受
け、目標どおりの成果となったため、評
価結果は「Ａ」とした。

令和７年度も引き続き、各施設所管課と
連携し、今年度新たに指定したすべての
施設が避難確保計画を作成するよう支援
していく。

0101_【危機管理局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 03 03 危機管理課 各種標識の管理関係事業

津波による人的被害を軽減
させるため、緊急避難場所
等の避難誘導に係る標識を
設置することで日常的な防
災教育を図り、市民や来訪
者に対し、最適な避難行動
を促す。

津波避難関連標識の新設・
張替等

一般会計 13,239 0 13,239 2,541 0.1 0.0 津波避難関連標識の新設・
張替等の実施個所

71個所 24個所 津波避難訓練参加地区数

多くの地域住民が参加する
津波避難訓練は、津波避難
関連標識の場所や状態を確
認する絶好の機会となり、
把握できた改善点に順次対
応していくことが、市民の
安全安心の確保につながる
ことから、沿岸の地区が津
波避難訓練へ参加すること
指標として設定した。

21地区 21地区 21地区 21地区 Ａ

令和６年度も、静岡市沿岸21地区におい
て津波避難訓練が実施され、参加者も
9,510人に及んだこと、加えて、見えに
くくなった標識の情報をいただいたり、
新たに設置した標識を近隣住民が訓練で
活用していただいたことなどから、一定
の成果を得たことから、評価結果は
「Ａ」とした。

引き続き、看板の維持管理を通じて、ま
た、訓練等を通じて把握できた標識の改
善を進めることで、市民の防災意識・知
識の向上や迅速な避難行動に繋げてい
く。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx47 04 01 予防課
火災予防に係る指導及び広
報事業

住宅火災において逃げ遅れ
による死者の低減を図るた
め、住宅用火災警報器の設
置率100％を目指すととも
に、維持管理について、住
民に周知を図る。

住宅用火災報知器の設置維
持管理推進及び放火されな
い環境の整備

一般会計 4,556 0 4,556 4,457 0.4 0.4
①住宅用火災警報器設置推
進PR（イベント等）
②放火防止対策指定地域

①９回
②９地域

①９回
②９地域

①住宅用火災警報器の設置
率
②放火防止推進地区等の意
識向上率

①火災予防普及啓発を目的
とし、住宅用火災警報器の
設置率向上を成果指標とし
た。
②放火されない環境を整備
することを目的とし、放火
防止に関する意識向上率を
成果指標とした。

①88.3%
②87％

①90.38%
②87.50％

①88.28%
②86.60％

①85.37%
②91.50％ Ａ

①住宅用火災警報器設置に関する広報活
動を実施し、設置状況のアンケート調査
を行った結果、目標値を2.08%上回っ
た。
②放火されない環境の整備を目的として
選定した放火防止推進地区等の住民に対
して広報活動実施後、放火防止対策に関
する意識向上の有無についてアンケート
調査を行った結果、目標値を0.5％上
回ったことから、評価結果は「Ａ」とし
た。

①住宅用火災警報器設置率向上及び維持
管理の推進を図るため、計画的かつ継続
的な広報活動等を行う必要がある。
②広報活動の実施により意識向上率は目
標値を上回る結果となったが、令和６年
度においても放火・放火の疑いは出火原
因の上位を占めているため、継続して、
放火防止の広報活動や危険要因の改善指
導等を行う必要がある。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx48 04 01 査察課 火災予防の推進事業

立入検査を実施することに
より消防法令違反の是正を
推進し、誰でも安心して利
用できる安全な施設環境を
つくる。

①雑居ビル等の避難経路管
理
②査察課計画及び違反是正
計画に基づく査察の実施

一般会計 561 0 561 289 5.0 0.0

①雑居ビル等の予防巡回の
実施。
②違反防火対象物の査察

①449回
②年３回

①449回
②年３回

①雑居ビル等の避難経路確
保率
②防火管理者未選任違反是
正率

①誰でも安心して利用でき
る安全な施設環境を確保す
るため、雑居ビル等179施設
の避難経路の確保率を成果
指標とした。
②誰でも安心して利用でき
る安全な施設環境を確保す
るため、防火管理者未選任
対象物41件の是正率を成果
指標とした。

①100%
②100%

①100%
②85.3%

①100%
②88.3%

①100%
②94.1% Ａ

当取組の令和６年度実績は①避難経路の
確保率100％、②防火管理者未選任違反
の是正率は目標を下回ったが、①②平均
では90％以上で、総合的に評価したとこ
ろ目標どおりの成果となった。これによ
り、誰でも安心して利用できる安全安心
な環境の推進に繋がったと評価できるこ
とから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
防火管理者未選任違反の是正率を向上さ
せるには、関係者の防火に対する理解や
意識の向上が必要であり、継続的に立入
検査等を実施し、関係者の指導を行って
いく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針
会計

予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

R6 R6
成果指標名 指標設定の考え方

実績値

評価結果 評価理由
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名 取組目的
R6 R6 R5 R4

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx49 04 02 救急課 救命体制の充実事業
応急手当普及啓発を推進す
ることにより、救命講習受
講者数の増加を図る。

①住民による救命講習の受
講促進
②学校教育による救命講習
の受講促進

一般会計 4,191 0 4,191 4,191 0.1 0.6

①住民による救命講習受講
者数
②学校教育による救命講習
受講数

①受講者数
（１万人）
②受講者数
（１万人）

115%
救命講習受講者数（延人
数）

当取組は、人口減少が進む
中で、過去の水準である例
年各１万人の救命講習受講
者数を維持することで、人
口に対する受講率が上昇
し、共助の意識、技術の醸
成に資すると考え、受講者
数（延人数）を成果指標と
した。

20,000人 22,999人 23,565人 18,786人 Ｓ
救命講習受講者数（延人数）20,000人以
上の目標に対し、22,999人の受講実績を
得ることができたことから評価結果は
「Ｓ」とした。

住民及び学校教育における救命講習にお
いて、受講実績を確保していくととも
に、学校教育については、現在小学５年
生及び中学２年生を対象に行っている
が、継続的に救命講習を受講してもらう
ために、高校生、大学生にも受講を呼び
掛けていく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx50 04 02 救急課 救命体制の充実事業
救急車の適正利用を広報す
ることにより、不要不急の
救急要請削減を図る。

住民に対して救急車の適正
利用についての広報実施

一般会計 231 0 231 176 0.3 0.0 各種イベンの広報回数 ４回 ５回 イベント広報回数

当取組は住民に対して救急
車の適正利用について呼び
掛けるため、各種イベント
に併せ、４か所での広報活
動を成果指標とした。

４回 ５回 ４回 ４回 Ｓ
各種イベントでの広報活動を４回以上実
施するという目標に対し、昨年度は、５
回実施することができたことから、評価
結果は「Ｓ」とした。

各種イベントでの広報活動を実施するこ
とで、救急出動全体の軽症者数の減少に
繋がるような効果的な広報活動を行って
いく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx51 04 03 警防課
消防団員確保対策、活性化
事業

消防団員を確保することに
より、災害対応力の強化を
図る。

①機能別団員等各種制度を
用いた入団促進事業
②広報活動の強化
③各種制度の周知
④消防団会議での説明

一般会計 5,956 0 5,956 3,427 0.0 0.5

①消防団応援の店の増加
②カラーガード隊による出
演広報
③大学校等での広報活動
④消防団会議での説明

①5店舗
②９回
③２回
④12回

①３店舗
②７回
③５回
④14回

団員の増員数

条例定員は,「消防力の整備
指針」において消防団活動
を円滑に行うために必要な
人数とされているところ、
本市の定員は2,950人として
おり、本市の地域防災力を
担うためには、毎年前年度
比10人の増員を成果指標と
した。

10人 △59人 △18人 △40人 Ｂ

各種制度の広報をするとともに、行事等
の見直しによる負担軽減を図ったが退団
者の抑制に繋がらなかった。一方５人の
学生団員、５人の女性団員、14人の機能
別団員を含む109人の入団者があり、一
定の効果はあった。このことから、評価
結果は「Ｂ」とした。

引き続き「機能別団員制度」の普及を図
るとともに、消防団行事等の見直しを進
め、団員の負担を軽減し退団者の抑制を
図る。また、新たな取組として、新入団
員に対し、入団した動機についてアン
ケートを実施し、その結果を踏まえ、よ
り効果的な団員確保対策に繋げる。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx52 04 03 安全対策課 教育・訓練の推進事務

各種研修教育を実施するこ
とにより、安全管理及び災
害対応力能力の向上を図
る。

①小隊長研修
②現場指揮隊研修
③高度救助研修

― 0 0 0 0 1.6 0.0
①小隊長研修回数
②現場指揮隊研修回数
③高度救助研修回数

①３回
②２回
③１回

①３回
②２回
③１回

研修実施回数

当取組は研修により職員の
安全管理及び災害対応能力
の向上を図るものであるた
め、研修実施回数を成果指
標とした。

①３回
②２回
③１回

①３回
②２回
③１回

①３回
②２回
③１回

①１回
②１回
③１回

Ａ
各研修、目標とする研修回数を毎年継続
して実施することができたことから、評
価結果は「Ａ」とした。

研修内容は、順次アップデートしていく
とともに内容の一部をリモート研修にす
るなど研修運営の効率化を図っていく。
今後も当該研修を継続実施していくこと
により、全隊長級職員が同様の研修を受
講し、現場活動における考え方の共通認
識を持つことで、組織としての災害対応
力を底上げしていく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx53 04 04 財産管理課 常備消防庁舎施設整備事業

発生が予想される大規模地
震及び都市構造、消防需要
の変化へ的確に対応し、市
民が安全に安心して暮らせ
るまちづくりのため消防施
設の整備等により消防体制
の充実強化を図る。

①井川出張所職員宿舎建設
工事
・建築工事１件
②用宗出張所建設工事
・地質調査１件
・設計１件
③消防局庁舎大会議室・指
令室改修工事
・大会議室改修工事１件
・電気工事１件
・空調工事１件

一般会計 369,735 0 369,735 346,508 0.5 0.0 工事等の発注件数

①１件
②２件
③３件

計６件

①１件
②２件
③３件

計６件

施設整備工事等の進捗率
①井川出張所職員宿舎建設
工事１件
②用宗出張所建設工事２件
・地質調査１件
・設計１件
③消防局庁舎大会議室・指
令室改修工事３件
・大会議室改修工事１件
・電気工事１件
・空調工事１件

当取組は、災害対応力の強
化を目的とし、消防施設の
充実強化を図るものである
ことから、施設整備工事に
必要な契約の履行状況を成
果指標とした。

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％ Ａ

施設整備工事等６件はすべて工事等を完
了し、目標を達成したことから、評価結
果は「Ａ」とした。

常備消防庁舎施設の整備の際には、市民
サービスを低下させない対応が必要であ
り、地元自治会等への説明など、市民へ
の周知を図っていく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx54 04 04 財産管理課
非常備消防庁舎施設整備事
業

著しい老朽化や耐震性能の
劣る消防団施設の建替え等
により地域防災力の充実強
化を図る。

建設・解体工事　６件
・建築工事２件
・衛生工事２件
・電気工事２件

一般会計 126,314 0 126,314 104,340 0.5 0.0 工事等の発注件数 ６件 ６件
施設整備工事の進捗率
建設・解体工事
６件

当取組は、災害対応力の強
化を目的とし、消防団施設
の充実強化を図るものであ
ることから、施設整備工事
に必要な契約の履行状況を
成果指標とした。

100%
（６件）

83.3％
（５件）

100％
（11件）

100％
（13件） Ａ

施設整備工事６件のうち５件の工事を完
了した。未完了の１件は、湧水により基
礎工事の期間が延長されたものであり、
年度内に新庁舎は完成したため災害対応
力の強化が図られたが、旧庁舎解体工事
が完了せず繰越事業としたことから、評
価結果は「Ａ」とした。

非耐震25施設の早期耐震化が課題であ
り、移転・建設工事を実施するにあた
り、消防団員、地域住民及び自治会から
の理解を得ることが不可欠であるため、
丁寧な説明をしながら進めていく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx55 04 04 財産管理課 常備消防車両等整備事業
消防力の維持及び強化を図
るために、常備消防車両等
を適正に更新する。

常備消防車両等の更新 一般会計 205,565 340,614 546,179 389,538 0.4 0.0

①車種ごとの物品調達（仕
様書の作成、積算、業者選
定）（R５繰越事業１件含
む）
②中間検査の実施（R５繰
越事業２件含む）
③完成検査の実施（R５繰
越事業３件含む）

①５件
②５回
③７回

①５件
②５回
③７回

年度計画の更新台数に対す
る更新実施率
消防車両等９台（R5繰越事
業５台含む）

当取組は、災害対応力の強
化を目的とし、消防車両の
充実強化と安定稼働を図る
ものであることから、車両
の更新台数を成果指標とし
た。

100%
77.8%
（７台）

64.3％
（９台

75％
（9台） Ａ

消防車両７台の更新が完了し、災害対応
能力の強化が図れた。２台は、半導体不
足や新法規制対応に伴う納期延長により
翌年度への繰越事業としたが、現行の車
両で対応し災害対応への影響はなかった
ことから、評価結果は「Ａ」とした。

限られた予算の中で計画的な更新の実施
が困難な状況にあることが課題であるた
め、更新基準の見直し等について検討を
進めるとともに、関係課との調整を図っ
ていく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx56 04 04 財産管理課 非常備消防装備整備事業
地域消防力の維持及び強化
を図るために、非常備消防
車両等を適正に更新する。

非常備消防車両及び小型動
力ポンプの更新

一般会計 74,701 68,516 143,217 94,572 0.2 0.0

①車種及びポンプごとの物
品調達（仕様書の作成、積
算、業者選定）
②中間検査の実施（R5繰越
事業１件含む）
③完成検査の実施（R5繰越
事業１件含む）

①４件
②３回
③５回

①４件
②３回
③５回

年度計画の更新台数に対す
る更新実施率
①消防車両７台（R5繰越事
業３台含む）
②小型動力ポンプ２台

当取組は、災害対応力の強
化を目的とし、消防団車両
の充実強化と安定稼働を図
るものであることから、車
両の更新台数を成果指標と
した。

①100％
②100％

①71.4％
（５台）
②100％
（２台）

①62.5％
（５台）
②100％
（６台）

①100％
（10台）
②100％
（６台）

Ａ

消防車両５台及び小型動力ポンプ２台の
更新が完了し、災害対応能力の強化が図
れた。２台は、半導体不足や新法規制対
応に伴う納期延長により翌年度への繰越
事業としたが、現行の車両で対応し災害
対応への影響はなかったことから、評価
結果は「Ａ」とした。

限られた予算の中で計画的な更新の実施
が困難な状況にあることが課題であるた
め、更新車両の小型化や規格等の見直し
について検討を進めるとともに、関係課
との調整を図っていく。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx57 04 04 警防課 消防ヘリコプター更新事務
消防ヘリコプターを機体更
新することにより、災害対
応力の強化を図る。

①消防ヘリコプターの機体
更新
②現機体の売却

一般会計 0 0 0 0 2.2 0.0 ①新機体仕様擦り合わせ
②現機体売却準備

①仕様の擦り
合わせ完了
②売却準備完
了

①完了(100%)
②完了(100%)

更新作業進捗率

当取組は令和７年度末を目
標に消防ヘリコプターの更
新を目的とするものであ
り、静岡市消防局管轄の住
民への安全安心に寄与する
ものであることから、更新
事業の進捗率を成果指標と
した。

70% 70% 50% 20% Ａ

契約に基づき製造開始前の仕様の擦り合
わせを行い機体製造に着手した。
売却は関係課と確認・調整を行い次年度
当初から売却手続きを行える体制となっ
た。このことから、評価結果は「Ａ」と
した。

令和８年の運航開始を予定しており、納
期を越えて契約不履行とならない様、納
入業者と緊密の連絡を取り進捗を確認す
る。
機体売却の遅延は格納場所の問題から新
機体の納入に影響が出るため、為替相場
等の動向を注視し不落とならない様、予
定価格を決定する。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx58 04 04 警防課
水火災､地震等の災害に係る
施策事業

耐震性防火用貯水槽等を整
備することにより、災害対
応力の強化を図る。

①耐震性防火用貯水槽等設
置
②水利台帳登録、現勢反映

一般会計 8,600 0 8,600 0 0.6 0.0
①地震対策用水利の整備に
伴う調査設計
②地震対策用水利の整備

①１基
②０基

①０基
②０基

①地震対策用水利の整備に
伴う調査設計
②地震対策用水利の整備

当取組は耐震性防火用貯水
槽等の整備を目的とするも
のであり、静岡市消防局管
轄の住民への安全安心に寄
与するものであることか
ら、地震対策用水利の整備
に伴う調査設計や整備を成
果指標とした。

①１基
②０基

①０基
②０基

①０基
②１基

①０基
②１基 Ｂ

地質調査の結果、防火用貯水槽設置に伴
う掘削により井戸枯れや地下水の混濁
等、周辺住民の生活用水に影響を及ぼす
恐れがあることが判明したため、設計業
務を中止し、防火用貯水槽の代替として
地下水への影響が少ない耐震性防火井戸
を整備する計画に変更し、地震対策用水
利の充実強化を図った。このことから、
評価結果は「Ｂ」とした。

耐震性防火用貯水槽を設置する用地の選
定が困難なため、関係部局等と情報共有
し、連携しながら未充足地域において、
市有地を原則とし、設置可能な用地の確
保に努める。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx59 04 04 指令課
消防総合情報システム更新
事務

消防総合情報システムを更
新することにより、119番受
報から最適な出動指令をす
ることができ、災害による
地域住民の被害軽減を図
る。

消防総合情報システムの更
新に関する契約

一般会計 0 0 0 0 3.0 1.0 更新工事に関する契約 １件 １件
更新工事の進捗状況
（Ｒ６契約事務）
（Ｒ７更新工事）

当取組はシステムの安定稼
働を目的とするものであ
り、令和７年度末までに更
新工事を完了させることを
目指すものであるから、更
新工事の進捗状況を成果指
標とした。

100% 100.0% 100.0% 0.0% Ａ

令和７年度末までに、消防総合情報シス
テムが運用開始できるよう計画とおり契
約が行われた。更新工事の工程が計画と
おり進捗するよう関連業者及び関係機関
と継続的に調整を図ったことから、評価
結果は「Ａ」とした。

令和７年度末までの運用開始に向け、関
係課及び関連業者と連携を密にし、計画
どおり更新業務を実施する。

1701_【消防局・③防災・消防分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx60 04 04 指令課
消防救急デジタル無線更新
事務

消防救急デジタル無線を更
新することにより、通信機
能の安定稼働を図ることが
でき、災害による地域住民
の被害軽減を図る。

消防救急デジタル無線更新
事業の計画

一般会計 0 0 0 0 3.0 1.0 事業計画の実施 100% 100% 計画の進捗状況

当取組は通信機能の安定稼
働を目的とするものであ
り、令和11年度末までに当
事業を完了させることを目
指すものであるから、計画
の進捗状況を成果指標とし
た。

100% 100% 0% 0% Ａ

令和11年度末までに、消防救急デジタル
無線更新が完了することを目的に、実績
のある関連業者及び他の政令市から情報
収集するなど、更新事業の検討を計画と
おりできたことから、評価結果は「Ａ」
とした。

令和11年度末までに、運用開始できるよ
う更新計画を作成し、関係課及び関連業
者と連携を密にし、計画どおり更新業務
を実施する。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 ＧＸ推進課 脱炭素先行地域づくり事業

脱炭素社会の実現に向け、
地域脱炭素のモデルとなる
「脱炭素先行地域」を整備
する。

脱炭素先行地域に選定され
た３エリアに、太陽光発電
設備や蓄電池、エネルギー
マネジメントシステムなど
を導入する。

一般会計 261,413 0 261,413 41,773 0.9 0.0 補助金の交付実績 ３件 ３件 二酸化炭素排出削減量

設備導入を通じて、どの程
度二酸化炭素排出量削減効
果を得られたのかを検証す
るため。

1,500t-CO2 1,051t-CO2 643t-CO2 実績値なし Ａ

目標を下回る成果となった一方、その要
因は機器の納入遅延によるものであり、
令和７年度には設備導入が完了すること
から、当取組による二酸化炭素排出量削
減効果は十分に得られると評価した。

当取組の評価結果は「A」であったが、
一部機器の納入遅延などにより、国に提
出した計画の見直しが発生することが課
題である。このため、整備事業者と情報
共有を図りながら適宜対応し、着実に国
の交付金を活用していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 01 ＧＸ推進課 グリーン産業創出事業

脱炭素社会の実現に向け、
経済と環境の好循環に繋が
るグリーン産業の創出を図
る。

再エネ電力の地産地消の取
組支援に加え、ＧＸに先駆
的に取り組む企業に対する
出資などを支援する。

一般会計 151,197 0 151,197 67,861 1.3 0.0
①技術開発の支援件数
②脱炭素ビジネスの実現に
向けた伴走支援件数

①４件
②１件

①３件
②２件

二酸化炭素排出削減量

グリーン産業創出支援事業
を通じ、どの程度二酸化炭
素排出量削減効果を得られ
たのかを検証するため。

352t-CO2 317t-CO2 193t-CO2 実績値なし Ａ

脱炭素先行地域と連動し、市内でPPA
（第三者所有モデル）による太陽光発電
設備導入を推進した結果、再エネ電力の
地産地消による二酸化炭素排出削減量は
概ね目標どおりであったことから、十分
な削減効果を得られたと評価した。

当取組の評価結果は「A」であったが、
より削減効果の高い産業用太陽光発電設
備の導入に向けては、多くの企業が当該
事業や制度の内容を把握していないこと
が課題である。このため、市内の民間企
業に対し、当取組の周知に加え、具体的
な提案を金融機関等とも連携を図りなが
ら実施していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 02 ＧＸ推進課
公共施設省エネ・再エネ設
備導入事業

市の事務事業から排出され
る温室効果ガスを削減する
ことにより、地球温暖化の
緩和を図る。

公共施設の省エネ改修の実
施及び創エネ設備の導入

一般会計 276,400 0 276,400 0 1.0 0.0 市有施設LED化の計画策定 実施 実施 LED化方針策定

当取組は市事務事業から排
出される二酸化炭素排出量
の削減を目標とするもので
あることから、二酸化炭素
排出の削減量を成果指標と
して設定するところだが、
令和6年度は、施設のLED化
が完了していないことか
ら、方針策定を指標とす
る。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ

令和12年度までの修繕計画を策定するこ
とができた。また、策定した修繕計画に
沿って、令和７年３月から修繕工事を早
期に開始することができたため、市事務
事業からの二酸化炭素排出削減に繋がっ
たと評価した。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
計画に沿った修繕業務の遂行が課題と
なっている。業務発注手続き等を確実に
行い、既存照明をLED照明に転換するこ
とで、市の事務事業から排出される温室
効果ガスの削減を推進する。

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 02 道路保全課

道路施設維持管理に関する
事業及び道路附属施設更新
に関する事業（予算総括、
計画策定、事業管理、研
修）

環境負荷の低減と維持管理
費の大幅な削減を図るた
め、道路照明灯のLED化に
ESCO事業を導入し、夜間に
おける交通の安全と円滑な
移動を確保する。

道路照明灯の補修、更新
（ESCO事業）の実施

一般会計 385,561 0 385,561 382,954 0.4 0.5

①道路照明灯の夜間パト
ロールを年２回実施
②ESCO設備の定期点検を年
１回実施

①実施
②実施

①実施
②実施

道路照明灯を含む年間の電
気代の削減率

LED化事業の推進による効果
として、ESCO事業導入時の
電気代 349,681千円に対
し、電気代削減率 60％以上
の確保を目標値として設定
した。

60%以上 63.8% 実績値なし 実績値なし Ａ
削減率の実績は63.8パーセントで、目標
値の60パーセント以上を達成し、期待ど
おりの成果が出たと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

不点灯に伴うコールセンターへの連絡頻
度が高い箇所への対応が課題となってい
る。このことから、今後もESCO事業者と
情報を共有し、設備更新を含め安定した
維持管理に努めていく。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　環境に関するボランティア活動に参加している市民の割合 　２６．６％（Ｒ４現状値：２６．２％）

　８３６ｇ／人日（Ｒ１現状値：９２８ｇ／人日）　市民一人１日当たりのごみ総排出量

【④生活・環境分野】

　人と自然が共に生き、将来にわたって豊かな営みを続けながら暮らすことができるまちを実現します

　刑法犯認知件数 　２，３２６件（Ｒ３現状値：２，９０７件）

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　温室効果ガス排出量削減率 　２６．０％（Ｒ２現状値：１４．６％）

政策 施策

　01　地域脱炭素の取組を加速させます 　01　地域の特色を活かした再生可能エネルギーの最大限導入

　02　省エネルギーの推進

　03　災害に強く環境にやさしいエネルギーの分散化・高度利用化

　04　気候変動に適応した対策の推進

　01　南アルプスなどの自然環境・生態系の保全

　02　持続可能な自然の利活用の推進

　03　自然を守る人材の育成

　02　豊かな自然や暮らしの環境を守り、次世代へつなげます

　04　良好な生活環境の確保

　03　循環型社会を目指した廃棄物政策を推進します 　01　ごみのさらなる減量に向けた協働の推進

　02　安定的な廃棄物処理体制の整備

　01　みんなで取り組む地域防犯活動の推進

　02　自分自身と相手を守る交通安全意識の向上

　03　正しい知識・的確な判断に基づく消費行動の推進

　04　犯罪等に強い誰もが安全で安心して暮らせる社会づくりを推進します
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 02 道路保全課
道路橋補修・耐震化に関す
る事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

道路トンネル照明で使用さ
れているナトリウム灯の製
造が終了しており、早期の
更新が必要となっている。
更新時に長寿命のLED照明に
することで、メンテナンス
コストの縮減と省エネを図
る。

道路トンネル照明灯のLED化 一般会計 83,000 0 83,000 47,341 1.1 0.0 LED化工事の実施 1トンネル 1トンネル LED化工事の実施率

ナトリウム灯の製造が終了
していることから、早期に
LED化を完了させる必要があ
る。令和８年度末までに９
トンネルのLED化を目指し、
令和６年度は、１トンネル
のLED化工事実施を目標値と
して設定した。

11.1% 11.1% 実績値なし 実績値なし Ａ
実績は１トンネルで、目標値を達成して
おり、期待どおりの成果が出たと評価で
きることから、評価結果は「Ａ」とし
た。

道路トンネル照明で使用されているナト
リウム灯の製造が終了しているため、早
期にLED化していく必要がある。別途電
気・機械設備の更新と併せて実施するこ
とで効率化を図り、進捗率を上げてい
く。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 01 04 森林経営管理課 治山事業

治山施設の整備と適正な維
持管理をすることにより、
林地の崩壊等の山地災害か
ら市民の生命財産を守る。

①治山工事、治山施設の維
持修繕
②治山事業要望箇所のとり
まとめ

一般会計 87,000 15,060 102,060 67,232 2.0 0.0 治山施設の整備箇所数
治山工事
８箇所

治山工事
８箇所

市単独治山施設整備箇所に
おける人的被害件数

当取組は山地災害から市民
の生命財産を守ることを目
的とするため人的被害件数
を成果指標に設定した。

０件 ０件 ０件 ０件 Ａ
土砂災害の危険性、保全対象の重要度等
を考慮して治山施設を整備し、被害の発
生を予防できたことから、評価結果は、
「Ａ」とした。

過去に整備され相当年数が経過した既存
施設の機能を確保するため、適正な維持
管理を行い、山地災害の発生を予防す
る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 01 04 森林経営管理課
エリートツリー・早生樹の
森林づくり推進事業

エリートツリー・早生樹を
試験植栽し、育成に係る
データを収集・検証・公開
することで民間波及を図
る。

エリートツリー・早生樹の
試験植栽・維持管理

一般会計 15,000 0 15,000 10,447 0.2 0.0 維持管理委託件数 ５件 ５件
エリートツリー及び早生樹
の試験植栽地維持管理面積

当取組は、成長の早いエ
リートツリー及び早生樹
（センダン）を試験植栽
し、適切に管理するととも
に各種データを収集して民
間事業者への波及を目指す
ものであるが、その効果の
発現には時間を要すること
から、各維持管理面積を目
標値として設定した。

2.5ha 2.5ha 2.5ha 2.48ha Ａ

当取組の令和６年度実績は2.5haであ
り、目標どおりの成果となった。早生樹
の試験植栽地が適正に管理されていると
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

当取組は、引き続き植栽地の適正な管理
及び生長のデータを収集していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 01 04 森林経営管理課 民有林造成事業補助金

国の制度に基づき、林業施
業を実施する事業者に対し
て補助金を交付し、森林の
公益的機能の維持増進及び
林業振興を図る。

林業事業体等に対する国、
県の造林補助事業に対する
付増し補助

一般会計 54,796 0 54,796 54,424 0.2 0.0 補助申請に対する補助金交
付執行率

100% 100%
循環林における間伐等の整
備面積

当取組は、民有林の適切な
管理の支援を目的にするも
のであり、循環林の多面的
機能の発揮を目指すもので
あることから、申請におけ
る整備面積を成果指標とし
て設定した。

160ha 183.9ha 153.8ha 142.9ha Ａ
当取組の令和６年度実績は183.9haであ
り、目標を上回る成果となった。これに
より適正な森林管理につながったことか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

本補助金は人工造林、間伐、下刈等の経
費に対し、国、県の補助と連動して市が
付け増し補助を行うものであり、森林の
多面的機能を増進させるため、今後も県
と随時情報共有を図りながら、適切に補
助金交付を行っていく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 01 04 森林経営管理課
静岡地域材活用促進事業補
助金

市産材を活用する住宅及び
幼稚園・保育園等の建築主
に構造材及び内装材を提供
する事業に補助金を交付
し、木材の普及啓発と木材
関係業界の振興を図る。

①オクシズ材活用協議会へ
の補助金の交付
②オクシズ材の普及啓発

一般会計 99,000 0 99,000 68,061 0.5 0.0

①新築・増改築のオクシズ
材提供件数
②木育イベント等への出展
回数

①132件
②２回

①117件
②２回

新築・増改築におけるオク
シズ材の使用材積

当取組は、オクシズ材の利
用促進を目的するものであ
り、さらなる利用量の増加
を目指すものであることか
ら、オクシズ材の使用材積
を指標として設定した。

1,638m3 1,434m3 1,750m3 1,743m3 Ｂ
当取組の令和６年度実績は1,434㎥であ
り、目標を下回る成果となった。さらな
るオクシズ材の利用促進を図る必要があ
ることから、評価結果は「Ｂ」とした。

今後も住宅着工件数の減少等の傾向は続
くことが予想されるが、そのような状況
下においても、森林資源の好循環を生み
出すためには、オクシズ材のさらなる利
用促進を図っていく必要があることか
ら、補助制度の見直し等を行う。

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 01 04 建設政策課
【再掲】
地籍調査に関する事業

大規模災害時の迅速な復旧
復興への備えとして、道路
や水路等の境界を明確にす
る。

法務局所管の公図や登記情
報をもとに、土地所有者と
の現地立会調査にて土地の
境界を確認し、その結果を
簿冊や地図に取りまとめ、
法務局へ送付することで、
地図等を整備する。

一般会計 218,122 78,800 296,922 155,762 7.0 1.0
災害発生の可能性が高い地
域の地籍調査実施面積（換
算面積）

0.6㎢ 0.6㎢
津波浸水想定区域の地籍調
査進捗率

被災時の住民生活の影響が
大きく、都市機能の回復が
急務とされる津波浸水想定
区域の進捗率を指標に設定
した。

41% 41% 31% 23% Ａ
計画していた地区の地籍調査業務を発注
し、第2期静岡市地籍調査基本計画通り
に進捗しているため。

静岡市地籍調査基本計画に基づき、事業
を遅滞なく進めていくため、事業費の確
保と効率的・効果的な事業実施

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 01 04 建設政策課
【再掲】
急傾斜地崩壊対策事業

急傾斜地の崩壊による土砂
災害から市民の生命を守
る。

急傾斜地崩壊危険区域指定
促進にかかる測量を実施
し、区域（案）を作成する
など。

一般会計 14,997 0 14,997 10,236 1.5 1.0 区域指定調書作成 ２箇所 ４箇所
県の急傾斜地崩壊対策事業
実施状況（概成箇所数/採択
可能箇所数）

市と県で連携して事業を実
施しているため、県の事業
実施状況及び、概成予定箇
所数を参考に指標を設定し
た。

312/654箇所 312/654箇所 309/654箇所 309/654箇所 Ａ 計画のとおりに市と県が連携して事業が
進められているため。

近年の激甚化・頻発化する災害から市民
の生命を守るため、引き続き市と県で連
携を図り事業を推進する。

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 01 04 道路保全課

【再掲】
道路自然災害防除に関する
事業
（予算総括、計画策定、事
業管理、研修）

山間地の道路において落石
や崩落等による危険を軽減
し道路利用者の安全を確保
するため、災害防除施設の
整備を推進する。

道路法面で発生する落石や
崩壊、地すべり等の自然災
害を防除するため、防災点
検等を実施し結果に応じた
法面対策の設計・施設整備
及び老朽化対策

一般会計 959,291 672,557 1,631,848 984,774 5.4 0.0 緊急かつ早期に対策が必要
な危険箇所の工事箇所数

４件 ４件
緊急かつ早期に対策が必要
とされる箇所の解消率

危険箇所解消を目的とした
事前防災減災対策を推進す
るため、令和８年度末まで
に国県道を対象に全15箇所
の対策完了を目指し、令和
６年度は８箇所（累計）の
対策完了を目標値として設
定した。

53.3% 53.3% 26.6% 実績値なし Ａ
実績は累計８箇所で、目標値を達成して
おり、安全な道路環境の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

事前防災減災対策の更なる推進に向けて
は、継続的な危険箇所解消が課題となっ
ている。このことから、各整備課と情報
を共有し対策事業を実施し、事業効果の
早期発現に努めていく。

1802_【上下水道局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 01 04 下水道建設課
【再掲】
浸水対策事業

「雨水管・ポンプ場などの
整備」により、浸水被害の
軽減を図ることで、危機管
理の強化を目指す。

「静岡市浸水対策推進プラ
ン」に位置付けた浸水対策
地区（市内全41地区）にお
いて、下水道部が所管する
26地区のうち、令和４年度
までに完了した地区が16地
区となった。これを令和８
年度末までに新たに２地区
を整備し、18地区の浸水対
策を完了する。

企業会計 1,839,828 1,638,914 3,478,742 1,717,368 8.5 0.0
①完了地区数（累積）
②対策実施地区数（完了地
区を除く）

①０地区
②５地区

①０地区
②２地区

浸水対策率（対策完了地区
数）

当取組は浸水被害の軽減に
つながるよう、雨水管・ポ
ンプ場などの整備を進めて
いくことから、「静岡市浸
水対策推進プラン」に位置
付けた浸水対策地区におい
て、下水道部が所管する浸
水対策が必要な地区数（26
地区）に対する整備完了地
区を示す「浸水対策率」を
成果指標として設定した・
（浸水対策が完了した地区
数／浸水対策が必要な地区
数（26地区））×100（％）

65.3％
（17地区）

65.3%
（17地区）

65.3%
（17地区）

61.5%
（16地区） Ａ

当取組の令和６年度実績は65.3％であ
り、目標通りの成果となった。浸水対策
の推進に繋がっていると評価できること
から、評価結果は「Ａ」とした。

排水先となる県管理河川巴川の河川整備
計画が変更されることから、この計画に
合わせて、事業内容の変更が必要とな
る。
巴川の新たな整備計画を踏まえ、当該事
業の整備方針を決定していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 02 02 環境共生課
南アルプスユネスコエコ
パーク自然環境保全事業

南アルプスユネスコエコ
パーク管理運営計画に基づ
き、南アルプスの貴重な自
然環境や生物多様性の維
持・保全を図る。

①防鹿柵の設置・維持管理
②自然環境の変化を把握す
る調査実施
③市民協働による森づくり
実施
④市民生きもの調査の実施

一般会計

①5,185
②6,854
③7,891
④373

0 20,303

①2,839
②6,787
③7,872
④426

2.5 0.0

①防鹿柵設置個所
②モニタリング調査実施
③植樹本数
④生きもの調査実施

①３か所
②実施・公表
③120本
④実施

①３か所
②実施・公表
③120本
④実施

南アルプス主要地域の高山
植物種数の維持

南アルプスユネスコエコ
パーク管理運営計画におい
て、南アルプス主要地域の
高山植物種数を評価項目と
して設定している。令和5年
度調査の結果、過去最大の
38種が確認できており、こ
の種数を維持していく。

38種 35種 38種 37種 Ａ
過去最大の38種を確認することはできな
かったが、指標種・重要種の存在が確認
できたため、概ね目標を達成することが
できたと評価した。

その年の気象条件により生育状況に変動
があることや、天候等の事情により適切
な時期に現地調査が実施できないことも
あるため、年度により指標種・重要種の
確認にバラツキが生じている。継続した
調査を行い、各年度の指標種・重要種等
の情報を蓄積していくことで、自然環境
の変化を捉えていく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 02 03 環境共生課 放任竹林対策事業費
里山保全団体の活動支援に
より放任竹林対策を進め、
里山環境の保全を図る。

①里山保全団体の活動支援
②協働による放任竹林対策
の実施

一般会計 9,437 0 9,437 8,222 1.5 0.0

①竹破砕機の貸出
②放任竹林対策関連補助金
の交付
③消耗品等の支給

①延80回
②８団体
③20団体

①延77回
②８団体
③39団体

里山保全団体の活動の継続

令和４年10月時点で設定し
た令和８年度の目標値であ
る84％に向けて、２％ずつ
増加を毎年度の目標値とす
る。
（目標値　R05…78％、R06
…80％）

80.0% 77.7% 70.9% 76.4% Ａ
破砕機の貸出、補助金の交付、消耗品の
支給等により、里山保全団体の支援を
行ったことで、概ね目標を達成すること
ができた。

里山保全団体の活動の継続高齢化や活動
人数の減少が顕著であり、新規に整備活
動を担う市民を育成していかなければな
らないため、市民と団体をつなぐ竹林整
備隊事業を拡充していく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 02 03 環境共生課
南アルプスユネスコエコ
パーク利活用事業

エコパークエリアの自然環
境の保全と地域資源の利活
用により地域活性化を図
る。

①アルプスユネスコエコ
パークミュージアムの整備
②山小屋及び登山道の管理
及び整備
③パートナーシップ協働事
業の実施

一般会計
②29,754
③ー

①398,000 427,754 ①397,999
②15,211

4.0 0.0

①整備完了
②市内山小屋利用者数
③パートナーシップメン
バー数

①7整備完了
②22,000人
③25団体

①整備完了
②23,805人
③22団体

エコパークエリアへの入込
客数（千人）

当取組は南アルプスや井川
地域の魅力を発信する拠点
整備を進めるとともに、企
業、団体等のパートナーと
協働し、新たなコンテンツ
を生み出すことを目的とす
るものであり、来訪者を呼
び込むことで地域活性化を
目指すものであることから
エリアへの入込客数増加を
指標として設定した。

104千人 103千人 101千人 105千人 Ａ
令和6年度は南アルプスユネスコエコパー
ク10周年を記念する催しやメディア・ＳＮＳで
の露出が増加による効果で、概ね目標の
入込客数を達成することができた。

これまで地域の資源の魅力が十分に活か
しきれておらず、市街地から離れた井川
や南アルプスへの訪問意欲につなげられ
る“モノ”“コト”の創出につながって
いなかったため、今後はミュージアムを
拠点に井川の地域資源を楽しみながら体
感・周遊するコンテンツを造っていく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 02 04 環境保全課
大気汚染常時監視事業
(大気汚染常時監視測定局の
整備事業)

大気汚染防止法に基づき、
大気汚染常時監視業務を安
定して実施する。

機器整備計画に基づく耐用
年数を経過した機器の更新

一般会計 11,700 0 11,700 11,352 0.6 0.0 機器の更新台数
大気汚染自動
測定装置７台

大気汚染自動
測定装置７台

①6,000時間以上の実施率
100％
②測定計画どおりの実施率
100％

この取組は良好な生活環境
を確保するために大気の状
況を監視する体制を充実さ
せ、大気汚染状況の常時把
握を目指すものあることか
ら、測定時間数及び測定回
数の実施率を成果指標とし
て設定した。

①100％
②100％

①100％
②100％

①100％
②100％

①100％
②100％ Ａ

計画どおり事業を実施し、目標を達成で
きたことから、評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
大気汚染常時監視業務を安定して実施す
ることで環境基準の長期的評価が行える
よう、局舎及び機器の維持管理を適切に
行うとともに、機器の更新を計画的に進
めていく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 02 04 環境保健研究所
環境保健研究所移転整備事
業

環境保健研究所を移転整備
し、検査体制、調査研究機
能及び情報発信力を強化す
ることにより、市民の生活
環境及び健康に関するより
一層の安全、安心の確保を
図る。

①基本設計・実施設計
②移転用地地質調査
③埋蔵文化財発掘調査
④建設工事
⑤機器等の移設
⑥旧施設解体工事

一般会計 1,200,931 525,100 1,726,031 1,719,015 2.4 0.0
④建設工事の完了
⑤機器等の移設の完了
⑥旧施設解体工事の完了

④完了
⑤完了

④完了
⑤完了

建設工事（竣工まで）及び
機器等の移設の進捗率

当取組は検査体制、調査研
究機能及び情報発信力の強
化のため、老朽化が著しい
環境保健研究所の移転整備
を目的するものであり、市
民の生活環境及び健康に関
するより一層の安全、安心
の確保を目指すものである
が、令和８年度までを実施
期間とする事業であること
から、各年度に実施すべき
事業の進捗率を成果指標と
して設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ

当取組の令和６年度実績は100%であり、
期待どおりの成果となった。これによ
り、市民の生活環境及び健康に関する安
全、安心の確保に繋がったと評価できる
ことから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
市民の生活環境及び健康に関する安全、
安心の更なる確保に向けては、引き続き
事業を遅滞なく進めていくことが課題と
なっている。このことから、旧施設の解
体工事の完了に至るまで、周辺住民に適
時、丁寧に説明していくとともに、関係
各課と連携を密にし、事業を適切に進行
管理していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 02 04 環境保健研究所 分析機器の維持管理事業

検査依頼に迅速かつ適切に
対応するため、機器を定期
的に更新し、検査体制を維
持及び強化することによ
り、市民の生活環境及び健
康に関する安全、安心の確
保を図る。

①機器整備計画に基づく検
査機器の整備
②検査機器の保守点検の実
施

一般会計 65,831 0 65,831 62,282 0.9 0.1 ①検査機器の整備件数
②保守点検の実施件数

①３件
②９件

①３件
②８件

機器整備不能により依頼検
査に対応できなかった件数

当取組は全ての検査依頼に
ついて当該検査項目を完全
かつ迅速に実施することを
目的するものであり、市民
の生活環境及び健康に関す
る安全、安心の確保を目指
すものであることから、依
頼検査に対応できなかった
件数を成果指標として設定
した。

０件 ０件 ０件 ０件 Ａ

当取組の令和６年度実績は０件であり、
期待どおりの成果となった。これによ
り、市民の生活環境及び健康に関する安
全、安心の確保に繋がったと評価できる
ことから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
市民の生活環境及び健康に関する安全、
安心の更なる確保に向けては、引き続き
全ての検査依頼について的確かつ迅速に
対応できる体制を維持していくことが課
題となっている。このことから、検査機
器の整備及び保守点検を計画的かつ確実
に実施するとともに、機器に不具合が生
じた場合には迅速に修繕を行い、適切に
維持管理していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 03 01 ごみ減量推進課
プラスチック資源循環法に
関する業務

回収した製品プラスチック
を再商品化することによ
り、循環型社会の実現等を
図る。

製品プラスチックの回収、
中間処理（破砕等）及び再
資源化事業者への引き渡し

一般会計 2,016 0 2,016 2,016 1.0 0.0 委託契約締結件数 1件 1件
製品プラスチックの拠点回
収の開始

当取組は、一括回収を実施
するまでの段階的なもので
あるところ、将来的に静岡
市が目指すプラスチックご
みの一括回収に向け、市民
の意識啓発を目的とするも
のであるため、拠点回収の
開始を成果指標として設定
した。

100.0% 100.0% 実績値なし 実績値なし Ａ

令和６年度中に製品プラスチックの拠点
回収事業を開始した。これにより、プラ
スチックごみの一括回収に向けた市民の
意識啓発は一定程度図られたと評価でき
ることから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
さらななる取組の推進に向け、プラス
チックごみの回収量を増やしていくこと
が期待される。このことから、引き続
き、市民への周知を続けていく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 03 01 ごみ減量推進課
西ケ谷資源循環体験プラザ
（しずもーる西ケ谷）維持
修繕事業

西ケ谷資源循環体験プラザ
を安心安全かつ安定的に運
営するために計画的に修繕
し、資源循環型社会の実現
及び廃棄物行政の円滑な推
進に寄与する。

長期的に安定した施設運営
のための計画修繕の実施

一般会計 1,900 0 1,900 1,767 0.5 0.0 ①計画修繕の契約件数
②調査委託の契約件数

①２件
②１件

①２件
②１件

西ケ谷資源循環体験プラザ
の利用者満足度

当取組により施設の安心・
安全な運営が可能となり、
施設の利用者の満足度の向
上につながることから、利
用者満足度100％を成果指標
として設定した。

100% 98.5% 98.3% 99.8% Ａ
計画どおりに修繕業務が完了し、利用者
満足度の向上に寄与したと評価できるこ
とから「A」とした。

施設の建築（1982年築）から43年経過し
ており、施設の老朽化が想定される。安
心安全な施設運営のため、必要な修繕等
を計画的に実施していく必要がある。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 03 01 ごみ減量推進課 最終処分場整備事業
安定的な廃棄物処理体制の
確保のため、新たな最終処
分場を整備する。

①埋立地等造成工事
②浸出水処理施設建設工事
③工事監理業務委託

一般会計 966,800 272,472 1,239,272 638,624 2.0 0.0 ①②工事の実施件数
③委託業務の実施件数

①2件
②1件

①2件
②1件

事業の進捗率
(累計)

当取組は最終処分場整備事
業の完成を目的するもので
あり工事の進捗量を成果指
標として設定した。

19.47%
(20.09%)

19.42%
(20.04%)

0.62%
(0.62%)

実績値なし Ａ
整備工事及び監理業務委託の進捗率が
95％を超え、計画どおりに進んでいるた
め。

引き続き、現場状況の変化の都度、施工
業者との協議を密にして工事の進捗管理
を行う。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 03 01 ごみ減量推進課
清水ストックヤード建設事
業

解体した清水清掃工場跡地
及び周辺の有効利用を図る
ため、災害時にも利用可能
なストックヤードを建設す
るとともに周辺整備を行
う。

①ストックヤード建設工事
②公園広場整備予定地土壌
汚染調査

一般会計 956,200 0 956,200 133,863 2.0 0.0 ①工事の発注件数
③委託業務の完了件数

①5件
②1件

①2件
②1件

①工事の進捗率
②委託業務の進捗率

当取組は清水ストックヤー
ド建設工事の完成を目的す
るものであり工事、委託業
務の進捗量を成果指標とし
て設定した。

① 41.1％
②100%

①39.1％
②100%

①実績値なし
②100%

①実績値なし
②100% Ａ

計画通りに委託業務が完了し、整備工事
についても進捗率が95％を超え、計画ど
おりに進んでいるため。

引き続き、現場状況の変化の都度、施工
業者との協議を密にして工事の進捗管理
を行う。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 03 01 ごみ減量推進課 生活排水処理施設整備事業

し尿処理施設の統合又はし
尿処理施設と下水処理施設
の共同化を図り、安定的な
生活排水処理を実現させ
る。

　現在、本市には３つのし尿
処理施設（静岡衛生セン
ター、清水衛生センター、庵
原衛生プラント）があり、い
ずれも供用開始後30年以上が
経過し、今後大規模な改築更
新が必要となる。一方で、今
後人口の減少に伴いし尿・浄
化槽汚泥の処理量は徐々に減
少していくことから、経済
的、効率的かつ持続可能な処
理のため、静岡衛生センター
及び清水衛生センターを廃止
し、城北浄化センターにて下
水道との汚水の共同処理を行
うための施設を建設すること
を計画している。

一般会計 40,000 0 40,000 15,917 2.0 0.0 委託業務の完了件数 1件 1件
生活雑排水処理施設の整備
に係る可能性調査の実施

当取組は、静岡市の安定的
な生活排水処理の実現を目
的とした生活雑排水処理施
設に係る将来構想を策定す
る事業であることから、当
該処理施設の整備に係る可
能性調査の実施を成果指標
として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
生活雑排水処理施設の整備に係る可能性
調査を実施し、今後の当該施設の方向性
が整理できたことから、評価結果は
「Ａ」とした。

令和７年度中に、し尿共同化計画策定業
務を進める。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 03 01 ごみ減量推進課
一般廃棄物処理基本計画セ
ミナー開催事業

市民のごみの減量化と資源
化に関する意識向上を図
る。

静岡市のごみ処理状況の紹
介、４Rに関する情報提供、
リサイクル体験等のコー
ナーを設置、市民向けセミ
ナーを実施し、市民へ啓発
する。

一般会計 0 0 0 0 2.0 0.0 市民向けセミナー及び啓発
イベント

10回以上 14回
ごみ減量意識が向上した人
の割合

各種啓発イベント参加者全
員のごみ減量意識の向上を
目指すため、100％を目標値
に設定した。

100% 95% 93% 90% Ａ
参加者の意識向上率はどちらも90％を超
え、目標に近い成果を出すことができた
ため。

セミナーや講座、啓発イベントなどは継
続実施し、実践行動につながるごみ減量
意識の向上を目指す。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 03 02 廃棄物対策課 浄化槽設置整備事業

浄化槽整備区域における合
併処理浄化槽の整備を促進
し、生活排水による公共用
水域の水質汚濁防止を図
る。

浄化槽整備区域において合
併処理浄化槽を設置する者
に対して補助金を交付す
る。

一般会計 102,830 0 102,830 45,606 1.0 1.5 浄化槽設置整備事業による
合併処理浄化槽設置基数

140基 62基
浄化槽整備区域内の汚水処
理人口普及率

本事業は浄化槽整備区域に
おける生活排水による公共
用水域の水質汚濁防止を目
的とするものであることか
ら、汚水処理人口普及率を
成果指標として設定した。

51.8% 51.9% 50.6% 49.2% Ａ
本事業により単独処理浄化槽等から合併
処理浄化槽への転換が促進されたことに
より、浄化槽整備区域内の汚水処理人口
普及率が目標を上回ったため。

浄化槽整備区域内の汚水処理人口普及率
は未だ低い状況にあることから、引き続
き補助事業を実施し、合併処理浄化槽の
整備を促進していく。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 03 02 収集業務課 ごみ収集車等整備事業

耐用年数を経過した直営老
朽車両の更新により、市民
から排出されるごみの収
集・運搬の安定した運用を
図る。なお、更新順位及び
年数を調整することによ
り、経費負担の集中を防
ぎ、事業費の平準化を図
る。

保有車両のうち、購入後概
ね10年経過、総走行距離10
万kmを超過したごみ収集車
等を更新する。
※購入予定車両：軽貨物、
小型貨物

一般会計 6,821 0 6,821 6,505 0.8 0.0 ①軽貨物購入台数
②小型貨物購入台数

①１台
②１台

①１台
②１台

０件 ０件 ０件 Ａ
日常点検等の適正な実施により、車両整
備不良による事故の発生を防ぎ、円滑か
つ適正に収集運搬業務を実施できた。

日常点検の適正な実施を継続し、引き続
き車両整備不良による事故の発生を０件
となるよう務める。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 03 02 収集業務課
清掃車両の整備計画及び維
持管理に関する事業（沼上
収集センター）

保有する車両の適切な維持
管理を行うことにより、ご
みの収集運搬の安定運用を
図る。また、更新順位及び
年数を調整することによ
り、経費負担の集中を防
ぎ、事業費の平準化を図
る。

保有車両の修繕、車検・定
期点検、更新を行う。

一般会計 7,421 0 7,421 4,365 1.0 0.0
①車検・定期点検
②修繕
③車両の更新

①23台
②実施
③１台

①23台
②実施
③１台

０件 ０件 ０件 Ａ
日常点検等の適正な実施により、車両整
備不良による事故の発生を防ぎ、円滑か
つ適正に収集運搬業務を実施できた。

日常点検の適正な実施を継続し、引き続
き車両整備不良による事故の発生を０件
となるよう務める。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 03 02 収集業務課
清掃車両の整備計画及び維
持管理に関する事業（清水
収集センター）

保有する車両の適切な維持
管理を行うことにより、ご
みの収集運搬の安定運用を
図る。また、更新順位及び
年数を調整することによ
り、経費負担の集中を防
ぎ、事業費の平準化を図
る。

保有車両の修繕、車検・定
期点検、更新を行う。

一般会計 7,751 0 7,751 7,520 0.0 1.0
①車検・定期点検
②修繕
③車両の更新

①27台
②実施
③１台

①27台
②実施
③１台

０件 ０件 ０件 Ａ
日常点検等の適正な実施により、車両整
備不良による事故の発生を防ぎ、円滑か
つ適正に収集運搬業務を実施できた。

日常点検の適正な実施を継続し、引き続
き車両整備不良による事故の発生を０件
となるよう務める。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 03 02 廃棄物処理課
西ケ谷清掃工場施設整備事
業

関係法令に基づき西ケ谷清
掃工場を安全かつ安定的に
管理運営する。

西ケ谷清掃工場の施設及び
整備等の安定稼働に必要な
計画的な維持修繕の実施

一般会計 292,000 0 292,000 291,940 2.0 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
受入ごみの全量処理（実績
値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（111,224.25
ｔ）

100%
（115,889.61
ｔ）

100%
（120,520.13
ｔ）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

ごみの排出について、他部署と連携し排
出者に分別を徹底させていくことで、施
設の安全・安定的な稼働を図る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 03 02 廃棄物処理課 沼上清掃工場施設整備事業
関係法令に基づき沼上清掃
工場を安全かつ安定的に管
理運営する。

沼上清掃工場の安定稼働に
必要な定期的な維持修繕の
実施

一般会計 223,850 0 223,850 223,850 2.0 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
受入ごみの全量処理（実績
値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（88,657.95
ｔ）

100%
（93,648.68
ｔ）

100%
（99,498.26
ｔ）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

ごみの排出について、他部署と連携し排
出者に分別を徹底させていくことで、施
設の安全・安定的な稼働を図る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 03 02 廃棄物処理課
沼上資源循環センター施設
整備事業

関係法令に基づき沼上資源
循環センターを安全かつ安
定的に管理運営する。

沼上資源循環センターの施
設及び設備等の安定稼働に
必要な計画的な維持修繕の
実施

一般会計 105,050 0 105,050 105,050 1.0 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
受入ごみの全量処理（実績
値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（6055.15
ｔ）

100%
（6066.08
ｔ）

100%
（7821.83
ｔ）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

ごみの排出について、他部署と連携し排
出者に分別を徹底させていくことで、施
設の安全・安定的な稼働を図る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 03 02 廃棄物処理課
静岡衛生センターの施設整
備事業

関係法令に基づき静岡衛生
センターを安全かつ安定的
に管理運営する。

静岡衛生センターの施設及
び設備等の安定稼働に必要
な計画的な維持修繕の実施

一般会計 48,400 0 48,400 44,825 1.0 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
受入し尿等の全量処理（実
績値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（54,906.20k
l）

100%
（55,679.40k
l）

100%
（54,654.10k
l）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

衛生センター各施設の延命化と安定稼働
のため、引き続き計画的な修繕を実施す
る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 03 02 廃棄物処理課
清水衛生センターの施設整
備事業

関係法令に基づき清水衛生
センターを安全かつ安定的
に管理運営する。

清水衛生センターの施設及
び設備等の安定稼働に必要
な計画的な維持修繕の実施

一般会計 79,000 0 79,000 54,054 0.7 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
受入し尿等の全量処理（実
績値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（35,364.90k
l）

100%
（34,364.68k
l）

100%
（35187.52kl
）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

衛生センター各施設の延命化と安定稼働
のため、引き続き計画的な修繕を実施す
る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 03 02 廃棄物処理課
庵原衛生プラントの施設整
備事業

関係法令に基づき庵原衛生
プラントを安全かつ安定的
に管理運営する。

庵原衛生プラントの施設及
び設備等の安定稼働に必要
な計画的な維持修繕の実施

一般会計 21,700 0 21,700 18,590 0.3 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
受入し尿等の全量処理（実
績値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（16,256.08k
l）

100%
（16,696.70k
l）

100%
（16,619.40k
l）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

衛生センター各施設の延命化と安定稼働
のため、引き続き計画的な修繕を実施す
る。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 03 02 廃棄物処理課
沼上最終処分場浸出水処理
施設整備事業

関係法令に基づき沼上最終
処分場を安全かつ安定的に
管理運営する。

沼上最終処分場における適
正な廃棄物処理及び埋立完
了に必要な設備改修工事の
実施

一般会計 53,558 59,400 112,958 112,957 0.5 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
搬入物の全量埋立（実績
値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（8,043.97
ｔ）

100%
（6,106.50
ｔ）

100%
（5,985.15
ｔ）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

最終処分場各施設の延命化と安定稼働の
ため、排出時における分別の指導徹底及
び計画的な定期点検等維持管理・修繕を
実施する。

1001_【環境局・④生活環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 03 02 廃棄物処理課
清水貝島最終処分場施設整
備事業

関係法令に基づき清水貝島
最終処分場を安全かつ安定
的に管理運営する。

清水貝島最終処分場におけ
る適正な廃棄物処理及び埋
立完了に必要な設備改修工
事の実施

一般会計 28,842 95,700 124,542 124,300 0.5 0.0 維持修繕委託業務の進捗率 100% 100%
搬入物の全量埋立（実績
値）

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律に基づく市の処理
責任を果たすため、受け入
れた廃棄物を適切に全量処
理することを目標として設
定した。

100%
100%
（2,610.41
ｔ）

100%
（2,699.67
ｔ）

100%
（2,990.82
ｔ）

Ａ 定期点検整備及び維持修繕を計画的に実
施し、目標を達成できた。

最終処分場各施設の延命化と安定稼働の
ため、排出時における分別の指導徹底及
び計画的な定期点検等維持管理・修繕を
実施する。

車両整備不良による事故数

地域の生活環境保持のた
め、収集車両の適切な維持
管理による収集運搬業務等
の安定的な継続実施を目指
すものであることから、車
両整備不良が原因の事故が
発生しないことを成果指標
として設定した。

０件
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 03 02 河川課

【再掲】
流域治水の計画に関する事
業
（巴川浸水情報システム）

巴川浸水情報システムの推
定結果等を早期の避難行動
や車・家財の移動等の減災
行動につなげることを図
る。

気象予報、雨量、河川水位
等を基に、水位・氾濫域を
推定するシステムの構築

一般会計 100,000 72,003 172,003 55,970 1.4 0.0 水害推定情報の提供
システム運用
100％

システム運用
100％
※内部運用

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 03 02 河川課

【再掲】
流域治水の計画に関する事
業
（大内新田調整池）

清水区大内新田地区におい
て浸水被害を軽減するため
の調整池を整備する。

大内新田地区雨水貯留施設
の整備

一般会計 388,492 47,093 435,585 408,142 1.4 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施

1502_【建設局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 03 02 河川課
【再掲】
河川の改修等に関する事業

流下能力が不足している河
川について、護岸の改修等
を行い、浸水被害軽減を図
る。

河川改修や雨水貯留施設の
整備

一般会計 933,739 360,144 1,293,883 749,026 4.1 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施

0502_【市民局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 03 生活安全安心課
地域の自主防犯力強化事業
及び犯罪被害者等支援事業

市民、事業者、警察、関係
機関等と連携、協働し、防
犯及び犯罪被害者等支援に
取組み、安全、安心なまち
づくりの推進を図る。

①防犯に関する啓発による
市民防犯意識の向上及び地
域防犯活動の促進
②犯罪被害者等支援

一般会計 35,188 0 35,188 27,959 3.5 0.0

①犯罪等に強いまちづくり
まちづくり市民大会
②犯罪被害者等支援等講演
会

①１回
②１回

①１回
②１回

①市民大会への参加団体数
②犯罪被害者等支援講演会
参加者の理解度

当該取組は犯罪のない安
全、安心なまちの実現のた
め、市民大会や講演会等の
開催により市民意識の向上
を目指すものであることか
ら、関係機関の市民大会へ
の参加団体数及び犯罪被害
者等支援の理解度を成果指
標として設定した。

①51団体
②100％

①52団体
②100％

①51団体
②100％

①51団体
②100％ Ａ

市民大会への参加団体数は目標値を上回
り、犯罪被害者等支援の理解度は目標値
を達成し、安全、安心なまちづくりの推
進に繋がったことから「A」とする。

市民大会への参加団体数は維持できてい
るが、地域で防犯活動を実施している地
区安全会議の活動者数が減少している。
市民大会において活動報告をするなど地
区安全会議活動を広く市民に知ってもら
うことにより、活動への参加を促してい
く。また、団体に所属できない人に対し
ても、個人の日常生活において腕章を付
けて見守りをする「しずおか防犯パト
ロール」の活動への参加を呼び掛け、防
犯意識を高揚していく。
犯罪被害者等支援は県が新たに支援のた
めのコーディネーターを設置したことか
ら更なる連携を図るとともに、市民への
制度周知を図る。

0502_【市民局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 03 生活安全安心課 交通安全対策の推進事業
人命尊重の理念に基づき、
交通事故のない社会の推進
を図る。

①交通事故ゼロを目指す取
組
②交通安全意識高揚の取組

一般会計 106,554 0 106,554 103,886 3.4 0.1
①交通安全運動の実施
②無事故・無違反コンクー
ルの実施

①４回
②１回

①４回
②１回

①交通安全運動の参加者数
②市内の交通事故発生件数

当該取組は交通事故のない
社会の実現のため、市民の
交通安全意識の向上により
交通事故の防止を目指すも
のであることから、交通安
全運動の参加者数及び市内
における交通事故発生件数
を成果指標として設定し
た。

①23,000人
②3,224件

①27,944人
②3,296件

①22,935人
②3,470件

①19,168人
②3,579人 Ｂ

交通安全運動を年４回実施し目標を上回
る参加者があったが、事故発生件数は毎
年減少傾向にあるものの、目標を若干上
回ってしまったため「B」とする。

高校生の自転車マナーに関する市民の声
が散見されることから、高校生を対象と
した「自転車マナー向上キャンペーン」
を継続実施するとともに、警察、交通安
全協会と連携し指摘の多い箇所で指導・
監視等を行うなど、自転車利用に関する
交通安全活動を強化する。

0502_【市民局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 03 生活安全安心課 消費者教育の推進事業

市民への消費者教育の実施
を通じて、消費者トラブル
の未然防止・早期相談を図
るとともに、社会や環境等
に配慮した消費行動の推進
を図る。

①消費者教育出前講座の実
施
②消費者教育教材の配布
（中学校）
③SNSによる市民への注意喚
起情報の提供
④公共交通広告の実施
⑤WEB広告の実施

一般会計 4,546 0 4,546 3,477 1.0 3.0

①消費者教育出前講座の実
施
②消費者教育教材の配布
（中学校）
③SNSによる市民への注意
喚起情報の提供
④公共交通広告の実施
⑤WEB広告の実施

①39箇所
②１回
③26回
④３回
⑤４回

①81箇所
②１回
③32回
④３回
⑤４回

①消費生活相談窓口として
の消費生活センターの認知
度
②契約に関する正しい知識
の定着度

当該取組は、「第３次静岡
市消費生活基本計画（Ｒ５
～Ｒ12）」に基づき、消費
者トラブルの未然防止・問
題解決を目的とするため、
市民の消費生活に関する知
識の定着を目指すものであ
ることから、当該計画の成
果指標である市民アンケー
トにおける認知度等を成果
指標として設定した。

①53.9％
②33.4％

①41.9％
②33.2％

①51.4％
②32.6％

①47.1％
②31.9％ Ｂ

令和６年度の市民アンケート結果では、
「消費生活センターの認知度」は当該年
度の目標値に達しなかったことから、評
価は「Ｂ]とした。

（課題）消費者トラブルの発生状況を踏
まえると、センターの認知度や契約に関
する知識の定着率については、さらに高
めていく必要がある。
（解決方針）講座について、受講者は毎
回対象者が変わるため、継続的に実施し
ていく必要がある。
情報発信の広告事業については、プッ
シュ型で行うことのできる数少ない手法
のため、WEB広告は実施回数を増やす、
公共交通広告は市民の目を引く工夫を行
う等を通じて成果指標の達成を目指す。

0502_【市民局・④生活・環境分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 04 03 生活安全安心課
消費生活に係る相談及び苦
情処理事業

市民から消費生活に関する
相談や苦情を受け付け、問
題解決の支援を行う。

①相談受付
②情報提供
③問題解決の支援
（助言・あっせん※）

※複雑な案件や自主交渉が
難しいときに相談員が事業
者と交渉すること

一般会計 2,796 0 2,796 2,102 4.6 6.1 消費生活センター相談窓口
の開設

100.0% 100.0% あっせん解決率の維持

消費者トラブルの解決を通
じて市民の大切な財産を守
るため、あっせんによる解
決率の高水準を維持するこ
とを目標とした。

90.0% 96.7% 97.9% 96.4% Ａ

令和６年度のあっせん解決率の実績値が
目標値を上回る成果となった。これによ
り、市民の大切な財産を守り、市民生活
の安全安心につながったことから、評価
については「Ａ」とした。

デジタル化や社会情勢の変化などによ
り、複雑化・多様化し、増加傾向にある
消費生活相談に的確に対応していくた
め、国主催の研修会や事例検討会等への
参加などを通じて、消費生活相談員の更
なるスキルアップに取組んでいく。

巴川流域における貯留対策
目標に対する整備率

本取組は、洪水や雨水出水
に伴う被害の未然防止や軽
減を図り、市民の安全・安
心につなげることを目指す
ものである。そのため、総
合的な治水対策を重点的に
実施する必要があると位置
付けられている巴川流域に
おける、令和22年度までの
貯留対策目標（10.4万㎥）
に対する整備率を成果指標
として設定した。

69.4%

大内新田地区で実施中の雨水貯留施設整
備は複数年を要し、生涯学習交流館、公
園整備事業との同調も必要なため、工程
に遅れが生じないよう関係機関との協議
や必要予算の確保、計画的な発注を行
う。

69.4% 57.7% 57.7% Ａ

清水飯田東小学校や山田池等の雨水貯留
施設整備が完了したことにより、令和22
年度までの貯水対策目標に対する整備率
は69.4％となった。目標に向けた整備が
順調に進んでいることから、評価結果は
「Ａ」とした。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 スポーツ振興課
パラバドミントンサポート
シティ事業

パラバドミントンを通じた
共生社会への理解促進及び
誰もが楽しむことができる
スポーツの推進を図る。

小学生を対象とした、パラ
バドミントン選手よる体験
教室及びパラバドミントン
全国大会等を開催を支援す
る。

一般会計 611 0 611 543 0.3 0.3
①パラバドミントン体験教
室の実施
②全国大会等の開催

①５回

②２回

①５回

②２回

①パラバドミントン体験教
室に参加した児童アンケー
トにおいて「障がいに対す
る理解・わかったことがあ
りますか」に対し、理解し
たと回答する割合
②全国大会等への参加者数

①共生社会への理解促進及
び誰もが楽しむことができ
るスポーツの推進をしてい
くため、アンケートの結果
を目標値とした。
②共生社会への理解を促進
するために多くの方が参加
することに意義があるため
参加者数を目標値とした。

①80%
②600人

①80%
②532人

①80%
②120人

①71%
②100人 Ａ

当取組の令和６年度実績は82％であり、
目標を上回る成果となった。これによ
り、共生社会への理解促進に繋がったと
評価できるため、評価結果を「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
実施校数は５件と少なかった。令和７年
度は本市で初開催となるJapanパラバド
ミントン国際大会と関連し、体験校数の
拡大及び体験内容の充実を図る。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 02 スポーツ振興課 清水庵原球場改修事業

施設利用者等の満足度を向
上させるとともに、NPB公式
戦を円滑に開催することで
地域経済の活性化を図る。

市民の施設利用・観戦環境
の充実、施設の長寿命化に
向けて施設改修等を実施す
る。

一般会計 45,700 194,000 239,700 203,720 0.1 0.0

次の３件の修繕実施
①スピード表示システム設
置
②夜間照明のLED化
③内野スタンド防水修繕

３件 ３件
①利用者満足度
②NPB公式戦ホームゲーム確
保数

①観戦環境の充実度向上の
ため、利用者満足度を目標
値とした。
②NPB公式戦を開催できる施
設水準の確保や適切な施設
整備のため、NPB公式戦ホー
ム開催試合数を成果指標と
した。

①90%
②58試合

①100%
②58試合

①100%
②実績値なし

①100%
②実績値なし Ａ

利用者満足度は目標の90％を上回る
100％を達成し、施設利用者から高い評
価を得ている。
NPB公式戦ホーム開催数は目標どおりの
58試合を達成したため、評価結果をＡと
した。

利用者満足度調査は施設利用団体の代表
者に対する調査のみであるため、調査対
象者を拡大し、幅広い意見を徴取する。
NPB公式戦ホームゲームではこれまで実
施ができなかったナイターゲームが可能
となったことから更なる確保を目指す。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 02 スポーツ振興課
由比寺尾プール跡地再整備
事業

廃止した施設を適切に管理
し､地域住民が安全・安心に
暮らせる環境を維持する。

プールと擁壁の解体撤去、
擁壁の改修及び土地の造成
を行う。

― 0 0 0 0 0.0 0.0 跡地利用の検討 実施 実施 再整備事業の進捗率

地域住民が安全・安心に暮
らせる環境を維持すること
を目的とする事業である
が、事業の完了から効果の
発現までに時間を要するこ
とから、再整備事業の進捗
を成果指標として設定し
た。（R7年度に完了
（100％））

38% 実績値なし 14% 3% ―
再整備を実施しない方針となり、計画事
業を実施しなかったため、「－」とし
た。

再整備は実施しないこととなったが、施
設を適切に管理し安全を確保する必要が
あるため、引き続き監視を継続するとと
もにプール槽の埋め戻し手法を検討す
る。

0302_【総合政策局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 03 企画課
サッカースタジアムによる
まちづくり検討事業

サッカースタジアム構想の
実現に向けた調査検討をお
こなう。

サッカースタジアムを軸と
したまちづくり構想の策定
及び現日本平スタジアムの
再整備方針を検討する。

一般会計 0 0 0 0 1.0 0.0 まちづくり構想の策定及び
再整備方針の検討

構想の策定及
び方針の決定

構想策定の前
段として必要
な最有力候補
地の地権者協
議が最終調整
段階まで進ん
だ

①まちづくり構想の策定
②日本平スタジアムの再整
備方針の決定

当事業はスタジアムを活か
したまちづくり及び日本平
スタジアムの再整備方針の
決定を目的とするものであ
ることから、当該成果指標
を設定した。

①策定
②決定

①最有力候補
地の地権者協
議の実施
②実績値なし

①課題整理の
実施
②施設改修の
概算費用を公
表

①最有力候補
地の選定
②実績値なし

Ｂ
地権者と協議・調整を行い、土地に関す
る検討について協議が前進しているもの
の、再整備方針の決定には至らなかった
ため。

引き続き地権者協議を進め、清水駅東口
周辺地区の土地の有効活用を図る。

0302_【総合政策局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 03 企画課
東静岡地区「アート＆ス
ポーツ／ヒロバ」運営事業

ローラースポーツ等のイベ
ントを実施する「東静岡
アート＆スポーツヒロバ」
の企画・運営をおこなう。

アート及びローラースポー
ツ等のイベントを実施する
「アート&スポーツ/ヒロ
バ」を運営する。

一般会計 31,340 0 31,340 27,659 2.0 0.0 ①実行委員会の開催
②各作業部会の開催

①２回
②６回

①２回
②６回

①東静岡アート＆スポーツ
／ヒロバのローラースポー
ツパーク利用者人数
②芝生広場でのイベント開
催数

当事業は東静岡エリアの賑
わい創出を目的するもので
あり、令和７年度までを実
施期間とする暫定鏑な実証
事業であることから、東静
岡アート＆スポーツ／ヒロ
バのローラースポーツパー
ク利用者数及び芝生広場で
のイベント開催数を成果指
標として設定した。

①27,498人
②３回

①25,385人
②３回

①26,189人
②13回

①27,225人
②12回 Ｂ

利用者人数について目標値に届かなかっ
たため。なお、施設開業当初に比べて民
間のパークも多くなり、大会の誘致も取
りずらくなっている現状がある。

令和７年度９月末を持って施設が閉鎖す
る。残りの期間も多くの方に訪れてもら
えるようイベントの誘致等に努める。

課題と解決方針評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

　歴史・伝統文化や地域の魅力が感じられるまちだと思う市民の割合 　６６．０％（Ｒ３現状値：５８．９％）

　６２．０％（Ｒ３現状値：５３．７％）　生涯学習を行っている市民の割合

　02　価値ある静岡の歴史文化の継承の推進

　03　市民による静岡の歴史や文化財の価値の共有と活用の推進

　04　生涯にわたる学びを支援し、まちづくりに関わる人材を育成します 　01　誰もが気軽に学び、互いに学び合える機会の充実

　02　学びを地域や社会に活かすための支援の充実

　03　「学ぶ」「活かす」の循環を支える基盤の充実

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　スポーツが盛んなまちだと思う市民の割合 　６５．３％（Ｒ４現状値：６３．１％）

【⑤文化・スポーツ分野】

　歴史に育まれてきた多彩なしずおか文化に誇りと愛着を持ち、スポーツ・学びを通して一人ひとりが輝き続けるまちを実現します

　 　

政策 施策

　01　スポーツの力で誰もが健康で心が満たされるまちづくりを推進します 　01　誰もが楽しむことができるスポーツの推進

　02　スポーツに日常的に親しむための環境整備

　03　スポーツを通した人々の交流による地域の活性化

　01　互いを受け入れ誰もが文化に触れられる機会の創造

　02　市民が文化を通じて生きる喜びを感じられる環境づくりの推進

　03　国内外への情報発信の充実や交流による新たな文化の創造を通じたまちの賑わい創出

　03　静岡の歴史的価値をみがきあげ、次世代に継承します 　01　静岡の地域資源である歴史文化の保存の推進

　02　文化を通じてつながる、賑わいあふれるまちづくりを推進します
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

0302_【総合政策局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 01 03 社会共有資産利活用推進課 アリーナ整備事業

まちの魅力を高め、交流人
口の増加や地域経済の活性
化が期待される、最高峰の
プロスポーツや大規模コン
サートが開催可能なアリー
ナの実現を目指す。

東静岡駅北口市有地への多
目的アリーナの整備

一般会計 31,000 0 31,000 26,629 2.5 0.0 アリーナ整備事業の進捗状
況

基本計画策定
完了

基本計画策定
完了

アリーナ整備事業の各年度
の進捗目標

当取組はアリーナの整備に
より、まちの魅力の向上を
目指すものであるが、令和
12年度までを整備期間とす
る事業であることから、各
年度の進捗を成果指標とし
て設定した。

基本計画の策
定完了

基本計画の策
定完了

関連調査の実
施完了

誘致方針の策
定完了 Ａ 予定どおり令和７年１月に基本計画を策

定し、事業進捗は順調であるため。

令和７年度は実施方針、要求水準書の作
成などを行い、事業者公募、選定を行
う。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 01 03 スポーツ振興課 台湾陸上協会との交流事業

スポーツ交流を通じて、台
湾との交流の架け橋を担う
次世代の人材を育成し、青
少年の異文化の理解促進を
図る。

台湾陸上協会と代表チーム
合宿の受入及び青少年相互
派遣交流を実施する。

一般会計 5,953 0 5,953 3,851 0.6 0.3

①代表チームの合宿受入回
数
②台湾、静岡それぞれで開
催される陸上大会への出場
回数

①　１回
②各１回

①　０回
②各１回

①台湾ナショナルチームに
よる、市内小中学校の交流
事業の実施校の満足度
②派遣後のアンケートで
「海外の文化や生活に興味
を持つことができた」、
「台湾の大会に出場したこ
とで、競技に対する自身の
意識に変化があった」と回
答する割合

①運動能力の向上を図るこ
とを目指すものであるた
め、走り方教室等の満足度
を成果指標とした。
②国際感覚に優れた人材育
成を図ることを目指すもの
であるから、海外への興味
関心と、競技に対する意識
変化があった割合を成果指
標とした。

①90%
②-1　78％
②-2　100%

①実績値なし
②-1　90％
②-2　100%

①100%
②-1　100%
②-2　100%

①実績値なし
②-1　実績値
なし
②-2　実績値
なし

Ｓ

派遣高校生を対象としたアンケートで
は、90％が海外の文化や生活に興味を持
つことができたという回答があり、目標
値を上回る（115％）結果であったため
Ｓ評価とした。

当事業は「日本国静岡県静岡市及び台湾
陸上協会の協力に関する覚書」に基づき
実施されているが、覚書の期限が2025年
までのため、事業全体の整理、中長期的
な計画を策定、内容等の見直し等、覚書
の継続に向けた調整が必要である。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 01 03 スポーツ振興課 台北市スポーツ交流事業
台北市とスポーツ交流を通
じて、本市と台北市の交流
人口の拡大を図る。

静岡市と台北市とのマラソ
ン交流及び学生によるマラ
ソン以外のスポーツ交流を
実施する。

一般会計 4,846 0 4,846 0 0.5 0.3
①マラソンの相互交流
②マラソン以外のスポーツ
交流

①１回
②１回

①１回
①１回

静岡マラソンへの台湾から
の参加者数

スポーツを通じて、両市の
交流人口の拡大を図ること
を目的のため、令和５年度
の実績以上の参加者数を成
果指標とした。

50人 59人 50人 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は、目標を上回
る結果となった。両市の交流人口の拡大
に繋がったと評価できるため、評価結果
を「A」とした。

①台北マラソンにおいて選手派遣だけで
はなく、展覧会にて静岡市のPRブースを
設置できるよう、台北市と商工会議所と
調整を行う必要がある。
②マラソン大会だけではなく、学生間の
スポーツ交流を実施するために、令和７
年度中に台北市と協議する必要がある。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 01 03 スポーツ振興課 静岡マラソン開催事業
地域経済の活性化及び市民
のスポーツ振興やまちづく
りの推進を図る。

大会開催に伴う関係機関と
の調整及び実行委員会に負
担金の交付する。

一般会計 100,000 0 100,000 100,000 2.0 0.4 静岡マラソン2025大会の開
催

１回 １回
フルマラソンの県外・海外
ランナー参加者数

大会開催により、交流人口
の拡大を通じた地域経済の
活性化を図ることを目的と
していることから、県外・
海外ランナーの参加者数を
目標値とした。

55.0％
（6,600人）

58.4％
（7,520人）

59.0％
（7,086人）

実績値なし Ｓ

2025大会のフルマラソンの県外（海外含
む）参加者7,520人は全体参加者の
12,876人の58.4％であり、目標値を上回
る（113％）結果であったためＳ評価と
した。

県内は新聞、テレビ等のマスメディアに
よりランナー以外の市民も含めて広く周
知し、県外・国外はSNSや雑誌などによ
りランナーに的を絞って情報発信を行
い、参加者増加を図る。また、大会関係
者の声を基に改善し、本市の魅力を活か
した大会にしていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 01 03 スポーツ振興課
プロスポーツチーム等連携
プロジェクト事業

企業版ふるさと納税を活用
し、本市をホームタウンと
するプロスポーツチーム等
と連携したまちづくり・ひ
とづくりに資する取組を実
施することで、各チームを
応援する市民の割合を向上
させる。

本市と連携してスポーツを
活かしたまちづくり・ひと
づくりに資する事業を実施
するプロスポーツチーム等
に補助金を交付し取組を支
援する。

一般会計 42,735 0 42,735 9,133 0.2 0.2
各チームが実施するまちづ
くり・ひとづくりに資する
事業への補助金交付件数

４件以上 ２件
ホームタウンチームを応援
している市民の割合

ホームタウンチームが持つ
一体感や共感を創出する力
は、各チームがより多くの
市民に認知され応援されて
いることで、より大きな力
となる。そのため、市民を
対象としたアンケートで
「ホームタウンチームを応
援している人の割合」を成
果指標として設定した。

73.7% 71.6% 71.9% 70.2% Ａ
ホームタウンチームを応援している市民
の割合71.6％は、目標値を下回っている
が、達成度97％であるためＡ評価とし
た。

ホームタウンチームと様々な分野におけ
る地域連携活動に取組むことで、年齢や
性別を超えて幅広く市民の皆さんと接す
る場を創出し、市民一人ひとりがホーム
タウンチームを身近に感じられる機会を
増やし、応援気運、興味関心の向上に繋
げていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 01 03 スポーツ振興課
大学野球オータムフレッ
シュリーグ開催支援事業

野球を通じた交流人口の増
加、参加者・関係者の交流
を促進する。

「大学野球オータムフレッ
シュリーグin静岡」の主催
者である実行委員会に補助
金を交付し開催を支援す
る。

一般会計 2,000 0 2,000 2,000 0.1 0.1
①補助金の交付件数
②市民向け野球教室などの
交流イベント実施件数

①１件
②１件以上

①１件
②２件

①大会に満足した来場者の
割合
②市外からの来場者の割合
③来場者数

野球を通じた交流人口の増
加等を目的とするため、大
会の満足度や来場者数を成
果指標として設定した。

①80％
②56％
③4,500人

①74.2％
②57.2％
③4,036人

①72％
②56％
③4,473人

①71％
②61％
③3,200人

Ａ

大会に満足した来場者の割合及び来場者
数は目標値を下回ったが、市外からの割
合については目標値を上回り、達成度①
93％②102％③90％であるためＡ評価と
した。

アンケート結果では、試合以外のイベン
トに参加していない人の割合が74％もい
た。試合外にも多くのイベントが企画さ
れているため、事前に広く周知すること
で満足度や来場者数の向上に繋げられる
よう、実行委員会と連携を取っていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 02 01 文化政策課
交響楽団を中心とした音楽
あふれるまちづくり事業

　市内で活躍するプロの交
響楽団を活用し、オープン
スペースや学校等でのコン
サートを行い、日常に音楽
のある環境を創出すること
で「まちは劇場」を推進す
る。

市内で活動しているプロの
交響楽団や演奏家を活用し
た、オープンスペースや学
校等でのコンサートの開催

一般会計 30,662 0 30,662 30,267 0.8 0.1 ①委託契約締結件数
②完了報告書確認件数

①３件
②14件

①３件
②14件

まちかどコンサート来場者
数

当該取組はプロの交響楽団
によるオープンスペースや
学校等での演奏を通して日
常的に文化芸術に触れる機
会を創出し、コンサートを
楽しむ意識の醸成や環境の
整備を目的とするものであ
り、取組の中でも最も多く
市民の目に触れる「まちか
どコンサート」の来場者数
を指標として設定した。

4,400人 4,423人 4,089人 3,941人 Ａ

当取組の令和６年度実績は4,423人であ
り、目標を上回る成果となった。これに
より、多くの市民が音楽に触れる機会を
創出し、「まちは劇場」の推進に繋がっ
たと評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
「まちは劇場」の更なる推進に向けて
は、コンサートの種類の多さによる分か
りにくさや客層の偏り、適切な実施回数
の検証が課題となっている。このことか
ら、次年度以降の実施に向けて関係団体
と内容の見直しや協議を進めていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 02 01 文化政策課
こどもミュージカル補助金
交付事業

文化活動への支援を通じ
て、地域や学校・市民の交
流を促進し、文化活動の裾
野を広げ、本市の文化振興
の一助とする。

２年に１度開催される「静
岡市こどもミュージカル」
の主催者である実行委員会
への補助金交付

一般会計 200 0 200 200 0.0 0.1 補助金交付事務 １件 １件
「こどもミュージカル」
①来場者数
②参加者数

当取組は、静岡市の文化振
興の一助として当活動を支
援することで、地域や学
校・市民の交流を促進し、
文化活動の裾野を広げるこ
とを目的としている。この
為、①来場者数と②参加者
数を取組成果とする。２年
に渡る事業である為、準備
年であるR6年度は、①来場
者数の実績はゼロとなる。

①0人
②65人

①0人
②65人

①2100人
②60人

①0人
②60人 Ａ

当取組のR6年度の実績について、公演準
備年のため、①来場者数は実績なしだ
が、②参加者数は微増した。例年より多
くの出演者を受け入れ、市の文化芸術活
動に触れる機会を創出したことを評価
し、「Ａ」とした。

当取組の評価は「Ａ」だが、準備年度に
おいても取組の魅力を発信することがで
きるコンテンツの創出など、再検証する
余地がある。次回の準備年度であるR8年
度に向け、活動内容の見直し及び協議を
進めていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 02 02 文化政策課 清水文化会館管理運営事業

市民に文化活動の場と芸術
文化の鑑賞機会を提供する
ことにより、市民の芸術文
化の向上を図るとともに、
文化を核とした清水都心の
賑わい創出を図る。

ＰＦＩ・指定管理者制度
（利用料金制）による館の
維持管理・運営（設備の維
持管理、利用受付・貸出・
案内・自主事業等）

一般会計 285,329 0 285,329 285,329 1.0 0.0 ①モニタリング実施回数
②通知書送付件数

①３回
②１件

①３回
②１件

①年間来館者数
②ホール・ギャラリー利用
率

施設運営の事業計画におけ
る目標値であり、当館が設
定した来館者及び利用率を
達成することが、指標達成
に寄与するため。

①500,000人
②70％

①375,700人
②76.36％

①412,659人
②74.93%

①245,961人
②74.1％ Ａ

年間来場者数は目標値に達しなかったも
のの、ホール・ギャラリー利用率につい
ては目標値を大幅に上回ったため「Ａ」
とした。

引き続き多彩な芸術文化の鑑賞機会を提
供するとともに、広報等による集客を強
化し、来場数増加及び施設の利用率向上
に努めていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 02 02 文化政策課
静岡市民文化会館再整備事
業

施設及び設備の更新並び
に、静岡都心の芸術文化の
拠点になるとともに、市内
外から多くの人を惹きつ
け、周辺エリアの回遊性を
高め、経済波及効果をもた
らす施設となるよう、再整
備を図る。

静岡市民文化会館再整備事
業の実施

一般会計 124,100 0 124,100 0 2.0 0.0

①工事発注（実勢設計・工
事監理含む）の公告及び契
約締結
②次期指定管理者の募集・
審査・選定

①工事発注
（実勢設計・
工事監理含
む）の公告及
び契約締結
②次期指定管
理者の募集・
審査・選定

①0%
②0%

事業（設計・施工）進捗率

当取組は市民の文化活動の
拠点を再整備（改修）する
目的で実施され、誰もが心
豊かに暮らせるまちの実現
を目指すものであるが、複
数年に渡る工事期間が必要
であり、効果の発現までに
時間を要することから当該
事業（設計・施工）の進捗
率を成果指標として設定し
た。

5%（契約締
結、諸条件整
理、実施設計
着手）

0.0% 実績値なし 実績値なし ―
R7.2月に入札を行ったが不調となり事業
の見直し（発注方式や改修工事の内容）
を、評価することができない。

まずは、実施設計と施工を分離して発注
することとする。
改修内容に関しては、①最低限必要な安
全性と快適性を確保すること②再開館後
も施設サービスを維持すること③予算の
範囲は前回発注予算の約１６１億円の範
囲で行うこと④再開館時期を遅らせない
ことを方針に掲げ、改修内容を見直すこ
ととした。なお、実施設計はR７年度早
期に発注を目指す。

0302_【総合政策局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 02 03 社会共有資産利活用推進課 【再掲】アリーナ整備事業

まちの魅力を高め、交流人
口の増加や地域経済の活性
化が期待される、最高峰の
プロスポーツや大規模コン
サートが開催可能なアリー
ナの実現を目指す。

東静岡駅北口市有地への多
目的アリーナの整備

一般会計 31,000 0 31,000 26,629 2.5 0.0 アリーナ整備事業の進捗状
況

基本計画策定
完了

基本計画策定
完了

アリーナ整備事業の各年度
の進捗目標

当取組はアリーナの整備に
より、まちの魅力の向上を
目指すものであるが、令和
12年度までを整備期間とす
る事業であることから、各
年度の進捗を成果指標とし
て設定した。

基本計画の策
定完了

基本計画の策
定完了

関連調査の実
施完了

誘致方針の策
定完了 Ａ 予定どおり令和７年１月に基本計画を策

定し、事業進捗は順調であるため。

令和７年度は実施方針、要求水準書の作
成などを行い、事業者公募、選定を行
う。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 02 03 文化政策課 A級順位戦最終局実施事業

徳川家康公とゆかりの深い
将棋を通じて、静岡市と家
康公の繋がりを全国に向け
て発信するとともに、静岡
市における将棋文化の振興
と地域活性化を図る。

「Ａ級順位戦最終局」およ
び大盤解説会等の関連事業
を開催する。

一般会計 8,600 0 8,600 8,593 0.5 0.0 負担金交付事務 １件 １件
①応募者数
②来場者満足度

当取組は本市の魅力として
将棋文化を市内外に発信す
ることを目的するものであ
り、本市の将棋文化の振興
と将棋を通じた誘客を目指
すものであることから、将
棋に親しんだ来場者の割合
等を成果指標として設定し
た。

①1,250人
②82％

①1,094人
②73.7％

①1,470人
②85％

①1,316人
②79% Ｂ

設定した定員に対して、大盤解説会の応
募者数が伸びず、目標値には達成しな
かったため評価は「Ｂ」とした。

市外からの来場者が7割を超える事業で
あるため、情報発信を強化するととも
に、開催を通じた観光誘客に繋がる取組
を実施していく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 02 03 文化政策課
「まちは劇場」プロモー
ション事業

Webサイトを中心に「まちは
劇場」の目指す姿を発信
し、市民、国内外からの来
訪者、アーティストなど多
様なユーザーのニーズに応
え、共感、共創を生み出す
ことで、「選ばれる都市」
になるためのプロモーショ
ンを実施する。

WebサイトやSNSを通じて
「まちは劇場」の魅力を国
内外へ発信する。

一般会計 6,000 0 6,000 3,923 0.7 0.0
①委託契約締結件数
②完了報告書確認件数
③年間SNS更新回数

①１件
②１件
③300回

①１件
②１件
③497回

①まちは劇場WEBサイト年間
訪問数、エンゲージメント
率
②Xのエンゲージメント率

※エンゲージメントとは、
共感を得た行動

①市民・表現者・専門家に
とって、本市の取組を伝える
プラットフォームであり、
ページビュー数とエンゲージ
メント率でどれだけ共感を生
み出せているかユーザーに活
用されているかを測る指標で
ある。
②ユーザーの興味に沿って発
信できていることはエンゲー
ジメント率で確認することが
できる。コンテンツを成長さ
せるために必要なエンゲージ
メント率は１～３％であるこ
とから、発信コンテンツの内
容を見直して達成したい。R7
年度2.75％達成を目標とす
る。（R8年度３％達成を見込
む）

①130,000
60%
②2.5％以上

①165,801
64.56％
②2.66%

①121,292
59.99％
②2.36%

①162,393
35.16％
②実績値なし

Ａ

当取組の令和６年度実績は、２つの指標
の目標値を上回る成果となった。これに
より、多くの市民が「まちは劇場」が提
供するコンテンツを認知し、共感を得る
機会の創出につながったと評価できるた
め、評価結果を「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
「まちは劇場」の更なる推進に向けて
は、ホームページの内製化によるコスト
削減と「まち劇レポート」など更新頻度
の高いコンテンツによるエンゲージメン
ト向上の両輪で改善をしていくことで、
まちは劇場の取組への共感・共創を支え
るプラットフォームの形成を図る。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 02 03 文化政策課 静岡まつり事業

本市の歴史文化の紹介を通
じて、魅力を広く市内外に
向けて情報発信することで
まちの賑わいを創出し本市
を訪れる観光客の増加を図
る。

毎年４月に開催される「静
岡まつり」の主催者である
実行委員会への補助金交付

一般会計 79,234 0 79,234 79,234 1.4 0.1

①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（老中・評
定合議への参加）

①１件
②24回

①１件
②24回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（主催者調査）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

①900,000人
②25％

①960,000人
②25％

①930,000人
②25％

①580,000人
②実績値なし Ａ

設定目標を達成しており、開催によりま
ちの賑わいが創出され、本市の魅力を発
信することができたため、評価を「Ａ]
とした。

廿日会祭と一体的に運営し、歴史文化の
まちづくりによる賑わいづくりに向け、
静岡まつり実行委員会を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 02 03 文化政策課 おねり保存事業

本市の伝統行事であるおね
りの実施とその継承、保存
及び振興を図ることで賑わ
いを創出し、本市を訪れる
観光客の増加を図る。

毎年４月頃に実施する「お
ねり」の主催者である振興
会への補助金交付

一般会計 12,330 0 12,330 12,330 0.1 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は、本市の伝統行事
であるおねりを実施し、歴
史文化の発信と観光客の増
加を目指すものである。指
標は、観光誘致を目的とす
るため、来場者数とした。

120,000人  60,000人 120,000人 実績値なし Ｂ
天候など外的要因によって来場者数が目
標に達しなかったため、評価を「Ｂ」と
した。

静岡まつりと一体的に運営し、おねりの
継承、保存及び振興に向け、駿府踟振興
会を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 02 03 文化政策課
シズオカ×カンヌウィーク
事業

姉妹都市カンヌ市で開催さ
れるカンヌ国際映画祭に合
わせて開催するシズカン
ウィーク等の実施により、
観光交流人口の拡大及び本
市のＰＲにつなげ、「まち
は劇場」の推進を図る。

主催者である実行委員会へ
の補助金交付

一般会計 4,700 0 4,700 4,700 0.2 0.2 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は姉妹都市カンヌ市
と連携し、映画文化を通じ
て本市の魅力を国内外に発
信することで、本市への観
光誘客を目的としているこ
とから、来場者数を成果指
標として設定した。

58,000人 63,000人 48,000人 65,000人 Ａ
目標を上回る来場者があり、まちの賑わ
いを創出することができたため評価を
「Ａ」とした。

姉妹都市カンヌ市と連携し、国際的に事
業PRするなど、交流人口の拡大に向け、
静岡×カンヌ×映画プロジェクト実行委
員会を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 02 03 文化政策課
静岡県高等学校
応援団フェスティバル事業

応援団等の活動を披露する
場を提供する事業を支援す
ることにより、市内外から
の参加者及び関係者の交流
を促進し、並びに観覧のた
めに本市を訪れる観光客の
増加を図る。

毎年６月に開催される「静
岡県高等学校応援団フェス
ティバル」の主催者である
実行委員会への補助金交付

一般会計 3,000 0 3,000 2,000 0.2 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

3,700人 3,000人 3,500人 3,000人 Ａ
実績値は目標を下回ったが、開催により
本市の魅力を発信することができたた
め、評価を「Ａ」とした。

事業PRを強化し、全国大会を推進するな
ど、各地からの誘客に向け、静岡県高等
学校応援団フェスティバル実行委員会を
支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 02 03 文化政策課 安倍川花火大会事業

本市の魅力を市内外に向け
て情報発信するとともに、
本市を訪れる観光客の増加
を図る。

毎年７月最終土曜日に開催
される「安倍川花火大会」
の主催者である大会本部へ
の補助金交付

一般会計 53,758 0 53,758 53,758 0.8 0.0
①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（定例役員会への参加）

①１件
②24回

①１件
②24回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（ビックデータ調査）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

①600,000人
②16％

①570,000人
②20.4％

①550,000人
②21.6％

①350,000人
②15.9％ Ａ

来場者数は目標を下回ったが、市外から
の来場者割合は目標を越え、本市の魅力
を発信できたため、評価を「Ａ」とし
た。

大会趣旨の理解を広めるなど、企業・団
体などの参画機会の創出に向け、安倍川
花火大会本部を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 02 03 文化政策課 清水みなと祭り事業

清水を代表する祭りであ
り、総おどりや花火大会な
どのイベントを行うことで
賑わいを創出し、本市を訪
れる観光客の増加を図る。

毎年８月頃に開催される
「清水みなと祭り」の主催
者である実行委員会への補
助金交付

一般会計 78,081 0 78,081 75,109 1.7 0.0

①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（委員長会、実行委員会
への参加）

①１件
②16回

①１件
②16回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（ビックデータ調査）
③学生実行委員の数

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。
また、祭りを持続的なもの
にするために若者の祭りへ
の参加を目指すことから、
学生実行委員の数を成果指
標として設定した。

①400,000人
②15％
③40人

①410,000人
②16.0％
③25人

①440,000人
②16.3％
③5人

①330,000人
②17.1％
③0人

Ａ
概ね目標を達成しており、開催によりま
ちの賑わいが創出され、本市の魅力を発
信することができたため、評価を「Ａ」
とした。

市民総参加の幅広い世代の市民が運営に
関わり参画できる祭りを目指す清水みな
と祭り実行委員会を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 02 03 文化政策課 駿府城夏まつり事業

若い世代に静岡で過ごす夏
の豊かさを実感してもらう
ことで、若年層の人口流出
の防止、シビックプライド
の醸成、交流人口の増加を
図る

８月頃に開催される「駿府
城夏まつり」の主催者であ
る実行委員会への負担金交
付

一般会計 50,000 0 50,000 50,000 0.6 0.0 負担金交付事務 １件 １件

①来場者数
（主催者発表数）
②若者世代の来場者数
（10～30代）
③学生実行委員の参加者数

当取組は市内外の若者世代
に余暇を楽しみながら本市
の魅力を感じてもらい、若
年層の人口流出の防止を目
的とし、若者が主体的に地
域と関わるまつりの開催を
通じて、本市への若者の来
訪促進を目指すものである
ことから、学生実行委員の
参加者数等を成果指標とし
て設定した。

①200,000人
②40％
③30人

①206,000人
②47％
③56人

①195,000人
②40.6％
③0人

①100,000人
②実績値なし
③0人

Ａ

目標と同等の若年層の来場があり、また
初回の取組である学生実行委員に多くの
若者が参加し、本市の魅力を広く発信す
ることができたため、評価を「Ａ」とし
た。

開催時期について、猛暑下による熱中症
のリスクを鑑み、開催時期・時間につい
て検討するとともに、若者も親しみやす
い静岡のお祭り・文化を取り入れ、市民
や若者と一緒につくるまつりとなるよ
う、企画をしていく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 02 03 文化政策課 大道芸ワールドカップ事業

大道芸を中心としたパ
フォーミングアーツの演出
により、本市の文化的な魅
力を増進させ、国内外に向
けて発信することで賑わい
を創出し、本市を訪れる観
光客の増加を図る。

毎年11月頃に開催される
「大道芸ワールドカップin
静岡」の主催者である実行
委員会への補助金交付

一般会計 106,626 0 106,626 70,000 1.0 0.1

①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（FD会議、全体会議への
出席）

①１件
②14回

①１件
②14回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（主催者調査）

当取組は大道芸を通じて、
本市の魅力を国内並びに海
外へ発信することで、賑わ
いを創出し、本市を訪れる
観光客の増加を目指すもの
であることから、来場者数
等を成果指標として設定し
た。

①1,100,000
人
②30％

①837,000人
②40.3％

②1,180,000
人
②44％

①690,000人
②36％ Ｂ

天候など外的要因により全体の来場者数
は伸びなかったが、晴天であった２日間
で約70万人の来場が確認されるなど、開
催によりまちの賑わいが創出され、本市
の魅力を発信できたため、評価を「Ｂ」
とした。

組織体制の改善をするなど、持続的な事
業運営及び自主財源確保に向け、大道芸
ワールドカップ実行委員会を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 02 03 文化政策課
富士山コスプレ世界大会事
業

コスチューム・プレイ（漫
画及びアニメの登場人物等
の扮装をして楽しむことを
いう。）の催事を通じて交
流の促進及びにぎわいを創
出し、「まちは劇場」の推
進を図る。

①毎年11月頃に開催される
「富士山コスプレ世界大
会」の主催者である実行委
員会への補助金交付
②同事業実行委員会への出
席

一般会計 5,000 0 5,000 5,000 0.2 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数（コスプレイ
ヤー、一般観覧者合計）

当取組は、コスプレを通じ
て本市の魅力を国内並びに
海外へ発信し、観光客の増
加を目指すものである。
一般来場者に加え、全国か
らコスプレを行うレイヤー
が多く募るイベントである
ため、指標は来場者とコス
プレイヤーを合わせたもの
とした。

35,000人 35,250人 34,000人 32,800人 Ａ
目標を達成しており、開催によりまちの
賑わいが創出され、本市の魅力を発信で
きたため、評価を「Ａ」とした。

県外へのPRを強化し、交流人口の拡大に
向け、富士山コスプレ世界大会実行委員
会を支援していく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 02 03 文化政策課 静岡おでん祭事業

本市を代表する食べ物のひ
とつであるおでんに関する
情報を広く市内外に発信
し、本市を訪れる観光客の
増加を図る。

毎年３月に開催される「静
岡おでん祭」の主催者であ
る実行委員会への補助金交
付

一般会計 4,000 0 4,000 4,000 0.2 0.0 補助金交付事 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

240,000人 320,000人 320,000人 180,000人 Ｓ
天候に恵まれ、コロナ禍前を上回る来場
者があり、静岡おでんが多くの人に食さ
れ、まちの賑わいを創出することができ
たため評価を「Ｓ」とした。

食文化である静岡おでんを観光資源とし
て活用するため、市外へのプロモーショ
ンへの協力を通じて、静岡おでん祭実行
委員会を支援する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 03 01 歴史文化課
史跡片山廃寺跡整備活用事
業

史跡指定地の公有地化をす
ることにより、史跡の保存
と史跡公園の整備・活用を
図る。

史跡指定地の購入と史跡整
備及び公開・活用

一般会計 78,319 0 78,319 77,833 0.6 0.2
①用地買収の契約件数

②整備委員会の開催

①１件

②１回

①１件

②１回
史跡の公有地化率

史跡の保存整備を目指すこ
とから、史跡内用地買上げ
達成による公有地化率を成
果指標として設定した。

41.5% 41.5% 40.4% 39.8% Ａ

取組の令和６年度実績は用地購入１件
118㎡であり、目標どおりであった。こ
れにより史跡保存のための公有地化が進
んだと評価できることから、評価結果を
Aとした。

当取組の評価結果はAであったが、史跡
指定地は小さく分筆され地権者が多くい
るため、地道に各地権者と交渉を続けて
史跡の確実な保存と整備のための公有地
化を進める。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 03 01 歴史文化課
史跡小島陣屋跡の整備・活
用事業

御殿書院と石垣が残る陣屋
を整備することで、史跡の
保存と史跡公園として活用
を図る。

御殿書院の移築復原工事と
史跡整備工事、便益施設設
置工事の実施、史跡小島陣
屋跡の管理運営と公開・活
用

一般会計 282,650 48,757 331,407 318,258 0.7 0.3

①急傾斜地対策工事の進
ちょく
②御殿書院工事の実施
③史跡・御殿書院における
イベントの実施回数

①50％
②完了
③２回

①50％
②完了
③２回

①整備事業全体の進ちょく
率

②イベントの参加者数

史跡の整備活用を目指すこ
とから、整備工事の完成ま
での進ちょく率と史跡を活
用したイベントの参加者数
を成果指標とした。

①50%

②700人

①50%

②820人

①30%

②実績値なし

①10%

②実績値なし
Ａ

令和６年度までの工事完了は整備全体の
約50％であった。2回実施したイベント
の参加者数は目標をやや上回り、整備と
活用が順調と評価できることから評価結
果をAとした。

整備途中に発生した令和４年台風15号に
よる土砂崩れの斜面工事が残り１年ある
ため、令和７年に完了し、次年度以降も
確実に整備工事と活用の両方を進める。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 03 01 歴史文化課

　文化財の調査、保全及び
活用事業
(3)文化財保全・活用
（静岡浅間神社の保存修理
事業に対する補助金の交
付）

　静岡浅間神社の重要文化
財建造物を将来に渡り守る
ため、適正に保存する。

　外部塗装の傷み等が進ん
でいる重要文化財の社殿群
の修理に対し、補助金を交
付する。
令和６年度は南回廊及び拝
殿の修理を行う。

一般会計 30,000 0 30,000 30,000 0.3 0.0 　文化財補助金交付（＝修
理の年度事業完了）

①工程会議支
援12回
②３月交付確
定

①工程会議支
援12回
②３月交付確
定

①補助金交付決定から確定
までの進捗管理

②特別公開事業の実施

補助金により実施した文化
財保存修理の完了部分等を
広く一般公開し、対象文化
財の適切な保存と活用が行
われていることを確認する
機会となるため、成果指標
として設定した。

①100％

②３回

①100％

②３回

①100％

②３回

①100％

②３回
Ａ 予定の事業について実施の支援が完了し

たため。

事業の進捗に伴い計画が変更される可能
性が高くなるが、文化財所有者・県・文
化庁の調整を遅滞なく対処する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 03 01 歴史文化課

文化財の調査、保全及び活
用事業
(3)文化財保全・活用
（久能山東照宮の表参道の
史跡整備事業に対する補助
金の交付）

史跡久能山を将来に渡り守
るため、適正に保存する。

崩壊、孕み、経年劣化が進
んでいる参道・石垣・建造
物の修理に対し、補助金を
交付する。
令和６年度は、危険木伐
採、表参道修理調査、防災
設備修理

一般会計 23,108 0 23,108 22,907 0.3 0.0 　文化財補助金交付（＝修
理の年度事業完了）

①工程会議支
援：工事開始
後毎月
②３月交付確
定

①工程会議支
援：工事開始
後毎月
②３月交付確
定

①補助金交付決定から確定
までの進捗管理

②特別公開事業の実施

補助金により実施した文化
財保存修理の完了部分等を
広く一般公開し、対象文化
財の適切な保存と活用が行
われていることを確認する
機会となるため、成果指標
として設定した。

①100％

②１回

①100％

②１回

①100％

②１回

①100％

②１回 Ａ 予定の事業について実施の支援が完了し
たため。

事業の進捗に伴い計画が変更される可能
性が高くなるが、文化財所有者・県・文
化庁の調整を遅滞なく対処する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 03 01 歴史文化課

文化財の調査、保全及び活
用事業
(3)文化財保全・活用
（旧マッケンジー住宅の耐
震補強工事及び民間活用事
業）

旧マッケンジー住宅の保存
と活用を図るとともに、地
域経済の活性化に寄与する
ため、住宅と周辺市有地を
民間業者に一体で貸付け
る。

①旧マッケンジー住宅の修
繕工事
②施設公開
③民間業者との貸付にかか
る契約締結

一般会計 180,600 0 180,600 131,835 1.0 0.0
①修繕工事の完了

②施設公開の実施回数

①100%

②１回

①100%

②１回
見学人数

旧マッケンジー住宅の保存
と活用及び地域経済の活性
化を図るための取組みであ
り、再整備の状況を公開す
ることが当文化財の価値の
発信につながるため当指標
を設定した。

100人 80人 39人 実績値なし Ｂ
修繕工事を令和６年度に完了したが、工
事中の公開事業として、見学者目標100
名の参加を見込んでいたが80人であった
ため評価結果を「B」とした。

令和７年度は、住宅及び周辺市有地を貸
し付ける業者との契約の締結及び業者に
よる事業施設の本工事が行われる。新施
設オープン後の具体的な活用取組などの
詳細を具体的にするための協議を行って
いく。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 03 01 歴史文化課
庶務事務
（文化財資料館
建物解体事業）

用途を終えた旧文化財資料
館建物を除却する

文化財資料館の閉館に伴う
建物の解体の実施

一般会計 23,400 0 23,400 935 1.0 0.0 解体工事実施 解体工事着手 解体工事着手 工事進捗率

本取組は不用建物の除却を
目的としており、令和６～
７年度で実施することから
解体工事の進捗率を指標と
した

3％（水中ポ
ンプ電気切回
し工事及び解
体工事の着
手）

3％（水中ポ
ンプ電気切回
し工事及び解
体工事の着
手）

実績値なし 実績値なし Ａ 予定通り工事着手ができたため、評価結
果をAとした。

工事委嘱により行われる工事であり進捗
状況を委嘱先担当課と共有しながら工事
完了を遅滞なく対処する。

0901_【観光交流文化局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 03 02 歴史文化課
史跡賤機山古墳修繕・整備
活用事業

史跡賤機山古墳の石室の割
れの修復、雨水浸入対策を
することにより、古墳の保
存と見学等活用の回復を図
る。

国指定史跡賤機山古墳の保
存活用を図るための修復工
事実施

一般会計 363 0 363 103 0.3 0.0

①保存活用計画策定懇話会
開催

②文化庁協議

①１回

②１回

①１回

②１回

①保存活用計画の策定進
ちょく率

②古墳見学学校・団体数

古墳を完全に保存見学がで
きるよう修復を進めるた
め、保存活用計画策定の進
ちょく率と見学学校（団
体）数を成果指標とした。

①50%

②45校・団体

①50%

②44校・団体

①50%

②51校・団体

①実績値なし

②41校・団体
Ａ

取組の令和６～7年度に策定する計画の
ほぼ半分を作成した。見学学校数は目標
とほぼ同数の受け入れを行ったことか
ら、評価結果をAとした。

計画は懇話会の意見を収集し職員が作成
作業をするため、引き続き令和７年度に
作業完了をして修復整備につなげる。

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 04 02 生涯学習推進課
静岡シチズンカレッジこ・
こ・に推進事業

庁内各課で実施する人材養
成事業を束ね、共通の方針
や仕組みを整備すること
で、一体的に市民と行政と
の協働によるまちづくりを
担うシチズンシップに富ん
だ人材を養成する。

①市民向けの事業周知
②全市一体的に人材養成事
業を進めるため、こ・こ・
に関係課で構成するシチズ
ンシップ部会で連携を強化
③修了生の活動支援

一般会計 2,877 0 2,877 2,283 0.6 0.0
①市民向けの事業周知に利
用した手法数
②修了者数

①10手法
②557人

①８手法
②649人

こ・こ・に登載講座を受講
した人のうち、シチズン
シップ（公共意識）が身に
ついた人の割合

当取組はまちづくりを担う
人材の養成を目的とするも
のであり、市民がシチズン
シップを身に付けることを
目指すものであることか
ら、修了アンケートにて地
域や社会のために活動した
いと答えた人（シチズン
シップが身についた人）の
割合を成果指標として設定
した。

98.3% 98.0% 98.2% 97.0% Ａ

当取組の令和６年度実績は概ね目標どお
りの成果となった。これにより、まちづ
くりを担う人材を養成することができた
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
まちづくりを担う人材養成の更なる推進
に向けては、実際に地域や社会で活躍す
る人材を養成できる講座水準としていく
ことが課題となっている。このことか
ら、地域や社会で活躍するために求めら
れる能力や技術を習得できる講座へと見
直しを行い、高度専門人材を養成する講
座の充実を図っていく。

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 04 03 市民自治推進課 市民活動センター運営事業

市民活動に関する交流機会
の創出及び団体運営の支援
により、市民活動の促進を
図る。

市民活動の中間支援を目的
とした施設である市民活動
センター（番町及び清水）
を運営する。

一般会計 65,674 0 65,674 64,006 0.4 0.0
市民活動センターが主催す
る、啓発講座及び人材・団
体講座の開催回数

14回 14回 Ａ

当取組の令和６年度実績は51団体であ
り、目標である47団体を上回る成果と
なった。
これは、市民活動センターによる市民活
動を行いたい市民へのきっかけづくりや
市民活動団体の立ち上げ支援等を通じ
て、活動する団体が増加したためであ
る。これにより、市民活動の促進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
市民活動が多様化している傾向を踏ま
え、市民活動センターと連携し、個々の
市民活動に応じた多角的な支援を実施す
る。

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 04 03 市民自治推進課 協働パイロット事業

市と市民活動団体の協働を
促進することによって、社
会的課題の効果的な解決を
図る。

社会的課題を解決するため
に市と協働して実施したい
と考えている事業につい
て、市民活動団体から市に
対して提案を行い、審査の
結果採択された事業を提案
団体に業務委託して実施す
る。

一般会計 2,457 0 2,457 2,058 0.4 0.0 協働パイロット事業への応
募数

12件 15件 Ａ

当取組の令和６年度実績は276件であ
り、目標である280件を下回る成果と
なったが、目標達成率は98%を超えてい
ることから、評価結果は「Ａ」とした。
加えて、当取組の成果を踏まえて令和６
年度から本格実施に移行した事業がある
等、協働促進という観点で十分な効果が
得られた。

当取組の評価結果は「Ａ」であったこと
から、当取組や職員向けの研修等を通じ
て、引き続き行政も含めた多様な主体と
市民活動団体との協働を推進していく。

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 04 03 市民自治推進課 集会所建設費補助事業
住民自治を振興し、地域住
民の連帯意識の向上に寄与
する。

自治会、町内会その他の地
縁による団体が単独で、又
は共同して行う集会所の新
築等に要する経費の一部を
補助する。

一般会計 121,000 0 121,000 119,632 1.0 0.0 補助事業の実施 実施 実施
集会所の新築、全部改築、
増築、購入に係る補助金申
請対応率

当取組は地域住民の連帯意
識の向上を目的に、集会所
の新築等をを支援するもの
であるが、基盤整備に係る
取組のため、各補助事業の
完了から効果の発現までに
時間を要することから当該
年度における自治会等から
の申請への対応率を成果指
標として設定した。

100% 100% 100% 100% Ａ
当取組の令和６年度実績は100%であり、
目標を達成した。これにより自治会等の
基盤整備を着実に推進したと評価できる
ことから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
築30年超の老朽化した集会所が数多くあ
り、今後も補助金の要望が増加すること
が予想される。限られた財源の中で効果
的に整備を進められるよう、自治会等か
らの建替や修繕等の相談に際し、空き家
の活用等、負担軽減の観点からも助言等
を行いながら補助事業を運用していく。

①市民活動センターにおけ
る新規登録団体数
②市民活動団体と市との協
働事業数

当取組は市民活動の促進及
び市民活動による新たな価
値の創出を目的とし、市民
活動団体の立ち上げ支援、
運営基盤強化や多様な主体
との協働の促進を目指すも
のであることから、左記を
成果指標として設定した。
なお、当該指標は第４次市
民活動促進基本計画でも指
標として採用しているが、
目標値はそれぞれ①33団
体、②269団体としている。
当該計画上の目標値は過年
度の実績から既に達成して
いることから、令和４年度
と令和５年度の平均値であ
る①47団体、②280件として
設定した。

①47団体
②280件

①51団体
②276件

①52団体
②282件

①42団体
②277件
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

課題と解決方針評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

会計年度
任用職員等

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 04 03 男女共同参画・人権政策課
女性会館(アイセル21)消防
設備・空調設備修繕事業

機能低下が著しい設備を改
修し、長寿命化を図ること
により、利用者が快適に活
動できるよう整備する。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく女性会館（アイ
セル21）の消防設備・空調
設備の修繕

一般会計 35,700 0 35,700 33,302 0.1 0.0 消防設備・空調設備修繕の
完了

完了 完了 修繕の進捗

当取組は女性をとりまく諸
問題の解決に取組む市民グ
ループの活動を支援するこ
とを目的とするものである
が、事業の完了から効果の
発現までに時間を要するこ
とから、修繕業務の進捗率
を成果指標として設定し
た。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は100％であ
り、当取組による成果は十分に得られて
いると評価したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
施設全体の長寿命化に向けては、大規模
改修の必要性が引き続きある。このこと
から、大規模改修事業の計画を確実に実
施していく。

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 03 生涯学習推進課
高部生涯学習交流館建設事
業

老朽化が著しく、耐震性能
が低下している現施設につ
いて、市民が安全・安心し
て、生涯学習活動やまちづ
くり活動に利用できるよ
う、建替えを行う。

高部生涯学習交流館の建替
工事

一般会計 0 0 0 0 1.5 0.0 設計業務委託の発注・契約 完了 完了
設計業務（発注・契約）の
進捗

当取組は市民の生涯学習の
支援を目的とするものであ
るが、事業の完了から効果
の発現までに時間を要する
ことから、設計業務(発注・
契約）の進捗を成果指標と
して設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は100％であ
り、当取組による成果は十分に得られて
いると評価したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
建設予定地については、公園、調整池と
一体的な利用が可能になるよう、地域住
民や庁内関係課との連携が重要であり、
引き続き、各関係者との調整を継続的に
実施し、事業を円滑に進めていく。

0503_【市民局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 03 生涯学習推進課
葵生涯学習センター空調設
備修繕事業

機能低下が著しい設備機器
を改修し、長寿命化を図る
ことにより、市民が快適に
活動できるよう整備する。

葵生涯学習センターにおけ
る空調設備の修繕

一般会計 31,500 0 31,500 29,398 0.7 0.5 空調設備修繕の完了 完了 完了 修繕の進捗

当取組は市民の生涯学習の
支援を目的とするものであ
るが、事業の完了から効果
の発現までに時間を要する
ことから、修繕の進捗率を
成果指標として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は100％であ
り、当取組による成果は十分に得られて
いると評価したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
施設全体の長寿命化に向けては、大規模
改修の必要性が引き続きある。このこと
から、大規模改修事業の計画を確実に実
施していく。

1902_【教育局・⑤文化・スポーツ分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 03 中央図書館 電子図書館事業

誰もが情報を入手しやす
く、市民の暮らしや仕事、
まちづくりに役立つ図書館
の実現を図る。

電子図書館の運営 一般会計 9,656 0 9,656 9,655 1.0 0.0 電子書籍所蔵数 2,350点 2,782点
電子図書館に関する利用者
満足度

当取組は、誰もが情報を入
手しやすく、市民の暮らし
等に役立つ図書館の実現を
目的とするものであり、時
間的・地理的な理由で図書
館を利用していない市民へ
のサービス拡大を目指すも
のであることから、アン
ケートによる電子図書館利
用者の満足度を成果指標と
して設定した。

55.0% 51.23% 50.96% 実績値なし Ａ

アンケートに「普通」を除く「やや満
足」「大変満足」と回答した利用者の令
和５年度１ヶ月の実績は50.96％であ
り、令和６年度目標を５％アップの55％
としたところ、令和６年度実績は51.23%
となり、概ね目標を達成したことから評
価結果を「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
今後も利用者増を図り、利用者満足度を
高めていく必要がある。このため、アン
ケートにより利用状況を把握し、魅力的
な電子図書館ページの作成やコンテンツ
の充実に繋げていく。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

0201_【総務局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 広報課
魅力ある地域資源の情報整
理・発信事業

静岡市の魅力ある地域資源
の認知度向上

テレビ番組「静岡市歴史め
ぐりまち噺し」の制作・地
上波テレビ放映とインター
ネット配信

一般会計 31,087 0 31,087 31,087 0.3 0.0 ①制作･放映話数
②英語版制作･配信話数

①48話
②15話

①48話
②15話

テレビ平均視聴率

どれだけの方々に静岡市の
魅力ある地域資源を認知い
ただくきっかけとなったか
を測る指標として設定

5.5% 5.5% 5.3% 5.9% Ａ
実績値は目標と同値であった。これによ
り、多くの方に静岡市の魅力ある地域資
源を認知いただけていると評価し、Ａと
評価した。

より多くの方に静岡市の魅力ある地域資
源を知っていただくために、テレビ番組
「静岡市歴史めぐりまち噺し」のイン
ターネット配信を継続する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 01 観光政策課
夜間景観整備事業
（駿府城公園エリア）

　観光客の滞在時間延伸を
図るため、夜間景観整備計
画に基づき、魅力ある夜間
景観の整備を進める。

　駿府城公園エリアにおけ
る、魅力的な夜間景観を創
出するための景観照明の整
備

一般会計 98,500 0 98,500 72,873 0.3 0.0

①坤櫓夜間景観照明設置工
事
②天守台野外展示施設夜間
景観照明基本設計

①１件
②１件

①１件
②１件

駿府城公園エリア夜間景観
整備（①巽櫓②坤櫓③天守
台野外展示）における事業
の進捗率

当事業は、令和８年度まで
を整備期間とする主に３か
所の夜間景観照明設置工事
であるため、取組全体の
（設計・工事等）の進捗率
を指標として設定した。

70%

70%
※坤櫓照明設
置、天守台野
外展示照明基
本設計

40%
※坤櫓照明設
計

30%
※巽櫓照明設
置

Ａ
坤櫓照明設置工事及び天守台野外展示照
明基本設計を計画どおり完成させたた
め。

整備した施設を観光の滞在時間の延伸や
宿泊客数の増加につなげるため、設置し
た照明設備の夜間観光コンテンツ利用に
ついて、今まで以上に積極的な情報発信
を行い、ナイトツーリズム推進事業と連
携して宿泊客数の増加を図る。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 01 観光政策課 ナイトツーリズム推進事業

夜景景観を含む夜の楽しみ
方を創出・発信し、観光客
の市内滞在時間の延伸及び
宿泊増加を図り、観光消費
の拡大につなげる。

日本平からの夜景を軸とし
た夜の楽しみ方の創出・発
信

一般会計 9,300 0 9,300 6,313 0.5 0.0

①夜景観光HPを活用したプ
ロモーション
②日本平山頂での共同イベ
ント実施
③夜景ツアー商品の実証運
行

①１件
②２件
③１件

①１件
②２件
③１件

①夜景観光HPの閲覧数
②日本平夜市の平均来場者
数

宿泊客の増加を目的として
いることから、静岡市の夜
間観光への関心と実際のイ
ベント来場者数をそれぞれ
指標とした。

①
205,000回
②
8,500人/回

①
226,792回
②
7,291人/回

①
186,167回
②
8,250人/回

①
151,039回
②
6,350人/回

Ｂ

目標値に対する実績において、夜景観光
HPの閲覧数は約111％であった。一方
で、日本平夜市との連携イベント２件の
実施と無料シャトルバスの運行を行った
が、日本平夜市の平均来場者数は約86％
にとどまったため。

本市は、宿泊客数の割合が全国平均より
低いため、引き続き、本市の夜景認知度
の向上に向け取り組み、夜の観光目的を
増加させることで滞在時間の延長を促
し、宿泊客増加につなげる。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 01 観光政策課 感動体験のまち創造事業

魅力的な観光コンテンツの
充実により本市のブランド
イメージを確立し、観光客
数や消費単価の拡大につな
げる。

市内事業者のコンテンツづ
くりを専門家とともに支援
し、販売促進に向けたプロ
モーションを行う。

一般会計 66,000 0 66,000 57,994 0.2 0.0 開発したコンテンツ数 10件 12件
１人あたり観光消費額のう
ち「入館・体験料」（①宿
泊客、②日帰り客）

体験型消費が増加している
かを確認するため、入館・
体験料に係る１人あたり消
費額を指標として設定し
た。

①1,122円
②　324円

①1,007円
②　287円

①1,077円
②　290円

①1,078円
②　406円 Ｂ 宿泊客、日帰り客ともに目標値に対し

て、約８９％の実績となったため。

令和６年度は、事業者の多くは観光コン
テンツの開発に留まり、販売が拡大する
段階に至っていないため、令和７年度以
降は販売促進の取組を強化する。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　観光消費額単価
　日帰り客４，６３４円、宿泊客２８，４４９円（Ｒ４．４～９現状値：日帰り客４，４１３円、宿泊客
２７，０９４円）

　５４．０％（Ｒ３．１０～Ｒ４．９現状値：５２．３％）　来訪者の満足度

【⑥観光・交流分野】

　国内外の多くの人々を惹きつけ、多彩な交流を通じた賑わいが創出されるまちを実現します

　 　

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　観光交流客数 　２７，７８８，０００人（Ｒ３現状値：１５，２７７，８５２人）

政策 施策

　01　国内外に誇れる地域資源を活かした観光を推進します 　01　世界に認められた地域資源の磨き上げ

　02　模型の世界首都・静岡を活かした魅力づくり

　03　多彩な歴史文化に触れ親しむ観光振興

　04　お茶・マグロ・しずまえブランドなどの食の磨き上げ

　05　オクシズの魅力を活かす交流促進

　06　スポーツを活かした交流促進

　02　静岡の魅力を伝え、国内外からの誘客と活発な交流を推進します 　01　静岡市ならではの資源を活用したシティプロモーション

　02　社会情勢の変化に対応した誘客促進

　03　海外との多彩な交流

　03　来訪者にやさしく、再訪を促す受入態勢づくりを推進します 　01　来訪者が快適・安全に楽しむための受入環境の充実

　02　来訪者へのおもてなしの向上と周遊を促す取組の促進

　04　まちなか(都心・副都心)から広がるまちの賑わいづくりを推進します 　01　静岡都心を中心とした賑わいづくり

　02　清水都心を中心とした賑わいづくり

　03　草薙・東静岡副都心を中心とした賑わいづくり
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

0303_【総合政策局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 03 企画課
【再掲】東静岡地区「アー
ト＆スポーツ／ヒロバ」運
営事業

ローラースポーツ等のイベ
ントを実施する「東静岡
アート＆スポーツヒロバ」
の企画・運営をおこなう。

アート及びローラースポー
ツ等のイベントを実施する
「アート&スポーツ/ヒロ
バ」を運営する。

一般会計 31,340 0 31,340 27,659 2.0 0.0 ①実行委員会の開催
②各作業部会の開催

①２回
②６回

①２回
②６回

①東静岡アート＆スポーツ
／ヒロバのローラースポー
ツパーク利用者人数
②芝生広場でのイベント開
催数

当取組は東静岡エリアの賑
わい創出を目的するもので
あり、令和７年度までを実
施期間とする暫定鏑な実証
事業であることから、東静
岡アート＆スポーツ／ヒロ
バのローラースポーツパー
ク利用者数及び芝生広場で
のイベント開催数を成果指
標として設定した。

①27,498人
②３回

①25,385人
②３回

①26,189人
②13回

①27,225人
②12回 Ｂ

利用者人数について目標値に届かなかっ
たため。なお、施設開業当初に比べて民
間のパークも多くなり、大会の誘致も取
りずらくなっている現状がある。

令和７年度９月末を持って施設が閉鎖す
る。残りの期間も多くの方に訪れてもら
えるようイベントの誘致等に努める。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 01 03 観光政策課
お堀の水辺（葵舟）活用事
業

駿府城公園周辺エリアにお
ける観光コンテンツとして
観光客の増加を図るととも
に、「城下町の歴史文化を
守り抜くまち」を推進す
る。

運営主体に対する補助金交
付及び旅行商品造成の支援
の実施

一般会計 10,000 0 10,000 10,000 0.1 0.0 ①補助金支出
②広報啓発の実施

①１件
②10回以上

①１件
②11回

乗船客数

自主運航に向けて、乗船客
の増加を図る必要があるこ
とから、乗船客数を指標と
した。

10,000人 7,820人 9,286人 8,203人 Ｂ

乗船客数増加に向け、YouTubeやSNS等に
よる葵舟のPRを12件実施するとともに新
規企画舟への助言等の取り組みを行った
が、目標値に対して約78％の実績となっ
たため。

補助金に頼らない、自主運運航につなげ
るため、運航事業者と協議により葵舟に
関するサービス及びコンテンツを充実さ
せ、周知・実施を支援することで、観光
コンテンツとしての定着を図り、より多
くの駿府城公園への来訪者誘致及び葵舟
の乗船客数の増加に取り組む。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 01 03 観光政策課
東海道歴史街道観光推進事
業

東海道の歴史・文化・景
観・食など地域資源を活か
した街道観光の推進によ
り、観光交流人口の拡大と
地域経済の活性化を図る。

①東海道の歴史文化・観光
情報の発信
②駿州の旅日本遺産事業の
推進
③５市２町の特産品や自
然・文化を活用した、首都
圏プロモーションの実施

一般会計 29,681 0 29,681 27,638 1.9 0.1

①蒲原宿志田邸での情報発
信
②駿州の旅体験コンテンツ
（モデルコース）造成
③日本橋しずおか食堂の実
施

①106日
②５コース
③15店舗参加

①105日
②５コース
③15店舗参加

二峠八宿の主要観光施設へ
の来館者数

東海道二峠八宿への来訪者
数を把握するため、静岡
市・藤枝市管理の15施設の
来館者数を指標に設定し
た。

745,000人 614,945人 710,284人 483,081人 Ｂ 来館者数が目標値に対して約82％の実績
となったため。

駿州の旅日本遺産をはじめ２峠８宿の認
知度が低く、旅行者のニーズを満たす観
光コンテンツが不足しているため、東海
道の地域資源を活用した現地ならではの
体験やプログラムを商品化し、情報発信
することで、首都圏・中京圏からの来訪
を促し、滞在時間の延長、観光消費額の
増加に繋げていく。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 01 04 清水みなと振興課 まぐろのまち静岡推進事業

認知度向上と消費拡大を促
し本市の主要産業であると
いう意識の定着を図ること
で、産業の流出を防ぎ、維
持継続することを目指す。

シティプロモーションの一
環である「まぐろのまち静
岡」の推進に係るイベント
の実施

一般会計 605 0 605 340 1.0 0.2 中部横断道沿線市町等での
ＰＲ活動の実施

3回 3回
清水港冷凍マグロ水揚量日
本一であることの認知度

マグロ＝清水港の認知度向
上を目指すものであること
から、認知度を成果目標と
して設定した。直近３か年
の最高値から目標を設定し
た。

60.0% 61.0% 56.2% 57.7% Ａ
清水港マグロまつり実行委員会等の関連
団体と連携し、積極的にＰＲを展開した
ことで、目標を達成したため、評価結果
をAとした。

効果的なPRのため、多くの来場者が見込
まれるイベントへの出展等によるシティ
プロモーションに加え、清水港マグロ産
業の維持と流出防止に向けた現状把握を
実施する。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 01 04 清水みなと振興課
清水マグロまつり開催補助
金交付事業

認知度向上と消費拡大を促
し本市の主要産業であると
いう意識の定着を図ること
で、産業の流出を防ぎ、維
持継続することを目指す。

清水港マグロまつりの実施
団体への補助金の交付

一般会計 6,500 0 6,500 6,500 0.3 0.0 清水港マグロまつりの開催 1回 1回
清水港マグロまつり来場者
数

マグロ＝清水港の認知度向
上を目指すものであること
から、来場者数を成果指標
として設定した。イベント
の内容が類似する昨年と同
等程度の目標値を設定。

60,000人 60,000人 88,760人 84,019人 Ａ

「マグロふるまい」「冷蔵庫体験」「マ
グロ燻製作り」などが人気であったほ
か、Webコンテンツへのアクセスが多く
（32,990人）、目標を達成したため、評
価結果はAとした。

より清水港マグロのPRを前面に押し出す
ため、来場者に好評だった体験型コンテ
ンツを充実させ、より多くの来場者を集
めるイベントを目指す。

0303_【総合政策局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 01 05 社会共有資産利活用推進課 市有資産活用推進事業

遊休市有資産の活用による
社会的便益の拡大と維持管
理費の削減、貸付料など新
たな財源の確保。

公募により活用する民間事
業者を募集・選定し、事業
期間をとおして民間事業者
による維持管理、運営を行
う。

一般会計 8,639 0 8,639 8,624 1.5 0.0 ①資産活用方針策定
②民間事業者公募・選定

①策定完了
②１事業

①策定完了
②１事業

市有資産活用推進

当取組は、遊休市有資産を
民間事業者が活用し、社会
的便益の拡大と維持管理費
の削減、貸付料など新たな
財源の確保を図るものであ
るが、令和６年度は活用に
向けた準備期間であること
から、事業の進捗を成果指
標として設定した。

資産活用方針
策定

策定完了 実績値なし 実績値なし Ａ
予定どおり令和６年７月に資産活用方針
を策定するとともに、民間発案制度など
を制定した。

令和７年度は、更に資産活用を推進する
ため、複数の資産について、民間事業者
の公募、選定を実施する。
また、公募、選定にあたり、募集要項等
を常に見直し、民間事業者が参入しやす
い環境を整える。

1002_【環境局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 01 05 環境共生課
【再掲】南アルプスユネス
コエコパーク利活用事業

エコパークエリアの自然環
境の保全と地域資源の利活
用により地域活性化を図
る。

①アルプスユネスコエコ
パークミュージアムの整備
②山小屋及び登山道の管理
及び整備
③パートナーシップ協働事
業の実施

一般会計
②29,754
③ー

①398,000 427,754 ①397,999
②15,211

4.0 0.0

①整備完了
②市内山小屋利用者数
③パートナーシップメン
バー数

①7整備完了
②22,000人
③25団体

①整備完了
②23,805人
③22団体

エコパークエリアへの入込
客数（千人）

当取組は南アルプスや井川
地域の魅力を発信する拠点
整備を進めるとともに、企
業、団体等のパートナーと
協働し、新たなコンテンツ
を生み出すことを目的とす
るものであり、来訪者を呼
び込むことで地域活性化を
目指すものであることから
エリアへの入込客数増加を
指標として設定した。

104千人 103千人 101千人 105千人 Ａ
令和6年度は南アルプスユネスコエコパー
ク10周年を記念する催しやメディア・ＳＮＳで
の露出が増加による効果で、概ね目標の
入込客数を達成することができた。

これまで地域の資源の魅力が十分に活か
しきれておらず、市街地から離れた井川
や南アルプスへの訪問意欲につなげられ
る“モノ”“コト”の創出につながって
いなかったため、今後はミュージアムを
拠点に井川の地域資源を楽しみながら体
感・周遊するコンテンツを造っていく。

0201_【総務局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 02 01 東京事務所 静岡市ファン創出事業
首都圏でのシティマーケ
ティングを推進し、静岡市
ファンの創出を図る。

①静岡市交流会の開催
②コミュニティ型ワークス
ペース「WeWork」を活用し
た静岡市ＰＲ
③静岡フェアの開催
④静岡市の「いいねぇ。」
届け隊※の運営
※静岡市を応援しようと
思っている主に首都圏在住
者の集まり。

一般会計 14,179 0 14,179 13,426 2.4 0.6

①静岡市交流会の開催
②WeWorkを活用したPR活動
の実施
③静岡フェアの開催
④しずおか便りの発行

①１回
②11回
③２回
④９回

①１回
②11回
③２回
④９回

①静岡市の「いいねぇ。」
届け隊の新規加入者数
②静岡市交流会の参加者満
足度

当取組は首都圏在住の静岡
市ファンを掘り起こし、本
市を応援していただける者
の確保を目指すものである
から、静岡市の「いい
ねぇ。」届け隊の新規加入
者数及び既存の静岡市ファ
ンが多く参加する静岡市交
流会の満足度を成果指標と
して設定した。

①54人
②90％以上

①100人
②91％

①54人
②92％

①60人
②非開催 Ａ

当取組の令和６年度実績は①静岡市の
「いいねぇ。」届け隊の新規加入者数が
100人、②静岡市交流会の参加者満足度
が91％であり、目標を上回る成果となっ
た。これにより、首都圏での静岡市ファ
ンの拡大に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

静岡市ファンのさらなる確保に加え、今
後は、ファンの方々にふるさと納税、観
光、SNSでのPRをしていただくなど、市
への直接的な応援につなげていく必要が
ある。いままで以上に市を応援しようと
思ってもらうため、関係各課や市内企業
と連携し、ファンの方々のニーズにあっ
た情報提供やイベントなどを実施してい
く。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 02 01 観光政策課
シティプロモーションの推
進事業

さくらももこ氏のイラスト
を使用した「静岡市はいい
ねぇ。キャンペーン」の実
施により、市内に対しては
市民の郷土愛の醸成、市外
に対しては本市の認知度及
び都市イメージの向上を図
る。

「静岡市はいいねぇ。キャ
ンペーン事業」等によるシ
ティプロモーションの実施

一般会計 10,291 0 10,291 10,291 0.3 0.0 ノベルティを配布したイベ
ント件数

70件 99件

①情報接触度（静岡市につ
いて見聞きしたことがある
人の割合）
②「静岡市はいいねぇ。」
市ウェブサイト閲覧者数

都市認知度及び都市イメー
ジの向上を目的としている
ため、実施する事業の情報
接触度とWeb閲覧者数を指標
として設定した。

①58%
②900人

①55％
②1,713人

①57.6%
②814人

①62.9％
②962人 Ａ

情報接触度は昨年度と比較して低下した
ものの、目標の９割を超える値となって
いること。加えて「静岡市はいい
ねぇ。」市ウェブサイト閲覧数について
は、目標値の約1.9倍という結果から本
市の認知度向上に寄与していると判断し
たため。

オリジナルイラストを活用した各課事業
（ノベルティ配布や名刺等）から市ウェ
ブサイト「静岡市はいいねぇ。」の閲覧
に導く仕組が弱いため、ノベルティ等に
市ウェブサイトへ誘導する二次元コード
を記載したカードを添えることなどによ
り、情報接触度の向上につなげていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 02 01 観光政策課 都市認知度向上事業

本市が有する多様な地域資
源を国内外へ情報発信をす
ることで、本市の認知度向
上及び魅力発信、交流人
口・関係人口の拡大を図
る。

「都市認知度向上事業」に
よるシティプロモーション
の実施

一般会計 12,812 0 12,812 11,541 0.6 0.0 プレスリリース回数 12回以上 20回

①情報接触度（静岡市につ
いて見聞きしたことがある
人の割合）
②メディア露出件数

都市認知度及び都市イメー
ジの向上を目的としている
ため、本市に関する情報接
触度とメディアへの露出件
数を指標として設定した。

①58%
②2,000件

①55％
②2,889件

①57.6%
②2,330件

①62.9％
②2,119件 Ａ

情報接触度は昨年度と比較して低下した
ものの、目標の９割を超える値となって
いること。加えて、メディア露出件数に
ついては目標の約1.4倍となっており、
本市の認知度向上に大きくつながったと
判断したため。

情報接触度が年々減少している一方、メ
ディア露出件数は増えているため、首都
圏メディアリレーション事業において、
本市の認知度及び都市イメージの向上を
意識した発信を行っていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 02 01 観光政策課 しずチカ空間再構築事業

しずチカ（しずチカ茶店一
茶、市政情報発信コー
ナー、イベントスペース及
び大型看板）において、展
示・イベントのサテライト
や案内等、時季にあわせた
地域資源やイベント情報の
効果的な発信を行い、市民
及び来静者に広く周知す
る。

しずチカを市内外の来訪者
が集まり、滞留し、静岡ら
しさを感じることができる
空間とするための改修工事
及び運営

一般会計 4,280 0 4,280 1,535 2.0 0.0
①企画カフェの件数
②展示および企画カフェの
稼働日数

①６件
②318日

①６件
②318日

一日の平均訪問客数

しずチカにおけるイベン
ト、企画カフェ、展示等の
実施によりシティプロモー
ションの推進を図っている
ため、訪問客数を指標とし
て設定した。

800人 1,648人 671人 617人 Ａ
３月のリニューアルや４～８月に実施し
た企画カフェの影響により、来場者数が
増加し、シティプロモーションに大きく
貢献できたと評価できるため。

一日の平均来場者数は増加しているもの
の、しずチカを構成するイベントスペー
ス、展示コーナー、茶店一茶が連動した
イベント企画は限定的であるため、各所
と連携し、しずチカが一体となり、より
訴求力の高いイベントを企画していく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 02 01 観光政策課
フィルムコミッション推進
事業

映画やテレビ等の映像を通
じて、静岡市の様々な魅力
を広く発信し、イメージ
アップ、市内の経済活性化
及び観光客誘致を図る。

本市を舞台とした映像作品
のロケーション撮影支援の
実施

一般会計 5,449 0 5,449 592 0.6 0.0
①相談・情報提供等の対応
件数
②撮影実施件数

①90件
②30件

①148件
②51件

①情報接触度（静岡市につ
いて見聞きしたことがある
人の割合）
②全国放送のゴールデンタ
イムの旅番組等の件数

都市認知度及び都市イメー
ジの向上を目的としている
ため、本市に関する情報接
触度と全国放送のゴールデ
ンタイムの旅番組等の件数
を指標として設定した。

①58%
②３件

①55％
②４件

①57.6%
②３件

①62.9％
②６件 Ａ

情報接触度は昨年度と比較して低下した
ものの、目標の９割を超える値となって
いること。加えて、全国放送のゴールデ
ンタイムの旅番組等の件数は目標を上回
ることができ成果につながったと判断し
たため。

全国放送の旅番組以外にも、映画、ドラ
マ等の撮影は増えているが、撮影後の観
光客誘致やシティプロモーションにつな
がっていないため、今後、ロケ地等の活
用について検討していく。また、現在指
標に掲げている旅番組に加え、映画やド
ラマのロケ地誘致にも注力していく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 02 01 文化政策課
【再掲】「まちは劇場」プ
ロモーション事業

Webサイトを中心に「まちは
劇場」の目指す姿を発信
し、市民、国内外からの来
訪者、アーティストなど多
様なユーザーのニーズに応
え、共感、共創を生み出す
ことで、「選ばれる都市」
になるためのプロモーショ
ンを実施する。

WebサイトやSNSを通じて
「まちは劇場」の魅力を国
内外へ発信する。

一般会計 6,000 0 6,000 3,923 0.7 0.0
①委託契約締結件数
②完了報告書確認件数
③年間SNS更新回数

①１件
②１件
③300回

①１件
②１件
③497回

①まちは劇場WEBサイト年間
訪問数、エンゲージメント
率
②Xのエンゲージメント率

※エンゲージメントとは、
共感を得た行動

①市民・表現者・専門家に
とって、本市の取組を伝える
プラットフォームであり、
ページビュー数とエンゲージ
メント率でどれだけ共感を生
み出せているかユーザーに活
用されているかを測る指標で
ある。
②ユーザーの興味に沿って発
信できていることはエンゲー
ジメント率で確認することが
できる。コンテンツを成長さ
せるために必要なエンゲージ
メント率は１～３％であるこ
とから、発信コンテンツの内
容を見直して達成したい。R7
年度2.75％達成を目標とす
る。（R8年度３％達成を見込
む）

①130,000
60%
②2.5％以上

①165,801
64.56％
②2.66%

①121,292
59.99％
②2.36%

①162,393
35.16％
②実績値なし

Ａ

当取組の令和６年度実績は、２つの指標
の目標値を上回る成果となった。これに
より、多くの市民が「まちは劇場」が提
供するコンテンツを認知し、共感を得る
機会の創出につながったと評価できるた
め、評価結果を「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
「まちは劇場」の更なる推進に向けて
は、ホームページの内製化によるコスト
削減と「まち劇レポート」など更新頻度
の高いコンテンツによるエンゲージメン
ト向上の両輪で改善をしていくことで、
まちは劇場の取組への共感・共創を支え
るプラットフォームの形成を図る。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 02 02 観光政策課 全国大会等開催支援事業

主催者への支援により会
議・大会等を誘致し、一般
観光以外の宿泊客数の拡大
につなげる。

市内で開催される会議・大
会等に対して、宿泊者数に
応じて補助金を交付する。

一般会計 20,250 0 20,250 14,004 0.1 0.6
①補助金交付件数
②延べ宿泊者数（補助金交
付事業）

①60件
②27,000人

①39件
②20,835人

新規MICE開催件数

主催者に対する支援制度が
誘致拡大につながっている
か確認するため、新規開催
件数を指標として設定し
た。

85件 45件 46件 23件 Ｃ 目標値に対して、約５３％の実績にとど
まったため。

新規MICE開催件数や補助金の交付件数が
目標を下回っているため、主催者にとっ
て経済的メリットのある補助制度となる
よう、制度改善も視野に他都市の制度を
研究する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 02 02 国際交流課 訪日教育旅行事務
訪日教育旅行の誘致を促進
し、将来的な交流人口・関
係人口の増加を図る。

訪日教育旅行の受入・調整 ― 0 0 0 0 0.1 0.2 訪日教育旅行受入協議件数 14件 31件
訪日教育旅行受入人数

訪日教育旅行の受入れを通
して、本市内の学校と海外
の教育機関との国際交流を
促進し、本市児童生徒等の
海外への興味・外国語学習
への意欲を喚起するととも
に多文化共生意識の増進を
目指すものであることか
ら、訪日教育旅行受入人数
を成果指標として設定し
た。

796人 747人 724人 160人 Ａ
目標にはやや届かなかったが、積極的に
市内学校との受入調整を行い、前年度以
上の実績をあげることができた。

令和５年５月に新型コロナウイルス感染
症による渡航制限が全面解除されてか
ら、訪日教育旅行の受入に関する問い合
わせが増えており、関係機関と連携し、
着実に受入を進めていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 02 03 国際交流課
姉妹都市・海外諸都市交流
事業

本市の姉妹都市・友好都
市、その他海外都市等との
国際交流を行い、市民の国
際理解を促進するととも
に、市の国際化を推進す
る。

オマハ市姉妹都市提携60周
年記念事業

一般会計 5,126 0 5,126 3,188 0.5 0.2 姉妹都市に関連した事業の
実施数

１件 １件
静岡市を訪れた外国人観光
客数（アメリカ、ベトナ
ム）

本事業は世界の都市や人々
との様々な交流を通して、
交流人口の拡大や世界との
つながりを維持・強化し、
都市力の向上と地域の活性
化を目指すものであるが、
都市力の向上や地域の活性
化については定量的にはか
ることが困難であるため、
静岡市を訪れた外国人観光
客数（アメリカ、ベトナ
ム）を指標として設定し
た。

13,550人 9,930人 11,386人 2,190人 Ｂ

当該事業において、令和６年度はオマハ
市との姉妹都市提携60周年記念事業（使
節団受入れ）等を実施したが、外国人観
光客数増への影響は少なく、目標値に対
して実績が73％であったため、左記の評
価とした。

当該事業では関係諸国との様々な分野で
の交流を行っているが、関係者間での交
流に留まることが多く、市民にとって交
流の意義が見えにくい。今後は学校、地
域団体などによる市民参加の促進、交流
分野の多様化を検討していく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 02 03 国際交流課
対仏・交流プロモーション
事業

フランス及び欧州へのプロ
モーションにより、交流人
口拡大を図る。

①カンヌ市との相互政策研
究の実施（防災、観光・文
化、高等教育、環境）
②日仏自治体交流会議の開
催
③カンヌ市花火交流の実施
準備

一般会計 38,283 0 38,283 35,630 1.7 1.9

①対象分野に係る相互研究
の実施回数
②日仏自治体交流会議の開
催件数
③カンヌ市花火交流に向け
た調整件数

①１回
②１件
③１件

①１回
②１件
③１件

静岡市を訪れた外国人観光
客数（フランス）

本事業は姉妹都市のフラン
ス・カンヌとの交流を通し
て、交流人口の拡大やつな
がりを維持・強化し、都市
力の向上と地域の活性化を
目指すものであるが、都市
力の向上や地域の活性化に
ついては定量的にはかるこ
とが困難であるため、静岡
市を訪れた外国人観光客数
（フランス）を指標として
設定した。

2,440人 2,620人 2,050人 400人 Ｓ

令和６年度実績は、目標を上回る結果と
なった。日仏自治体交流会議開催事業や
パリ派遣職員との連携等により実施して
いる現地プロモーション事業が訪日客の
静岡市訪問に繋がったと評価できるた
め、評価結果を「S」とした。

姉妹都市カンヌ市を軸にフランスとの交
流を通じ、西欧の知や技術を取り込むこ
とで国際都市としての魅力を向上する。
また、大都市や有名観光地を訪れるフラ
ンス・欧州からの来訪者を静岡市に取り
込む。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 02 03 清水みなと振興課 清水港客船誘致委員会事業

清水港の客船受入れ事業を
担う清水港客船誘致委員会
に負担金を交付することに
より、客船寄港による清水
港の賑わいを創出する。

清水港客船誘致委員会に対
する負担金の交付

一般会計 107,637 0 107,637 107,637 1.2 0.8 清水港客船寄港数 80回 85回 清水港客船乗船客数

当事業は、清水港日の出地
区への観光誘客による地域
振興を目的とするものであ
ることから、清水港に寄港
する客船乗客数を成果指標
として設定した。

10,000人 126,268人 66,246人 実績値なし Ｓ
令和６年度は過去最多となる85隻が寄港
し、乗船客数についても目標を大きく上
回ったため、評価結果はＳとした。

地域経済の振興を図るには、乗船客の満
足度の向上が必要であることから、乗船
客の市内周遊対策や積極的な情報発信を
庁内プロジェクトチームと連携して行っ
ていくとともに、引き続き誘致活動を展
開していく。

1403_【都市局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 02 03 公園建設管理課 日本平公園整備事業

富士山眺望を活かした整備
による観光拠点の魅力向上
を以て観光交流人口の増加
を図る。

平原ゾーン、アクセス道
路、山頂展望施設、駐車場
等の整備

一般会計 235,594 30,079 265,673 131,921 3.3 0.5 ①工事実施件数
②委託実施件数

①2件
②2件

①2件
②2件

進捗率

長期に亘る継続事業で年度
別事業費を設定しているた
め、事業費ベースの進捗率
を目標値として設定した。

48.99% 49.08% 47.76% 44.72% Ａ
令和６年度末の日本平公園整備事業の進
捗率の目標を達成したことから、評価結
果は「A」とした。

長期間にわたる事業であり、当初計画が
現在の社会情勢に適合しているかどうか
検証する必要があるため、基本計画を見
直し改定する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 03 01 観光政策課 観光施設リニューアル事業

所管施設の経年劣化が進行
しているため、アセットマ
ネジメントに則り改修工事
を行うことにより、来訪者
の安全安心の確保と維持管
理費の削減に寄与する。さ
らに、施設を適切に更新
し、観光客の受け入れ環境
を整備することで、来訪者
満足度向上と再訪を促すこ
とによる、観光客数の増加
を図る。

市内観光施設の長寿命化及
び受け入れ環境整備を図る
ための改修工事を行う。
（対象施設）東海道広重美
術館、由比本陣、清水港船
宿記念館、興津坐漁荘記念
館　など

一般会計 0 0 0 0 0.3 0.0 施設瑕疵による事故の影響
で休館した日数

０日 ０日
対象施設における施設利用
者の満足度平均

当取組は観光客の受け入れ
環境整備をすることで、来
訪者の満足度向上を図るこ
とが目的であり、対象施設
における利用者満足度を成
果指標として設定した。

80％以上 90.3% 90.2% 89.2% Ｓ

当取組の令和６年度実績は90.3%で達成
率は112%であり、目標を上回る結果と
なった。これにより、来訪者満足度向上
と観光客数の促進に繋がったと評価でき
ることから、評価結果は「Ｓ」とした。

令和８年度は、大規模改修により、約９
か月の休館が予定されている。休館中
は、他施設や関係機関と連携しながら展
示や体験などを提供することで観光客数
の促進に取り組んでいくが、団体客を中
心に利用客離れが懸念され、回復するま
でに一定の時間を要することを想定して
いる。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 03 01 歴史文化課
【再掲】史跡片山廃寺跡整
備活用事業

史跡指定地の公有地化をす
ることにより、史跡の保存
と史跡公園の整備・活用を
図る。

史跡指定地の購入と史跡整
備及び公開・活用

一般会計 78,319 0 78,319 77,833 0.6 0.2
①用地買収の契約件数

②整備委員会の開催

①１件

②１回

①１件

②１回
史跡の公有地化率

史跡の保存整備を目指すこ
とから、史跡内用地買上げ
達成による公有地化率を成
果指標として設定した。

41.5% 41.5% 40.4% 39.8% Ａ

取組の令和６年度実績は用地購入１件
118㎡であり、目標どおりであった。こ
れにより史跡保存のための公有地化が進
んだと評価できることから、評価結果を
Aとした。

当取組の評価結果はAであったが、史跡
指定地は小さく分筆され地権者が多くい
るため、地道に各地権者と交渉を続けて
史跡の確実な保存と整備のための公有地
化を進める。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 03 01 歴史文化課
【再掲】史跡小島陣屋跡の
整備・活用事業

御殿書院と石垣が残る陣屋
を整備することで、史跡の
保存と史跡公園として活用
を図る。

御殿書院の移築復原工事と
史跡整備工事、便益施設設
置工事の実施、史跡小島陣
屋跡の管理運営と公開・活
用

一般会計 282,650 48,757 331,407 318,258 0.7 0.3

①急傾斜地対策工事の進
ちょく
②御殿書院工事の実施
③史跡・御殿書院における
イベントの実施回数

①50％
②完了
③２回

①50％
②完了
③２回

①整備事業全体の進ちょく
率

②イベントの参加者数

史跡の整備活用を目指すこ
とから、整備工事の完成ま
での進ちょく率と史跡を活
用したイベントの参加者数
を成果指標とした。

①50%

②700人

①50%

②820人

①30%

②実績値なし

①10%

②実績値なし
Ａ

令和６年度までの工事完了は整備全体の
約50％であった。2回実施したイベント
の参加者数は目標をやや上回り、整備と
活用が順調と評価できることから評価結
果をAとした。

整備途中に発生した令和４年台風15号に
よる土砂崩れの斜面工事が残り１年ある
ため、令和７年に完了し、次年度以降も
確実に整備工事と活用の両方を進める。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名
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文化財の調査、保全及び活
用事業
(3)文化財保全・活用
（静岡浅間神社の保存修理
事業に対する補助金の交
付）

　静岡浅間神社の重要文化
財建造物を将来に渡り守る
ため、適正に保存する。

　外部塗装の傷み等が進ん
でいる重要文化財の社殿群
の修理に対し、補助金を交
付する。
令和６年度は南回廊及び拝
殿の修理を行う。

一般会計 30,000 0 30,000 30,000 0.3 0.0 　文化財補助金交付（＝修
理の年度事業完了）

①行程会議支
援12回
②３月交付確
定

①工程会議支
援12回
②３月交付確
定

①補助金交付決定から確定
までの進捗管理

②特別公開事業の実施

補助金により実施した文化
財保存修理の完了部分等を
広く一般公開し、対象文化
財の適切な保存と活用が行
われていることを確認する
機会となるため、成果指標
として設定した。

①100％

②３回

①100％

②３回

①100％

②３回

①100％

②３回
Ａ 予定の事業について実施の支援が完了し

たため。

事業の進捗に伴い計画が変更される可能
性が高くなるが、文化財所有者・県・文
化庁の調整を遅滞なく対処する。
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【再掲】文化財の調査、保
全及び活用事業
(3)文化財保全・活用
（久能山東照宮の表参道の
史跡整備事業に対する補助
金の交付）

史跡久能山を将来に渡り守
るため、適正に保存する。

崩壊、孕み、経年劣化が進
んでいる参道・石垣・建造
物の修理に対し、補助金を
交付する。
令和６年度は、危険木伐
採、表参道修理調査、防災
設備修理

一般会計 23,108 0 23,108 22,907 0.3 0.0 　文化財補助金交付（＝修
理の年度事業完了）

①工程会議支
援：工事開始
後毎月
②３月交付確
定

①工程会議支
援：工事開始
後毎月
②３月交付確
定

①補助金交付決定から確定
までの進捗管理

②特別公開事業の実施

補助金により実施した文化
財保存修理の完了部分等を
広く一般公開し、対象文化
財の適切な保存と活用が行
われていることを確認する
機会となるため、成果指標
として設定した。

①100％

②１回

①100％

②１回

①100％

②１回

①100％

②１回 Ａ 予定の事業について実施の支援が完了し
たため。

事業の進捗に伴い計画が変更される可能
性が高くなるが、文化財所有者・県・文
化庁の調整を遅滞なく対処する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 03 01 歴史文化課

【再掲】文化財の調査、保
全及び活用事業
(3)文化財保全・活用
（旧マッケンジー住宅の耐
震補強工事及び民間活用事
業）

旧マッケンジー住宅の保存
と活用を図るとともに、地
域経済の活性化に寄与する
ため、住宅と周辺市有地を
民間業者に一体で貸付け
る。

①旧マッケンジー住宅の修
繕工事
②施設公開
③民間業者との貸付にかか
る契約締結

一般会計 180,600 0 180,600 131,835 1.0 0.0
①修繕工事の完了

②施設公開の実施回数

①100%

②１回

①100%

②１回
見学人数

旧マッケンジー住宅の保存
と活用及び地域経済の活性
化を図るための取組みであ
り、再整備の状況を公開す
ることが当文化財の価値の
発信につながるため当指標
を設定した。

100人 80人 39人 実績値なし Ｂ
修繕工事を令和６年度に完了したが、工
事中の公開事業として、見学者目標100
名の参加を見込んでいたが80人であった
ため評価結果を「B」とした。

令和７年度は、住宅及び周辺市有地を貸
し付ける業者との契約の締結及び業者に
よる事業施設の本工事が行われる。新施
設オープン後の具体的な活用取組などの
詳細を具体的にするための協議を行って
いく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 03 02 観光政策課 地域連携DMO推進事業

中部５市２町でデータに基
づく戦略的なマーケティン
グを行い、観光客数や消費
単価の拡大につなげる。

するが企画観光局（地域連
携DMO）と連携し、観光デー
タの収集・分析、それに基
づく継続的なマーケティン
グ活動を行う。

一般会計 81,000 0 81,000 81,000 0.2 0.0 ①来訪者調査
②ツアー新規販売件数

①４回
②10件

①４回
②8件

１人あたり観光消費額（①
宿泊客、②日帰り客）　※
５市２町

５市２町来訪者の消費拡大
に繋がっているかを確認す
るため、１人あたり観光消
費額を指標として設定し
た。

①25,182円
② 3,890円

①23,398円
② 3,100円

①24,182円
② 3,481円

①23,855円
② 3,612円 Ｂ

宿泊客では目標値に対する実績が約９
３％であるが、日帰り客では約８０％に
とどまったため。

当地域のツアー商品が徐々に増加してい
るものの、十分な販売実績にはつながっ
ていないため、アメリカ、フランスなど
ターゲット市場に対するマーケティング
を継続して行う。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 03 03 歴史文化課
「家康公が愛したまち静
岡」関連事業（徳川みらい
学会ほか）

「家康公が愛したまち静
岡」の市内外への情報発信
や、家康公関連都市との連
携を図る。

①徳川みらい学会共催事業
②全国家康公ネットワーク
③「余ハ此処ニ居ル」プロ
ジェクト
④朝鮮通信使講座事業

一般会計 5,903 0 5,903 5,822 0.2 0.1 講演会の開催回数 6回 6回 講演会の入場者数

当取組は「家康公が愛した
まち」の発信と観光等への
波及を目的とするものであ
り、市内外への普及啓発の
拡大や交流の促進を目指す
ものであるが、取組の効果
の発現まで時間を要するこ
とから、講演会の参加者数
を成果指標として設定し
た。

1,200人/年 1,280人/年 1,544人/年 200人/年 Ｓ

当取組の令和６年度実績は、1,280人/年
と達成度は106%であり、目標を上回る成
果となった。これにより、「家康公が愛
したまち」の発信や観光交流の促進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ｓ」とした。

取組をより効果的に進めていくために
は、静岡市歴史博物館をはじめとして関
係団体等との連携が課題となっている。
このことから、連携の促進や事業間の連
携などの見直しを進めていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 03 03 歴史文化課 歴史博物館管理運営事業
歴史博物館を歴史文化のま
ちづくりの拠点の核として
活用を図る。

①施設の管理（指定管理）
②道と石垣の遺構の管理
③資料収集

一般会計 377,939 0 377,939 368,883 1.4 0.0 企画展実施回数 4回/年 4回/年
①施設入館者数

②歴史博物館利用者満足度

当取組は歴史文化のまちづ
くりの推進を目的とするも
のであり、歴史博物館の利
用拡大を目指すものである
ことから、歴史博物館の入
館者数及び施設を利用して
満足した市民の割合（満足
度）を指標として設定し
た。

①187,000人

②80%

①189,243人

②91.7%

①284,115人

②88%

①165,103人

②84.6%
Ａ

当取組の施設入館者の令和６年度実績は
189,243人（目標の101％）であり、目標
を上回る成果となった。これにより、歴
史博物館への理解や利用拡大の推進に繋
がったことから、評価結果は「Ａ」とし
た。

更なる歴史博物館の利用促進や市民の理
解拡大に向けては、より関心を高めるこ
とが課題となっている。このことから、
指定管理者と連携して、展示や講座の充
実（見直しを含む）、広報の充実、新た
な資料の収集と公開、周辺施設や団体と
の連携などを進めていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 03 03 歴史文化課

駿府城公園東御門・巽櫓、
坤櫓、日本庭園及び茶室管
理運営事業（施設改修を含
む）

駿府城公園３施設（東御
門・巽櫓、坤櫓、日本庭園
及び茶室）を一体管理する
ことにより、利用の推進・
拡大を図る。

①施設の管理（指定管理）
②指定管理者によるイベン
トの実施

一般会計 116,902 0 116,902 115,685 1.4 0.0

①歴史体験・学習事業
②伝統文化の体験事業
③周辺施設連携事業
④新規顧客獲得のための事
業"

①3件/年
②3件/年
③2件/年
④3件/年

①5件/年
②5件/年
③5件/年
④3件/年

①施設入館者数

②施設利用者満足度（３施
設全体）

当取組は歴史文化のまちづ
くりの推進を目的とするも
のであり、駿府城公園内施
設の利用拡大を目指すもの
であることから、施設の入
館者数及び施設利用者の満
足度を成果指標として設定
した。

①128,500人

②90%

①130,849人

②97%

①185,690人

②95%

①127,523人

②98%
Ａ

当取組の施設入館者の令和６年度実績は
130,849人（目標の102％）であり、目標
を上回る成果となった。これにより、駿
府城公園の魅力の普及や利用拡大の推進
に繋がったと評価できることから、評価
結果は「Ａ」とした。

更なる駿府城公園内施設の利用促進や市
民の理解拡大に向けては、より関心を高
めることが課題となっている。このこと
から、指定管理者と連携して、各施設の
特徴を活かして様々な事業の充実や、周
辺施設や団体との連携を進め、リピー
ターの確保につなげていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 03 03 歴史文化課
駿府城跡天守台発掘調査見
える化事業

天守台発掘調査現場を、歴
史学習の場や観光資源とし
て活用を図る。

駿府城跡天守台発掘調査現
場の公開や発掘調査成果の
周知及び普及

一般会計 13,696 0 13,696 12,905 1.0 0.0

①きゃっしる、見学ゾーン
の運営
②遺構保存・修復、発掘調
査
③情報発信

①359日/年開
場
②100％
③ブログ発信
20回以上/
年、市外での
PR1回以上/年

①359日開場
②100％
③ブログ発信
40回/年、市
外でのPR3回/
年

発掘調査現場入場者数

当取組は駿府城公園再整備
を目的に、天守台跡の掘調
査を学習や観光にの機会の
拡大を目指すものである
が、この後、発掘調査現場
で野外展示整備の取組みが
進められることから、短期
的な目標として、発掘調査
現場入場者数を成果指標と
して設定した。

150,000人 117,881人 202,762人 175,443人 Ｂ

当取組の令和６年度実績は117,881人で
あり、目標を下回る成果となった。県外
や国外からの来訪者は引き続きあり関心
は継続している状態ではあるが、来訪者
が目標を下回っていることから、評価結
果は「Ｂ」とした。

発掘調査成果の活用という視点からは、
関心の喚起や新たな取組の打ち出しが課
題となっている。評価結果及び課題を踏
まえ、取組継続の必要性を再検討する必
要があることから、今後、現地にて推進
する野外展示の取組の進捗に合わせて、
見直しを進めていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 03 03 歴史文化課
駿府城跡天守台野外展示事
業

出土した本物の天守台の迫
力を間近に感じることので
きる日本唯一の野外展示と
して遺構保存と活用を図
る。

①埋蔵文化財発掘調査
②石垣保存修復
③野外展示整備
④ガイダンス施設建築
⑤VR・AR制作

一般会計 54,291 0 54,291 14,086 0.8 0.9

①発掘調査(R6計画分）
②石垣保存修復(R6計画
分）
③野外展示整備
④ガイダンス施設建築
⑤VR・AR制作

①完了
②完了
③完了
④完了
⑤発注準備完
了

①完了
②完了
③一部完了
④一部完了
⑤発注準備完
了

取組の進捗率（各年度の計
画に対する進捗率）

当取組は歴史文化のまちづ
くりの推進を目的とするも
のであり、出土した本物の
遺構を野外展示として保
存・活用を目指すものであ
るが、令和8年度までを整備
期間として実施する取組で
あることから、各年度の取
組（設計・工事等）の進捗
率を成果指標として設定し
た。

100% 80% 100% 40% Ｂ

当取組の令和６年度実績は80％であり、
目標を下回る成果となったため、評価結
果は「B」とした。これは、市長指示に
基づき、取組に市民意見を反映するな
ど、取組の効果をよりよくするための見
直しを行った結果、令和６年度に予定し
ていた取組の一部が令和７年度にずれ込
んだためである。

当取組の評価結果は「B」であり、天守
台跡地の活用による歴史文化のまちづく
りの推進に向けては、順調に進めている
ものの、適切なスケジュール管理と取組
内容の充実が課題となっている。評価結
果及び課題を踏まえ、確実に目標期間内
により良い形で取組を進めていくことが
できるよう、必要な見直しを進めてい
く。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 04 01 文化政策課 【再掲】静岡まつり事業

本市の歴史文化の紹介を通
じて、魅力を広く市内外に
向けて情報発信することで
まちの賑わいを創出し本市
を訪れる観光客の増加を図
る。

毎年４月に開催される「静
岡まつり」の主催者である
実行委員会への補助金交付

一般会計 79,234 0 79,234 79,234 1.4 0.1

①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（老中・評定合議への参
加）

①１件
②24回

①１件
②24回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（主催者調査）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

①900,000人
②25％

①960,000人
②25％

①930,000人
②25％

①580,000人
②実績値なし Ａ

設定目標を達成しており、開催によりま
ちの賑わいが創出され、本市の魅力を発
信することができたため、評価を「Ａ」
とした。

廿日会祭と一体的に運営し、歴史文化の
まちづくりによる賑わいづくりに向け、
静岡まつり実行委員会を支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 04 01 文化政策課 【再掲】おねり保存事業

本市の伝統行事であるおね
りの実施とその継承、保存
及び振興を図ることで賑わ
いを創出し、本市を訪れる
観光客の増加を図る。

毎年４月頃に実施する「お
ねり」の主催者である振興
会への補助金交付

一般会計 12,330 0 12,330 12,330 0.1 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は、本市の伝統行事
であるおねりを実施し、歴
史文化の発信と観光客の増
加を目指すものである。指
標は、観光誘致を目的とす
るため、来場者数とした。

120,000人  60,000人 120,000人 実績値なし Ｂ
天候など外的要因によって来場者数が目
標に達しなかったため、評価を「Ｂ」と
した。

静岡まつりと一体的に運営し、おねりの
継承、保存及び振興に向け、駿府踟振興
会を支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 04 01 文化政策課
【再掲】シズオカ×カンヌ
ウィーク事業

姉妹都市カンヌ市で開催さ
れるカンヌ国際映画祭に合
わせて開催するシズカン
ウィーク等の実施により、
観光交流人口の拡大及び本
市のＰＲにつなげ、「まち
は劇場」の推進を図る。

主催者である実行委員会へ
の補助金交付

一般会計 4,700 0 4,700 4,700 0.2 0.2 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は姉妹都市カンヌ市
と連携し、映画文化を通じ
て本市の魅力を国内外に発
信することで、本市への観
光誘客を目的としているこ
とから、来場者数を成果指
標として設定した。

58,000人 63,000人 48,000人 65,000人 Ａ
目標を上回る来場者があり、まちの賑わ
いを創出することができたため評価を
「Ａ」とした。

姉妹都市カンヌ市と連携し、国際的に事
業PRするなど、交流人口の拡大に向け、
静岡×カンヌ×映画プロジェクト実行委
員会を支援する。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 04 01 文化政策課
【再掲】静岡県高等学校
応援団フェスティバル事業

応援団等の活動を披露する
場を提供する事業を支援す
ることにより、市内外から
の参加者及び関係者の交流
を促進し、並びに観覧のた
めに本市を訪れる観光客の
増加を図る。

毎年６月に開催される「静
岡県高等学校応援団フェス
ティバル」の主催者である
実行委員会への補助金交付

一般会計 3,000 0 3,000 2,000 0.2 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

3,700人 3,000人 3,500人 3,000人 Ａ
実績値は目標を下回ったが、開催により
本市の魅力を発信することができたた
め、評価を「Ａ」とした。

事業PRを強化し、全国大会を推進するな
ど、各地からの誘客に向け、静岡県高等
学校応援団フェスティバル実行委員会を
支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 04 01 文化政策課
【再掲】安倍川花火大会事
業

本市の魅力を市内外に向け
て情報発信するとともに、
本市を訪れる観光客の増加
を図る。

毎年７月最終土曜日に開催
される「安倍川花火大会」
の主催者である大会本部へ
の補助金交付

一般会計 53,758 0 53,758 53,758 0.8 0.0
①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（定例役員会への参加）

①１件
②24回

①１件
②24回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（ビックデータ調査）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

①600,000人
②16％

①570,000人
②20.4％

①550,000人
②21.6％

①350,000人
②15.9％ Ａ

来場者数は目標を下回ったが、市外から
の来場者割合は目標を越え、本市の魅力
を発信できたため、評価を「Ａ」とし
た。

大会趣旨の理解を広めるなど、企業・団
体などの参画機会の創出に向け、安倍川
花火大会本部を支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 01 文化政策課
【再掲】清水みなと祭り事
業

清水を代表する祭りであ
り、総おどりや花火大会な
どのイベントを行うことで
賑わいを創出し、本市を訪
れる観光客の増加を図る。

毎年８月頃に開催される
「清水みなと祭り」の主催
者である実行委員会への補
助金交付

一般会計 78,081 0 78,081 75,109 1.7 0.0

①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（委員長会、実行委員会
への参加）

①１件
②16回

①１件
②16回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（ビックデータ調査）
③学生実行委員の数

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。
また、祭りを持続的なもの
にするために若者の祭りへ
の参加を目指すことから、
学生実行委員の数を成果指
標として設定した。

①400,000人
②15％
③40人

①410,000人
②16.0％
③25人

①440,000人
②16.3％
③5人

①330,000人
②17.1％
③0人

Ａ
概ね目標を達成しており、開催によりま
ちの賑わいが創出され、本市の魅力を発
信することができたため、評価を「Ａ」
とした。

市民総参加の幅広い世代の市民が運営に
関わり参画できる祭りを目指す清水みな
と祭り実行委員会を支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 01 文化政策課
【再掲】駿府城夏まつり事
業

若い世代に静岡で過ごす夏
の豊かさを実感してもらう
ことで、若年層の人口流出
の防止、シビックプライド
の醸成、交流人口の増加を
図る

８月頃に開催される「駿府
城夏まつり」の主催者であ
る実行委員会への負担金交
付

一般会計 50,000 0 50,000 50,000 0.6 0.0 負担金交付事務 １件 １件

①来場者数
（主催者発表数）
②若者世代の来場者数
（10～30代）
③学生実行委員の参加者数

当取組は市内外の若者世代
に余暇を楽しみながら本市
の魅力を感じてもらい、若
年層の人口流出の防止を目
的とし、若者が主体的に地
域と関わるまつりの開催を
通じて、本市への若者の来
訪促進を目指すものである
ことから、学生実行委員の
参加者数等を成果指標とし
て設定した。

①200,000人
②40％
③30人

①206,000人
②47％
③56人

①195,000人
②40.6％
③0人

①100,000人
②実績値なし
③0人

Ａ

目標と同等の若年層の来場があり、また
初回の取組である学生実行委員に多くの
若者が参加し、本市の魅力を広く発信す
ることができたため、評価を「Ａ」とし
た。

開催時期について、猛暑下による熱中症
のリスクを鑑み、開催時期・時間につい
て検討するとともに、若者も親しみやす
い静岡のお祭り・文化を取り入れ、市民
や若者と一緒につくるまつりとなるよ
う、企画をしていく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 01 文化政策課
【再掲】大道芸ワールド
カップ事業

大道芸を中心としたパ
フォーミングアーツの演出
により、本市の文化的な魅
力を増進させ、国内外に向
けて発信することで賑わい
を創出し、本市を訪れる観
光客の増加を図る。

毎年11月頃に開催される
「大道芸ワールドカップin
静岡」の主催者である実行
委員会への補助金交付

一般会計 106,626 0 106,626 70,000 1.0 0.1

①補助金交付事務
②実行委員会への助言・指
導（FD会議、全体会議への
出席）

①１件
②14回

①１件
②14回

①来場者数
（主催者発表数）
②市外からの来場割合
（主催者調査）

当取組は大道芸を通じて、
本市の魅力を国内並びに海
外へ発信することで、賑わ
いを創出し、本市を訪れる
観光客の増加を目指すもの
であることから、来場者数
等を成果指標として設定し
た。

①1,100,000
人
②30％

①837,000人
②40.3％

②1,180,000
人
②44％

①690,000人
②36％ Ｂ

天候など外的要因により全体の来場者数
は伸びなかったが、晴天であった２日間
で約70万人の来場が確認されるなど、開
催によりまちの賑わいが創出され、本市
の魅力を発信できたため、評価を「Ｂ」
とした。

組織体制の改善をするなど、持続的な事
業運営及び自主財源確保に向け、大道芸
ワールドカップ実行委員会を支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 04 01 文化政策課
【再掲】富士山コスプレ世
界大会事業

コスチューム・プレイ（漫
画及びアニメの登場人物等
の扮装をして楽しむことを
いう。）の催事を通じて交
流の促進及びにぎわいを創
出し、「まちは劇場」の推
進を図る。

①毎年11月頃に開催される
「富士山コスプレ世界大
会」の主催者である実行委
員会への補助金交付
②同事業実行委員会への出
席

一般会計 5,000 0 5,000 5,000 0.2 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数（コスプレイ
ヤー、一般観覧者合計）

当取組は、コスプレを通じ
て本市の魅力を国内並びに
海外へ発信し、観光客の増
加を目指すものである。
一般来場者に加え、全国か
らコスプレを行うレイヤー
が多く募るイベントである
ため、指標は来場者とコス
プレイヤーを合わせたもの
とした。

35,000人 35,250人 34,000人 32,800人 Ａ
目標を達成しており、開催によりまちの
賑わいが創出され、本市の魅力を発信で
きたため、評価を「Ａ」とした。

県外へのPRを強化し、交流人口の拡大に
向け、富士山コスプレ世界大会実行委員
会を支援していく。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 04 01 文化政策課 【再掲】静岡おでん祭事業

本市を代表する食べ物のひ
とつであるおでんに関する
情報を広く市内外に発信
し、本市を訪れる観光客の
増加を図る。

毎年３月に開催される「静
岡おでん祭」の主催者であ
る実行委員会への補助金交
付

一般会計 4,000 0 4,000 4,000 0.2 0.0 補助金交付事務 １件 １件
来場者数
（主催者発表数）

当取組は本市の魅力を市内
外に向けて情報発信するこ
とで、本市への観光誘客を
目的としていることから来
場者数を成果指標として設
定した。

240,000人 320,000人 320,000人 180,000人 Ｓ
天候に恵まれ、コロナ禍前を上回る来場
者があり、静岡おでんが多くの人に食さ
れ、まちの賑わいを創出することができ
たため評価を「Ｓ」とした。

食文化である静岡おでんを観光資源とし
て活用するため、市外へのプロモーショ
ンへの協力を通じて、静岡おでん祭実行
委員会を支援する。

0902_【観光交流文化局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 04 02 観光政策課
駿河湾フェリー運航支援事
業

駿河湾フェリーの運航支援
と環駿河湾地域の観光を促
進することで同地域の交流
人口の拡大及び地域活性化
を図る。

駿河湾フェリーの運航及び
環駿河湾観光交流活性化協
議会に係る経費負担

一般会計 42,400 0 42,400 42,400 0.4 0.0
①駿河湾フェリーへの負担
金の支出
②環駿河湾観光交流活性化
協議会への負担金の支出

①１件
②１件

①１件
②１件

駿河湾フェリーの年間輸送
人員数

フェリーの運航継続を目的
にしていることから、運航
会社が経営改善戦略に示す
年間輸送人員の目標値を指
標とした。

123,000人 87,150人 99,849人 108,128人 Ｂ

環駿河湾観光交流活性化協議会におい
て、フェリーを活用した周遊施策を９件
事業を実施したが、年間輸送人員数が目
標値に対して約71％の実績となったた
め。

令和７年２月の台船損傷により、運休、
徒歩乗船客限定利用を強いられ、輸送人
員が減少した。そのため、台船修繕後の
利用促進に資する事業として、県との役
割分担のもと清水港への誘客やフェリー
の利用拡大に繋がる事業を実施する。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx47 04 02 ＢＸ推進課 海洋文化都市普及促進事業

「海洋文化都市・清水」の
形成に向けた取組みの周知
及び、施設整備への理解と
期待度の向上を図る。

海洋文化普及のための啓発
イベント等の実施

一般会計 1,798 0 1,798 1,798 0.2 0.0 市内イベント等へのPR出展 ２回 ２回
海洋・地球総合ミュージア
ムの認知度

市内イベント等にて実施す
る市民アンケート調査にお
けるミュージアムの認知度
を目標値として設定した。

75.0% 75.0% 72.0% 実績値なし Ａ
目標値である認知度75%に対し、清水海
洋展で実施したアンケートにより75%の
認知度を確認したため、評価結果はAと
した。

実施したアンケートにおいて、目標値は
達成したがより多くの市民に来館頂ける
ように更なる認知度の向上が必要であ
る。更なる認知度向上に向けて、SNS等
を中心としたWEBメディアを活用するな
ど、これまでのアンケート結果で認知度
が低かった若年層をターゲットとした情
報発信を検討する。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx48 04 02 ＢＸ推進課 日の出地区交通円滑化事業

日の出地区の公民開発の進
展に伴う交通需要を適正に
処理することで、地区内交
通の円滑化を図る。

日の出地区の最適な交通処
理及び交差点改良や道路拡
幅等の検討の実施

一般会計 1,699 18,480 20,179 19,855 0.3 0.2 業務委託の実施 実施 実施 事業の進捗状況又は進捗率

令和11年度の整備完了を目
指す工程において、必要と
なる計画・設計及び関係機
関との協議の進捗状況、及
び工事段階では整備事業費
を基にした事業進捗率を目
標値として設定した。

検討の実施 実施 実施 実施 Ａ
当初予定していた道路管理者協議を実施
し完了したことから、日の出地区内の交
通円滑化に向けた整備方針を検討できた
ため、評価結果はＡとした。

将来の具体的な交差点形状などが決まっ
ていないことが課題のため、引き続き、
関係機関協議を進めるとともに、令和８
年度から交差点改良の設計業務等を実施
する。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx49 04 02 ＢＸ推進課 海洋文化施設建設事業

国際海洋文化都市・清水の
実現に向けた「海洋・地球
総合ミュージアム」の建設
（日の出地区）

国際海洋文化都市・清水の
実現に向けた「海洋・地球
総合ミュージアム」の建設
（日の出地区）

一般会計 1,160,119 837,395 1,997,514 386,527 3.2 0.0
①PFIによる施設の設計・
建設
②業務委託の実施

①PFIによる
業務実施
②実施

①実施
②実施

海洋文化施設建設事業の進
捗

施設の整備完了を最終目標
（100%）とし、設計・建設
期間に支払う整備費の総額
に対する各年度の支払額の
割合を目標値に設定した。

70% 62% 60% 60% Ｂ

建設用地は取得が完了しており、実施設
計もおおむね完了した。しかし、事業者
と物価高騰等により増加した建設費に対
する協議に時間を要した事で、整備スケ
ジュールが遅延し工事着手に至らなかっ
たため、評価結果はBとした。

物価高騰等により増加した費用への対応
が課題となっているため、増加する事業
費の見直しも含めた協議をSPCと進め、
早期着工を目指す。

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx50 04 02 ＢＸ推進課 日の出センター関連事業

市民に親しまれる清水港に
するとともに、清水港及び
地場産業の振興並びに市民
の福祉の増進に資する。

社会共有資産利活用基本方
針に基づく日の出センター
の改修

一般会計 59,192 0 59,192 54,036 0.5 0.0

①指定管理料支払事務の円
滑な実施
②利用状況報告書の提出
（毎月）

①事務処理の
円滑な実施
②12回

①実施
②実施

施設利用者の満足度の割合

地場産業の振興及び市民の
福祉の増進のため、利用者
に満足してもらう施設運営
とする必要があることか
ら、施設仕様書（協定書）
で定める目標（利用者満足
度90％以上）で設定した。

90% 89% 90% 93% Ａ
自主事業の積極的な展開などにより、利
用者満足度がおおむね目標値を達成でき
たため、評価結果はAとした。

引き続き、指定管理者と連携し、利用者
ニーズに応えられる施設運営に努める。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1301_【経済局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx51 04 02 ＢＸ推進課 清水港海づり公園建設事業

海づり公園が果たした「清
水港に親しむ憩いの場の提
供」の役割を継承する施設
を再建する。

東京電力㈱に譲渡された旧
「清水港海づり公園」の代
替施設となる海づり公園の
整備

一般会計 150,000 196,342 346,342 345,917 0.3 0.2 工事委託の実施 実施 実施
海づり公園整備事業の進捗
状況

令和7年度内の供用開始を目
指す工程において、総事業
費を基にした事業進捗率を
目標値として設定した。

87% 87% 66% 50% Ａ
令和６年度業務は年度内完了し、当該年
度の事業費を執行しており、７年度内の
整備完了目標に向けて事業が進捗してい
るため、評価結果はＡとした。

埋立て事業を実施している静岡県との連
携が重要なため、引き続き、静岡県との
協議・調整を実施し、令和７年度内の整
備完了を目指す。

0303_【総合政策局・⑥観光・交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx52 04 03 社会共有資産利活用推進課 【再掲】アリーナ整備事業

まちの魅力を高め、交流人
口の増加や地域経済の活性
化が期待される、最高峰の
プロスポーツや大規模コン
サートが開催可能なアリー
ナの実現を目指す。

東静岡駅北口市有地への多
目的アリーナの整備

一般会計 31,000 0 31,000 26,629 2.5 0.0 アリーナ整備事業の進捗状
況

基本計画策定
完了

基本計画策定
完了

アリーナ整備事業の各年度
の進捗目標

当取組はアリーナの整備に
より、まちの魅力の向上を
目指すものであるが、令和
12年度までを整備期間とす
る事業であることから、各
年度の進捗を成果指標とし
て設定した。

基本計画の策
定完了

基本計画の策
定完了

関連調査の実
施完了

誘致方針の策
定完了 Ａ 予定どおり令和７年１月に基本計画を策

定し、事業進捗は順調であるため。

令和７年度は実施方針、要求水準書の作
成などを行い、事業者公募、選定を行
う。

1002_【環境局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx53 04 04 中山間地振興課
オクシズプロモーション事
業

オクシズの意義・役割・魅
力を伝えるプロモーション
を実施することで、都市住
民と地域住民の交流を促進
し、交流人口及び定住人口
の増加を図る。

交流人口増加のための情報
発信

一般会計 10,918 0 10,918 8,996 0.6 0.0 オクシズHPアクセス数 106,786件 79,185件
中山間地施設の観光交流客
数

当取組は交流人口及び定住
人口の増加を目的とし、
2023年度入込客数（529,000
人）を指標として設定し
た。

529,000人 567,372人 528,785人 525,145人 Ａ
コロナ明けから増加傾向にあり、プロ
モーションの効果が十分に出ていると評
価できるため、評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価は「Ａ」であったが、観光
交流客数の増加及びオクシズのさらなる
振興のためには、情報発信の方法や内容
等の見直し、改善を行い若年層や市街の
認知度を向上させることで、オクシズ地
域への誘客を進めていく。

1002_【環境局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx54 04 04 中山間地振興課
オクシズ食と農の魅力向上
事業

食に精通する取組みを行っ
ている企業の社員を地域活
性化起業人として市に受け
入れることでオクシズの地
域資源の１つである食の魅
力を向上させ、地域の価値
を高める。

①オクシズの食情報の発信
②加工販売所等への支援

一般会計 5,600 0 5,600 5,600 0.2 0.0 ヒアリング施設数 5施設 5施設 事業支援施設数

当取組は加工販売所の持続
的な営業を目的とするもの
であり、経営のスマート化
を目指すものであるが、経
営主体は地域団体であるこ
とから効果の発現までに時
間を要することから、取組
み件数を成果指標として設
定した。

3施設 3施設 実績値なし 実績値なし Ａ
活動指標を達成していることに加え、加
工販売所と連携した料理教室の開催や地
域食材を活用したレシピのSNS発信など
を実施したことを評価し「Ａ」とした。

地域の加工販売所は各リソースがひっ迫
しており、経営改善への着手、遂行は慎
重に進めざるを得ない。加工販売所に過
度な負担とならないよう相互に理解を深
めながら進めていく。

1002_【環境局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx55 04 04 中山間地振興課 市営温泉浴場管理運営事業
市民の健康と福祉の増進及
び地域の振興に寄与する。

市営温泉浴場の管理・運営 一般会計 101,891 0 101,891 97,442 0.8 0.0 ①指定管理件数
②定期報告及び年度報告

①５件
②13回／１施
設

①５件
②13回／１施
設

①利用者満足度の平均値
②利用者数

①当取組は地域振興を目的
として地域のイメージ向上
を目指すものである。アン
ケートによる近年の利用者
満足度はすでに90％以上と
高くこれを維持することを
目標として、直近３カ年の
利用者満足度の平均値を目
標値として設定した。
②2030年度に５温泉で利用
者数20万人の目標を掲げて
いるため段階的な目標とし
て設定した。

①93.8％
②126,100人

①95.1%
②107,903人

①95.9％
②88,766人

①96.3%
②101,873人 Ａ

2030年度の５温泉利用者数20万人を見込
んだ利用者数の目標値には達しなかった
ものの、利用者満足度は高い数字を維持
しており、地域のイメージ向上に寄与し
ていることから、「Å」とした。

施設が適切に管理されるよう、指定管理
者に引き続き指導するとともに、地域と
連携した施設の活用事業等を促してい
く。

1002_【環境局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx56 04 04 中山間地振興課 観光施設管理運営事業
地域振興を図るため整備し
た地域活性化施設の適切な
管理を行う。

観光施設等の管理・運営 一般会計 77,361 0 77,361 77,361 0.5 0.0 ①指定管理件数
②定期報告及び年度報告

①５件
②13回／１施
設

①５件
②13回／１施
設

①利用者満足度の平均値

当取組は地域振興を目的と
して地域のイメージ向上を
目指すものである。アン
ケートによる近年の利用者
満足度はすでに90％以上と
高く、これを維持すること
を目標として、直近３カ年
の利用者満足度の平均値を
目標値として設定した。

①96.4% ①97.8% ①96.0% ①99.0% Ａ
利用者満足度は高い数字を維持してお
り、地域のイメージ向上に寄与している
ことから、「Å」とした。

施設が適切に管理されるよう、指定管理
者に引き続き指導するとともに、地域と
連携した施設の活用事業等を促してい
く。

1002_【環境局・⑥観光交流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx57 04 04 中山間地振興課 総合計画事業（施設関係）

地域の資源を活かした観光
拠点を整備することで、地
区全体のさらなる付加価値
向上を図り、誘客促進によ
る地域振興を目指す。

展望デッキ等、観光施設の
整備

一般会計 11,000 0 11,000 10,715 1.6 0.0 デッキの設計 設計完了 設計完了 施設整備事業の進捗率

当取組は観光拠点の整備に
よる誘客促進を目的とする
ものであるが、令和８年度
の工事完了までを実施期間
とする事業であることか
ら、設計から工事完了まで
の進捗率を成果指標として
設定した。

33％ 33％ 実績値なし 実績値なし Ａ
総合計画搭載事業の計画に沿って予定ど
おり2024年度の事業を完了したことか
ら、「Å」とした。

整備事業完了後は、デッキを活用した地
域との連携事業や情報発信に取り組んで
いく。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 ＢＸ推進課
駿河湾・海洋DX先端拠点化
計画推進事業

海洋DXに関する研究・教育
を推進するとともに、その
成果を活用した海洋関連産
業の発展と就業者の増加を
目指す。

海洋DXに関する地域大学に
よる先端研究の実施、大学
間連携体制の検討、研究開
発から事業化・社会実装へ
の展開

一般会計 253,748 0 253,748 149,687 2.3 0.6
①交付金計画策定
②交付金申請
③書類審査・面接審査

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

①交付金本申請
②書類審査・面接審査

地方大学交付金の採択に向
けて、本申請（令和６年５
月）、書類審査・面接審査
実施を目標値とした。

①実施
②実施

①実施
②実施

実績値なし 実績値なし Ａ
計画どおり地方大学・地域産業創生交付
金の本申請を行い、書類・面接審査の結
果、令和６年７月に事業採択を受けるこ
とができたため、評価結果はAとした。

本計画は極めて多くの関係者の連携・協
力が不可欠であるため、事業責任者
（（一財）マリンオープンイノベーショ
ン機構理事／統括プロデューサー　橋本
氏）の指導のもと、緻密に合意形成を図
りながら取組を進めていく。併せて、取
組の内容や効果を市民に分かりやすく伝
えるための情報発信に努める。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 02 産業振興課
静岡市プラモデル化計画推
進事業
（環境づくり）

官民連携で模型を活用した
地域活性化と魅力発信に取
り組む。

・プラモニュメント設置
・プラモデル化計画PRツー
ル配布
・SNSを活用したPRキャン
ペーン

一般会計 18,150 0 18,150 10,474 0.3 0.0

①プラモニュメント設置及
びプラモデルデザイン活用
件数
②PRツール配布
③PRキャンペーン

①５件
②1,500個
③２回

①７件
②2,148個
③２回

市内イベント参加者の「ホ
ビーのまち静岡」の認知度

市民や来訪者が静岡市が
「ホビーのまち」と認識す
ることを目指すため、認知
度を成果指標として設定し
た。

80% 68.55% 78.90% 実績値なし Ｂ
目標には届かなかったものの、目標の
85％以上の認知度となったためＢ評価と
した。

模型ファンには一定の認知度があるもの
の、模型ファン以外の認知度が低いこと
が課題である。このため、多くの人がホ
ビーのまちと認識しやすいプラモニュメ
ント増設に向け企業への協力依頼を行う
とともに、模型に関心がない人も集まる
イベントでプラモデルの制作体験を行う
など、模型ファン以外の認知度向上に取
り組む。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 02 産業振興課
静岡市プラモデル化計画推
進事業
（人財づくり）

プラモデルを通じたものづ
くり教育及び模型業界への
就職につながる人材を育成
する。

・ものづくりキャリア教育
（小学生向け）
・静岡型教育プラグラム
（中学生向け）
・ものづくりプラモデル大
学（一般市民向け）

一般会計 3,944 0 3,944 3,737 0.3 0.5 ①キャリア教育参加児童数
②プラモデル大学参加人数

①900人
②20人

①1,046人
②30人

取組を通じてものづくりに
興味を持った児童・生徒数

ものづくりに興味を持つ児
童・生徒の増加を目指すた
め、事後のアンケートでも
のづくりに興味を持ったと
回答した児童・生徒数を成
果指標として設定した。

1,110人 1,549人 1,061人 実績値なし Ｓ
ものづくりに興味を持った児童・生徒数
が目標を大きく上回ったためＳ評価とし
た。

ものづくりに興味を持つ児童・生徒をさ
らに増やすため参加校と授業数を増やす
ことが課題である。学校への申込勧奨の
強化とともに、教育委員会と協議し、単
発の出前講座ではなく継続的な授業とし
ての参加を増やす仕組みを検討する。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 02 産業振興課
静岡市プラモデル化計画推
進事業
（コンテンツづくり）

イベントや大会といったプ
ラモデルの魅力を実際に体
験できる機会を創出する。

・全国プラモデル選手権大
会（高校生のプラモデルコ
ンテスト）
・企業、団体と連携した製
作体験会等のイベント

一般会計 4,200 0 4,200 3,616 0.8 0.0 ①選手権大会申込校数
②コラボイベント実施数

①30校
②３回

①30校
②９回

①全国プラモデル選手権大
会参加生徒の満足度
②取組に協力する企業・団
体の数

①大会の拡充を目指すため
には、参加生徒が大会に満
足することが重要であるた
め。②プラモデル関連のイ
ベント増加には企業や団体
の協力が必要なため。

①90％
②40者

①96％
②50者

①実績値なし
②39者

①実績値なし
②31者 Ｓ ①②共に目標を大きく上回ったためＳ評

価とした。

①さらなる大会の価値向上に向け、参加
校を増やすことが課題である。高校への
参加勧奨強化、協賛獲得のための企業訪
問強化等により大会の価値向上に取り組
む。②さらなる協力企業・団体の増加が
課題である。市ＨＰやパンフレットで協
力企業を紹介するなど協力することに対
するメリットの増加に取り組む。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針
R6 R5 R4

実績値

会計
評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

活動指標名
R6R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

　02　経営基盤・競争力の強化

　03　新製品・技術開発に向けた支援

　04　商業環境の充実・魅力強化

　01　次代を担う人材の育成

　02　良質な就労環境の創出

　03　社会基盤を活用した広域物流を推進します 　01　物流を支える社会資本整備の推進

　02　清水港や高規格道路を活用した広域物流の促進

　01　新市場・販路開拓に対する支援

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　製造業実質市内総生産額 　１兆３５０億円（Ｒ１現状値：９，３８７億円）

　商業実質市内総生産額 　４，８１８億円（Ｒ１現状値：４，８６９億円）

　５７２，３９９ＴＥＵ（Ｒ３現状値：５６２，６１０ＴＥＵ）　清水港コンテナ取扱個数

【⑦商工・物流分野】

　時代の変化に対応しながら地域資源を磨き上げ、多様なパートナーシップにより、豊かに経済成長を続けるまちを実現します

　働きやすいまちだと思う市民の割合 　４５．０％（Ｒ４現状値：４１．２％）

政策 施策

　01　経済成長の原動力となるイノベーションの創出を推進します 　01　協働・共創体制の構築

　02　本市産業特性の活用

　03　企業誘致と留置の推進

　04　創業支援の充実

　05　地域経済におけるDXとGXの推進

　02　地域経済を支える中小企業の振興を推進します

　04　企業の活性化を支える多様な人材の活躍を推進します

　03　人材と企業の交流の場の創出

　03　ロジスティクス産業の振興
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針
R6 R5 R4

実績値

会計
評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

活動指標名
R6R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 02 産業振興課 駿府匠宿関係事業

今川、徳川時代から受け継
がれてきた伝統工芸や近代
産業をテーマとした体験型
施設を運営し、創作体験や
各種展示を通じて、来場者
が工芸に親しみ、歴史に触
れる機会を提供して、本市
地場産業の振興に取り組
む。

①「駿府匠宿」の管理・運
営を指定管理制度のもとに
実施
②本市地場産業及び伝統工
芸を体験できる場を提供

一般会計 201,277 0 201,277 200,098 1.5 0.0
①協定締結件数
②年度評価実施回数
③定例会実施回数

①１件
②１件
③12件

①１件
②１件
③12件

①年間創作体験者数
②利用者満足度

施設の設置目的が、「市民
が工芸に親しみ、地場産業
への理解を深める」である
ため、①年間創作体験者
数、②利用者満足度を成果
指標として設定した。

①22,800人
②90%

①35,463人
②96.5％

①29,863人
②96.4%

①29,513人
②97.8% Ｓ

指定管理者の創意工夫により創作体験者
数が目標値を大きく上回ったためS評価
とした。

創作体験の質と丁寧な対応をより向上さ
せていくことが課題である。他都市の類
似施設の体験メニューや民間の接遇など
を調査し、職場内研修を定期的に実施す
る。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 01 02 ＢＸ推進課 海上活用研究等支援事業
海洋研究や災害時の海上支
援等を行うための台船を取
得する。

海洋研究や災害時の海上支
援等を行うための台船を購
入に係る経費

一般会計 54,000 0 54,000 40,824 0.7 0.2 台船の購入台数 １台 １台 台船の年間利活用件数

多様な実施主体による海上
支援等を推進するため、台
船の年間利活用件数を指標
とした。

１件 １件 実績値なし 実績値なし Ａ
令和６年度実績は、１件の利活用があ
り、海上支援等の推進に資することがで
きたと考えるため、評価結果はＡとし
た。

多くの実施主体による、更なる利活用の
推進が課題であるため、台船利活用につ
いて周知を図るとともに利用者のニーズ
を把握することに努める。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 01 02 ＢＸ推進課 三保飛行場利活用事業
旧三保飛行場の利活用によ
り地域の価値向上、活性化
を図る。

清水港を中心とした海洋研
究開発拠点化のための旧三
保飛行場利活用に係る経費

一般会計 16,000 0 16,000 15,751 0.4 0.0 ①計画策定業務委託の実施
②工事委託の実施

①実施
②実施

①実施
②実施

三保飛行場土地・施設整備
の進捗状況

令和７年度の暫定運用開始
に向けて、利活用方針の策
定及び測量等の完了を目標
値として設定した。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ
利活用に向けた三保飛行場利活用方針を
策定するとともに、測量及び公図資料を
作成したため、評価結果はAとした。

現在は暫定運用として、無料での利用と
しているが、令和９年度の本格利活用に
向け、利用者の意見を聞きながら有料化
や必要な整備を進める。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 01 02 ＢＸ推進課 貝島地区土地活用事業
貝島地区における海洋研究
拠点化のための土地活用・
基盤整備を行う。

貝島地区における海洋研究
拠点化に向けた新たな土地
活用の検討・実施

一般会計 35,400 0 35,400 31,065 0.9 0.0 ①計画策定業務委託の実施
②設計委託の実施

①実施
②２件実施

①実施
②２件実施

事業の進捗状況又は進捗率

令和８年度末の部分供用開
始を目指す工程において、
必要となる計画・設計及び
関係機関との協議の進捗状
況、及び工事段階では整備
事業費を基にした事業進捗
率を目標値として設定し
た。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ

土地利用計画手法を調査するとともに、
軟弱地盤対策や土壌の状況調査、既存取
水設備の撤去手法検討、及び関係機関と
の協議を予定どおり実施したため、評価
結果はAとした。

令和８年度末の第一期埋立地暫定供用に
向け、引き続きアクセス道路設計や土地
造成設計、都市計画変更等、土地利用に
必要なインフラ整備を実施していく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 01 02 ＢＸ推進課 清水港線跡遊歩道整備事業

清水港線跡遊歩道を魅力的
な空間へと再整備すること
により、清水都心の回遊性
向上及び賑わい創出を図る

江尻側エントランス広場の
整備の実施

一般会計 0 22,440 22,440 16,640 0.2 0.1 整備の実施 実施 実施
江尻側エントランス整備事
業の進捗状況

令和６年度内の整備完了を
目指す工程において、整備
事業費を基にした事業進捗
率を指標として設定

100% 100% 40% 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は100％であ
り、目標を達成する成果となった。これ
により、江尻側エントランス整備が完了
したことから、評価結果はＡとした。

令和６年度をもって整備事業が完了した
ため、今後は、地元まちづくり団体や庁
内関係課と連携し、再整備した空間の利
活用の施策を検討していきたいと考え
る。

0304_【総合政策局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 01 03 社会共有資産利活用推進課
未利用・低利用地等有効活
用法人設立検討事業

社会共有資産のうち、民有
資産における未利用・低利
用地の有効活用を促進す
る。

社会共有資産のうち、民有
資産における未利用・低利
用地の有効活用を促進する
ための法人の設立を検討す
る。

一般会計 3,500 0 3,500 3,067 3.0 0.0 法人の設立 法人の設立 法人の設立 法人設立の進捗

当取組は民有資産における
未利用・低利用地の有効活
用を目指すものであるが、
令和６年度は、民有資産の
有効活用に向けた法人の設
立準備期間であることか
ら、法人設立の進捗を成果
指標として設定した。

法人の設立 法人の設立 実績値なし 実績値なし Ａ
目標どおり、R6に民有資産の有効活用に
向けた法人「一般財団法人　静岡市土地
等利活用推進公社」を設立したため。

未利用の農地や空き家等の民有資産の有
効活用を推進するため、公社は市の事務
事業を補完・支援するとともに効率的・
効果的な業務を実施する必要がある。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 01 03 産業基盤強化本部 都市型産業立地促進事業

企業訪問等により本市進出
を検討する首都圏企業の発
掘を進め、本社機能移転や
サテライトオフィス進出を
推進する。

①首都圏企業面談による
ニーズ把握・情報発信
②サテライトオフィス進出
促進

一般会計 3,029 0 3,029 1,625 0.1 0.0
①面談件数・イベント実施
件数
②助成制度利用社数

①面談件数
100件・イベ
ント３件
②６社

①面談件数
100件・イベ
ント５件
②２社

①首都圏等からの企業進出
件数
②地方活力向上地域特定業
務施設整備計画認定件数
（移転）

当取組は、首都圏企業の誘
致を目的とするものであ
り、企業訪問等による情報
収集・発信等により対象を
発掘し誘致活動を行う取組
であることから、①首都圏
等からの企業進出件数②地
方活力向上地域特定業務施
設整備計画認定件数（移
転）を成果指標として設定
した。

①６件
②１件

①２件
②０件

①10件
②０件

①３件
②２件 Ｂ

①について、令和６年度に８社と具体的
交渉を進め、目標とした６件の進出が決
定したが、実際の立地のためには、人材
確保や取引先の発掘等進出後の操業で障
壁となっているものを一つずつ丁寧に解
決する必要があり、時間を要する場合が
多く、年度内に立地した件数が２件で
あったこと、また、進出企業の中に本社
機能の移転②に相当するものがなかった
ため、総合的にＢとした。

令和７年度以降は、新たな誘致対象企業
の発掘に向け、業界に対する情報発信を
より強化するとともに、人材確保のサ
ポートや新たな助成制度を創設するなど
して、企業ニーズや課題解決に向けた支
援をスピーディに行い、進出の実現に繋
げる。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 01 03 産業基盤強化本部 企業立地用地開発推進事業

　企業立地用地の開発実現
化に向けた検討を行い、用
地不足の解消、企業誘致・
留置の推進及びサプライ
チェーンの強靭化を図る。

①土地所有者への土地利用
意向調査等の実施
②企業立地推進PT会議の開
催、企業立地総合サポート
窓口による伴走支援の実施

一般会計 15,000 0 15,000 11,528 1.8 0.0
開発候補地における用地確
保検討業務及び竜南地区開
発検討業務の実施

実施 実施 企業用地の創出箇所数

当取組は産業用企業用地の
早期創出を目的とするもの
であり、候補となる区域を
選定し、地権者意向調査な
どを行い、用地創出を進め
ていく取組であることか
ら、企業用地の創出箇所数
を成果指標として設定し
た。

２箇所 １箇所 １箇所 実績値なし Ｂ

用地創出に向けては、市内７箇所で地権
者意向調査を実施し、その結果を踏まえ
て開発を想定する範囲をまとめる作業を
進めており、目標とした２箇所を大きく
上回る企業用地創出に向けたプロセスが
着実に進んでいる状況から、６年度の実
績は１件だったが総合的にＢとした。

今後用地創出を想定している区域は市街
化調整区域で農地を含む場所もあるた
め、土地をとりまとめることと合わせ
て、開発行為や農地転用の許認可などの
規制に関する基準や運用の見直し、手続
きの簡素化などを進め、企業立地が可能
となるようにしていく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 01 03 産業基盤強化本部
企業立地促進事業補助金事
業

工場等の設置に係る用地取
得や設備投資などの費用助
成を行い、企業立地の促進
を図る。

市内への工場等設置・事務
所等の賃借などを行った企
業に対する補助金の交付

一般会計 539,000 0 539,000 457,382 0.6 1.0 補助金交付事務の円滑な実
施

実施 実施 企業立地件数

当取組は企業の誘致・留置
を目的とするものであり、
用地・物件紹介をはじめと
する様々な支援を通じて立
地につなげ、補助金を交付
していることから、 企業立
地件数（補助金交付件数）
を成果指標として設定し
た。

20件 19件 21件 19件 Ａ

目標には１件届かなかったものの、19件
の内８件が市内企業の工場等の移転に対
する補助であり、企業の市外流出防止に
繋げることができたこと、工場の工期の
都合上翌年度に申請を見送ったものがあ
ることを踏まえ、Ａとした。

企業誘致・留置のための支援制度として
有効に活用されているが、現状の制度設
計が複雑であることから、わかりやすく
なおかつ産業の変遷や発展に対応した形
に制度を見直していく。
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コ・クリエーションスペー
ス運営事業

異業種や産学官金が交流す
る場や機会を提供すること
により、人材・技術・知見
などを集結させ、共働する
環境づくりを行うことで、
オープンイノベーションを
促進し、経営課題の解決や
新規事業等の創出による地
域経済の活性化を図る。

①交流イベント実施数
②相談・マッチング数
③パイロットプロジェクト
⑴市内企業と学生の有償イ
ンターンマッチング
⑵新規事業創出プロジェク
ト
⑶行政課題解決プロジェク
ト
④異分野連携・共創フォー
ラム

一般会計 25,906 0 25,906 20,134 0.5 0.0

①交流イベント実施数
②相談・マッチング数
③パイロットプロジェクト
⑴市内企業と学生の有償イ
ンターンマッチング
⑵新規事業創出プロジェク
ト
⑶行政課題解決プロジェク
ト
④異分野連携・共創フォー
ラム

①30回
②100件
③
⑴５名
⑵３件
⑶１件
④70名

①41回
②298件
③
⑴６名
⑵３件
⑶１件
④123名

①新規会員数
②延べ利用者数
③創出された事業数

本取組はオープンイノベー
ションを促進するものであ
るため、新規会員数、延べ
利用者数及び利用者同士の
マッチングを通じて創出さ
れた事業数を成果指標とし
て設定した。

①450名
②3500名
③10件

①264名
②4768名
③９件

①458名
②3503名
③11件

①441名
②2490名
③７件

Ｂ
成果指標②「延べ利用者数」については
目標を達成できたが、成果指標①「新規
会員数」、③「創出された事業数」につ
いては目標を達成できなかったため。

本施設の利用者同士のマッチング等に
よって創出された事業を継続的に成長、
発展させるためには、収益化や販路拡大
に向けた支援の充実を図ることが必要で
あることから、新規事業創出の伴走支援
を行うインキュベーションマネージャー
を設置する。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 01 04 産業政策課
知・地域共創コンテスト事
業

複雑化多様化した社会課題
の解決に向けて、スタート
アップ等との共創を促進す
る。

市の社会課題解決につなが
る共創事業案の公募・選定
を行い、社会実装に向けた
伴走を行う

一般会計 139,250 0 139,250 111,588 1.8 0.0 共創事業の伴走支援数 15件 13件
コンテストを通じて創出さ
れた共創プロジェクト数

本取組は、共創の促進によ
り、課題解決策の社会実装
を目指すものであることか
ら、プロジェクトとして立
ち上がった件数を成果指標
として設定した。

10件 10件 実績値なし 実績値なし Ａ 目標の10件に対して、10件のプロジェク
トを立ち上げることができたため。

コンテストを通じて創出された共創プロ
ジェクトの社会実装を目指すには３か月
では実証期間が短いこと、また、より社
会課題に沿った質の高い共創プロジェク
トの創出のためには、募集段階で適切な
社会課題の提示が必要なことから、実証
期間の拡大と社会課題の構造化・精緻化
作業を実施する。
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市内企業イノベーション創
出支援事業

スタートアップとの協業に
より市内企業の経営課題の
解決や新規事業創出を支援
し、生産性向上や競争力強
化を支援

オープンイノベーションプ
ログラムの実施

一般会計 32,500 0 32,500 25,352 1.6 0.0 伴走支援企業数 10社 10社
オープンイノベーションプ
ログラムを通じて創出され
た事業数

本取組は市内企業とスター
トアップとの協業等による
経営課題の解決や新規事業
創出を目的とするため、プ
ログラム実施による事業創
出数を成果指標とした。

5件 ４件 実績値なし 実績値なし Ｂ 実績が目標値の8割にとどまったため。

市内企業とスタートアップとの協業によ
る新規事業の創出数をさらに増やしてい
く必要があるが、中小企業等の若い後継
者が先代から受け継いだ経営資源を活用
し、将来を見据えた新規事業創出や業態
転換に挑戦する事例が増加しており、全
国的にも事業承継前の経営候補者や承継
後間もない経営者（アトツギ）を対象と
した支援に取り組む自治体が増えてい
る。このため本市でもこうした支援の充
実を図っていく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針
R6 R5 R4

実績値

活動指標名
R6R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方 評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

予算額
決算額 正規職員等

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

会計

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的
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スタートアップ次世代人材
育成事業

次世代を担う学生を中心と
したアントレプレナーシッ
プの醸成や、起業家やス
タートアップで活躍する人
材に必要な資質・スキル等
を学ぶ機会を提供するとと
もに、スタートアップ起業
に対する周囲の理解促進を
図ることで、市内でスター
トアップが活躍しやすい環
境を整備する。

①出前講座実施
②起業体験プログラム 一般会計 10,750 0 10,750 9,075 0.2 0.0

①出前講座実施数
②プログラム・セミナー開
催数

①15回
②10回

①19回
②14回

①出前講座実施数
②プログラム・セミナー開
催数

本取組は若者のアントレプ
レナーシップの醸成とス
タートアップ起業に関する
基礎を学ぶプログラムの提
供であるため、出前講座の
実施数とプログラム等の開
催数を成果指標とした。

①15回
②10回

①19回
②14回

①12回
②１回

実績値なし Ａ 当初の目的を達成したため。

出前講座や起業体験プログラムを通じて
起業を目指すようになった学生が実際に
起業できるようになるためには、起業に
関する知識をより実践的に習得できるプ
ログラムが必要である。
市内で起業家を輩出するために、起業が
できるまでの知識の習得を目的とした連
続講座を実施する。
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その他スタートアップ支援
事業

スタートアップ協業等促進
事業の円滑および効果的な
遂行のため、市内企業とス
タートアップのコミュニ
ティ形成、スタートアップ
への資金調達支援、事業の
情報発信を実施する。

①スタートアップコミュニ
ティ形成のための調査・検
討の実施
②スタートアップに対する
資金調達支援策の構築に向
けた事例研究や制度構築の
検討の実施
③地域活性化企業人等の活
用

一般会計 47,500 0 47,500 16,637 0.5 0.0

①コミュニティ形成に関す
るアンケート調査数
②勉強会件数
③地域活性化企業人の採用
人数

①10件
②６件
③２名

①10件
②６件
③２名

スタートアップコミュニ
ティの形成及び資金調達支
援策の構築に向けた調査・
検討の実施

令和７年度からの本格実施
に向け、他都市の事例調査
などの実施を指標とした。

完了 完了 実績値なし 実績値なし Ａ

委託業者による、スタートアップコミュ
ニティの形成に向けた他都市の事例調
査・報告、資金調達支援策の構築に向け
たスタートアップへの勉強会の開催を
もって、成果指標の完了とした。

令和６年度検討した内容をもとに、令和
７年度からスタートアップコミュニティ
の形成と、スタートアップ資金調達支援
に関する事業を本格的に実施する。
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中小企業の経営支援及び指
導育成事業
（３）事業承継に関するこ
と

中小企業の持続的な成長と
地域経済の安定のため、市
内事業者の事業承継を支援
する。

静岡県事業承継・引継ぎ支
援センターと連携した市内
事業者の事業承継への支援
の実施

一般会計 871 0 871 871 0.2 0.1 支援対象者選定数 30者 31者 個別支援着手率

当取組は、事業承継を必要
とする事業者が必要な支援
を受けて承継を行うことを
目的とするものであるが、
対象者の選定から個別支援
の実施、承継手続まで複数
年を要する事業であるた
め、支援対象者数に対して
個別支援に着手した割合を
成果指標として設定した。

100% 0% 実績値なし 実績値なし Ｃ
アンケート調査による支援対象者の掘り
起こしを実施したものの、個別支援の着
手まで至らなかったためＣ評価とした。

令和６年度は事業取組初年度であり、事
業の年間サイクルが確立されていなかっ
たことが課題である。対象者の掘り起こ
しから支援着手までが年度内に完結する
スケジュールを整備することで、確実な
個別支援に取り組む。
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中小企業の経営支援及び指
導育成事業
（５）ＤＸ・デジタル化支
援に関すること

中小企業の「人手不足」の
解消に向け、ＤＸを活用で
きる人材を育成し、脱属人
化、業務の効率化、生産性
の向上を支援する。

①中小企業等のDX化に係る
伴走支援
②デジタル化に係る相談窓
口の設置、専門家の派遣
③デジタル活用に係るハー
ド・ソフトウェアの導入等
に対する助成

一般会計 34,900 0 34,900 29,528 0.5 0.1

①伴走支援の実施者数
②相談受付件数（窓口・巡
回）
③補助金交付件数

①20者
②窓口300
件、巡回200
件
③25件

①21者
②窓口332
件、巡回222
件
③26件

作業時間数の削減割合（対
前年度比）

当取組は、中小企業の脱属
人化、業務の効率化、生産
性の向上を図ることを目的
とするものであることか
ら、DX化を行った業務にお
いて削減した時間数の割合
（対前年度比）を成果指標
として設定した。

50.0% 43.6% 実績値なし 実績値なし Ｂ
参加事業者21者全てにおいて作業時間削
減が実現したものの、一部目標に届かな
い事業者がいたためB評価とした。

デジタル活用による効果をイメージでき
ずに事業に参加することで、目標設定が
曖昧になることが課題である。参加事業
者募集の際に前年度に伴走支援を受けた
事業者の事例集を示し、具体的な改善イ
メージを持つ事業者の参加を促すことで
目標達成に取り組む。
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中小企業の経営支援及び指
導育成事業
（６）海外展開に関するこ
と

海外輸出に取組む中小企業
を支援し、販路開拓を支援
する。

①台湾に向けた商品開発テ
ストマーケティング、商談
会の実施
②フランスに向けた商品開
発テストマーケティング等
の実施
③越境EC出展に対する伴走
支援の実施

一般会計 19,339 0 19,339 18,207 0.5 0.0

①支援事業者数
②現地アンテナショップへ
の出展事業者数
③当事業で越境ECサイトに
出展して支援した事業者数

①15者
②5者
③8者

①15者
②5者
③8者

現地で契約・販売につな
がった商品数

当取組は、市内事業者の海
外販路開拓による売上向上
を目的とするものである
が、事業効果の発現事業の
完了から効果の発現までに
時間を要することから、少
なくとも令和６年度末まで
に達成が必要と考える成果
指標として現地企業との商
談成立や現地アンテナ
ショップでの販売も含め、
契約・販売につながった商
品数を成果指標として設定
した。

28品 41品 16品 27品 Ｓ 契約・販売につながった件数が目標を大
きく上回ったためＳ評価とした。

事業者が自ら海外展開に取り組むことが
できる状態にすることが課題である。実
践的なセミナーや、受託者の支援のもと
事業者が経験を積むことにより自走でき
る状態にする。
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中小企業の経営支援及び指
導育成事業
（７）中小企業の新商品開
発、販路拡大に関すること
（首都圏販路開拓支援）

中部５市２町の圏域におい
て、域内の事業者の情報発
信力、商品開発力等を向上
させ、販路開拓を支援す
る。

首都圏に向けた商品開発テ
ストマーケティング、商談
会の実施

一般会計 14,761 0 14,761 14,708 0.4 0.0 商品開発数 7品 ７品 事業進捗率

当取組は、域内事業者の首
都圏販路開拓による売上向
上を目的に、令和７年度ま
での２ヵ年で実施する事業
である。令和６年度は商品
開発、令和７年度は商談会
参加を行うため、事業の進
捗率を成果指標として設定
した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
２ヵ年事業のうち令和６年度の商品開発
を計画どおり実施したためA評価とし
た。

令和６年度に開発した商品に適した販路
を開拓することが課題である。首都圏で
の商談会への参加と運営受託者によるPR
活動により、商品ごとに適したバイヤー
とのマッチングに取り組む。
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中小企業の経営支援及び指
導育成事業
（７）中小企業の新商品開
発、販路拡大に関すること
（その他支援）

展示会や新製品開発により
販路開拓を行う事業者を支
援し、中小製造事業者の付
加価値を高める競争力・販
売力の強化を支援する。

①中小製造事業者が行う新
製品開発、展示会出展に係
る経費に対する助成
②国内最大級の見本市「機
械要素技術展」に市内企業
と共同出展
③自社で保有するECサイト
を活用した売上向上策の立
案等を支援
④産業財産権登録出願に係
る経費に対する助成

一般会計 22,998 0 22,998 19,182 0.1 0.5

①補助金交付件数
②出展事業者数
③補助金交付件数
④補助金交付件数

①40件
②6者
③20件
④12件

①39件
②7者
③6件
④10件

出展による商談実施数

当取組は、市内中小製造事
業者の売上向上を目的とす
るものである。商談の実施
から実際の売上獲得までに
は複数年を要する場合があ
るため、出展による商談実
施数を成果指標として設定
した。

1,163件 1,050件 667件 636件 Ａ 商談実施数の目標の90％を上回ったため
A評価とした。

展示会で販路開拓の機会を得ても、その
後のマーケティングや販促活動が不足
し、商談につながらないケースがあるこ
とが課題である。商談の成功事例を収集
し市内事業者に共有することで各社の販
路開拓を後押しし、商談実施数の増加に
つなげる。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 02 02 産業政策課
産学交流センター管理運営
事業

大学等との連携により、創
業希望者、中小企業等の創
造的な事業活動を支援し、
次世代を担う産業人材の育
成を図る。

①施設の維持管理
②マーケティング支援講座
の実施
③おみやプロジェクトの実
施
④地域課題に係る産学共同
研究事業の実施

一般会計 204,323 0 204,323 183,851 0.7 0.5

①各種セミナーの実施件数
②おみやプロジェクト参加
企業数
③産学共同研究事業実施件
数

①25回
②６社
③７社

①22回
(休館あり)
②６社
③９社

産学交流センターの支援に
よる新規創業者、新商品開
発、新分野進出等の合計件
数

指定管理業務仕様書【R6～
R10】では目標を産学交流セ
ンター、清水産業情報プラ
ザ併せて目標値70件として
おり、過去の実績より当施
設分を40件とした。

40件 47件 53件 Ｓ 新規創業者等が、目標の40件を大きく上
回ったため。

毎年一定の成果をあげることができてい
るが、新規創業支援や新商品開発の推進
を今後より一層加速していく必要がある
ため、市内の他の産業支援施設との連携
を密にし、時代の流れに応じた市内中小
企業者への支援を行っていく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 02 02 産業政策課
清水産業・情報プラザ管理
運営事業

創業者の育成、産学連携を
通じた産業振興を図るとと
もに、情報通信網を活用し
た市民生活の利便向上を図
る。

①施設の維持管理
②創業者育成室の運営
③産学官講演会、情報化講
演会等の実施
④製造現場改善支援事業

一般会計 73,608 0 73,608 72,086 0.7 0.1

①創業者育成室に入居した
新規創業者数
②製造現場改善支援事業参
加企業数

①7者
②12者

①10者
②12者

清水産業・情報プラザの支
援による新規創業者、新商
品開発、新分野進出等の合
計件数

指定管理業務仕様書【R6～
R10】では目標を産学交流セ
ンター、清水産業情報プラ
ザ併せて目標値70件として
おり、過去の実績より当施
設分を30件とした。

30件 30件 30件 Ａ 新規創業等が目標の30件に達したため。

毎年一定の成果をあげることができてい
るが、新規創業支援を今後より一層加速
していく必要があるため、市内中小企業
者への支援を行っていく。また、創業者
育成室の稼働率が低下しているため、利
用者増加のための広報活動の強化を行っ
ていく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 02 02 産業振興課
公益財団法人静岡産業振興
協会との連絡調整事業

ツインメッセの長寿命化、
安心・安全な利用の確保、
及び利便性の向上に取り組
む。

（公財）静岡産業振興協会
が主体となり実施するツイ
ンメッセ静岡の修繕に対す
る支援の実施

一般会計 47,658 0 47,658 41,450 0.1 0.0 修繕の実施 実施 実施 施設利用者の満足度

当取組は、施設の安定的な
稼働を目的とするものであ
り、施設利用者の確保を目
指すものであることから、
施設利用者の満足度調査に
おいて「大変満足」「満
足」と回答した割合を成果
指標として設定した。

80% 85% 90% 実績値なし Ｓ
利用者・団体の施設利用満足度が高く、
目標を大きく上回ったためＳ評価とし
た。

施設の経年劣化や水銀灯の生産終了に伴
うLED化など、将来的に利用者満足度低
下を招く可能性が高い修繕箇所が多いこ
とが課題である。公益財団法人静岡産業
振興協会と協議のうえ修繕箇所の優先順
位付けを行い、施設の長寿命化と安全・
快適性を確保する。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 02 04 商業労政課
商店街環境整備事業補助金
事業

商店街の環境整備・改善を
促進し、地域の商業振興を
図る。

商店街団体が実施する環境
整備事業の取組に対する経
費の一部助成。

一般会計 4,861 0 4,861 2,718 0.1 0.0 補助金交付件数 ４件 ２件
「来街者増加に効果があっ
た」と回答した商店街の割
合

本取組は市内商店街の環境
整備事業を促進することに
より、商業の振興及び魅力
あるまちづくりを推進し、
商店街の来街者増加を目指
すものであることから、
「来街者増加に効果があっ
た」と回答した商店街の割
合を成果指標として設定し
た。

80% 80% 80% 71% Ａ 目標値どおりの効果の回答を得たため。

当該事業の活用による商店街の活性化や
魅力創出が一過性なものとならないよ
う、引き続き事業の効果検証をしてい
く。

73件

44



目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針
R6 R5 R4

実績値

会計
評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

活動指標名
R6R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 02 04 商業労政課
チャレンジショップ出店事
業費補助金事業

特色ある事業者を支援し、
中心市街地のにぎわい創出
を図る。

中心市街地の大型店に出店
する地域の事業者に対する
出店経費の一部助成。

一般会計 5,400 0 5,400 5,355 0.1 0.0 補助金交付件数 ６件 ７件
出店後事業を継続している
店舗の割合

本取組は地域の意欲ある中
小企業者等が中心市街地の
大型店に出店する取組を支
援することを目的とし、事
業拡大や中心市街地の経済
活力の向上を目指している
ことから、出店後も事業を
継続している店舗の割合を
成果指標として設定した。

７割 ７割 ８割 10割 Ａ 目標値に対し、期待どおりの実績であっ
たため。

令和４年度から６年度の３年間に19件の
出店を支援し、うち７割が現在も事業を
継続している。今後は各店舗の状況を注
視しながら、新たな施策の検討につなげ
ていく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 02 04 商業労政課
中心市街地地域おこし協力
隊活用事業

様々な知見を有する外部人
材を活用し、中心市街地の
課題解決や活性化を図る。

中心市街地の課題解決や活
性化の促進に向けた企画立
案・運営、各種団体と連携
したエリアマネジメント・
空き店舗活用等の実施。

一般会計 9,944 0 9,944 9,850 0.1 0.0 委嘱人数 ２人 ２人
地域おこし協力隊の活動に
対する中心市街地関係者の
満足度

本事業は地域おこし協力隊
による中心市街地の賑わい
創出や課題の解決を目的と
するものであり、中心市街
地の活性化に取り組む団体
と連携して取組むことか
ら、地域おこし協力隊の活
動に対する中心市街地関係
者の満足度を成果指標とし
て設定した。

90% 87% 94% 実績値なし Ａ 目標値にはわずかに達しなかったもの
の、それに近い満足度が得られたため。

隊員によって活動状況に差があるため、
今後は隊員同士の交流や事例の共有等を
促進していく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 02 04 商業労政課
面的まちづくりに向けた商
店街ワークショップ事業

商店街の空き店舗情報の収
集・発信や、将来像の構築
等を支援し、地域の商業振
興を図る。

商店街活性化の新たなモデ
ル構築に向けた専門家、行
政等による伴走型支援の実
施。

一般会計 4,200 0 4,200 4,180 0.1 0.0 伴走支援の実施件数 ２件 ２件

「中心市街地でのお買い
物、サービスの機能」につ
いて「満足」「やや満足」
と回答した人の割合

本取組は中心市街地におけ
る商店街活性化の新たな
ロールモデルづくりを目的
とし、商店街における新た
な推進体制の構築や将来像
の検討、空き店舗対策等を
目指すものであることか
ら、それらの総体的効果と
して「中心市街地でのお買
い物やサービスの機能」に
ついて「満足」「やや満
足」と回答した来街者の割
合を成果指標として設定し
た。

65% 67% 63.5% 実績値なし Ａ 目標値どおりの効果の回答を得たため。

事業内容は有効であったものの、対象地
域のみの効果にとどまっている。今後は
取組の横展開を図り、更なる効果拡大を
目指していく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 02 04 商業労政課
子ども関連施設出店事業補
助金事業

中心市街地の商店街への子
ども関連施設の整備を促進
し、中心市街地の来街者増
加や活性化を図る。

商店街への子育て世帯の来
街者増加及び地域活性化に
向けた子ども関連施設の出
店経費に対する助成。

一般会計 15,000 0 15,000 14,593 0.1 0.0 補助金交付件数 ４件 ４件

「中心市街地でのお買い
物、サービスの機能」につ
いて「満足」「やや満足」
と回答した人の割合

本取組は、中心市街地への
子育て世帯の来街の促進を
目的とし、中心市街地に不
足している機能を充足させ
て来街者満足度向上を目指
すものであることから、
「中心市街地でのお買い物
やサービスの機能」につい
て「満足」「やや満足」と
回答した来街者の割合を成
果指標として設定した。

65% 67% 実績値なし 実績値なし Ａ 目標値どおりの効果の回答を得たため。

店舗の認知度を向上させ、利用促進を図
るため、出店先の近隣商店街と連携を深
めながら、エリア全体の魅力を発信して
いけるよう支援していく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 03 01 中央卸売市場
市場再整備検討事業
（庁内分科会・ＰＴ等を含
む）

市民・消費者の食生活に欠
かすことのできない農水産
物などの生鮮食料品を販売
する卸売の拠点であるが、
築50年を経て施設の老朽化
や経済動向の変遷に伴い、
施設規模をダウンサイジン
グの上、全体最適を図る再
整備を行っていく必要があ
る。

当市場の強みや特長を活か
すことのできる将来像を描
き、その実現に向けての方
策を明らかにすることで
「将来構想」として示し、
再整備に係る庁内の合意形
成を図る。

特別会計 10,247 0 10,247 10,175 2.0 0.0 将来構想の策定
完了
（100％）

完了
（100％）

当市場が目指す将来像を明
らかにし、再整備の検討を
行っていくための庁内の合
意形成

段階的な再整備（基本計画
の策定等）の検討を進めて
いくために、市場が目指す
将来像を明らかにすること
で、庁内の合意形成を果た
していく必要があるため。

完了
（100%）

未完了
（75％）

実績値なし 実績値なし Ｃ

令和５年度に、静岡市中央卸売市場将来
構想検討委員会による検討を行い、令和
５年10月に提言を受けると共に、将来構
想骨子及び施設整備のあり方の作成まで
完了したが、令和６年度中の庁内の合意
形成まで至らなかったため。

従来の市場機能に限らず、「食品加工」
「品質・衛生管理」「パッケージ・ラベ
リング」「物流」「外部供給」などの機
能を含め、地域の生産、加工、流通、消
費が循環する持続可能な食と農に関する
新しいシステムを構築するため、「静岡
市食と農システムプロジェクトチーム」
において詳細を検討していく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 03 01 ＢＸ推進課 清水港港湾整備事業
港湾施設の整備促進により
物流機能の高度化及び市民
が憩える港づくりを図る。

港湾施設の整備促進を図る
ための清水港整備事業に係
る経費負担

一般会計 778,600 0 778,600 778,600 0.2 0.0 負担金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく補助
金を交付

遅滞なく補助
金交付した

要望活動の実施回数

補助金交付団体が目指す清
水港の振興・発展に寄与す
るために実施する国等への
秋の要望活動実施回数を目
標値として設定した。

１回 １回 １回 ２回 Ａ
令和６年度実績として、１回要望活動を
実施したことにより、清水港発展に必要
な要望活動を実施することができたと考
えるため、評価結果はＡとした。

当取組の評価結果はＡであったが、各工
事においては早期完成が求められてい
る。国、県との協議・調整を継続的に実
施し、清水港全域での整備完了を目指
す。

1503_【建設局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 03 01 道路計画課
道路新設及び改築に関する
事業
（調査、基本計画）

道路の整備の推進により、
主要な地域及び地点を相互
に結び、都市の骨格形成を
図るとともに、日常生活の
安全・安心の確保及び利便
性を図る。

道路の整備 一般会計 5,333,122 3,127,072 8,460,194 5,534,178
幹線道路、港湾・ＩＣアク
セス道路に係る９路線（工
区）の事業実施

実施 実施

1503_【建設局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 03 01 道路計画課
街路新設及び改築に関する
事業
（調査、基本計画）

都市計画道路の整備の推進
により、主要な地域及び地
点を相互に結び、都市の骨
格形成を図るとともに、日
常生活の安全・安心の確保
及び利便性を図る。

都市計画道路の整備 一般会計 1,855,362 868,530 2,723,892 1,716,540
幹線道路、港湾・ＩＣアク
セス道路に係る17路線（工
区）の事業実施

実施 実施

1503_【建設局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 03 01 道路計画課
国土交通省直轄国道の整備
促進及び調整に関する事業

国道１号静清バイパスの整
備を促進し、広域交通ネッ
トワークの促進を図る。

①要望活動
②国、地元との調整

一般会計 2,871,661 0 2,871,661 2,871,410 1.0 0.5
①要望活動

②国・地元との調整

①実施

②実施

①実施

②実施
要望活動の実施率

早期整備完了[清水立体整備
完了]のためには、事業主体
である国に地域の声をしっ
かり届けていくことが重要
である。このため、目標値
は、当初予定する要望活動
実施回数5回とした。

100%
(5回)

100%
（5回）

100%
（5回）

100％
(5回) Ａ

国直轄道路事業の円滑な推進のために、
国土交通省（静岡市全体としての要望２
回、建設局としての要望１回）、中部地
方整備局（１回）、静岡国道事務所（１
回）に対し計画どおり要望活動を実施し
た。
国直轄道路事業は、事業費約85億円が充
てられ、事業の進捗が図られた。

引き続き、国土交通省直轄道路事業が円
滑に推進するよう、国や地元と連携し、
ストック効果や住民の声を反映させた効
果的な要望活動を実施する。

1503_【建設局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 03 01 道路計画課
中部横断自動車道の整備促
進及び調整に関する事業

①中部横断自動車道の整備
促進及び利用促進を図り地
域の活性化に寄与する。
　
②高速道路ＩＣアクセス道
路の整備を推進し、広域交
通ネットワークの強化を図
る。

①整備・利用促進に向けた
促進活動の実施並びに各同
盟会等への参加及び協力

②新スマートＩＣアクセス
道路の整備

一般会計 1,570 0 1,570 1,375 1.7 0.0

①
・理事会・総会の開催
・促進活動
・各同盟会等への参加

②
・要望活動
・地元との調整
・関係機関との協議

①実施

②実施

①実施

②実施
①支援活動の実施率

①早期全線開通［（仮称）
長坂JCT～八千穂高原IC］の
ためには、事業主体である
国及び中日本高速道路
（株）に地域の声をしっか
り届けていくことが重要で
ある。このため、目標値
は、当初予定する理事会・
総会、促進活動、同盟会等
の実施、参加回数の合計９
回とした。

①100%
(9回)

①100%
（9回）

①100%
（9回）

①90%
（9回） Ａ

支援活動を計画９回に対し、９回実施
し、事業の推進を支援した。
理事会・総会（１回）、要望活動（２
回）、啓発活動（４回）、各同盟会への
参加（２回）

引き続き、中日本高速道路（株）及び国
土交通省による道路事業が円滑に推進す
るよう国や地元と連携し、ストック効果
や住民の声を反映させた効果的な促進活
動を実施する。

1503_【建設局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 03 01 道路計画課
【再掲】
道の駅整備検討に関する事
業

①地域周遊の円滑化、雇用
の創出、地域活性化のため
の道の駅整備
②道の駅宇津ノ谷峠、トラ
イアルパーク蒲原の維持管
理

①トライアルパーク蒲原の
道の駅化
②管理委託（植栽、修繕、
消耗品購入、浄化槽管理、
ごみ収集等）

一般会計 54,406 0 54,406 24,847 1.5 0.0

①道の駅化に向けた方針の
検討
②施設の管理委託の実施
③実施内容の検査、指導

①実施
②実施
③12回

①実施
②実施
③12回

施設管理による利用者満足
度

本事業は、道の駅等を適切
に管理し、利用者に継続的
なサービスを提供すること
を目的としている。維持管
理による利用者の満足度が
高水準を維持できるよう設
定した。

80% 90.6% 82.9% 実績値なし Ａ
当該施設利用者に対し、満足度調査を実
施した。その結果、施設管理全体の満足
度が80％を超えたため、目標を達成し
た。

引き続き、管理業務を適切に実施する。

39.4 4.0

①幹線道路の整備率

②港湾・ＩＣアクセス道路
の整備率

①第4次総合計画施策目標を
実現するため、道路整備事
業の進捗で評価することと
し、幹線道路の整備率を目
標とした。

②第4次総合計画施策目標を
実現するため、道路整備事
業の進捗で評価することと
し、港湾・ICアクセス道路
の整備率を目標とした。

①37.8％

②35.3％

①37.8％

②34.8％

①37.8％

②32.8％

①37.8％

②31.4％
Ａ

（国）150号（久能拡幅）や（都）日の
出町押切線（北脇）等の整備が進捗し、
達成度99％となったためＡとした。

引き続き事業進捗を図るため、予算確保
に向けた国への要望活動を実施する。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針
R6 R5 R4

実績値

会計
評価結果 評価理由

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

活動指標名
R6R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方
№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム）

政策 施策 所属名 取組名 取組目的 予算額
決算額 正規職員等

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 03 02 清水みなと振興課
清水港利用促進協会、ポー
トセールス事業

　清水港ポートセールス実
行委員会の活動を支援する
ことで、清水港の振興及び
地域経済の発展を図る。

　県、市及び港湾関係企業
団体等の共同による船社・
荷主へのポートセールスの
実施

一般会計 13,866 0 13,866 12,655 0.8 0.0
①負担金交付事務の円滑な
実施
②事業効果検証

①遅滞なく負
担金を交付
②実行委員会
への参画

①実施
②実施

コンテナ貨物取扱個数
（TEU）

当事業は、清水港にどれだ
け荷を集めるか（利用促
進）を目的とするものであ
り、それは結果、静岡市の
地域経済の発展を目指すも
のであることから、コンテ
ナ貨物取扱個数を指標とし
て設定した。

542,322 514,305 513,308 551,048 Ａ

中東での紛争、物価の高騰、2024年問題
による労働者不足など物流業界を取り巻
く環境は厳しい中、目標値の95％を達成
し、清水港利用促進協会において定期的
に検討会議等が開催され、官民関係者の
情報共有や意思統一を図りながら、官民
一体で、清水港未利用地域における講座
を実施するなど、積極的なポートセール
スが展開できたため、評価結果はAとし
た。

県内の貨物が他港へ流出している現状を
抑止するため、東西方向だけでなく、南
北方向も含めた格段に充実した道路ネッ
トワークの強みを、セミナー等でＰＲす
るとともに、国内外に向けたポートセー
ルスを展開する。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 03 02 清水みなと振興課
清水港コンテナ航路誘致事
業

　新たに清水港を利用する
船会社や貨物の荷主に対し
て助成金を与えることによ
り、清水港への航路サービ
スや貨物誘致を図る。

　清水港コンテナ航路誘致
委員会への負担金

一般会計 50,000 0 50,000 48,325 0.2 0.0
①負担金交付事務の円滑な
実施
②事業効果検証

①遅滞なく負
担金を交付
②誘致委員会
への参画

①実施
②実施

コンテナ貨物取扱個数
（TEU）

当事業は、清水港にどれだ
け荷を集めるか（利用促
進）を目的とするものであ
り、それは結果、静岡市の
地域経済の発展を目指すも
のであることから、コンテ
ナ貨物取扱個数を指標とし
て設定した。

542,322 514,305 513,308 551,048 Ａ

コンテナ貨物輸出入事業制度について、
検討を重ね、船会社や荷主の需要を意識
した制度改廃を行い、また、中東での紛
争、物価の高騰、2024年問題による労働
者不足など物流業界を取り巻く環境は厳
しい中、目標値の95％を達成できたた
め、評価結果はAとした。

インセンティブ助成制度の見直しに伴う
効果検証を行い、更なる制度改善に取り
組むとともに、新規航路や荷主・荷物の
獲得に向け、戦略的なセールス活動を行
う。

0304_【総合政策局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 01 企画課 移住・就業補助金関連事業
静岡市への移住や就業を促
進する。

要件を満たして移住・就労
した者に補助金を交付す
る。

一般会計 83,800 0 83,800 66,800 0.5 0.0 　交付金交付事務の適正な
実施

適正に実施 適正に実施 補助金交付件数

令和３年度から補助対象を
拡大し令和４年度は申請件
数が著しく増加したので、
引き続き必要な補助を実施
するため昨年度実績の１．
１倍を目標値とした。

48件 51件 44件 44件 Ａ 目標値を上回る実績であったため。

引き続き、事業周知を行うとともに、本
市企業への就業要件による補助制度の利
用が進むよう、企業に向けた周知を継続
していく。

0304_【総合政策局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 01 企画課
移住者住宅確保応援補助金
関連事業

若者や子育て世帯の移住を
促進する。

要件を満たして移住・住宅
確保した者に補助金を交付
する。

一般会計 13,500 0 13,500 0 0.5 0.0 　交付金交付事務の適正な
実施

適正に実施 適正に実施
事前登録（補助金申請前に
利用希望の登録をするも
の）した移住者数

令和７年１月からスタート
の事業であり、設定しな
い。なお、令和7年度の目標
は制度利用による移住者
７００人としている。

目標値なし 132人 実績値なし 実績値なし ― ―
事業周知を行うことにより、利用者の増
加を図っていく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 01 産業振興課

中小企業の経営支援及び指
導育成事業
（２）成長支援に関するこ
と

ものづくりの現場公開、体
験等の提供を通じ、製造業
の認知度向上と次世代の
キャリア形成を行うことで
業界の持続的な発展を支援
する。

民間団体が行う、生産現場
の一般公開・ものづくり体
験を提供する事業に係る経
費に対する助成

一般会計 2,000 0 2,000 1,270 0.2 0.0 参加事業者数 30者 31者 本市製造業への就業者数

当取組は、製造事業の認知
度向上と次世代のキャリア
形成を通じて市内製造業へ
の就業促進を目指すもので
あるため、本市製造業への
就業者数を成果指標として
設定した。Ｒ６目標は、Ｒ
５実績に、過去３年間の就
業者数の増加率の平均
100.71％を乗じて設定し
た。

48,473人 49,760人 48,131人 実績値なし Ａ 本市製造業への就業者数が目標を上回っ
たためA評価とした。

参画する事業者が少なく、オープンファ
クトリー事業そのものの認知度が低いこ
とが課題である。参画が自社の就業促進
に効果があることを、産業関係団体を通
じて製造事業者に伝えることで参画を促
し、就業率の向上に取り組む。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 04 01 産業振興課 地場産業振興事業

本市経済の活性化と雇用創
出を図るため、地場産業の
情報発信、販路拡大、人材
育成に取り組む。

・情報発信
・販路拡大支援
・後継者育成支援

一般会計 141,542 0 141,542 117,432 1.2 0.6

①「特産品展示コーナー」
管理運営委託契約締結件数
②クラフトマンサポート事
業新規利用者数

①１件
②２人

①１件
②２人

「特産品展示コーナー」と
隣接する駿府楽市での工芸
品の年間売上金額

当取組は、地場産業の振興
を目的とするため、主要地
場産品の工芸品を多数扱
う、駿府楽市での工芸品の
年間売上金額を成果指標と
して設定した。

46,000千円 42,200千円 46,092千円 40,770千円 Ａ
コロナ禍明けのリベンジ消費に後押しさ
れた前年実績と同水準とした目標には届
かなかったものの、目標の90％以上の売
上が得られたためA評価とした。

静岡市の地場産業は、売上の低迷に起因
する後継者難が課題である。多様な関係
者との連携体制を構築し、消費者ニーズ
を捉えた商品開発を行い、国内外に向け
新たな販路を開拓することで出荷額を増
やし、事業者が後継候補者の雇用や設備
投資をしやすい環境を整備する。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 04 01 商業労政課
こどもクリエイティブタウ
ン管理運営事業

こどもたちを対象とした仕
事体験やものづくり体験を
通じて、こどもたちの創造
性や自主性を育むととも
に、社会・経済の仕組みや
地域産業を学ぶことで、次
世代を担う人材の育成を図
る。

①講座形式のものづくり体
験等
②模擬店舗形式での仕事体
験等
③商店街、企業との連携に
よる仕事体験等

一般会計 128,116 0 128,116 123,593 0.5 0.1

①指定管理料等の支払事務

②定例会を通じた管理運営
に係る指導・助言の実施回
数

①事務処理の
円滑な実施
②12回

①円滑な
実施
②12回

①利用者数
②利用者満足度

本取組は、次世代を担う人
材の育成を目的とするもの
であり、より多くのこども
が体験を通じて創造性や自
主性を育み、社会・経済の
仕組みや地域産業に対する
学びを深めることを目指す
ものであることから、①施
設の利用者数、②施設利用
者の満足度を成果指標とし
て設定した。

①100,000人
②99.3％

①124,460人
②99.36％

①75,746人
②99.3％

①21,553
人
②99.1%

Ａ
目標値と比較して利用者数は目標値を上
回り、利用者満足度は目標値どおりの実
績であったため。

平日の利用促進に向け、引き続き、学
校・団体利用および未就学児の利用促進
に取り組んでいく。

0504_【市民局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 04 02 男女共同参画・人権政策課 女性の活躍推進事業

女性の輝くまちしずおかの
実現を目指し、女性の職業
生活における活躍を推進す
る。

①男性の家事・子育て等参
画促進ワークショップの開
催
②企業向けの男性育休・WLB
促進セミナーの開催

一般会計 1,500 0 1,500 1,172 0.8 0.0

①男性の家事・子育て等参
画促進等ワークショップ開
催回数
②セミナーの開催回数

①１回
②２回

①１回
②２回

ワークショップ等を通して
仕事のモチベーションが高
まったと回答する女性の割
合

当取組は女性が働きやすい
と感じる環境作りを目指す
ものであることから、ワー
クショップ等を通じて仕事
のモチベーションが高まっ
たと回答する女性の割合を
成果指標として設定した。
（R４までは「静岡市は女性
が活躍できるまちであると
思うか」というアンケート
の結果を指標として設定し
ていたが、取組の成果を直
接的に測ることのできる指
標に変更した）

85.0% 81.8% 87.0% 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は81.8％であ
り、目標を下回る成果となった。一方、
目標を下回った要因は男性の家事・子育
てへの参画を促すことが主な内容であっ
たためであり、当取組による成果は女性
の職業生活における活躍推進の一助と
なったと考えられるため、評価結果は
「Ａ」とした。

令和６年度に開催したワークショップ
は、男性の家事・子育てへの参画を促す
ことが主な内容であったため、直接的に
女性の働く意欲を高める効果が出なかっ
たと考えられる。当取組の本来の目的
は、女性の職業生活における活躍を推進
することにあるため、令和７年度以降
は、当該目的に資するような行動変容が
講座を通じて起きたかどうかを成果目標
とする。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx47 04 03 商業労政課
若者の地元就職・UIJターン
就職促進事業

就職活動開始前の若者に対
する市内企業情報の発信、
交流機会の創出や、高校生
に対するキャリアビジョン
形成に向けたプログラム等
を実施することで、若者等
の市内企業の認知度向上や
企業研究を支援し、地元就
職・UIJターン就職の促進を
する。

１　高校生向けキャリア形
成支援業務
２　大学生向け市内企業魅
力発信業務
３　市内高校同窓会就職支
援情報誌政策支援業務
４　若者就活応援サイト
「しずまっち」管理業務

一般会計 14,334 0 14,334 13,013 0.5 0.0

①交流会等の実施
②就職支援情報誌の発行
③「しずまっち」の管理運
用
④ワークショップ等、キャ
リア形成支援プログラムの
実施

①６回
②発行
③適正な管理
運用
④10校

①４回
②発行
③適正な管理
④14校

①市内企業への就職関心度
②本事業が進路決定の参考
になった割合

本取組は、若者の市内企業
への就職促進を目的とする
ものであることから、取組
を通じた①市内企業への就
職関心度、②進路決定の参
考になった割合を成果指標
として設定した。

①97％
②97％

①96.2％
②94.1％

①100％
②97.7％

①95.0％
②97.8％ Ａ

目標値と比較して実績が若干下回ったも
のの、概ね目標どおりの数字を達成でき
たため。

市内では採用計画を充足できず、人材不
足に悩む企業が少なくないことから、情
報発信や交流機会を通じて、市内企業の
認知度向上や魅力の発信に取り組み、よ
り多くの若者の地元就職やUIJターン就
職促進につなげていく。

1302_【経済局・⑦商工・物流分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx48 04 03 商業労政課
多様な人材の活躍応援事業
所表彰事業

多様な人材が活躍できる職
場環境の整備を推進するこ
とにより、市内企業におけ
る働きやすさの向上や安定
的な雇用促進を図る。

多様な人材が活躍できる環
境づくりに積極的に取り組
む企業を表彰し、ロールモ
デルを発信する。

一般会計 1,161 0 1,161 1,156 0.4 0.2 表彰企業の募集・選考・表
彰・周知等の実施

実施 実施

多様な人材が活躍できる環
境づくりに積極的に取り組
む企業を表彰し、ロールモ
デルを発信した数

本取組は、市内企業のダイ
バーシティ経営を推進する
ことにより、誰もがいきい
きと働くことができる環境
の実現を目指すものである
ことから、取組の拡大に向
けて行うロールモデル発信
数を成果指標として設定し
た。

５社 ６社 ３社 ４社 Ｓ 目標値を上回る数のロールモデルを発信
することができたため。

表彰制度そのものや好事例の認知度を向
上させ、多くの企業に取組を拡大する必
要があることから、地元メディアやＳＮ
Ｓ等を活用し、引き続き制度や優れた取
組事例を発信し、市内企業のダイバーシ
ティ経営を推進していく。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 4 04 中山間地振興課
【再掲】市営温泉浴場管理
運営事業

市民の健康と福祉の増進及
び地域の振興に寄与する。

市営温泉浴場の管理・運営 一般会計 101,891 0 101,891 97,430 0.8 0.0 ①指定管理件数
②定期報告及び年度報告

①５件
②13回／１施
設

①５件
②13回／１施
設

①利用者満足度の平均値
②利用者数

①当取組は地域振興を目的
として地域のイメージ向上
を目指すものである。アン
ケートによる近年の利用者
満足度はすでに90％以上と
高くこれを維持することを
目標として、直近３カ年の
利用者満足度の平均値を目
標値として設定した。
②2030年度に５温泉で利用
者数20万人の目標を掲げて
いるため段階的な目標とし
て設定した。

①93.8％
②126,100人

①95.1%
②107,903人

①95.9％
②88,766人

①96.3%
②101,873人 Ａ

2030年度の５温泉利用者数20万人を見込
んだ利用者数の目標値には達しなかった
ものの、利用者満足度は高い数字を維持
しており、地域のイメージ向上に寄与し
ていることから、「Å」とした。

施設が適切に管理されるよう、指定管理
者に引き続き指導するとともに、地域と
連携した施設の活用事業等を促してい
く。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 01 農業政策課
やろうよ静岡農業定着支援
事業

市内で新たに就農するため
一定の研修を修了した者の
経営開始直前の就農準備期
間（国の支援がない期間）
に対して支援を行い、新規
就農者を確保する。

①研修修了後、経営開始ま
での無収入期間に対する資
金の交付
②生産を行う農地の整備に
対する助成

一般会計 10,000 0 10,000 3,428 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく実施 遅滞なく実施
認定新規就農者数
（経営体）

持続可能な農業を行うには
就農者数の増加が必要であ
るため、2030年時点での認
定新規就農者数30経営体の
目標達成に向けた数値を目
標とした。

23経営体 26経営体 21経営体 17経営体 Ｓ
目標を上回る認定新規就農者となり、将
来の地域農業を担う者が確保されている
ため。

県やJAと連携して新規就農者の掘り起こ
しを行い、引き続き新規就農者の確保を
推進する。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 02 農業政策課
経営継承発展等支援事業補
助金事業

農業経営を継承し、発展さ
せるための取組に対して支
援することで、将来にわた
る静岡市の農業を担う経営
体を確保する。

経営発展計画に基づいて実
施する経営発展に向けた取
組に必要な経費を助成

一般会計 6,000 0 6,000 0 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく実施 遅滞なく実施
認定農業者数
（経営体）

持続可能な農業を行うため
に認定農業者数600経営体を
維持することが必要である
ため。

600経営体 599経営体 605経営体 615経営体 Ａ 本市の農業振興上必要な認定農業者数を
概ね維持できているため。

本市の農業振興上必要な認定農業者の確
保に有益な事業であることから、今後も
効果的な事業の周知に努める。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 02 農業政策課
新規就農者育成総合対策
（経営発展支援事業・経営
開始資金）事業

就農後の経営発展のため必
要な機械等の導入支援や、
経営開始直後の生活不安を
払拭するための資金交付を
行い次世代を担う農業者を
確保する。

①就農後の経営発展のため
に必要な機械等の導入に対
する助成
②就農直後の生活不安を払
拭するための新規就農者に
対する資金交付（要件あ
り）

一般会計 44,250 0 44,250 17,800 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく実施 遅滞なく実施
認定新規就農者数
（経営体）

持続可能な農業を行うには
就農者数の増加が必要であ
るため、2030年時点での認
定新規就農者数30経営体の
目標達成に向けた数値を目
標とした。

23経営体 26経営体 21経営体 17経営体 Ｓ
目標を上回る認定新規就農者となり、将
来の地域農業を担う者が確保されている
ため。

県やJAと連携して新規就農者の掘り起こ
しを行い、引き続き新規就農者の確保を
推進する。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　市民が市産の農林水産物を国内外に誇れる地域資源であると思う割合 　６０．０％（Ｒ３現状値：５６．３％）

　７００ｈａ（Ｒ３現状値：５４５ｈａ）　森林整備面積

【⑧農林水産分野】

　南アルプスから駿河湾までの多彩な資源を活かし、持続可能な農林水産業を営むまちを実現します

　オクシズの旧安倍６村及び両河内地区の人口 　５，９００人（Ｒ４現状値：６，４１８人）

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　農業における一人あたりの販売額 　５９万円（Ｒ４現状値：５６万円）

政策 施策

　01　産業・産地を担う人材・組織の育成を推進します 　01　次代を担うビジネス感覚豊かな担い手の育成・支援

　02　農林水産業を成長産業にする多様な担い手の育成支援

　03　地域の話し合いによる新たな後継者の発掘・支援

　01　作業効率の高い生産基盤の整備

　02　災害に強い、安全・安心な農林水産施設の整備

　03　既存の生産基盤の安定的な運用

　03　市民が自慢できる農林水産の静岡市ブランドを推進します 　01　お茶、ミカン、ワサビなど強みのある既存産物の価値の向上

　02　持続可能な生産基盤の確保を推進します

　02　食文化としての「しずまえ」ブランドの普及促進

　03　地産地消から始まり国内外の販路開拓を見込んだ消費拡大

　04　オクシズの地域資源の保全と活用を推進します 　01　生活環境に必要な機能を担う森林・農地等の保全

　02　オクシズ地域に受け継がれてきた文化や産業の活用

　03　安心して暮らし続けることができる環境整備

　04　地域と都市部住民の交流による活性化
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 02 農業政策課
多様な担い手育成支援事業
補助金事業

［半農半X］等の「多様な担
い手」が行う所得向上のた
めに必要な機械等の導入に
対して支援を行い、将来に
わたる静岡市の農業を担う
経営体を確保する。

「多様な担い手」が生産活
動において必要な農業用機
械等の導入に対する助成

一般会計 4,800 0 4,800 4,665 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく実施 遅滞なく実施
認定農業者数
（経営体）

持続可能な農業を行うため
に認定農業者数600経営体を
維持することが必要である
ため。

600経営体 599経営体 605経営体 615経営体 Ａ 本市の農業振興上必要な認定農業者数を
概ね維持できているため。

本市の農業振興上必要な認定農業者の確
保に有益な事業であることから、今後も
効果的な事業の周知に努める。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 01 03 農地利用課 地域計画推進事業

耕作放棄地の防止、農地の
集約化、担い手の確保など
地域が抱える課題の解消を
目指すため、地域計画を策
定し、地域が目指すべき将
来の農地利用の姿を明確化
する。

地域計画の策定に向けた地
域における協議の実施

一般会計 604 0 604 64 0.5 0.1 地域計画の策定に向けた地
域における協議の実施

25地区 25地区 地域計画の策定区数

農用地の効率的かつ総合的
な利用に向け、地域計画
（地域農業の将来のあり方
を定めた計画）を策定する
ため。

25地区 25地区 実績値なし 実績値なし Ａ 当初に計画していた25地区全てにおい
て、地域計画を策定できた。

将来の農地利用の姿の実現に向け、地域
の実情に合わせた話し合いと調整を積み
重ねていく必要がある。

0305_【総合政策局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 02 01 社会共有資産利活用推進課
【再掲】未利用・低利用地
等有効活用法人設立検討事
業

社会共有資産のうち、民有
資産における未利用・低利
用地の有効活用を促進す
る。

社会共有資産のうち、民有
資産における未利用・低利
用地の有効活用を促進する
ための法人の設立を検討す
る。

一般会計 3,500 0 3,500 3,067 3.0 0.0 法人の設立 法人の設立 法人の設立 法人設立の進捗

当取組は民有資産における
未利用・低利用地の有効活
用を目指すものであるが、
令和６年度は、民有資産の
有効活用に向けた法人の設
立準備期間であることか
ら、法人設立の進捗を成果
指標として設定した。

法人の設立 法人の設立 実績値なし 実績値なし Ａ
目標どおり、R6に民有資産の有効活用に
向けた法人「一般財団法人　静岡市土地
等利活用推進公社」を設立したため。

未利用の農地や空き家等の民有資産の有
効活用を推進するため、公社は市の事務
事業を補完・支援するとともに効率的・
効果的な業務を実施する必要がある。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 02 01 森林経営管理課
林道整備事業（公共）（林
道開設事業）

国庫補助事業により、林業
の重要な生産基盤である林
道を効果的に整備し、低コ
スト林業の確立と森林整備
の拡充、中山間地の林業の
振興を図る。

①林道の開設工事
②林業専用道の開設工事

一般会計 62,906 207,900 270,806 134,396 3.0 0.0 開設工事の発注路線数
①２路線
②２路線

①２路線
②２路線

①３ha
②９ha

①３ha
②４ha

①39ha
(３路線)
②17ha(２路
線)

Ａ

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 02 01 森林経営管理課
林道整備事業（単独）（林
道開設事業）

国庫補助事業の採択基準に
満たない林道開設工事を実
施し、林業の生産基盤であ
る林道の整備及び機能の維
持強化を図る。

①林道の開設工事
②林道橋梁の架け替え

一般会計 119,433 34,320 153,753 40,643 2.0 0.0 開設工事の発注路線数 ２路線 ２路線 ５ha ０ha ９ha(３路線) Ａ

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 02 01 森林経営管理課
林道維持管理事業（林道東
俣線改良事業

林道東俣線は南アルプスユ
ネスコエコパークへの唯一
のアクセス道であり、森林
管理、登山・環境保全活動
など森林の公益的機能を発
揮させる役割を担う林道を
保全し、安定した通行を確
保するため、林道東俣線の
強靭化を図る。

林道東俣線の改良整備 一般会計 90,000 60,000 150,000 50,547 1.0 0.0 改良工事の実施箇所数 １箇所 １箇所
改良工事（全12箇所）の進
捗率

当取組は、安定的な通行を
目的とするものであり、林
道の強靭化を目指すもので
あるが、令和13年度までを
実施期間とする事業である
ことから、林道改良工事の
整備進捗率を成果指標とし
て設定した。

42% 33% 25% 25% Ｂ

令和６年度に工事に着手したが年度内に
完成まで至らず、実績が目標値を下回っ
た。11.2kpの災害対応を優先したことや
JR関連林道改良工事との工程調整が原因
であり、また令和７年度中の完成予定で
あるため、評価結果は「Ｂ」とした。

JRリニア関連の林道改良工事が複数箇所
で今後も継続する計画であり、発注ｽｹ
ｼﾞｭｰﾙや工事工程へ与える影響が非常に
大きい。引き続き、他事業や沿線事業者
との調整を密に図り、計画の推進を図
る。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 02 01 農地整備課
県営土地改良事業の負担金
事業

農村の振興や農業の発展、
担い手への農地の集積・集
約化の推進を図る。

県営土地改良事業に関する
調整及び負担金の支出

一般会計 129,884 0 129,884 129,884 0.2 0.0
畑総事業が円滑に進むため
に、協議を実施した土地改
良区等の地元団体数

４団体 ４団体
県営土地改良事業の実施件
数

県営土地改良事業を実施す
ることで優良農地を確保
し、農業の効率化及び担い
手への農地の集積・集約化
の推進が図られることから
事業実施件数を成果指標と
して設定した。

①農道整備２
件
②畑総事業４
件

①農道整備２
件
②畑総事業４
件

①農道整備２
件
②畑総事業４
件

①農道整備２
件
②畑総事業４
件

Ａ
当取組の令和６年度実績は予定どおり農
道整備２件、畑総事業４件であり、期待
どおりの成果となった。

事業件数としての評価結果は「A」で
あったが、事業進捗に遅れが生じている
事業もあることから、事業実施者である
県や土地改良区等の地元関係者と綿密に
打合せを実施し、事業が遅滞なく進捗す
るよう協力して進めていく。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 02 01 農地整備課
農業用施設（農道・水路）
の工事関連事業

農業経営の生産効率の向上
や農道利用者の安全な通行
の確保を図る。

農道・農業用水路の新設や
改良工事を実施する。

一般会計 38,267 37,769 76,036 74,780 1.1 0.0 評価実施時期における予算
執行率

75%以上 72%
年度予定工事・委託の予算
執行率

農業生産基盤である農道等
を整備・維持していくこと
で、農作業の効率を高める
ことが出来ることから、年
度予算の執行を成果指標と
した。

90.0% 99.0% 99.8% 85.9% Ａ
工事・委託の発注を順次進めることで、
予算執行率が目標を上回った。
ただし、繰越案件が１件発生したため、
評価Ａとした。

予算要求時と、状況が変わることも多々
ある中で、随時内容を見直し、臨機応変
に発注していくことが必要となる。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 02 02 森林経営管理課
林道整備事業（県営林道整
備事業負担金）

国庫補助事業により、林業
の重要な生産基盤である林
道を効果的に整備し、低コ
スト林業の確立と森林整備
の拡充、中山間地域の林業
の振興を図る。

静岡県が実施する地方創生
推進交付金事業及び森林環
境保全整備事業に対する負
担金の支出

一般会計 16,320 0 16,320 13,444 0.5 0.0 県開設工事の負担金支出路
線数

2路線 2路線
負担金を支出し県営林道整
備（開設・改良）が図られ
た路線数

当取組は、林道の効率的な
整備を目的とし、静岡県が
実施する林道事業に対する
負担金を支出するものであ
るが、静岡県による個別計
画に基づき、継続する事業
であることから、負担金を
拠出する路線数を成果指標
として設定した。

２路線 ２路線 １路線 ５路線 Ａ
目標どおりに負担金を支出することで、
林道の効率的な整備推進が図れたため、
評価結果は「Ａ」とした。

地権者の同意や残土処理場の確保が難航
している。施工主体である県と連携し
て、残土の有効活用先の確保と、地権者
への交渉を進めていく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 02 02 森林経営管理課 【再掲】治山事業

治山施設の整備と適正な維
持管理をすることにより、
林地の崩壊等の山地災害か
ら市民の生命財産を守る。

①治山工事、治山施設の維
持修繕
②治山事業要望箇所のとり
まとめ

一般会計 87,000 15,060 102,060 67,232 2.0 0.0 治山施設の整備箇所数
治山工事
８箇所

治山工事
８箇所

市単独治山施設整備箇所に
おける人的被害件数

当取組は山地災害から市民
の生命財産を守ることを目
的とするため人的被害件数
を目標値として設定した。

０件 ０件 ０件 ０件 Ａ
土砂災害の危険性、保全対象の重要度等
を考慮して治山施設を整備し、被害の発
生を予防できたことから、評価結果は、
「Ａ」とした。

過去に整備され相当年数が経過した既存
施設の機能を確保するため、適正な維持
管理を行い、山地災害の発生を予防す
る。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 02 02 水産振興課
海岸保全施設の整備に関す
る事業

①老朽化した施設を改修
し、台風等の波浪・高潮に
よる漁港海岸の浸食を防
ぎ、海岸背後住宅地の安
心・安全を確保する。
②駿河湾海岸保全基本計画
に基づき海岸保全施設を整
備し、海岸背後住宅地等の
安全を確保する。

①海岸保全施設（沖合施
設）実施設計
②用宗漁港海岸胸壁整備

一般会計 61,500 57,700 119,200 84,695 0.5 0.0
①実施設計の施設数
②胸壁の整備延長（年間）
（繰越60ｍ、現年41ｍ）

①1施設
②101ｍ

①1施設
②101ｍ

①実施設計の進捗率
②全体事業の進捗率

①用宗沖離岸堤の老朽化対
策に向け、令和16年度まで
を実施期間とする事業であ
ることから、工事をＲ７年
度中に発注できるよう、業
務の進捗を設定。
②整備の進捗率を目標とす
る。
事業総延長790ｍに対する当
該年度までの施工（改修）
済延長の比率を算出。

①100%
② 90%

①100%
② 85%

① 実績値な
し
② 72%

① 実績値な
し
② 63%

Ａ
①予定どおり海岸保全施設実施設計業務
を発注した。
②R６年度工事の完成により施工済延長
669mを確保した。

①実施設計に基づきＲ７年度は工事を実
施し、施設の海岸保全施設の長寿命化を
進める。
②社会情勢や物価上昇等に配慮して事業
計画を見直し、適切な進捗管理による早
期完了を目指す。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 02 02 水産振興課
漁港施設の整備に関する事
業

①巨大台風等による波高上
昇の対策として漁港施設を
機能強化し、施設の減災と
漁業活動の安全を確保す
る。
②近年の大雨により、主に
接続する河川からの土砂が
水域施設に堆積している状
況にあることから、土砂対
策を実施し漁業活動の安全
を確保する。

①防波堤等漁港施設機能強
化工事実施設計
②機能保全計画更新業務

一般会計 36,000 23,260 59,260 37,106 1.0 0.0 ①実施設計の施設数
②更新施設の施設数

①4施設
②4施設

①4施設
②4施設

①実施設計の進捗率
②更新業務の進捗率

①防波堤等の機能強化に向
け、令和16年度までを実施
期間とする事業であること
から、工事をＲ７年度中に
発注できるよう、業務の進
捗を設定。
②水域施設の保全に向け、
令和15年度までを実施期間
とする事業であることか
ら、工事をＲ７年度中に発
注できるよう、業務の進捗
を設定。

①100%
②100%

①100%
②100%

① 実績値な
し
② 実績値な
し

① 実績値な
し
② 実績値な
し

Ａ
①予定どおり防波堤等漁港施設４施設の
実施設計を発注した。
②予定どおり機能保全施設４施設の機能
保全計画更新業務を発注した。

①実施設計に基づきＲ７年度は工事を実
施し、施設の機能強化を進める。
②実施設計に基づきＲ７年度は工事を実
施し、施設の機能保全を進める。

林道開設により低コスト林
業が可能となった森林面積

第４期地域再生計画（令和
２年度～令和６年度）に基
づき事業を予定している路
線において、当年度の予算
額で整備できる林道によ
り、森林整備が可能となる
森林面積を目標値とした。

81ha
(9路線)

令和６年度工事が年度内に完成まで至ら
ず、実績が目標値を下回った。入札不調
や国が主導する電力事業との工程調整な
どの外的要因により遅れが生じたが、令
和７年６月時点で完了していることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

近年では毎年、台風や大雨による被害が
発生しており、発注ｽｹｼﾞｭｰﾙや工事工程
へ与える影響が非常に大きい。進捗管理
の徹底、適切な事業実施により、計画と
おりの執行を図る。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 02 03 森林経営管理課
林道維持管理事業（林道橋
梁等点検・修繕事業）

林野庁ガイドラインに基づ
き、点検等の適切な維持管
理を行うことで、橋梁の長
寿命化を図る。

①林道橋梁等点検
②橋梁等修繕
③修繕計画資料策定

一般会計 50,000 0 50,000 23,708 1.0 0.0 点検の実施施設数
40施設 40施設

橋梁修繕を実施することで
林道機能の維持・向上が図
られた施設数

当取組は、国の定めたガイ
ドラインに基づき、計画的
（５か年に１度）に点検・
診断を実施し、施設の長寿
命化に資するものである。
点検診断により発見した要
対策施設に対し修繕を行う
ことで施設の機能維持・工
場が図られた施設数を設定
した。

6施設 6施設 ６施設 3施設 Ａ
林道施設の点検診断を適切に行うこと
で、要対策施設の発見と修繕対応を実施
し、施設機能の維持向上が図れたため、
評価結果は「Ａ」とした。

施設の設置から年数を経るほど、要対策
施設の発生率が増加する。点検診断を適
切に実施することで、要対策施設の早期
発見と修繕対応を図る。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 02 03 農業政策課
農地利用効率化等支援事業
費補助金事業

地域において目指すべき将
来の集約化に重点を置いた
農地利用の姿を策定し、そ
の実現を図る。

地域における将来の集約化
に資する生産の効率化等に
取り組むために必要な機械
等の導入に対する助成

一般会計 6,000 0 6,000 0 0.2 0.0 補助金交付事務の円滑な実
施

遅滞なく実施 遅滞なく実施
認定農業者数
（経営体）

持続可能な農業を行うため
に認定農業者数600経営体を
維持することが必要である
ため。

600経営体 599経営体 605経営体 615経営体 Ａ 本市の農業振興上必要な認定農業者数を
概ね維持できているため。

本市の農業振興上必要な認定農業者の確
保に有益な事業であることから、今後も
効果的な事業の周知に努める。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 02 03 農業政策課
静岡県果樹研究センター誘
致に関する事業

静岡市を代表する作物であ
る「柑橘」を主体とする果
樹の振興と農業者の育成を
図る。

静岡県果樹研究センターを
誘致するためのほ場整備

一般会計 1,200 0 1,200 1,193 0.2 0.0
安定対策施工後の用地の維
持管理及び用地の売却に向
けた協議の実施

適正な実施 適正な実施
安定対策施工後の用地の維
持管理及び用地の売却に向
けた協議の実施

平成27年８月に完了した安
定対策工施行後の用地の修
繕、除草等の維持管理の実
施と用地売却に向けた県と
の協議を継続して行う必要
があるため。

実施 実施 実施 実施 Ａ 用地の売却に向け、県と協議を適宜適切
な時期に実施しているため。

早期の売買契約締結に向けて県との協議
を継続して行っていく。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 02 03 農地整備課 農道の維持管理関連事業
農道橋梁を点検することに
より、農道橋梁利用者の安
全確保を図る。

農道橋梁点検の実施 一般会計 23,560 0 23,560 20,291 0.8 0.7 農道橋梁の点検数 29橋 29橋
点検した橋梁での管理瑕疵
事故件数

当取組は農林水産業におけ
る収量減少や品質低下をも
たらすリスクを取り除くこ
とを目的するものであり、
市内における農道橋梁利用
者の安全を目指すものであ
ることから、点検した橋梁
での管理瑕疵事故件数を成
果指標として設定した。

0件 0件 0件 0件 Ａ

当取組の令和６年度実績は０件であり、
期待どおりの成果となった。これによ
り、農道橋梁利用者の安全の推進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
農道橋梁利用者の更なる安全の推進に向
けては、点検未実施の農道橋梁の点検方
法が課題となっている。このことから、
職員が点検可能な一部の農道橋梁につい
ては、点検内容や点検者の見直し等を行
い、今後、職員点検により、点検未実施
の農道橋梁の点検を進めていく。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 02 03 水産振興課
水産業振興事業（しずまえ
鮮魚普及）

「しずまえ」を地域ブラン
ドとして確立し、市の食文
化の全国への発信と水産業
をはじめとする地域の活性
化を図る。

①しずまえ鮮魚の普及促進
②しずまえ認知度向上

一般会計 4,731 0 4,731 4,677 2.5 0.0

①しずまえ漁業見学ツアー
の実施
②ソーシャルメディアなど
を活用した情報発信

①実施
②50件

①実施
②50件

①しずまえ鮮魚に興味を
持ったと思う参加者の割合
（漁業見学ツアー）
②しずまえ市民認知度

① 当取組は、漁業に触れ合
うことで静岡市の水産物「し
ずまえ鮮魚」の普及促進を図
ることを目的とするものであ
るから、「しずまえ鮮魚に興
味を持ったと思う参加者の割
合」を成果指標として設定し
た。（数値はR５年度実績と
同等）
②当取組は、静岡市の水産物
「しずまえ鮮魚」を地域ブラ
ンドとして情報発信し消費者
の理解を深め、普及促進を図
ることを目的とするものであ
るから、「しずまえ市民認知
度」を成果指標として設定し
た。（数値は「しずまえ振興
計画」にて設定）

①100％

②68％

①94.12%

②56.6%

①100%

②58.3%

①83.33%

②62.2%
Ｂ

①水産関連業者と連携し、清水港の冷凍
マグロの荷揚げや超低温冷蔵庫、加工場
見学等、魅力ある体験型ツアーとするこ
とができた。
②特に20代の認知度が低く、若者の魚離
れが一因と考えられる。

①水産業関係者と連携し、参加者が水産
業や魚食への関心を高めることのできる
内容とする。
②20代の認知度向上に向け、大学連携事
業等を活用し、当事者世代とともにPR手
法を検討していく。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 03 01 農業政策課
わさびの振興方針推進に関
する事業

本市の特産品であり、山間
地最大の換金作物であるわ
さびの振興を図る。

①わさびの振興方針の進行
管理
②優良品種のバイオ苗の導
入経費の一部を助成

一般会計 2,477 0 2,477 1,582 0.1 0.0
①推進会議の開催
②補助金交付事務の円滑な
実施

①１回
②実施

①１回
②実施

生産性の向上が可能な優良
品種のバイオ苗の導入本数

優良品種導入による市内産
わさびの安定生産に向け
て、原母株１本あたり平均
７本以上のバイオ苗供給が
期待されているため、原母
株数（5,000本）の導入計画
からバイオ苗数を目標値と
した。

35,000本 36,505本 41,483本 39,802本 Ａ
夏の高温乾燥により、昨年よりも二次苗
の発生本数は減少したが、原母株1本当
たり７本以上は確保でき、目標数量以上
に生産者に提供できたため。

夏の高温により昨年・一昨年よりも二次
苗の発生本数が減少したため、育苗にか
かる高温対策（寒冷紗の導入など）が必
要となると考えられる。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 03 03 農業政策課
輸出拡大支援プラット
フォーム構築事業

「しずおか中部連携中枢都
市圏事業」として中部５市
２町の農水産物の輸出拡大
を図る。

アメリカ、タイを対象国に
海外輸出のためのプラット
フォームを構築・運営し、
商談・契約締結・納品に至
るまでの営業代行・継続的
支援を実施する。

一般会計 26,600 0 26,600 24,805 0.5 0.0

①アメリカ・タイに向けた
輸出拡大を図るためのプ
ラットフォームの構築
②現地での商談会の実施

①遅滞なく実
施
②２回

①遅滞なく実
施
②２回

参画事業者数

５市２町の農水産物の輸出
拡大を図るためには輸出に
取組む事業者数を増やす必
要があるため。

12者 12者 実績値なし 実績値なし Ａ 当初想定した事業者数による取組みが実
施できたため。

茶をはじめとする農水産物の輸出拡大
は、各市町に共通する課題であることが
改めて確認された。今後も５市２町で連
携して取組みを継続することで、各市町
の課題解決に資する効果が期待されるこ
とから、より効率的な施策を協議・検討
していく必要がある。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 03 03 農業政策課 輸出拡大支援事業
本市産茶の輸出拡大を推進
することで茶業者の所得向
上と茶業振興を図る。

フランスを対象国にプラッ
トフォームを構築・運営
し、商談・契約締結・納品
に至るまでの営業代行・継
続的支援を実施する。

一般会計 8,400 0 8,400 8,397 0.5 0.0
フランスに向けた輸出拡大
を図るためのプラット
フォームの構築・運営

遅滞なく実施 遅滞なく実施
本市事業に係る「静岡市内
産のお茶」の輸出量

静岡市内で生産された茶の
輸出量が増加することが茶
生産者の所得向上に寄与す
るため。

3.2t 10.8t 7.0t 7.4t Ａ

世界的な緑茶需要の高まりにより日本茶
の輸出量が増加している中、令和６年度
の事業実施やこれまでに海外で取り組ん
だ販路開拓先との継続的な取引により、
本事業に係る輸出量は目標を上回る結果
となった。

事業実施により高価格での取引が実現し
ているが、本市茶業は依然として厳しい
状況にある。茶生産者の所得向上や持続
可能な経営を図るためには、引き続き輸
出拡大に向けた施策を講じる必要があ
る。

1303_【経済局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 03 03 農業政策課 有機農業推進事業

環境負荷低減と収益性向上
が両立した有機農業を推進
し、高収益・低労力な農業
経営の確立や高価格・安定
的な販路の確保を図る。

有機農業の普及拡大に向け
た各作物での実証や調査、
計画策定等を行う。

一般会計 14,523 0 14,523 6,528 0.6 0.0 有機農業推進計画の策定 遅滞なく実施 遅滞なく実施 有機農業の取組面積

2030年時点での有機農業取
組面積67haの目標達成に向
けた各年度の数値を目標と
した。

34ha 36ha 実績値なし 実績値なし Ａ 目標を上回る取組面積となり、有機農業
の拡大につながったため。

さらなる取組面積の拡大に向け有機農業
実施計画に基づき取組を着実に進めてい
く。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 04 01 森林経営管理課
【再掲】エリートツリー・
早生樹の森林づくり推進事
業

エリートツリー・早生樹を
試験植栽し、育成に係る
データを収集・検証・公開
することで民間波及を図
る。

エリートツリー・早生樹の
試験植栽・維持管理

一般会計 15,000 0 15,000 10,447 0.2 0.0 維持管理委託件数 ５件 ５件
エリートツリー及び早生樹
の試験植栽地維持管理面積

当取組は、成長の早いエ
リートツリー及び早生樹
（センダン）を試験植栽
し、適切に管理するととも
に各種データを収集して民
間事業者への波及を目指す
ものであるが、その効果の
発現には時間を要すること
から、維持管理面積を目標
値として設定した。

2.5ha 2.5ha 2.5ha 2.48ha Ａ

当取組の令和６年度実績は2.5haであ
り、目標どおりの成果となった。早生樹
の試験植栽地が適正に管理されていると
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

当取組は、引き続き植栽地の適正な管理
及び生長のデータを収集していく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 04 01 森林経営管理課
【再掲】民有林造成事業補
助金

国の制度に基づき、林業施
業を実施する事業者に対し
て補助金を交付し、森林の
公益的機能の維持増進及び
林業振興を図る。

林業事業体等に対する国、
県の造林補助事業に対する
付増し補助

一般会計 54,796 0 54,796 54,424 0.2 0.0 補助申請に対する補助金交
付執行率

100% 100%
循環林における間伐等の整
備面積

当取組は、民有林の適切な
管理の支援を目的にするも
のであり、循環林の多面的
機能の発揮を目指すもので
あることから、申請におけ
る整備面積を成果指標とし
て設定した。

160ha 183.9ha 153.8ha 142.9ha Ａ
当取組の令和６年度実績は183.9haであ
り、目標を上回る成果となった。これに
より適正な森林管理につながったことか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

本補助金は人工造林、間伐、下刈等の経
費に対し、国、県の補助と連動して市が
付け増し補助を行うものであり、森林の
多面的機能を増進させるため、今後も県
と随時情報共有を図りながら、適切に補
助金交付を行っていく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 04 01 森林経営管理課
【再掲】静岡地域材活用促
進事業補助金

市産材を活用する住宅及び
幼稚園・保育園等の建築主
に構造材及び内装材を提供
する事業に補助金を交付
し、木材の普及啓発と木材
関係業界の振興を図る。

①オクシズ材活用協議会へ
の補助金の交付
②オクシズ材の普及啓発

一般会計 99,000 0 99,000 68,061 0.5 0.0

①新築・増改築のオクシズ
材提供件数
②木育イベント等への出展
回数

①132件
②２回

①117件
②２回

新築・増改築におけるオク
シズ材の使用材積

当取組は、オクシズ材の利
用促進を目的するものであ
り、さらなる利用量の増加
を目指すものであることか
ら、オクシズ材の使用材積
を指標として設定した。

1,638m3 1,434m3 1,750m3 1,743m3 Ｂ
当取組の令和６年度実績は1,434㎥であ
り、目標を下回る成果となった。さらな
るオクシズ材の利用促進を図る必要があ
ることから、評価結果は「Ｂ」とした。

今後も住宅着工件数の減少等の傾向は続
くことが予想されるが、そのような状況
下においても、森林資源の好循環を生み
出すためには、オクシズ材のさらなる利
用促進を図っていく必要があることか
ら、補助制度の見直し等を行う。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 04 01 中山間地振興課 カモシカ保護管理対策事業
特別天然記念物（カモシ
カ）による農林地への被害
軽減

①被害実態調査
②生息密度調査
③個体数調査
④防護柵の設置

一般会計 36,884 0 36,884 23,582 1.0 0.2
①被害実態調査、生息密度
調査の実施
②防護柵実施距離

①実施
②3,300ｍ

①実施
②3,950ｍ

特別天然記念物（カモシ
カ）による農林地への被害
の軽減

当取組は特定天然記念物
（カモシカ）による農林地
への被害軽減を目的とする
ものであり、調査により得
られたデータから防護柵を
設置し、防除した面積を指
標とした。

3.5ha 5.31ha 6.92ha 6.94ha Ａ

当取組の令和６年度実績は5.31haであ
り、目標を上回る成果となった。これに
より特定天然記念物（カモシカ）による
農林地への被害軽減に繋がったと評価で
きることから、評価結果は「A」とし
た。

当取組の評価結果は「A」であったが、
市街地に近い農地での被害も増えてお
り、JA静岡市及びJAしみずと情報を共有
し、定点カメラ等を活用した被害調査を
進めていく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 04 01 中山間地振興課 野生鳥獣被害対策事業
野生鳥獣による農作物への
被害軽減

①野生鳥獣の侵入を防ぐ防
護柵の設置
②潜む場所をなくす緩衝地
帯の整備
③有害鳥獣の捕獲

一般会計 129,942 0 129,942 118,322 2.0 0.8

①防護柵設置面積
②緩衝地帯整備面積
③地域等での勉強会等の実
施

①30ha
②３ha
③実施

①47.2ha
②2.82ha
③実施

野生鳥獣による農作物への
被害の軽減

当取組は野生鳥獣による農
作物への被害を軽減するこ
とを目的とするものであ
り、被害対策として農家か
らの防護柵等設置補助交付
申請への対応を指標とし
た。

100% 100% 100% 100% Ａ

当取組の令和６年度実績は47.21haであ
り、農家からの申請に対して100%補助金
を交付することができた。これにより野
生鳥獣による農作物への被害軽減に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「A」とした。

当取組の評価結果は「A」であったが、
野生鳥獣の生息域は拡大しているため、
令和７年度より要綱を改正し、被害防除
面積を拡大し、被害軽減につながるよう
対応していく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 04 01 中山間地振興課
林業センター管理運営事業
(引っ越し業務含む）

　林業関係者の育成をはじ
めとする林業振興のための
拠点施設である林業セン
ターの管理運営を行う

林業センターの光熱水費、
施設日常管理業務等の維持
管理費、林業振興に関する
会議、研修等への施設提供

一般会計 6,314 0 6,314 6,006 0.2 0.1 委託件数 ７件 ７件 研修室利用者数

過去の実績に基づき来場者
数の維持を図り林業振興の
ための拠点として機能する
ことを期待し、目標値を
1,700人とした。

1,700人 1,926人 1,746人 2,137人 Ａ
多くの林業関係者が研修や会議等で林業
センターを利用することで、人材育成を
はじめ林業振興につながる情報収集や交
換、啓発等を行うことができた。

施設の老朽化を機に、センターを林業振
興の拠点とすることについて検討した結
果、林業の振興と関わりの深い他の公共
施設を活用して林業の振興を図ることと
するため、センターを廃止する。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 04 02 中山間地振興課 オクシズ漆の里構想事業

静岡市で漆を生産し、市内
の重要文化財修繕や地場産
業等で消費する「漆の地産
地消」体制を構築する

①オクシズ地域内での漆の
試験植樹
②漆に関する人材育成事
業・啓発普及事業

一般会計 7,350 0 7,350 7,350 0.4 0.0

①鳥獣対策等、植樹地
（3.155ha）の管理者への
支援
②研修会等の開催回数

①実施
②年５回

①実施
②年５回

植樹地(3.155ha)の維持

当取組は市内で漆の地産地
消体制を構築することを目
的とした試験植樹であるた
め、植樹地維持を目標とす
る。

100% 100% 100% 100% Ａ

令和６年度は既存の植樹地の維持管理だ
けでなく、新たな植樹地の拡大にも取り
組んだ。また、森林総合研究所と連携し
た植樹地調査も継続して実施している。
これらのことから評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
本格植樹に向けて、適地の確立や林業家
等への支援が必要になっている。引き続
き、調査事業はもちろん、人材育成事業
及び普及啓発事業も実施していく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 04 02 中山間地振興課
オクシズ元気ビジネス創出
支援事業

中山間地域における産業、
自然、文化等の地域資源を
活用して実施する事業で、
十分な収益性が見込まれる
ものに対し起業の補助を行
うことで、中山間地域の活
性化及び集落の維持を図る

地域の産業、自然、文化な
どの資源を活用してオクシ
ズを活性化させる「新たな
ビジネス」への補助

一般会計 10,000 0 10,000 5,654 0.3 0.0 新規事業化 ３件 ４件
過去５年の補助金交付事業
に対する現在の事業継続率

当取組はオクシズで起業も
しくは事業拡大したい企
業・個人を支援すること
で、オクシズの活性化及び
集落の維持を目指すもので
あるが、事業の完了から効
果の発現までに時間を要す
ることから、過去５年の事
業の継続率を指標とした。

80%以上 91% 88% 実績値なし Ｓ

当取組はオクシズでの起業もしくは事業
拡大を支援するものであるが、過去５年
間の申請事業を継続できている経営体が
12件中11件（91%)と目標値を11％上回っ
たことから、評価結果は「Ｓ」とした。

当取組の評価結果は「Ｓ」であったが、
年々申請・相談数が増えている状況か
ら、オクシズ地域での起業や事業拡大に
関心のある企業等が増えていることがい
えるため、地域活性化が期待できる事業
を適切に支援が行えるように今後も事業
を実施していく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 04 03 中山間地振興課
暮らし続けることができる
オクシズ構築支援事業（生
活利便性の向上）

生活の利便性を向上させ、
「暮らし続けることができ
るオクシズ」を構築する。

生活に必要な機能である
「買いもの」等の支援
・自治会等地縁団体が実施
する地域住民のための買い
物支援に対する謝金
・買い物と交流の場「オク
シズかいもの広場」の開催
費用

一般会計 5,131 0 5,131 2,594 0.6 0.0 自治会等への買い物支援の
実施回数

60回 64回
集落の機能を維持した地域
数

当取組はオクシズに住む住
民がオクシズで暮らし続け
ることができることを目的
するものであるため、機能
を維持した地域数を成果指
標として設定した。

3地域 3地域 2地域 実績値なし Ａ

令和６年度もオクシズの各地域にヒアリ
ングを行い、生活に必要な買い物に困難
を感じている地域に対して支援を行っ
た。これにより、オクシズの活性化及び
集落の維持に繋がったと評価できること
から、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
買い物支援を必要としている地域が事業
開始当初より増えているため、適した支
援が行えるように地域のニーズの聞き取
りを続け、今後も事業を実施していく。

1102_【保健福祉長寿局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 04 03 保健衛生医療課
【再掲】山間地診療所管理
事業

山間地地域の住民が安心し
て医療を受けられる環境を
整備するため、山間地診療
所の維持管理及び開設者へ
の支援を行う。

①開設者への補助金交付
②施設・医療機器等の整
備・更新

一般会計 74,123 0 74,123 68,175 0.2 0.0 補助金交付事務の実施
５診療所×12
月

５診療所×12
月

山間地診療所（５か所）の
設置数

山間地域の住民にとって、
必要な場所で必要な医療を
受けられる体制を維持する
ことが必要であるため、山
間地診療所の設置状況を目
標として設定した。

５か所 ５か所 ５か所 ５か所 Ａ
山間地域の住民にとって必要な場所で必
要な医療を受けられる体制を維持するこ
とができたため、評価結果は「Ａ」とし
た。

５診療所中、4診療所が設置30年を超え
ており、経年劣化等から、突発的な施設
修繕が度々発生している。診療に影響を
きたさないようにする必要があるため、
計画的な修繕を行っていく。

1102_【保健福祉長寿局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 04 03 保健衛生医療課
【再掲】大河内診療所移転
新築事業

築40年が経過し主要構造に
劣化が生じている、大河内
診療所の移転新築を実施す
る。

山間地における地域医療を
確保するための大河内診療
所の移転新築

一般会計 0 7,392 7,392 3,640 0.6 0.0 新大河内診療所の建設完了
50%（設計完
了）

30%

地域住民等の意見を踏まえ
た機能性・利便性の高い診
療所を建設するための協議
ができた割合

新診療所の開設に当たっ
て、利用者の意見を反映し
た施設とするための目標設
定とした。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
地域住民等による建設委員会で意見を聴
取し、その意見を設計に反映できたた
め、評価結果は「Ａ」とした。

令和７年度中の建設工事の完成を目指し
ているため、スケジュールに遅れが生じ
ないよう、関係課と受託業者との連絡を
密に行う。

1504_【建設局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 04 03 道路保全課

【再掲】
道路自然災害防除に関する
事業
（予算総括、計画策定、事
業管理、研修）

山間地の道路において落石
や崩落等による危険を軽減
し道路利用者の安全を確保
するため、災害防除施設の
整備を推進する。

道路法面で発生する落石や
崩壊、地すべり等の自然災
害を防除するため、防災点
検等を実施し結果に応じた
法面対策の設計・施設整備
及び老朽化対策

一般会計 959,291 672,557 1,631,848 984,774 5.4 0.0 緊急かつ早期に対策が必要
な危険箇所の工事箇所数

４件 ４件
緊急かつ早期に対策が必要
とされる箇所の解消率

危険箇所解消を目的とした
事前防災減災対策を推進す
るため、令和８年度末まで
に国県道を対象に全15箇所
の対策完了を目指し、令和
６年度は８箇所（累計）の
対策完了を目標値として設
定した。

53.3% 53.3% 26.6% 実績値なし Ａ
実績は累計８箇所で、目標値を達成して
おり、安全な道路環境の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

事前防災減災対策の更なる推進に向けて
は、継続的な危険箇所解消が課題となっ
ている。このことから、各整備課と情報
を共有し対策事業を実施し、事業効果の
早期発現に努めていく。

1803_【上下水道局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 04 03 中山間地水道課
飲料水供給施設等の整備に
係る補助

公営水道給水区域外におけ
る飲料水供給施設等の運営
団体が実施する施設整備に
対する助成

飲料水供給施設等を実施す
る運営団体に対し補助金を
交付

一般会計 75,000 12,659 87,659 80,658 0.2 0.6 補助金の交付件数 10件 27件
申請のあった施設整備事業
への補助実施率

当取組は飲料水供給施設等
整備事業への補助金交付を
目的とするものであり、申
請に対する補助の完全実施
を成果指標として設定した

100% 100% 100% 100% Ａ

当取組の令和６年度実績は100％であ
り、目標どおりの成果となった。これに
より、申請に対する補助の完全実施に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
申請に対する補助の更なる完全実施が課
題となっている。このことから、（緊急
は除き）年度の要望だけでなく今後（数
年）の申請見込み等を確認し、予算確保
につなげ、補助交付の完全実施を進めて
いく。

0305_【総合政策局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 04 04 社会共有資産利活用推進課
旧清水西河内小学校活用事
業

学校跡地の活用に民間事業
者のノウハウ等を活用し、
地域活性化、雇用創出に繋
げ、社会全体の力を向上さ
せる。また、市有資産活用
のリーディングプロジェク
トである本事業を実現さ
せ、その効果を広く知らし
めることで、他の市有資産
活用事業の推進の契機とす
る。

公募により活用する民間事
業者を募集・選定し、事業
期間をとおして民間事業者
による維持管理、運営を行
う。
事業者が実施する改修工事
費の助成を行う。

一般会計 400,000 0 400,000 0 0.1 0.0 民間事業者公募・選定
民間事業者選
定

民間事業者選
定

事業の進捗目標

当取組は学校跡地（旧清水
西河内小）の活用により地
域活性化や雇用の創出を目
指すものであるが、令和８
年度までを整備期間とする
事業であることから、各年
度の進捗を成果指標として
設定した。

公募実施
事業者選定

公募実施
事業者選定

民間事業者ヒ
アリングの実
施

実績値なし Ａ
旧清水西河内小学校活用事業者選定公募
要項に基づき、選定した事業者との基本
協定を予定通り締結した。

令和７年度は、民間事業者との賃貸借契
約の締結、改修費助成金の交付等を実施
する。
地域との協働を進めるため、地域住民・
民間事業者・市の意見交換等を実施す
る。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 04 04 環境共生課
【再掲】南アルプスユネス
コエコパーク自然環境保全
事業

南アルプスユネスコエコ
パーク管理運営計画に基づ
き、南アルプスの貴重な自
然環境や生物多様性の維
持・保全を図る。

①防鹿柵の設置・維持管理
②自然環境の変化を把握す
る調査実施
③市民協働による森づくり
実施
④市民生きもの調査の実施

一般会計

①5,185
②6,854
③7,891
④373

0 20,303

①2,839
②6,787
③7,872
④426

2.5 0.0

①防鹿柵設置個所
②モニタリング調査実施
③植樹本数
④生きもの調査実施

①３か所
②実施・公表
③120本
④実施

①３か所
②実施・公表
③120本
④実施

南アルプス主要地域の高山
植物種数の維持

南アルプスユネスコエコ
パーク管理運営計画におい
て、南アルプス主要地域の
高山植物種数を評価項目と
して設定している。令和5年
度調査の結果、過去最大の
38種が確認できており、こ
の種数を維持していく。

38種 35種 38種 37種 Ａ
過去最大の38種を確認することはできな
かったが、指標種・重要種の存在が確認
できたため、概ね目標を達成することが
できたと評価した。

その年の気象条件により生育状況に変動
があることや、天候等の事情により適切
な時期に現地調査が実施できないことも
あるため、年度により指標種・重要種の
確認にバラツキが生じている。継続した
調査を行い、各年度の指標種・重要種等
の情報を蓄積していくことで、自然環境
の変化を捉えていく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 04 環境共生課
【再掲】南アルプスユネス
コエコパーク利活用事業

エコパークエリアの自然環
境の保全と地域資源の利活
用により地域活性化を図
る。

①アルプスユネスコエコ
パークミュージアムの整備
②山小屋及び登山道の管理
及び整備
③パートナーシップ協働事
業の実施

一般会計
②29,754
③ー

①398,000 427,754 ①397,999
②15,211

4.0 0.0

①整備完了
②市内山小屋利用者数
③パートナーシップメン
バー数

①7整備完了
②22,000人
③25団体

①整備完了
②23,805人
③22団体

エコパークエリアへの入込
客数（千人）

当取組は南アルプスや井川
地域の魅力を発信する拠点
整備を進めるとともに、企
業、団体等のパートナーと
協働し、新たなコンテンツ
を生み出すことを目的とす
るものであり、来訪者を呼
び込むことで地域活性化を
目指すものであることから
エリアへの入込客数増加を
指標として設定した。

104千人 103千人 101千人 105千人 Ａ

令和6年度は南アルプスユネスコエコ
パーク10周年を記念する催しやメディ
ア・ＳＮＳでの露出が増加による効果
で、おおむね目標の入込客数を達成する
ことができた。

これまで地域の資源の魅力が十分に活か
しきれておらず、市街地から離れた井川
や南アルプスへの訪問意欲につなげられ
る“モノ”の創出につながっていなかっ
たため、今後はミュージアムを拠点に井
川の地域資源を楽みながら体感・周遊す
るコンテンツを造っていく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 04 中山間地振興課 地域おこし協力隊配置事業

地域おこし協力隊を配置
し、地域活性化等に不足し
ている人的資源を確保とと
もに、定住を促進し、将来
の担い手とする。

①移住イベント、広告掲出
等による地域おこし協力隊
の募集
②協力隊員の活動に対する
相談や支援

一般会計 31,426 0 31,426 13,877 0.3 0.0
①募集活動

②隊員支援

①実施

②実施

①実施

②実施

制度開始時から現在まで
の、地域おこし協力隊の任
期満了後の定着率

活動後に定着し、地域で活
躍することが最終的な目標
であるため、まずは現状の
維持を目標とする。

86% 86% 83% 83% Ａ
任期満了となる隊員７人のうち６人が、
市内に定住し定着することになったこと
で、目標を達成することができた。

配置した協力隊員が期間中だけではな
く、任期満了後も定着し継続できるよ
う、テーマ設定を行い、起業や就職に向
けた地域・市のフォローなどを実施して
いく。また、新たな隊員の確保に向け、
地域関係者の意向を確認しながら進めて
いく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 04 中山間地振興課
中山間地移住促進事業
（両河内里山留学検討支援
含む）

中山間地域の活性化及び集
落の維持を図るため、都市
部からの移住を促進させ
る。

①移住を促進させる活動を
する団体に対する補助金の
交付
②移住者による自治会活動
及び情報発信に対する補助
金の交付

一般会計 4,800 0 4,800 2,923 0.4 0.0 ①移住関連の補助金交付件
数

①20件 ①20件
移住・定住に係る活動に取
り組んでいる地域数

移住者が定住にスムーズに
進むためには地域住民の移
住者への支援が不可欠であ
ることから、地域団体が移
住者の受入れ環境整備に取
り組んでいる地域数を指標
として設定した。

２地域 ２地域 １地域 １地域 Ａ

当取組により、移住を促進する団体への
移住促進事業補助金１件、移住者テレ
ワーク等就業環境整備事業補助金１件及
び移住者への移住報奨金18件を実施する
ことで、地域活動を通じた移住者の定住
を促進したと評価できるため、評価結果
は「Å」とした。

移住・定住を促進する団体がない地域が
ほとんどであるが、組織的に取り組みた
いという地区の声も上がり始めているた
め、団体立ち上げの支援等についても検
討していく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 04 04 中山間地振興課
【再掲】オクシズプロモー
ション事業

オクシズの意義・役割・魅
力を伝えるプロモーション
を実施することで、都市住
民と地域住民の交流を促進
し、交流人口及び定住人口
の増加を図る。

交流人口増加のための情報
発信

一般会計 10,918 0 10,918 8,996 0.6 0.0 オクシズHPアクセス数 106,786 79,185
中山間地施設の観光交流客
数

当取組は交流人口及び定住
人口の増加を目的とし、
2023年度入込客数（529,000
人）を指標として設定し
た。

529,000人 567,372人 528,785人 525,145人 Ａ
コロナ明けから増加傾向にあり、プロ
モーションの効果が十分に出ていると評
価できるため、評価結果は「Ａ」とし
た。

当取組の評価は「Ａ」であったが、観光
交流客数の増加及びオクシズのさらなる
振興のためには、情報発信の方法や内容
等の見直し、改善を行い若年層や市街の
認知度を向上させることで、オクシズ地
域への誘客を進めていく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 04 04 中山間地振興課
【再掲】オクシズ食と農の
魅力向上事業

食に精通する取組みを行っ
ている企業の社員を地域活
性化起業人として市に受け
入れることでオクシズの地
域資源の１つである食の魅
力を向上させ、地域の価値
を高める。

①オクシズの食情報の発信
②加工販売所等への支援

一般会計 5,600 0 5,600 5,600 0.2 0.0 ヒアリング施設数 5施設 5施設 事業支援施設数

当取組は加工販売所の持続
的な営業を目的とするもの
であり、経営のスマート化
を目指すものであるが、経
営主体は地域団体であるこ
とから効果の発現までに時
間を要することから、事業
に取り組んだ施設数を成果
指標として設定した。

3施設 3施設 実績値なし 実績値なし Ａ
活動指標を達成していることに加え、加
工販売所と連携した料理教室の開催や地
域食材を活用したレシピのSNS発信など
を実施したことを評価し「Ａ」とした。

地域の加工販売所は各リソースがひっ迫
しており、経営改善への着手、遂行は慎
重に進めざるを得ない。加工販売所に過
度な負担とならないよう相互に理解を深
めながら進めていく。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 04 04 中山間地振興課
【再掲】観光施設管理運営
事業

地域振興を図るため整備し
た地域活性化施設の適切な
管理を行う。

観光施設等の管理・運営 一般会計 77,361 0 77,361 77,361 0.5 0.0 ①指定管理件数
②定期報告及び年度報告

①５件
②13回／１施
設

①５件
②13回／１施
設

①利用者満足度の平均値

当取組は地域振興を目的と
して地域のイメージ向上を
目指すものである。アン
ケートによる近年の利用者
満足度はすでに90％以上と
高く、これを維持すること
を目標として、直近３カ年
の利用者満足度の平均値を
目標値として設定した。

①96.4% ①97.8% ①96.0% ①99.0% Ａ
利用者満足度は高い数字を維持してお
り、地域のイメージ向上に寄与している
ことから、「Å」とした。

施設が適切に管理されるよう、指定管理
者に引き続き指導するとともに、地域と
連携した施設の活用事業等を促してい
く。

1003_【環境局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx47 04 04 中山間地振興課
【再掲】総合計画事業（施
設関係）

地域の資源を活かした観光
拠点を整備することで、地
区全体のさらなる付加価値
向上を図り、誘客促進によ
る地域振興を目指す。

展望デッキ等、観光施設の
整備

一般会計 11,000 0 11,000 10,715 1.6 0.0 デッキの設計 設計完了 設計完了 施設整備事業の進捗率

当取組は観光拠点の整備に
よる誘客促進を目的とする
ものであるが、令和８年度
の工事完了までを実施期間
とする事業であることか
ら、設計から工事完了まで
の進捗率を成果指標として
設定した。

33％ 33％ 実績値なし 実績値なし Ａ
総合計画搭載事業の計画に沿って予定ど
おり2024年度の事業を完了したことか
ら、「Å」とした。

整備事業完了後は、デッキを活用した地
域との連携事業や情報発信に取り組んで
いく。

1504_【建設局・⑧農林水産分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx48 04 04 道路計画課
【再掲】
中部横断自動車道の整備促
進及び調整に関する事業

①中部横断自動車道の整備
促進及び利用促進を図り地
域の活性化に寄与する。
　
②高速道路ＩＣアクセス道
路の整備を推進し、広域交
通ネットワークの強化を図
る。

①整備・利用促進に向けた
促進活動の実施並びに各同
盟会等への参加及び協力

②新スマートＩＣアクセス
道路の整備

一般会計 1,570 0 1,570 1,375 1.7 0.0

①
・理事会・総会の開催
・促進活動
・各同盟会等への参加

②
・要望活動
・地元との調整
・関係機関との協議

①実施

②実施

①実施

②実施
①支援活動の実施率

①早期全線開通［（仮称）
長坂JCT～八千穂高原IC］の
ためには、事業主体である
国及び中日本高速道路
（株）に地域の声をしっか
り届けていくことが重要で
ある。このため、目標値
は、当初予定する理事会・
総会、促進活動、同盟会等
の実施、参加回数の合計９
回とした。

①100%
(9回)

①100%
（9回）

①100%
（9回）

①90%
（9回） Ａ

支援活動を計画９回に対し、９回実施
し、事業の推進を支援した。
理事会・総会（１回）、要望活動（２
回）、啓発活動（４回）、各同盟会への
参加（２回）

引き続き、中日本高速道路（株）及び国
土交通省による道路事業が円滑に推進す
るよう国や地元と連携し、ストック効果
や住民の声を反映させた効果的な促進活
動を実施する。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

0306_【総合政策局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）z.xlsx1 01 01 社会共有資産利活用推進課
【再掲】未利用・低利用地
等有効活用法人設立検討事
業

社会共有資産のうち、民有
資産における未利用・低利
用地の有効活用を促進す
る。

社会共有資産のうち、民有
資産における未利用・低利
用地の有効活用を促進する
ための法人の設立を検討す
る。

一般会計 3,500 0 3,500 3,067 3.0 0.0 法人の設立 法人の設立 法人の設立 法人設立の進捗

当取組は民有資産における
未利用・低利用地の有効活
用を目指すものであるが、
令和６年度は、民有資産の
有効活用に向けた法人の設
立準備期間であることか
ら、法人設立の進捗を成果
指標として設定した。

法人の設立 法人の設立 実績値なし 実績値なし Ａ
目標どおり、R6に民有資産の有効活用に
向けた法人「一般財団法人　静岡市土地
等利活用推進公社」を設立したため。

未利用の農地や空き家等の民有資産の有
効活用を推進するため、公社は市の事務
事業を補完・支援するとともに効率的・
効果的な業務を実施する必要がある。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 01 都市計画課
東静岡地区に関する土地利
用検討事務

東静岡地区まちづくり基本
構想で目指すまちづくりの
実現

基本構想に基づく用途地域
の見直し等の土地利用計画
案の策定

― 0 0 0 0 0.6 0.0 土地利用計画原案の策定 策定 策定
東静岡まちづくり基本構想
案への用途地域変更案の登
載

市民や事業者に土地利用計
画の基本となる用途地域の
変更案を示すことで、まち
づくりの具体的な方向性を
示すことができる。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ
東静岡地区まちづくり基本構想案の中で
用途地域等の土地利用計画案を示し公表
することができたため。

今後、公表した土地利用計画案を基に関
係者と調整しながら具体的な土地利用計
画を取りまとめていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 01 都市計画課
都市計画デジタル化推進事
務（３Ｄ都市モデル等）

都市計画デジタル化の推進
でまちづくりを見える化す
ることにより、安全で快適
で持続可能な都市づくりを
進める。

３Ｄ都市モデルの活用実績
（ユースケース）の拡大

― 0 0 0 0 0.1 0.0
庁内における３Ｄ都市モデ
ルを活用した施策の検討・
資料等の作成の実施

実施 実施
本市の３Ｄ都市モデルデー
タを活用した施策の検討・
資料等の作成の実施

都市計画分野においてもデ
ジタル化を推進するために
設定。

実施 実施
３Ｄ都市モデ
ルの整備

３Ｄ都市モデ
ルの整備 Ａ

視覚的に分かり易いという３Ｄ都市モデ
ルの特徴を活かし、まちづくりや防災関
係のシミュレーションとして使用するこ
とができたため。

オープンデータ化しているので、民間で
の活用も促し、ユースケースを増やして
いく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 01 都市計画課
静岡都心地区まちなか再生
推進事業（指針策定）

静岡都心地区が、将来にわ
たって人々を惹きつけ選ば
れる街になるために、公民
共創でまちの再生を目指
す。

静岡都心地区におけるめざ
す将来像とまちづくりの方
針等を示す「静岡都心地区
まちなか再生指針」の策定

一般会計 0 16,841 16,841 16,841 1.2 0.0 業務委託の実施 実施 実施

①まちなか再生指針の作成
②民間と協働した公共空間
の再編を見据えた社会実験
の実施

①「静岡都心地区」におい
て、官民が連携する「歩い
て楽しいまちづくり」や
「歴史文化の拠点づくり」
を目指し、具体的なまちな
か再生の方針と実現化方策
を作成する。
②公共空間の再編を見据え
た、地域と協働した、社会
実験を実施する。

実施
①実施
②実施

①実施
②検討

①JR静岡駅周
辺ゾーンまち
なか再生指針
（案）作成
②社会実験の
実施

Ｂ

地域の商店会など関係者との協議やまち
を利用する来訪者の意見聴取に加え、都
市デザインの考えを取り入れることに時
間を要し、「静岡都心地区まちなか再生
指針」を令和６年度中に策定できなかっ
たため。

今後、「静岡都心地区まちなか再生指
針」の策定やその実現に向けた具体的な
取組を実施していく。これらは、地域の
商店会や関係機関との意見交換に加え、
パブリックコメントなどの実施により、
市民や関係者と共有を図りながら、まち
なかの再生に取り組んでいく。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　公共交通や自転車で移動がしやすいと思う市民の割合 　４７．５％（Ｒ４現状値：４５．１％）

　７６．０％（Ｒ４現状値：７２．２％）　安心・快適に暮らせると思う市民の割合

【⑨都市・交通分野】

　快適で質の高いまちの拠点と、住環境・交通環境の充実による、誰もが暮らしたい・訪れたい“人中心”のまちを実現します

　 　

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　静岡、清水の中心市街地の滞在時間（２時間以上）の割合 　静岡５４．０％、清水３８．０％（Ｒ３現状値：静岡５１．２％、清水３５．６％）

政策 施策

　01　新たな都市空間の創造により、誰もが心地よく幸せを感じる都心のまちづくりを推進します 　01　都心、副都心の都市機能の高度化・集積化

　02　居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成

　03　公民共創による都市空間を活用したまちづくり

　04　緑の基本計画に基づく、みどりあふれるまちの推進

　01　居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成

　02　公民共創による地域の特色を活かしたまちづくり

　03　大規模社会資本や観光資源を活かした交流拠点の整備

　02　まちの多様性とイノベーションの創出により、活発な交流と個性豊かな地域のまちづくりを推進します

　04　地域の拠点となる魅力をもった公園の整備と適正運営の推進

　03　多彩な交流と活動を支える交通環境の充実を推進します 　01　誰もが安全、快適に移動できる交通環境の整備

　02　地域の暮らしを支える持続可能な公共交通

　04　地域課題解決の場としての身近なオープンスペースの適正再配置

　03　脱炭素社会に向けた地域交通のグリーン化の推進

　04　安全・安心で環境にやさしい住環境と美しい緑のある都市景観の形成を推進します 　01　災害に強く、安全・安心なまちづくりの推進

　02　建築物の更新等による環境に優しい安全・安心なまちづくり

　03　環境にやさしく快適な住環境の整備
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 01 都市計画課
ＪＲ静岡駅北口横断検討事
業

JR静岡駅前の国道１号の横
断方法を検討し、人中心の
ウォーカブルな空間を目指
す。

駅前を歩行者が安全かつ快
適に回遊・滞留できる空間
形成に向けて、北口広場の
再編や国道横断方法の検討
を実施

一般会計 21,000 0 21,000 0 0.4 0.0 業務委託の実施 実施 実施

①交通量の現状把握と交通
分散の検討
②静岡駅北口交差点の改良
案の作成

①国道横断を検討する上
で、現状を分析し将来的な
交通量を減らす検討を行
う。
②交差点のコンパクト化な
どの検討を行い、交差点の
改良案を作成する。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ

①国道横断を検討する上で、現状を分析
し将来的な交通量の減少についての検討
ができたため。
②交差点のコンパクト化などの検討を行
い、交差点の改良案を作成ができたた
め。

令和６年度の検討内容を踏まえ、国や交
通管理者などの関係者と協議しながら、
検討を進めていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 01 01 景観まちづくり課
御幸町９番・伝馬町４番地
区市街地再開発事業

都市における土地の合理的
かつ健全な高度利用と都市
機能の更新を図り、若者が
集う、新たなまちの賑わい
を創る市街地再開発事業等
を支援する。

①施行者である再開発組合
への負担金
②組合へ助言、指導

一般会計 59,526 0 59,526 59,526 2.0 0.0

①負担金交付事務の円滑な
実施
②組合へ助言、指導、円滑
な事業支援

実施 実施 事業進捗率

再開発ビル竣工及び地下道
接続工事完了を最終目標
（100％）とし、補助金及び
負担金の総額に対する各年
次の交付額の割合を目標値
に設定した。

100% 100% 91% 60% Ａ
地下道のインフラ移設・舗装業務を実施
し地下道接続工事が完了した。
また、補助金の交付が完了した。

令和６年度をもって事業が完了したため
特になし。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 01 01 景観まちづくり課
静岡都心地区建物更新検討
事業

実現可能性のある再開発事
業を精査し、老朽化した建
物の更新及び「まちなか再
生指針」で掲げる理念の確
実な実現に結びつける。

不動産・商圏分析、保留床
の推計、整備手法の検討・
整理、地権者等と意見交換

一般会計 13,915 0 13,915 13,915 1.0 0.0 委託業務の実施 実施 実施
静岡都心地区建物更新検討
業務の完了

市民が中心市街地の魅力を
感じる割合を高めることを
目指すものであるが、現在
検討段階であるため、静岡
都心地区建物更新検討業務
の完了を目標値に設定し
た。

完了 完了 実績値なし 実績値なし Ａ 市場ニーズ調査や事業シミュレーション
などの委託業務が計画通り完了した。

令和６年度をもって業務が完了したため
特になし。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 01 01 景観まちづくり課
御幸町伝馬町線無電柱化事
業

隣接する街区で行われる再
開発事業と共に、都市防災
の強化及び都市機能の更新
を図り、新たなまちの賑わ
い創出を目指す。

御幸町伝馬町線の無電柱化 一般会計 14,260 121,800 136,060 47,880 1.0 0.0 工事の実施 実施 一部実施 工事進捗率

市民が中心市街地の魅力を
感じる割合を高めることを
目指すものであるが、事業
実施期間中は、工事費総額
に対する各年次の出来高を
目標値に設定した。

100% 45.7% 9.0% 実績値なし Ｃ ４回にわたる入札不調により、進捗が大
幅に下回った。

令和７年９月の無電柱化工事完成を目指
す。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 01 01 景観まちづくり課
紺屋町・御幸町地区市街地
再開発事業

都市における土地の合理的
かつ健全な高度利用と都市
機能の更新を図り、中心市
街地の新たなまちの活性化
に繋がる市街地再開発事業
等を支援する。

①施行者である再開発組合
への補助金、負担金
②組合へ助言、指導

一般会計 0 0 0 0 1.0 0.0

①補助金、負担金交付事務
の円滑な実施
②組合へ助言、指導、円滑
な事業支援

①補助金、負
担金の交付
②実施

①未交付
②未実施

事業進捗率

再開発ビル竣工及び準地下
道工事完了を最終目標
（100％）とし、補助金及び
負担金の総額に対する各年
次の交付額の割合を目標値
に設定した。

3% 0% 実績値なし 実績値なし ―
民間事業への間接補助事業であるが、昨
今の物価高騰等から事業着手に至らな
かった。

権利者からなる準備組合にて見直し中の
ため、その結果を待って、市の今後の対
応方針を決定する必要がある。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 01 01 景観まちづくり課
静岡駅南口駅前広場再整備
事業

静岡駅南口駅前広場の交通
結節機能の強化及び官民連
携で駅前街区の一体的な開
発を実施し、政令市の玄関
口に相応しい賑わいと憩い
のある空間形成を図る。

①駅前広場拡張のための用
地確保
②基本計画の策定
③設計
④整備工事

一般会計 51,867 47,487 99,354 65,536 3.0 0.0
①委員会資料作成及び委員
会開催
②委託業務の実施

①開催
②実施

①開催
②実施

①検討委員会開催回数
②駅前広場再生整備基本計
画の素案作成

市民が中心市街地の魅力を
感じる割合を高めることを
目指すものであるが、計画
段階であるため①検討委員
会開催の回数②検討委員会
の議論をもとにした基本計
画の素案作成を目標値に設
定した。

①１回
②実施

①３回
②実施

実績値なし 実績値なし Ｓ

①検討委員会では活発な意見交換が行わ
れ、議論内容が進み、計３回実施した。
②令和７年１月に基本計画素案を作成
し、それをもって２月にパブコメ実施
し、３月末に基本計画を策定・公表する
に至った。

基本計画に則り、今後使いやすく機能性
の高い広場を設計していく必要がある。
そこで「空間デザイン検討部会」を設置
し、動線の明確化と快適な導線設計や滞
留・休憩・待ち合わせ空間の充実等につ
いて検討していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 01 02 都市計画課
東静岡地区まちづくり推進
事業

若者・子どもが未来に希望
を持てるまちづくりを公民
共創で進め、副都心として
相応しいまちの形成を目指
す。

東静岡地区のまちの将来
像、ロードマップ及び関係
機関の役割分担の明確化と
共有に向けた基本構想の策
定

一般会計 30,000 0 30,000 0 0.8 0.0 業務委託の実施 実施 実施
静岡市は活気があり、人を
惹きつける魅力があるまち
だと思う市民の割合

定住人口・交流人口・関係
人口を増加させる取組を総
合的に推進し、まちとくら
しを豊かにする指標として
設定。

39.5% 38.8% 36.6% 35.9% Ａ

東静岡地区まちづくり協議会やまちづく
りアイデアコンペin東静岡、市民説明会
などを通して、市民のまちづくりへの機
運を高めながら、「東静岡地区まちづく
り基本構想（骨子）」を公表することが
できたため。

今後、「東静岡地区まちづくり基本構
想」の策定やその実現に向けた具体的な
取組などを示す基本計画を作成してい
く。これらは、パブリックコメントなど
を通して市民のまちづくりへの機運を高
め、公民共創のまちづくりを進めてい
く。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 01 02 都市計画課
静岡都心地区まちなか再生
推進事業（交通適正化）

静岡都心地区を車中心から
人中心の考え方に転換し、
人の安全安心な移動及び回
遊性向上を実現することを
目指す。

まちなかを歩行者が安全か
つ快適に回遊・滞留できる
空間形成に向けて、通過交
通の迂回誘導や交差点の平
面横断化などを実施

― 0 0 0 0 0.1 0.0 業務委託の進捗管理 実施 実施 業務委託の進捗管理

歩行者の歩行環境向上を目
的とするものであり、迂回
誘導の検討と平面横断化の
検討の委託発注を成果指標
として設定した。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ
静岡都心地区に流入する通過交通の迂回
誘導や、交差点の平面横断化の検討につ
いて、業務委託の進捗管理を行うことが
できたため。

今後、継続して業務委託の進捗管理を実
施しながら、静岡都心地区の交通量の適
正化を図り、人中心のまちづくりを進め
ていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 01 02 景観まちづくり課
静岡都心地区都市デザイン
推進事業

公民共創により、都市デザ
インの観点による統一的な
指針等を作成・運用するこ
とにより、統一したコンセ
プトに基づく公共事業・民
間事業の推進および「まち
なか再生指針」で掲げる理
念の確実な実現に結び付け
る。

①静岡都心地区デザイン指
針素案作成
②青葉通り周辺エリアほか
基本計画作成
③ＪＲ静岡駅北口地下通路
詳細設計

一般会計 56,474 0 56,474 11,000 3.0 0.0 委託業務の実施 実施 実施
地域・市民の関心・関与
（ワークショップ参加者
数）

当取組は20年後のまちづく
り指針の策定を目的とする
ものであり効果発現には時
間を要することから当取組
に端に発したまちづくり人
口を成果指標と設定した。

延べ200人 延べ192人 実績値なし 実績値なし Ａ
目標値として掲げた延べ200人に対し、
R6におけるワークショップに192人の参
加があり、目標値の90％を達成した。

都市デザインに基づくまちづくりや、先
導的に進める青葉通り再編事業にあたっ
ては、多くの市民や利害関係者との合意
形成が必要となるため、引き続きワーク
ショップなどの手法を活用しながら、地
域・市民の関与を深める。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 01 02 景観まちづくり課
（都）北街道線魅力空間創
出事業

（都）北街道線において、
道路の無電柱化と高質化に
より、沿線と道路空間が一
体となった景観形成を図
り、オープンスペースの利
活用を公民共創で推進す
る。

①整備方針の検討
②無電柱化の調整
③設計
④整備工事

一般会計 0 7,480 7,480 7,480 0.1 0.0 委託業務の実施 実施 実施
浅層埋設方式実地検証業務
の完了

市民が中心市街地の魅力を
感じる割合を高めることを
目指すものであるが、現在
検討段階であるため無電柱
化手法である浅層埋設方式
実地検証業務の完了を目標
値に設定した。

完了 完了 実績値なし 実績値なし Ａ 浅層埋設方式実地検証業務が完了し、工
法の実証実験を実施することができた。

令和６年度をもって業務が完了したため
特になし。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 01 02 景観まちづくり課
静岡都心地区交通適正化事
業

静岡都心地区において、歩
行者中心の歩いて楽しいま
ちづくりを推進するため、
自動車流入の円滑な処理を
行う交差点改良による、環
状機能強化を目的とする。

交差点改良 一般会計 40,000 0 40,000 32,243 1.0 0.0 工事の実施 実施 実施 工事進捗率

市民が、中心市街地の魅力
を感じる割合を高めること
を目指すものであるが、長
期間事業のため全体のうち
江川町交差点の横断歩道設
置を目的にした改良工事完
成を目標値に設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ 江川町交差点の横断歩道設置工事が完了
した。

令和６年度をもって工事が完了したため
特になし。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 01 02 緑地政策課 公園緑地の活用に係る事業

４次総の「城下町の歴史文
化を守り抜くまちの推進」
の主な取組”駿府城公園周
辺の歴史資源を目的とした
来訪の促進”につながる事
業として、駿府城公園の魅
力向上、活性化を図るた
め、駿府城公園二之丸掘
（中堀）を活用する。

中堀を活用するプレイヤー
の支援、発掘や魅力向上に
つながる取組(観光政策課や
葵舟との連携等)の推進。

― 0 0 0 0 0.2 0.0
駿府城周辺の地域活性化に
取り組む大学生とのワーク
ショップ実施

１回 １回
市民等との共創による取組
実施数

当取組は、駿府城公園の魅
力向上、活性化を図るた
め、中堀の活用を推進する
こと目指しいることから、
中堀で行う市民等との共創
による取組の実現数を指標
として設定した。

１件 １件 １件 １件 Ａ
中堀の活用に関する大学生とのワーク
ショップを通じて、共創による取組（す
んぷらんぷ）を実現することができ、目
標を達成できたため。

引き続き、市民等との共創により、中堀
を活用することで、駿府城公園の魅力向
上、活性化を図る。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 01 02 公園建設管理課
駿府城公園再整備事業
（修景整備）

駿府城公園を再整備するこ
とにより、公園の魅力向上
を図る。

駿府公園整備再評価計画基
本方針に基づく花木の植栽
や中堀、園路沿いの修景整
備の実施

一般会計 18,000 0 18,000 3,584 0.5 0.5 ①設計実施件数
②埋蔵文化財調査の実施

①1件
②実施

①0件
②実施

事業進捗率

駿府城公園再整備事業（修
景整備）の令和13年度完了
に向け、年度計画事業費
ベースの進捗率を目標値と
して設定した。

2.9% 1.6% 1.3% 0.8% Ｂ

駿府城跡天守台野外展示施設の設計進捗
に併せて、公園中央部の造成設計を繰越
し、事業進捗率が目標より下回ったもの
の、工事着手に向けて調整中であること
から、評価結果は「Ｂ」とした。

引き続き、駿府城跡天守台野外展示施設
の設計及び工事との調整を行いながら、
事業を推進する。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 01 03 景観まちづくり課
人宿町人情通り賑わい創出
事業

旧東海道に位置する人宿町
人情通りにおいて、道路の
無電柱化と高質化により、
沿線と道路空間が一体と
なった景観形成を図り、
オープンスペースの利活用
を公民共創で推進する。

①整備方針の検討
②無電柱化の調整
③設計
④整備工事

一般会計 38,000 0 38,000 0 1.5 0.0 委託業務の実施 実施 実施
道路構造に関する地元３自
治会長との合意率

市民が中心市街地の魅力を
感じる割合を高めることを
目指すものであるが、2029
年度完成を目指すため空間
が一体となった道路構造を
検討し、その地元自治会と
の合意率を目標値に設定し
た。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
道路構造をコミュニティー道路へ改変す
ることに伴い社会実験により、現地への
再現を行った。また、地元説明会を実施
し合意形成を行った。

令和７年度も社会実験を継続して実施す
る。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 01 03 清水まちづくり推進課
清水都心地区まちなか再生
事業

清水都心のまちの全体像を
描き、住んでよし訪れてよ
しのまちを実現すること

清水都心地区における将来
のあるべき姿を描き、その
実現に向け公民がなすべき
事をまとめた指針の策定

一般会計 10,000 0 10,000 10,000 0.8 0.2 WS開催数 4回 4回 歩行者通行量

清水都心地区全体への効果
発現を期待しているため地
区内の通行量の増加を目標
値とした。

1,318人/日
(R9)

1,269人/日 4,136人/日 1,008人/日 Ａ
地域住民が参加するワークショップを４
回実施し、今後のまちなか再生の方向性
案を取りまとめ、まちづくり会社等の関
係者と目指す姿を共有できた。

まちづくりに関わる様々な関係者と対話
を繰り返し、まちなか再生の方向性案を
より具体に実現性の高いものに改良して
いく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 01 03 清水まちづくり推進課
清水まちなかエリアマネジ
メント推進事業

まちの全体像に基づいて、
地域が主体的な活動を継続
的に実施していく。

清水都心地区において、地
域の魅力や価値を向上させ
る地域主体のエリアマネジ
メント活動の支援

一般会計 5,000 0 5,000 4,993 0.6 0.2 WS開催数 2回 2回 歩行者通行量

清水都心地区全体への効果
発現を期待しているため地
区内の通行量の増加を目標
値とした。

1,318人/日
(R9)

1,269人/日 4,136人/日 1,008人/日 Ａ
清水駅前銀座商店街の魅力向上のため、
地域住民と制作した明かりを灯す実験を
実施し、好評であったため現在も継続し
て実施している。

まちづくりを継続実施していくために
は、多様な団体による活動や実施体制作
りが必要なため、その取組を支援する方
策等について検討していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 01 04 緑地政策課
都市公園法第５条の制度活
用に係る事業

都市公園について民間事業
者との共創により、新設・
再整備を進め市民の利便性
向上を図る。

都市公園の再整備を進め、
公園利用者の利便性向上、
地域の活性化につなげる。
（清水船越堤公園：整備、
用宗緑地：再整備に向けた
調査・検討）

一般会計 6,000 40,000 46,000 5,786 1.1 0.0

・清水船越堤公園
再整備工事の実施

・用宗緑地
再整備に向けた調査・検討
業務の実施

実施 実施 再整備が完了した公園数

民間事業者との共創によ
り、市民の利便性向上に繋
がる公園再整備の実施数を
目標値として設定した。

１件 １件 実績なし 実績なし Ａ
清水船越堤公園において、民間事業者と
の共創による再整備工事を実施し、目標
を達成できたため。

引き続き、都市公園の再整備を進めるこ
とで、公園利用者の利便性向上、地域の
活性化を図る。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 02 01 清水まちづくり推進課 (都)草薙駅通線整備事業

活動拠点を形成するため、
無電柱化および歩行者の滞
留空間の整備を行い、地域
経済の活性化・持続可能な
都市経営を実現する。

移設補償工事 一般会計 59,980 6,433 66,413 38,163 1.5 0.0 移設補償工事の進捗率 100% 100%
電線共同溝及び歩道整備工
事の進捗率

当取組は草薙駅南口のまち
づくりを進めていくもので
あるが、令和11年度までを
実施期間とする事業である
ことから、整備工事の進捗
率を成果指標として設定し
た。

8% 8% 5% 3% Ａ 当取組の令和６年度実績は移設工事の完
了であり、達成することができた。

早期な工事完成と事業効果発現に向け、
今後も予算確保と工期短縮のため関係機
関との調整を実施していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 02 02
大谷・小鹿まちづくり推進
課

大谷・小鹿まちづくり推進
の取組

地区グランドデザインの実
現に向けた持続可能なまち
づくりの推進

地区の持続可能なまちづく
り実現のための将来ビジョ
ン等策定及びエリアプラッ
トフォームの構築

一般会計 1,777 0 1,777 1,551 3.0 0.0 ①検討会議の開催
②施策の検討

①２回
②４件

①２回
②４件

ビジョン策定の進捗状況

現在実施している取組内容
は大谷・小鹿市区の土地区
画整理事業完了後において
地域が持続的に成長するた
め、様々なソフト施策の取
組目標を示す「まちづくり
ビジョン」を策定するもの
であり、令和６年度までを
実施期間とするものである
ため、ビジョン策定の進捗
状況を成果指標とした。

策定 策定 案作成
検討会議体設
立検討 Ａ

本取組は、土地区画整理事業完了後にお
いて地域が持続的に成長するため、様々
なソフト施策を地域と共創で展開するも
ので、令和４年度より、３年間の目標で
地区の目指すべき姿を示す「まちづくり
ビジョン」が策定されたため。

　今後、策定したビジョン実現にむけ地
域主体のエリアマネジメントを推進する
必要があるが、本地区の土地区画整理事
業が現在進行中であり「まち」の機能を
有していないめ、ハード整備の進捗を注
視しながら、出来ることから様々なソフ
ト施策を検討、展開してく。
　当面は各ソフト施策を実施する活動団
体の発掘、育成に努める。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx24 02 02 清水まちづくり推進課 市道中之郷９号線整備事業
草薙駅北口地区における歩
行者の回遊性向上及び通学
路の安全確保

歩車を分離するため用地買
収により道路を拡幅し歩道
を整備する

一般会計 13,060 1,599 14,659 14,658 0.6 0.0 用地物件補償の合意 100% 0%
駅北口周辺が歩きやすいと
感じる割合

事業目的の安全性と回遊性
の評価として利用者がどの
ように感じているかを主観
的な指標で目標値とした。

51.0%
(R11)

44.5% 実績値なし 実績値なし Ｂ
補償額について地権者との交渉が難航し
たため事業効果が得られる別ルート案を
提案し、継続して交渉している。

早期効果発現に向けて、引き続き、関係
者及び地権者への交渉を続ける。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx25 02 02 清水まちづくり推進課 新幹線高架下空間活用事業
草薙駅北口地区の賑わいの
創出によるエリア価値の向
上

草薙駅北口の新幹線高架下
空間を公民共創で活用する
空間を整備する。

一般会計 0 0 0 0 0.2 0.0 イベント開催数 1回 1回 平均滞在人口

草薙駅周辺の来訪者及び居
住者の増加を目的としてい
るため駅から半径500m圏内
の滞在人口とした。

39,200人/日
(R11)

38,868人/日 37,345人/日 35,014人/日 Ａ

新幹線高架下空間の活用にあたり東海旅
客鉄道株式会社と協議書を結び、草薙カ
ルテッドと連携して高架下空間を活用し
たイベントを実施し、多くの来街者で賑
わった。

エリア価値向上のためには、多様なサー
ビスを提供する企業・団体に高架下空間
活用への主体的な関わりが必要があるた
め、今後、本格実施の仕組みづくりに向
けて多くの関係者と共に社会実験を実施
していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx26 02 03
大谷・小鹿まちづくり推進
課

恩田原・片山土地区画整理
事業

地区グランドデザインの実
現に向けて、工業・物流エ
リアとしての土地利用を図
る。

組合施行による土地区画整
理事業の支援・推進

一般会計 220,160 447,607 667,767 0 2.5 0.0

①補助金交付事務の円滑な
実施
②組合事務局への指導（理
事会等への出席）

①遅滞なく補
助金を交付
②月1回（延
べ12回）

①遅滞なく補
助金交付
②12回

保留地処分
（対全体面積）

当取組は新たな産業集積に
より「雇用」を創出し地域
経済の活性化を目指してお
り、保留地は基盤整備が完
了して処分できることか
ら、進捗を図る指標として
処分面積を成果指標として
設定した。

100% 100% 98% 86% Ａ 当取組は、目標通り令和６年度で100%を
達成したため。

特になし

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx27 02 03
大谷・小鹿まちづくり推進
課

（市）中野小鹿線交差点改
良事業

円滑な都市内交通の実現、
道路網の整備による物流・
交流機能の向上

（市）中野小鹿線と（都）
恩田原片山線との交差点部
分の道路改良

一般会計 270,000 159,879 429,879 105,290 2.5 0.0 ①令和6年度分の工事発注
②工事監督事務の実施

①工事発注完
了
②施工計画に
沿った工事の
進捗（遅延率
10％以内）

①工事完了
②進捗管理の
徹底

全体事業費に対する進捗率

当取組は恩田原・片山土地
区画整理事業区域内への交
通利便性向上を目指し、令
和9年度までを実施期間とす
る事業であることから、交
差点改良事業の全体事業費
に対する進捗率を成果指標
として設定した。

49% 49% 33% 17% Ｃ
工事の施工に伴い、関係機関（警察）と
の協議に不測の日時を要したため、年度
内の完了ができなかったため。

工程回復や早期発注に努め、恩田原・片
山土地区画整理事業の完了に合わせて交
差点事業を完了させる。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx28 02 03
大谷・小鹿まちづくり推進
課

恩田原・片山土地区画整理
事業に伴う大谷川左岸大谷
線外1道路改良事業

円滑な都市内交通の実現、
道路網の整備による物流・
交流機能の向上

恩田原・片山土地区画整理
事業に関連する道路改良事
業

一般会計 0 0 0 0 0.0 0.0 ①令和6年度分の工事発注
②工事監督事務の実施

①工事発注完
了
②施工計画に
沿った工事の
進捗（遅延率
10％以内）

①未実施
②未実施

全体事業費に対する進捗率

当取組は恩田原・片山土地
区画整理事業区域内へのア
クセス向上を目指し、令和7
年度までを実施期間とする
事業であることから、道路
改良事業の全体事業費に対
する進捗率を成果指標とし
て設定した。

85% 85% 85% 45% ―

令和４年度～５年度は区画整理の事業費
に含まれていたが、６年度より建設局枠
に移行された。しかし、６年度予算は
35,000千円の要求に対し0円査定であっ
たため、未実施となったため。

残る工事を着実に実施し、区画整理事業
完成に合わせ事業完了を目指す。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx29 02 03
大谷・小鹿まちづくり推進
課

宮川・水上土地区画整理事
業

地区グランドデザインの実
現に向けて、交流施設エリ
アとしての土地利用を図
る。

組合施行による土地区画整
理事業の支援・推進

一般会計 648,659 0 648,659 0 4.0 0.0

①補助金交付事務の円滑な
実施
②組合事務局への指導（理
事会等への出席）

①遅滞なく補
助金を交付
②月1回（延
べ12回

①遅滞なく補
助金交付
②13回

宮川・水上土地区画整理事
業の全体事業費（補助対象
額ベース）に対する進捗率

当取組は、宮川・水上土地
区画整理組合における土地
区画整理事業の着実な推進
を図るものであり、市内に
おける税収や雇用者数の増
加を目指すものであるが、
令和18年度までを実施期間
とする事業であることか
ら、補助金交付の進捗率を
成果指標として設定した。

10% 0.9% 0.9% 0.6% Ｃ

都市計画変更決定、事業計画変更、仮換
地指定等の手続きを経て基盤整備に着手
したものの、組合による各管理者との施
工協議に時間を要し、年度内に工事、補
償等が完了できなかったため。

計画的な組合による工事、補償等の実施
を指導し、繰越額の縮減を図る。また、
管理者や関係機関との協議を進め事業の
早期完了を目指す。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx30 02 03
大谷・小鹿まちづくり推進
課

（都）片山宮川線整備事業
円滑な都市交通の実現、道
路網の整備による物流・交
流機能の向上

（都）片山宮川線の道路整
備

一般会計 0 4,990 4,990 4,015 1.0 0.0 ①詳細設計業務委託の完了
②委託業務監督事務の実施

①委託業務の
完了
②施工計画に
沿った委託業
務の進捗（遅
延率10%以
内）

①実施
②実施

（都）片山宮川線整備事業
（東名高速道路交差部）整
備事業の全体事業費に対す
る進捗率

当取組は、（都）片山宮川
線の整備完了を目的とする
ものであり、市内における
市民や物流トラックの移動
時間の短縮を目指すもので
あるが、令和7年度までを実
施期間とする事業であるこ
とから、（都）片山宮川線
整備工事の進捗率を成果指
標として設定した。

14% 13% 5% 5% Ａ
入札により契約金額が下がり目標値に届
かなかったものの、当初の予定どおり委
託業務の完了、施工計画に沿った委託業
務の進捗が達成されたため。

残る工事を着実に実施し、計画通りの整
備事業完了を目指す。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx31 02 03 緑地政策課 大浜公園再整備事業

大浜公園をPFI手法を用いて
リニューアルすることに
よって、１年を通じて賑わ
いあふれる公園を目指し、
利用者ニーズに応える満足
度の高いサービスを提供す
るとともに、健全で持続可
能な施設運営を実現する。

・R5～R７公園の再整備（設
計・整備）
・R7～R21公園の運営に向け
た準備

一般会計 1,050,121 412,722 1,462,843 1,051,642 1.5 0.0 PFI事業の業務委託におけ
る設計・建設業務の実施

実施 実施

大浜公園再整備事業におけ
るイニシャルコスト（設
計・建設）に対する事業進
捗率（事業費ベース）

Ｒ５に事業契約を締結し、
事業着手予定のため、令和
７年度の供用開始までのイ
ニシャルコストに対する事
業進捗率（事業費ベース）
を目標値として設定した。

66.0% 51.8% 17.0%
公募準備の実
施 Ａ

事業費ベースの進捗率は目標66.0%に対
し51.8%の実績となったが、その後の工
事進捗により、令和７年７月に事業が完
了し、取組成果としては目標を達成でき
たため。

大浜公園はPFI手法により事業を進めて
おり、令和７年に設計・建設業務が完了
し、７月にリニューアルオープンを迎え
た。今後はPFI事業者による維持管理・
運営業務（令和７年度～令和21年度）を
進めていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx32 02 03 公園建設管理課
【再掲】日本平公園整備事
業

富士山眺望を活かした整備
による観光拠点の魅力向上
を以て観光交流人口の増加
を図る。

平原ゾーン、アクセス道
路、山頂展望施設、駐車場
等の整備

一般会計 235,594 30,079 265,673 131,921 3.3 0.5 ①工事実施件数
②委託実施件数

①2件
②2件

①2件
②2件

進捗率

長期に亘る継続事業で年度
別事業費を設定しているた
め、事業費ベースの進捗率
を目標値として設定した。

48.99% 49.08% 47.76% 44.72% Ａ
令和６年度末の日本平公園整備事業の進
捗率の目標を達成したことから、評価結
果は「A」とした。

長期間にわたる事業であり、当初計画が
現在の社会情勢に適合しているかどうか
検証する必要があるため、基本計画を見
直し改定する。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx33 02 04 緑地政策課 麻機遊水地関連事業

麻機遊水地地区グランドデ
ザインの基本方針に基づ
き、遊水地の治水機能を確
保しつつ、地域の自然環境
や立地特性を活かした自立
発展型の地域活性化を目指
すため、麻機遊水地保全活
用推進協議会の取組を推進
していくとともに、自然再
生型の都市緑地の整備を図
る。

・あさはた緑地交流広場の
指定管理
・麻機遊水地保全活用推進
協議会の運営
・県単事業河川海岸環境整
備事業の調整

一般会計 76,138 0 76,138 76,138 2.0 1.0

・事務事故による施設の閉
館日
・麻機遊水地保全活用推進
協議会の運営
・県単事業河川海岸環境整
備事業の調整

・0日
・5件
・1件

・0日
・5件
・1件

あさはた緑地交流広場にお
ける利用者の満足度

指定管理事業における満足
度調査の仕様書での目標値
とした。
（指定管理前の令和元年調
査を基準とした）

90.0% 96.8% 97.3% 95.9% Ａ
あさはた緑地の運営において、来園者や
地域住民からの情報や意見を取り入れな
がら運営し、利用者の満足度として目標
値を達成したため。

引き続き、指定管理者と連携しながら利
用者の満足度を向上させる公園の維持管
理・運営を行ってく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx34 02 04 緑地政策課
里山公園（鯨ヶ池）の利活
用推進事業

古くから地域の共有資産と
して管理されてきた鯨ヶ池
およびその周辺に存在する
貴重な自然環境の保全利活
用を推進する。

①地元住民や池利用者等と
の協働による鯨ヶ池の利活
用を実施する。
②自然環境の保全や活用に
必要な環境整備を行う。

一般会計 5,000 0 5,000 4,233 0.3 0.0 地域住民等との会議開催 ３回 ４回
地域住民との共創による取
組実施数

当取組は、鯨ヶ池の利活用
や環境整備に関する地域住
民との意見交換を通じて、
そのニーズを把握するとと
もに、共創で鯨ヶ池の魅力
向上を進めることを目指し
ているため、その取組の実
現数を指標として設定し
た。

１件 １件 実績なし 実績なし Ａ
鯨ヶ池の活用に関する地域住民との意見
交換を重ねることで、共創による取組
（鯨ヶ池フェスタ）を実現することがで
き、目標を達成できたため。

引き続き、地域住民と円滑なコミュニ
ケーションを図り、鯨ヶ池の魅力向上に
向けた取組実施を進める。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx35 02 04 公園建設管理課 公園施設長寿命化事業

公園施設の適切な維持管理
や計画的な改築を行うこと
により、安全で快適な公園
利用を図る。

公園施設長寿命化計画に基
づく老朽化した公園施設の
更新

一般会計 116,500 76,133 192,633 107,790 1.1 0.0 工事実施件数 4件 4件
遊具等公園施設の適正な更
新実施

老朽化した施設の早期更新
のため設定した。

適正な実施
（４件）

適正な実施
（４件）

適正な実施
（２件）

適正な実施
（４件） Ａ

遊具等公園施設の更新工事を完了し、目
標を達成したことから、評価結果は
「A」とした。

限られた予算内で優先順位を踏まえなが
ら、公園施設長寿命化計画に基づき、老
朽化した施設を更新していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx36 02 04 公園建設管理課 街区公園整備事業

地域住民の休息、レクリ
エーションや災害時避難等
の場を整備することによ
り、市民の生活環境の向上
を図る。

街区公園（面積2,500㎡程
度）の整備

一般会計 189,075 95,456 284,531 164,585 1.2 0.0 ①工事実施件数
②設計実施件数

①6件
②4件

①6件
②4件

整備が完了した公園数
市民の生活環境向上に繋が
る公園整備の実施数を目標
値として設定した。

3公園 3公園 1公園 1公園 Ａ 街区公園の整備を完了し、目標を達成し
たことから、評価結果は「A」とした。

引き続き、整備工事及び設計を実施し、
計画的に事業を推進する。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx37 03 01 交通政策課
鉄道駅のバリアフリー化促
進事業に対する補助金

鉄道駅のバリアフリー化を
促進し、超高齢社会に対応
した安全・安心な都市空間
の創出、公共交通機関の利
用促進による安全・便利で
環境負荷の少ない交通体系
の構築を目指す。

鉄道駅のバリアフリー化を
実施する事業者に対し補助
金を交付

一般会計 43,333 0 43,333 0 0.5 0.0 補助金の交付件数（交付決
定申請数）

１件 １件

乗降客数3,000人／日以上及
び2,000人／日以上で基本構
想の生活関連施設に位置付
けられた鉄道駅バリアフ
リー化率

国の基本方針に示されてい
るバリアフリー化対象駅の
整備率を成果指標として設
定した。

73.6％
（14/19駅）

73.6％
（14/19駅）

73.6％
（14/19駅）

68.4％
（13/19駅） Ａ

当取組の令和６年度実績は73.6％であ
り、目標どおりの成果となった。鉄道駅
のバリアフリー化が着実に図れていると
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
今後の整備駅については、駅の構造上の
制約や物価高騰の影響による事業費の増
加が課題となっている。このことから、
設計時の条件整理を確実に行い、適切な
工法の選定による事業費の縮減を進めて
いく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 03 01 交通政策課
鉄道軌道安全輸送設備等整
備事業費補助金

市民が通勤・通学等に利用
する重要な公共交通機関で
ある地域鉄道の安全な鉄道
輸送を確保するため、静岡
鉄道が行う安全性の向上に
資する設備整備等に対して
補助する。

鉄道事業者が行う鉄道軌道
安全輸送設備等整備事業に
対し補助金を交付

一般会計 27,513 0 27,513 27,513 0.1 0.0 補助金の交付件数（交付決
定申請数）

１件 １件
鉄道施設の不具合による事
故件数

本市の基幹となる公共交通
である静岡鉄道の鉄道施設
の不具合による事故は、多
くの市民の移動に与える影
響が大きいため、鉄道施設
の不具合による事故件数０
件を目標値として設定し
た。

0件 0件 0件 0件 Ａ

当取組の令和６年度実績は事故件数0件
であり、目標どおりの成果となった。適
切な維持管理により、鉄道が安全に運行
できていることから、評価結果は「Ａ」
とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
今後の鉄道の維持管理は、物価高騰の影
響による事業費の増加が課題となってい
る。このことから、計画的な維持管理を
実施し、事業費の平準化を進めていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 03 01 交通政策課 駐車場施設の長寿命化

・円滑な都市交通を阻害す
る静岡駅周辺の路上駐車を
解消し、安全で円滑な交通
環境の確保と、都市機能の
効率化を図るため、公共駐
車場を管理し、市民の利便
に資する。

静岡駅北口地下駐車場（エ
キパ）の維持・修繕

特別会計 99,052 23,903 122,955 89,471 0.5 0.5
①委託業務の実施
②市の瑕疵によるトラブル
を滅失

①13件
②０件

①13件
②０件

年間利用台数

R4年度は台風の影響による
営業停止期間が生じたため
利用台数は減少したが、R４
年４月に実施した日最大料
金値下げの改定による利用
見込み3.0％増を考慮し、R
３年度の年間利用台数を基
準に、260,193台を目標値と
した。

260,193台 263,832台 259,549台 244,386台 Ａ
適切な維持管理を行ったことにより、年
間目標利用台数を達成し、市民の利便性
の向上及び道路交通の円滑化に寄与し
た。

設備の計画的な修繕を実施することによ
り、トラブルの防止に努める。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 03 01 交通政策課 駐輪場施設の長寿命化
自転車等駐車場の安全な管
理運営と実施する。

駐輪場施設の維持・修繕 一般会計 289,171 0 289,171 286,616 2.5 0.0
①委託業務の実施
②市の瑕疵によるトラブル
を滅失

①32件
②０件

①32件
②０件

放置自転車実態調査結果が0
台の箇所数

放置自転車の増加を抑制す
るため、放置自転車実態調
査結果（葵区、駿河区及び
清水区分 計428箇所）のう
ち調査結果が０台であった
箇所のＲ５年度実績の維持
を目標値とした。

296箇所 296箇所 296箇所 292箇所 Ａ
駐輪場の安全な管理運営、放置自転車へ
の指導・警告業務を計画通り実施したこ
とにより、目標値を達成した。

今後も引き続き自転車利用者に対するマ
ナー向上や駐輪場の利用等の啓発、駐輪
場の利便性向上等を図り、放置自転車に
対する指導・撤去も継続することで、放
置自転車のない状況を目指す。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 03 01 交通政策課
静岡へリポート施設の長寿
命化

静岡ヘリポートの安全な管
理運営を実施する。

静岡ヘリポートの構造物補
修・設備更新の実施

一般会計 88,649 8,250 96,899 65,134 1.0 0.0 静岡ヘリポート管理業務
（指定管理）

①管理月報12
件
②保安委員会
の開催

①管理月報12
件
②保安委員会
の開催件

①稼働日数
②管理瑕疵による事故件数

この事業は、静岡ヘリポー
トの安全な管理運営を実施
することを目的としてお
り、指定管理者業務計画書
に基づく稼働日数と管理瑕
疵による事故件数を成果指
標として設定した。

①365日
②0件

①365日
②0件

①365日
②0件

①365日
②0件 Ａ

適切な管理を行ったことにより、安全な
運営を予定通り実施し、目標値を達成し
た。

施設の老朽化が進んでいるため、計画的
に修繕等を行うとともに、事故等がない
ように適切に管理していく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 03 02 交通政策課 地域公共交通計画策定

地域公共交通を取り巻く現
状と課題を整理し、持続可
能な地域公共交通網の構築
に向けて取組む。

日常生活を支える持続可能
な地域公共交通網の構築

― 0 0 0 0 2.0 0.0 新計画の策定 完了 完了

総人口に対する利用者数比
率
①JR
②静岡鉄道
③路線バス

この計画は、日常生活を支
える持続可能な地域公共交
通網の構築に向けて取り組
むものであることから、市
民の公共交通利用比率を成
果指標とした。

①13.7％
②4.3％
③10.3％

①13.7％
②4.3％
③9.3％

①12.3％
②4.1％
③8.6％

①11.1％
②3.8％
③8.0％

Ａ

当取組の令和６年度実績は前年度並みの
数値であり、目標どおりの成果となっ
た。公共交通が市民の日常生活に利用さ
れていると評価できることから、評価結
果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であった。地
域公共交通計画については、令和７年度
策定が完了し、今後は計画に基づく各施
策を実施していくため、取組内容や成果
指標を再検討する。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 03 02 交通政策課
地域交通弱者対策事業費補
助金

地域が主体となって、交通
弱者の移動手段を確保す
る。

地域の交通弱者に対して
「生活の足」を確保するた
めの活動を行う地域組織等
への助成

一般会計 6,806 0 6,806 5,093 0.2 0.0 補助実施地区数 ５件 ５件 補助実施地区数

この補助制度は、地域住民
により交通弱者の移動手段
を確保する事業であるた
め、地域が主体的に取組む
必要がある。そのため、指
標設定を補助実施地区数と
した。

５件 ５件 ５件 ５件 Ａ

当取組の令和６年度実績は５件であり、
目標通りの成果となった。
当事業を継続して実施していただくこと
で、地域の生活交通としての定着につな
がっているため、取組評価は、「A」と
した。

当取組の評価実績は「A」であった。事
業４年目以降は、地域に負担額が発生
し、一部地域は継続が困難となり得る。
事業継続性を高めるため、補助制度の改
正を検討していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 03 02 交通政策課
清水港周辺地区次世代交通
導入検討事業

労働力不足に左右されず、
また環境負荷低減にも寄与
する安定した公共交通サー
ビスの提供を実現する。

清水港周辺地区（江尻・日
の出）における新たな交通
システムの導入検討

― 0 0 0 0 0.8 0.0 自動運転に関する
実証実験の実施

実験実施 実験実施 実証実験の件数

当取組は安定的な公共交通
サービスの提供の実現を目
的とするものであり、労働
力不足に左右されず、環境
負荷低減にも寄与するサー
ビスの構築を目指すもので
あるが、現時点では実証実
験の段階であり、事業効果
の発現までに時間を要する
ことから、実証実験の件数
を成果指標として設定し
た。

１件 １件 実績値なし 実績値なし Ａ
計画どおり自動運転に関する実証実験を
実施し、安定的な公共交通サービスの提
供の実現に寄与できたことから評価結果
は「Ａ」とした。

事業を継続して実施するには事業の採算
性を担保していく必要がある。今後は自
動運転に限らず、新たな交通システムに
ついて、導入可能性や採算性などを検討
していく。

0401_【財政局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 04 01 管財課 清水庁舎整備事業

耐震性能や設備機能（老朽
化）に課題のある庁舎の整
備を行うことで、庁舎利用
者の安全性や業務継続性の
確保を図る。

①「第３段階目の診断」結
果に基づく、耐震方法等の
検討及び費用の算出
②庁舎の耐震評定取得
③耐震方法等の検討に関し
て有識者との連携

一般会計 63,458 15,963 79,421 77,316 1.5 0.0
①耐震対策等補修案
②耐震評定
③コンサルティング契約

①作成
②取得
③実施

①作成
②取得
③実施

清水庁舎整備事業の各年度
の進捗目標

当取組は、清水庁舎の整備
により、庁舎利用者の安全
性や業務継続性を目指すも
のであるが、整備完了まで
複数年かかる事業であるこ
とから、各年度の進捗を成
果指標として設定した。

最適な改修方
法の選定

最適な改修方
法の選定

耐震性解析の
実施完了

整備方針の決
定 Ａ

当取組の令和６年度実績は最適な改修方
法の選定であり目標どおりの成果となっ
たことから、評価結果は「Ａ」とした。

清水庁舎の整備に向けては、精緻にコス
ト算出した最適な改修案と移転新築の場
所を仮とした概算で算出した新築案の比
較検討を行ったところ、明確な優劣がつ
かない結果となった。
比較に用いた新築案のコストは概算であ
るため、場所や規模等を設定したうえ
で、詳細なコストを算出して改めて改修
案と比較検討を行い整備方針を決定す
る。

0401_【財政局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 04 01 管財課
公用車の次世代自動車化推
進事業

脱炭素社会の構築に向け、
地球温暖化対策を重視した
自動車の導入を推進してい
く。

・次世代自動車への転換
・ＥＶ、ＰＨＶの導入に応
じた充電設備の整備

一般会計 32,538 0 32,538 28,963 1.0 0.0 次世代自動車化
EV5台、HV6台
購入

EV5台、HV10
台購入

共用車における次世代自動
車の割合

当取組は脱炭素社会の構築
に向け、環境にやさしい自
動車の導入を推進していく
ものであり、所有する車両
を次世代自動車に転換する
にあたり、共用車両の割合
を毎年2％増加させていくこ
とを成果指標として設定し
た。

17.1% 18.6% 15.1% 6.6% Ａ
当取組の令和６年度実績は18.6%であ
り、目標を上回る成果となった。これに
より次世代自動車化が進んだことから評
価結果は「Ａ」とした。

次世代自動車化においては、自動車メー
カーの電気自動車の開発、販売状況や、
インフラ整備の進捗などが大きく関わっ
てくることから、今後の社会情勢の変化
に敏感に対応できるよう情報収集に努め
ていく。

0401_【財政局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx47 04 01 管財課
静岡庁舎長寿命化に伴う改
修事業

静岡庁舎は、築後40年余り
が経過し、建築設備の老朽
化が進んでいる。今後も安
全・安心に使い続けるため
に、長寿命化事業計画に基
づき、設備のリニューアル
等を実施していく。

静岡庁舎の長寿命化を図る
ための計画的な建物および
設備の改修

一般会計 209,440 54,230 263,670 139,568 3.0 0.0 静岡庁舎長寿命化に伴う修
繕等の発注件数

8件 8件

静岡庁舎長寿命化に伴う修
繕（改修）の進捗（全体の
計画の総額に対する当該年
度の予算額の割合にて算
出）

当取組は、静岡庁舎の長寿
命化を目的とするものであ
り、修繕（工事）を計画的
に発注する。

4.76% 4.76% 2.74% 1.68% Ａ

当取組の令和６年度実績は4.76％であ
り、目標どおりの成果となった。これに
より、静岡庁舎の老朽化した設備の更新
が進んだことから、評価結果は「Ａ」と
した。

令和７年度以降にZEB化検討の必要性が
生じたことから、関係課と連携し検討を
実施する。検討結果に基づき適宜長寿命
化計画の見直しを行う。

0401_【財政局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx48 04 01 管財課
駿河区役所長寿命化に伴う
改修事業

駿河区役所は、築後20年余
りが経過し、建築設備の老
朽化が進んでいる。今後も
安全・安心に使い続けるた
めに、Ｒ６年度作成した長
寿命化事業計画に基づき、
設備のリニューアル等を実
施していき、Ｒ７年度は発
注の準備。

駿河区役所の長寿命化を図
るための計画的な建物およ
び設備の改修

一般会計 0 0 0 0 1.0 0.0 駿河区役所長寿命化に伴う
修繕等の進捗管理

0件 0件

駿河区役所における修繕
（改修）の進捗（Ｒ７年度
準備、Ｒ８年度以降修繕の
実施）

当取組は、駿河区役所の長
寿命化を目的とするもので
あり、修繕（工事）を計画
的に発注する。

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% ― 令和６年度は、発注実績がないため評価
はしない。

人件費や建設資材の高騰により工事費が
上昇している。また、建設業界の人材不
足により業者の確保が困難となってい
る。これらに対応するため、今後の計画
の見直しが必要となる可能性がある。

0505_【市民局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx49 04 01 戸籍管理課 斎場設備改修事業
静岡斎場の安定した運営及
び斎場利用者が安心・快適
に過ごせる環境の整備

社会共有資産利活用基本方
針に基づく静岡斎場火葬
棟・待合棟の中規模改修の
実施

一般会計 0 0 0 0 0.4 0.0 修繕業務の発注・契約 完了 完了
修繕業務（発注・契約）の
進捗

当取組は斎場利用者が安
心・快適に過ごせる環境の
整備を目的とするものであ
るが、事業の完了から効果
の発現までに時間を要する
ことから、修繕業務（発
注・契約）の進捗を成果指
標として設定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
令和６年度は静岡斎場火葬棟の空調更新
修繕業務の契約を締結し、発注を行っ
た。これにより目標どおりの進捗となっ
たため、評価結果は「Ａ」とした。

環境整備の更なる推進に向けては、静岡
斎場待合棟の中規模改修（外壁・屋上防
水改修）が課題となっている。施設運営
に支障がでないよう、事業を進めてい
く。

0505_【市民局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx50 04 01 戸籍管理課
清水斎場北東法面崩落対策
事業

清水斎場の安定した運営及
び近隣住民が安心安全に暮
らし続けられる環境の整備

令和４年台風15号及び令和
５年台風２号により崩落し
た清水斎場北東法面の復旧
工事の実施

一般会計 6,226 0 6,226 6,226 0.2 0.0 測量設計の実施 完了 完了 測量設計の進捗

当取組は市民の安心安全な
暮らしを実現するための環
境整備を目的とするもので
あるが、事業の完了から効
果の発現までに時間を要す
ることから、測量設計の進
捗率を成果指標として設定
した。

100% 100% 100% 100% Ａ
令和６年度は法面復旧工事のための測量
設計業務を実施し、予定どおり完了し
た。これにより目標どおりの進捗となっ
たため、評価結果は「Ａ」とした。

環境整備の更なる推進に向けては、スケ
ジュールどおりに法面復旧工事が進んで
いくよう事業の進捗管理を行っていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx51 04 01 開発審査課 盛土対策事業

盛土規制法に基づく宅地造
成等工事規制区域及び特定
盛土等規制区域の指定に向
けた基礎調査を実施する。

①宅地造成等工事規制区域
の候補区域の設定
②特定盛土等規制区域の候
補区域の設定

― 0 17,810 17,810 17,380 3.9 0.0

①宅地造成等工事規制区域
の候補区域の設定
②特定盛土等規制区域の候
補区域の設定

１件 １件 調査業務の完全実施

盛土規制法に基づく宅地造
成等工事規制区域及び特定
盛土等規制区域の指定に向
けた基礎調査の完全実施を
成果指標とした。

完全実施

1件

１件
計画どおり盛
土規制法に基
づく宅地造成
等工事規制区
域及び特定盛
土等規制区域
の指定に向け
た基礎調査は
完了した。

完全実施

１件
実績値なし Ａ

計画どおり基礎調査を完了し、令和７年
５月26日の規制区域の指定及び盛土規制
法の運用開始に向けた準備を整えた。

令和７年５月２６日に盛土規制法の運用
を開始したことから、監視体制強化等の
新たな事業目標が必要である。既存盛土
については、現時点の状況把握等の詳細
調査が未着手のため、基礎調査として対
応できる内容を検討しなければならな
い。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx52 04 01 公園建設管理課
八幡山公園崩壊防止対策事
業

八幡山公園区域内の土砂災
害等を防ぐことにより、保
全施設の安全を図る。

公園周辺の民家等における
土砂災害等を防止するため
の対策施設を整備

一般会計 111,000 0 111,000 86,479 0.6 0.0 ①工事実施件数
②設計実施件数

①1件
②1件

①1件
②1件

土砂災害防止施設整備の適
正な実施

八幡山公園土砂災害防止施
設の早期整備のため、年度
計画の適正な進捗を目標値
として設定した。

適正な実施
（２件）

適正な実施
（２件）

適正な実施
（１件）

未完了 Ａ
土砂災害防止施設の整備工事及び設計を
実施し、目標を達成したことから、評価
結果は「A」とした。

令和７年度の完了に向けて、引き続き整
備工事を実施していく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx53 04 02 住宅政策課
市営住宅アセットマネジメ
ント推進事業

市営住宅の長寿命化及び良
質な居住環境の確保を図
る。

市営住宅ストック数の適正
化に向けた施設改修の実施

一般会計 294,200 75,252 369,452 325,763 2.0 0.5 改修工事の実施 改修工事完了 改修工事完了
施設改修による居住性の向
上

老朽化した空き住戸の居住
性向上を図るため、改修、
更新等を実施した率（累
計）
（※通年事業のため区間評
価　元年度→８年度末
100％）

46.6% 46.6% 46.6% 40.5% Ａ

R6年度は、計画どおり建物全体の長寿命
化として屋上防水や外壁、給水管改修工
事を優先したため、居住改善の実施戸数
は0戸となった。また、地元自治会や近
隣住民に対し、必要に応じた調整を図
り、期間内に工事を完了させたため。

引続き、老朽化した設備の更新や間取り
等の改修を実施し、居住性向上を図って
いく。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx54 04 02 住宅政策課
安倍口団地居住機能再生推
進事業

地域居住機能再生計画に基
づき、老朽化した施設の解
体や長寿命化改修等により
居住機能の再生を図る。

市営安倍口団地の給水設備
改修、道路改修、汚水処理
施設等の再整備の実施

一般会計 96,100 63,316 159,416 115,400 2.0 0.5 改修工事の実施 改修工事完了 改修工事完了
改修による居住性の向上及
び解体による市営住宅供給
量の削減

安倍口団地の居住機能の再
生を目的に、地域居住機能
再生計画に基づき、令和10
年までを計画年度として進
めている事業である。改修
工事及び解体工事の進捗状
況として、完了した状態を
目標値とした。

工事完了 工事完了 実績値なし 実績値なし Ａ
地元自治会や近隣住民に対して早期に情
報提供し、必要に応じて調整を図る等ス
ムーズな工事進行を心掛けた結果、計画
どおりに工事を完了できたため。

引続き、住棟の改修及び老朽化した住棟
の解体を実施し、居住機能の再生を図っ
ていく。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx55 04 02 住宅政策課 公営住宅等整備事業

優先的な建て替えに選定し
た団地・住棟について整備
を進めることで、市営住宅
の地域単位での団地の編
成・集約化を図る。

上土団地建替えによる団地
整備の実施

一般会計 20,000 0 20,000 8,665 1.5 0.5
①基本計画見直し業務の実
施
②基本・実施設計の実施

①業務完了
②設計の発注
契約完了

①業務完了
②設計の発注
契約完了

効率的な建替え事業の実
施、余剰地活用

基本計画の見直し業務の完
了、基本・実施設計の発
注・契約が完了した状態を
目標値とした。

①業務完了
②設計の発注
契約完了

①業務完了
②設計の発注
契約完了

実績値なし 実績値なし Ａ

①業務の進行管理及び委託業者への指示
等を適切に行ったことで、計画どおりに
業務を完了できたため。
②基本計画の見直し内容を早期にまとめ
たことで、その計画を図面化するための
基本・実施設計業務を計画どおり発注
し、契約まで完了したため。

引続き、基本設計・詳細設計業務を実施
するとともに、次年度末には既存住棟の
解体をするなど、事業の推進を図ってい
く。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx56 04 04 緑地政策課
身近なみどり利活用促進事
業

緑化の普及啓発を通じて、
市民共創による身近なみど
りの利活用を図る。

①公園や花壇等の魅力発信
②市民との共創による活動
実施

― 0 0 0 0 0.2 0.0
緑化関連イベントにおける
身近なみどりの情報発信の
取組実施数

２回 ２回
市民等との共創による
取組実施数

当取組は緑化の普及啓発に
よって、公園や花壇を活か
した市民との共創の取組を
推進することを目指してい
るため、その取組の実現数
を指標として設定した。

１件 １件 実績なし 実績なし Ａ

園芸市において市内のみどりに関する情
報発信を実施することで、市民団体と連
携した花壇づくりや情報発信の取組を実
現することができ、目標を達成できたた
め。

引き続き、緑化関連イベント等での情報
発信を進め、共創による取組実現を図
る。

1404_【都市局・⑨都市・交通分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx57 04 04 公園建設管理課 バリアフリー化整備事業

園路及び広場、トイレのバ
リアフリー化を行うことに
より、来園する誰もが利用
しやすい公園の実現を図
る。

園路及び広場、トイレのバ
リアフリー化

一般会計 49,810 12,548 62,358 51,701 0.8 0.0 バリアフリー化した公園数 5公園 5公園 バリアフリー化達成率

静岡市の都市公園における
令和10年度のバリアフリー
化達成率74％を目指し、目
標値として設定した。

71.49% 71.83% 70.80% 70.37% Ａ
令和６年度末のバリアフリー化達成率の
目標を達成したことから、評価結果は
「A」とした。

国の交付金を活用しながら整備を進めて
いるが、交付金の内示率が低く、かつ予
算措置期間が令和７年度までとされてお
り、今後の事業進捗の遅れが懸念され
る。このため、今後は国への期間延伸要
望を実施するなど予算の確保に努め、計
画的に事業を推進する。
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令和６年度　取組評価シート（第４次総合計画登載取組）

目指す姿

目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx1 01 01 道路計画課

【再掲】
道路新設及び改築に関する
事業
（調査、基本計画）

道路の整備の推進により、
主要な地域及び地点を相互
に結び、都市の骨格形成を
図るとともに、日常生活の
安全・安心の確保及び利便
性を図る。

道路の整備 一般会計 5,333,122 3,127,072 8,460,194 5,534,178
幹線道路、港湾・ＩＣアク
セス道路に係る９路線（工
区）の事業実施

実施 実施

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx2 01 01 道路計画課

【再掲】
街路新設及び改築に関する
事業
（調査、基本計画）

都市計画道路の整備の推進
により、主要な地域及び地
点を相互に結び、都市の骨
格形成を図るとともに、日
常生活の安全・安心の確保
及び利便性を図る。

都市計画道路の整備 一般会計 1,855,362 868,530 2,723,892 1,716,540
幹線道路、港湾・ＩＣアク
セス道路に係る17路線（工
区）の事業実施

実施 実施

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx3 01 02 道路計画課
【再掲】
国土交通省直轄国道の整備
促進及び調整に関する事業

国道１号静清バイパスの整
備を促進し、広域交通ネッ
トワークの促進を図る。

①要望活動
②国、地元との調整

一般会計 2,871,661 0 2,871,661 2,871,410 1.0 0.5
①要望活動

②国・地元との調整

①実施

②実施

①実施

②実施
要望活動の実施率

早期整備完了[清水立体整備
完了]のためには、事業主体
である国に地域の声をしっ
かり届けていくことが重要
である。このため、目標値
は、当初予定する要望活動
実施回数5回とした。

100%
(5回)

100%
（5回）

100%
（5回）

100％
(5回) Ａ

国直轄道路事業の円滑な推進のために、
国土交通省（静岡市全体としての要望２
回、建設局としての要望１回）、中部地
方整備局（１回）、静岡国道事務所（１
回）に対し計画どおり要望活動を実施し
た。
国直轄道路事業は、事業費約85億円が充
てられ、事業の進捗が図られた。

引き続き、国土交通省直轄道路事業が円
滑に推進するよう、国や地元と連携し、
ストック効果や住民の声を反映させた効
果的な要望活動を実施する。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx4 01 02 道路計画課
【再掲】
中部横断自動車道の整備促
進及び調整に関する事業

①中部横断自動車道の整備
促進及び利用促進を図り地
域の活性化に寄与する。
　
②高速道路ＩＣアクセス道
路の整備を推進し、広域交
通ネットワークの強化を図
る。

①整備・利用促進に向けた
促進活動の実施並びに各同
盟会等への参加及び協力

②新スマートＩＣアクセス
道路の整備

一般会計 1,570 0 1,570 1,375 1.7 0.0

①
・理事会・総会の開催
・促進活動
・各同盟会等への参加

②
・要望活動
・地元との調整
・関係機関との協議

①実施

②実施

①実施

②実施
支援活動の実施率

早期全線開通［（仮称）長
坂JCT～八千穂高原IC］のた
めには、事業主体である国
及び中日本高速道路（株）
に地域の声をしっかり届け
ていくことが重要である。
このため、目標値は、当初
予定する理事会・総会、促
進活動、同盟会等の実施、
参加回数の合計９回とし
た。

100%
(9回)

100%
（9回）

100%
（9回）

90%
（9回） Ａ

支援活動を計画９回に対し、９回実施
し、事業の推進を支援した。
理事会・総会（１回）、要望活動（２
回）、啓発活動（４回）、各同盟会への
参加（２回）

引き続き、中日本高速道路（株）及び国
土交通省による道路事業が円滑に推進す
るよう国や地元と連携し、ストック効果
や住民の声を反映させた効果的な促進活
動を実施する。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx5 01 02 道路計画課
【再掲】
道の駅整備検討に関する事
業

①地域周遊の円滑化、雇用
の創出、地域活性化のため
の道の駅整備
②道の駅宇津ノ谷峠、トラ
イアルパーク蒲原の維持管
理

①トライアルパーク蒲原の
道の駅化
②管理委託（植栽、修繕、
消耗品購入、浄化槽管理、
ごみ収集等）

一般会計 54,406 0 54,406 24,847 1.5 0.0

①道の駅化に向けた方針の
検討
②施設の管理委託の実施
③実施内容の検査、指導

①実施
②実施
③12回

①実施
②実施
③12回

施設管理による利用者満足
度

本事業は、道の駅等を適切
に管理し、利用者に継続的
なサービスを提供すること
を目的としている。維持管
理による利用者の満足度が
高水準を維持できるよう設
定した。

80% 90.6% 82.9% 実績値なし Ａ
当該施設利用者に対し、満足度調査を実
施した。その結果、施設管理全体の満足
度が80％を超えたため、目標を達成し
た。

引き続き、管理業務を適切に実施する。

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

　浸水対策推進プランの進捗率 　７５．６％（Ｒ４現状値：６８．３％）

　水道管１０６．６ｋｍ、下水道管２５．４ｋｍ（現状値：水道管９１．４ｋｍ、下水道管３９．３ｋ
ｍ）

　暮らしと水循環を支える上下水道の管路更新

【⑩社会基盤分野】

　経済の好循環を支え、誰もが安全で幸せに暮らすことができる持続可能な社会基盤を有するまちを実現します

　社会基盤（道路、河川、上下水道）に対する満足度 　０点（Ｒ４現状値：－０．３４点）

分野を代表する指標 目標値（R8年度）

　市内各地からの移動時間短縮 　５％短縮（Ｒ３現状値：３３５分）

39.4 4.0

①幹線道路の整備率

②港湾・ＩＣアクセス道路
の整備率

①第4次総合計画施策目標を
実現するため、道路整備事
業の進捗で評価することと
し、幹線道路の整備率を目
標とした。

②第4次総合計画施策目標を
実現するため、道路整備事
業の進捗で評価することと
し、港湾・ICアクセス道路
の整備率を目標とした。

①37.8％

②35.3％

引き続き事業進捗を図るため、予算確保
に向けた国への要望活動を実施する。

①37.8％

②34.8％

①37.8％

②32.8％

①37.8％

②31.4％
Ａ

（国）150号（久能拡幅）や（都）日の
出町押切線（北脇）等の整備が進捗し、
達成度99％となったためＡとした。

政策 施策

　01　地域連携や交流の拡大に貢献する道路整備を推進します 　01　地域連携や交流の拡大に貢献する道路整備を推進します

　02　広域から呼び込む道路ネットワークの形成

　01　戦略的な維持管理・更新等の推進

　02　建設業の担い手確保に向けた取組の推進

　03　社会基盤分野のDX推進

　01　道路環境の安全性・快適性の向上

　02　水環境の保護・改善

　02　社会基盤の持続可能な運営を図るため、計画的な維持管理と担い手の確保に取り組みます

　03　生活環境の安全性・快適性の確保や向上に資する社会基盤整備を推進します

　03　脱炭素社会実現に向けた取組の推進

　04　防災・減災に向けた社会基盤の強化や体制づくりを推進します 　01　自然災害による被害の最小化

　02　災害からの早期復旧に向けた体制の整備・強化
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx6 02 01 河川課
【再掲】
河川の改修等に関する事業

流下能力が不足している河
川について、護岸の改修等
を行い、浸水被害軽減を図
る。

河川改修や雨水貯留施設の
整備

一般会計 933,739 360,144 1,293,883 749,026 4.1 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施
巴川流域における
貯留対策目標に対する
整備率

本取組は、洪水や雨水出水
に伴う被害の未然防止や軽
減を図り、市民の安全・安
心につなげることを目指す
ものである。そのため、総
合的な治水対策を重点的に
実施する必要があると位置
付けられている巴川流域に
おける、令和22年度までの
貯留対策目標（10.4万㎥）
に対する整備率を成果指標
として設定した。

69.4% 69.4% 57.7% 57.7% Ａ

清水飯田東小学校や山田池等の雨水貯留
施設整備が完了したことにより、令和22
年度までの貯水対策目標に対する整備率
は69.4％となった。目標に向けた整備が
順調に進んでいることから、評価結果は
「Ａ」とした。

大内新田地区で実施中の雨水貯留施設整
備は複数年を要し、生涯学習交流館、公
園整備事業との同調も必要なため、工程
に遅れが生じないよう関係機関との協議
や必要予算の確保、計画的な発注を行
う。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx7 02 01 道路保全課

【再掲】道路橋補修・耐震
化に関する事業（予算総
括、計画策定、事業管理、
研修）

法定点検結果による道路橋
の補修を実施し、さらに予
防保全による補修を実施す
ることで、道路橋を長寿命
化させる。

健全な状態を維持していく
ため、計画に基づく道路橋
の補修の実施

一般会計 2,952,381 1,292,285 4,244,666 2,843,694 3.7 0.0 法定点検結果に基づく道路
橋の補修実施数

45橋 44橋
長寿命化対策としての補修
実施率

道路橋は、道路法により５
年に一度の定期点検の実施
が義務付けられている。早
期に措置が必要な状態及び
予防保全の観点から措置が
望ましい状態であると診断
された道路橋のうち、令和
８年度末までに180橋の補修
実施を目指し、令和６年度
は106橋（累計）の補修実施
を目標値として設定した。

58.9% 58.3% 33.9% 実績値なし Ａ
実績は累計105橋で、目標値を概ね達成
しており、期待どおりの成果が出たと評
価できることから、評価結果は「Ａ」と
した。

事業実施に向けた関係機関協議を早期に
完了し事業進捗に務める。また新技術の
活用や耐震化工事と併せて実施すること
で効率化を図り、予防保全型の管理へ向
け適切な進捗管理を行っていく必要があ
る。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx8 02 01 道路保全課
道路舗装整備に関する事業
（予算総括、計画策定、事
業管理、研修）

安心して道路を利用できる
環境を将来に渡り持続的に
保全するため、維持管理計
画による効果的・効率的な
舗装補修を推進する。

快適な走行空間を確保する
ための舗装の打換えや補修
の実施

一般会計 1,697,568 408,336 2,105,904 1,457,406 5.8 0.0 舗装修繕の工事箇所数 59件 80件
主要幹線道路における舗装
の健全性の確保率

道路構造物維持管理計画
（舗装編）に基づき、５年
に一度の定期点検を実施し
ている。
舗装打換などによる舗装の
健全性を保つため、主要幹
線道路161.7kmのうち、
137.4km以上の舗装の健全性
の確保を目標値として設定
した。

85.0% 90.3% 91.0% 90.3% Ａ

健全性が確保された実績は146.0kmで、
目標値の85パーセント以上を達成してお
り、安全な道路環境の推進に繋がったと
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

舗装の更なる健全性の確保に向けては、
補修に必要な舗装予算を確保することが
課題となっている。このことから、構造
物の長寿命化を図るとともに、維持管理
コストの縮減や新たな国の補助制度等を
探り、予算確保に努めていく。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx9 02 01 道路保全課
道路附属施設更新に関する
事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

街路樹は、近年、腐朽など
による倒木によって家屋へ
の被害が発生していること
から、事故を未然に防止
し、沿道住民や道路利用者
の安全・安心の確保と、樹
木の適正な維持管理を推進
する。

街路樹の健全性の把握 一般会計 193,476 122,670 316,146 258,945 1.9 0.0 街路樹健全度調査の実施 1,100本 1,117本
高さ３ｍ以上、直径30㎝以
上の街路樹の健全度調査率

道路附属物維持管理計画
（街路樹編）に基づき、樹
木の適正な維持管理を推進
するため、高さ３ｍ以上、
直径30㎝以上の街路樹のう
ち、令和８年度末までに約
3,400本を対象に令和６年度
は2,200本（累計）の健全度
調査実施を目標値として設
定した。

64.7% 69.9% 43.4% 実績値なし Ａ
実績は累計2,375本で、目標値をやや上
回っており、安全な道路環境の推進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

街路樹の適正な維持管理の推進に向けて
は、約16,000本ある高木に対し、全ての
健全度調査が実施できていないことが課
題となっている。このことから、調査対
象の優先順位を設定し、調査の計画的な
実施に努めていく。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx10 02 01 道路保全課
道路橋補修・耐震化に関す
る事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

安全・安心な道路機能を提
供し続けるため、維持管理
計画による効率的かつ効果
的な道路トンネルの維持管
理を推進する。

健全な状態を維持していく
ため、計画に基づく道路ト
ンネルの補修の実施

一般会計 39,000 101,802 140,802 124,577 0.8 0.0 法定点検結果に基づく補修
の実施

4ﾄﾝﾈﾙ 4ﾄﾝﾈﾙ
長寿命化対策としての補修
実施率

道路トンネルは、道路法に
より５年に一度の定期点検
の実施が義務付けられてい
る。早期に措置が必要な状
態であると診断された道路
トンネルのうち、令和８年
度末までに14トンネルの補
修実施を目指し、令和６年
度は、10トンネル（累計）
の補修実施を目標値として
設定した。

71.4% 71.4% 42.9% 35.7% Ａ
実績は累計10トンネルで、目標値を達成
しており、期待どおりの成果が出たと評
価できることから、評価結果は「Ａ」と
した。

トンネルは複数の部材で構成されてお
り、それぞれの特性に応じた管理を行う
必要がある。限られた予算の中でこれら
を適切に管理していくため、特に土木施
設は、これまでの事後保全型の管理か
ら、施工の効率化によりコスト縮減が期
待されている予防保全型を組合わせた事
後保全型の管理に移行していく必要があ
る。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx11 02 01 水道計画課
【再掲】水道事業計画の策
定に関する事業

人口減少に伴う水需要の減
少や、清水区の単一水源の
解消
災害時においても、安心安
全な水道水を供給する

水運用計画（清水区）の検
証・修正
上下水道一体となった重要
施設に至るルートの耐震化
計画の策定

企業会計 34,210 15,180 49,390 34,210 1.5 0.0

　関連業務委託の完了
①水運用計画検証業務完了
（清水地区）
②水運用計画検証業務発注
（静岡地区）
③線的耐震化計画策定業務
完了

①1件
②1件
③1件

①1件
②1件
③1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は計画の策定による
事業方針の最適化を目的と
するものであることから、
計画策定関連業務委託の進
捗率を成果指標として設定
した。

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％
③100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、計画策定事業の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx12 02 01 水道計画課

【再掲】水道事業に係わる
施設又は設備の維持更新計
画及びこれに基づく資産管
理の推進事業

施設の老朽化対策とＧＸの
推進
水道施設の維持管理及び施
設場内水道管の耐震化ため
の、各施設場内全体の地下
埋設物の把握

施設老朽化更新及びＧＸ推
進の基本設計
場内の地下埋設物が錯綜
し、正確な把握が必要な施
設の、３次元図面作成

企業会計 17,600 35,000 52,600 22,179 0.7 0.0

関連業務委託の完了
①馬走老朽化更新
②庵原ＧＸ推進
関連業務委託の発注
③与一、南安倍施設内
地下埋設物3Ｄ図面化

①1件
②1件
③1件

①1件
②1件
③1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は工事や修繕による
施設の適正化を目的とする
ものであることから、工事
や修繕関連業務委託の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②100％
③100％

①100％
②100％
③100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、施設・設備の維持更新事業の推
進に繋がったと評価できることから、評
価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx13 02 01 水道計画課
【再掲】水道施設及び水道
管路に係る用地取得事業

承元寺取水口と導水管の更
新に必要な用地の買収

不動産鑑定や分筆登記
地権者との交渉、契約

企業会計 0 42,421 42,421 26,454 1.0 0.0 用地買収の完了 7件 7件
活動指標で設定する用地買
収の進捗率

当取組は承元寺取水口と導
水管の更新を目的とするも
のであるが、目的達成の前
提として用地取得が必要に
なることから、用地買収の
進捗率を成果指標として設
定した。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、用地取得事業の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、残りの土
地の買収について、地権者と十分に交渉
を行い、買収の条件をよく整理して令和
８年度末までに契約できるように、準備
を整えておく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx14 02 01 水道計画課
【再掲】水道マッピング、
管網解析事業

マッピングと管網解析の適
正な運用、データ更新

関連業務委託の実施 企業会計 44,403 0 44,403 44,403 0.3 0.0 関連業務委託の完了 4件 4件
活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は水道マッピングや
管網解析の適正な運用を目
的とするものであることか
ら、関連業務委託の進捗率
を成果指標として設定し
た。

100% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、水道マッピング・管網解析事業
の推進に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けて、受注業者と
綿密にコミュニケーションをとり、運用
方法や更新スケジュール等を定期的に精
査していく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx15 02 01 水道建設・維持課
【再掲】水道管路の調査、
設計及び施工に関する事業

水道管の老朽化対策
老朽化が進む水道管・施設
の更新の実施

企業会計 2,805,335 2,233,169 5,038,504 4,009,862 12.0 0.8 水道管の更新工事 25.6km 19.5km 管路の更新率（年間）

当取組は水道管の更新を目
的するものであり、市内に
おける水道管の老朽化の抑
制を目指すものであるが、
令和８年度までを実施期間
とする事業であることか
ら、管路の更新率を成果指
標として設定した。

0.7% 0.7% 1.1% 0.7% Ａ

当取組の令和６年度実績は管路の年間更
新率が0.7％であり、目標どおりの成果
となった。このことにより水道管の老朽
化の抑制が図られたことから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
今後はAI技術を活用して水道管の余寿命
を診断、寿命が短い管路を重点的に監視
し、機能劣化している管路の更新を進め
ていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx16 02 01 水質管理課 水道水検査事業
水道水質の管理・監視によ
り、安全でおいしい水道水
の安定的な供給を図る

①水道GLP認定検査機関とし
て検査結果の信頼性を確保
した上で、水質検査計画に
基づく水質検査を実施
②自動水質監視装置や水質
検査機器の維持管理及び更
新

企業会計 88,224 0 88,224 86,343 7.5 1.0

①市内48箇所における給水
栓水の定期水質検査回数
②水質検査機器更新計画に
基づく検査機器等の更新台
数

①576件
②自動水質監
視装置４台

①576件
②自動水質監
視装置４台

①水道水質基準 達成率100%
②平均残留塩素濃度0.4mg/L
以下を維持

当取組は、安全でおいしい
水道水の安定的な供給を目
的とするものであることか
ら、「水道水質基準への適
合」及び「おいしい水の要
件である平均残留塩素濃度
0.4mg/L以下を維持するこ
と」を成果指標として設定
した。

 ①100%
 ②0.4mg/L

 ①100%
 ②0.33mg/L

 ①100%
 ②0.34mg/L

 ①100%
 ②0.32mg/L Ａ

当取組の令和６年度実績は水道水質基準
達成率100%。平均残留塩素濃度0.33mg/L
であり、目標どおりの成果となった。こ
れにより、安全でおいしい水道水の安定
的な供給に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であり、定期
水質検査の実施に向けては、水道法の改
正による「PFOS及びPFOA」の水質基準へ
の追加が課題となっている。このことか
ら検査機器の購入や職員の分析研修を行
い自己検査体制への移行を進めていく。
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1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx17 02 01 下水道建設課
下水道管・施設の効率化事
業

「下水道施設の統廃合」に
より施設規模の適正化に努
め、維持管理費の軽減を
図っていくことで持続可能
な管・施設の運用を目指
す。

清水南部浄化センターに流
入している汚水の一部を静
清浄化センターへ切り替え
る処理区切替工事を実施
（令和８年度までに完了す
る。）

企業会計 224,312 78,700 303,012 77,714 2.0 0.0 処理区切替工事 施工 施工
処理区切替工事整備による
維持管理費縮減効果（約
1,800万円／年）

当取組は維持管理費の軽減
と施設規模の適正化につな
がるよう、処理区切替工事
を進めていくことからその
効果額を示す「処理区切替
工事整備による維持費管理
費縮減効果（約1,800万円／
年）を成果指標として設定
した。

０円 ０円 ０円 ０円 Ａ

　下水道施設の統廃合について、（活動
指標）処理区切替工事は令和６年度計画
「施工」に対し「施工」となった。
　具体的な取組みとして、静清処理区編
入切替管渠工事を発注し、着手した。こ
の結果、（成果指標）処理区切替工事整
備による維持管理費縮減効果は、令和６
年度計画「0円」に対し実績「0円」であ
る。【成果指標達成状況：目標どおり】

　施工予定の臨港道路には港湾関係の事
業所が多く立地しており、大型車両が頻
繁に出入りすることから、工事の実施に
あたり交通規制方法等の調整に時間を要
する。
　工事の手戻りが生じないように、事前
に関係事業所との協議・調整を密に行
う。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx18 02 01 下水道維持課
【再掲】
下水道管・施設の老朽化対
策事業

下水道管の改築を実施する
ことで、将来にわたりサー
ビスを維持できるよう、管
の老朽化に対応し持続可能
な管・施設の運用を図る。

下水道管の改築を実施する
ことで、将来にわたりサー
ビスを維持できるよう、管
の老朽化に対応し持続可能
な管・施設の運用を図る。

企業会計 1,585,654 257,842 1,843,496 1,498,362 2.0 0.0 下水道管の改築工事 6.2km 7.3km
管きょ100km当りの陥没箇所
数

下水道管の老朽化が原因で
起こる道路陥没のリスクを
抑制するよう、計画的に下
水道管の改築を進めて行く
ことから、下水道管の老朽
化の程度を示す「管きょ100
ｋｍ当たりの陥没箇所数」
を指標として設定した。

（道路陥没箇所数/下水道維
持管理延長）×100（100km
当たり箇所）

0.4箇所以下
/100km

0.36箇所
/100km

0.44箇所
/100km

0.20箇所
/100km Ｓ

当取組の令和６年度実績は、R6計画
「6.2ｋｍ」に対し「7.3ｋｍ」であり、
目標を上回る成果となった。
また、管きょ100ｋｍ当たりの陥没箇所
数はR6計画「0.4箇所以下」に対し
「0.36箇所」であり目標を上回る成果と
なった。【成果指標：111.1％】
上記の理由により、計画以上の成果と
なったことから「Ｓ」評価とした。

　今後、老朽化した管が増加していくこ
とにより、流下能力の低下や浸入水等の
周辺環境への影響が大きい下水道管の損
傷リスクが増大していく事が懸念され
る。
　損傷リスクの増大が懸念される下水道
管の改築工事を効果的に進めるため、効
率的かつ経済的に調査や工事が実施でき
るように、新技術等の情報収集及び導入
の検討を進めていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx19 02 01 下水道施設課
【再掲】
下水道管・施設の老朽化対
策事業

下水道施設を改築（浄化セ
ンター、ポンプ場の改築）
することで、経年劣化によ
る施設の故障が原因で発生
する処理機能の停止を未然
に防ぐ。雨水の排水や公衆
衛生の向上及び公共用水域
の保全を図ることにより、
管・施設を効率的に運用す
る。

　「静岡市公共下水道再構
築基本計画」に沿って策定
した「ストックマネジメン
ト計画」に基づき、令和元
年度から令和12年度末まで
に改築が見込まれる老朽化
した施設160箇所のうち36箇
所を令和８年度末までに改
築する。

企業会計 2,577,102 1,447,158 4,024,260 2,456,294 7.0 0.0 設備の改築工事 11設備 10設備
設備の老朽化に起因する、
下水道の使用制限日数

下水道施設の継続運転のた
め、老朽化が原因で起こる
設備の機能不全を抑えるよ
う、計画的に改築を進めて
いくことから、市民サービ
スへの影響を示す「設備の
老朽化に起因する、下水道
の使用制限日数」を成果指
標として設定した。

0日 0日 0日 0日 Ａ

　下水道施設の改築について、設備の改
築工事を令和６年度計画「11設備」に対
し、「10設備」実施した。
　具体的な取組として、西大谷ポンプ場
受変電設備工事や清水南部浄化センター
最初沈殿池設備改築工事などを実施し、
この結果、設備の老朽化に起因する下水
道の使用制限日数は令和６年度計画「０
日」に対し、実績「０日」となった。
【成果指標達成状況：100.0％】
　設備を計画的に改築することにより、
老朽化による機能不全を抑えることがで
き、下水道の使用制限を未然に防ぐこと
につながる。

　今後も老朽化による改築需要は増加傾
向となり、施設の老朽化による故障リス
クが増大していくことが懸念される。
　故障リスクの増大が懸念される施設の
改築工事を効果的かつ効率的に進めるた
めに、国に対する財政支援要望を積極的
に行うことで、財政負担の軽減を図りな
がら老朽化対策を進めていく。また、新
しい技術の導入を通して、コスト縮減や
最適な改築方法を検討する事で効果的か
つ効率的に老朽化対策を進めていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx20 02 01 水道施設課

【再掲】
電気関連の工事に関する事
業
機械関連の工事に関する事
業
（水道施設の更新）

水道施設の老朽化対策
老朽化が進む施設の更新の
実施

企業会計 521,512 77,682 599,194 369,261 5.0 0.0 機械・電気設備の更新工事 55設備 66設備
設備の老朽化に起因する、
水道の給水停止日数

当取組は安定した給水の確
保を目的とするものであ
り、老朽化した設備の更新
を目指すものであるから、
水道の給水停止日数を成果
指標として設定した。

０日 ０日 ０日 ０日 Ａ
当取組の令和６年度実績は０日であり、
目標どおりの成果となった。これによ
り、安定給水確保が達成できたと評価
し、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
耐用年数に応じて設備を更新する時間計
画保全で進めており、更新費用が嵩んで
いることが課題となっている。このこと
から、令和７年度から機械設備について
は健全度評価を行い、劣化等の進行によ
り機能発揮が困難になると判断がされた
ものについて更新を進めていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx21 02 01 水道施設課
水道施設の運用及び運転調
整事務
（水道施設の統廃合）

水道施設の維持管理費の縮
減、効率化

効率的な運用や維持管理費
を軽減するための水道施設
の統廃合の実施

企業会計 0 0 0 0 3.0 0.0 施設の統廃合 0施設 0施設 維持管理費削減効果

当取組は維持管理費の削減
を目的とするものであり、
施設の統廃合を目指すもの
であるから、維持管理費削
減効果を成果指標として設
定した。

約2,320万円/
年

約2,020万円/
年

約2,020万円/
年

約2,020万円/
年 Ｂ

当取組の令和６年度実績は2,020万円/年
であり、令和５年度に計画していた「１
施設廃止」が実施できなかったため、目
標を下回る成果となった。これにより、
当初の維持管理費削減効果が得られてい
ないと評価し、評価結果は「Ｂ」とし
た。

当取組の評価結果は「Ｂ」であり、廃止
により配水エリア内に水圧不足が生じる
ことが確認されたため施設の廃止ができ
なかったことから、水圧不足の対応が課
題となっている。
このことから、水圧不足回避の手立てで
ある配水エリア変更を伴う管路工事の進
捗状況の把握と調整を行い、施設の廃止
を進めていく。（管路工事等は令和８年
度完了見込み）

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx22 02 02 技術政策課
建設業の担い手の育成及び
確保に関する事業【企画
係】

建設産業の魅力を幅広く伝
えることにより、建設産業
の担い手確保を図る。

①将来の就職に結びつける
事を目的に建設産業の魅力
を伝えるイメージアップイ
ベントの開催
②県内女性技術者の交流機
会創出、講演会の開催等

一般会計 3,953 0 3,953 3,937 1.0 0.0
①建設まつり開催数
②建設業女性技術者講演
会・意見交換会開催数

①１回
②１回

①１回
②１回

「建設の仕事の魅力や大切
さが伝わった」と答えた参
加者の割合

当取組は建設産業の担い手
確保・育成を目的とするも
のであり、「目指す職業
No,1」を目指すものである
ことから、イメージアップ
に取り組むアンケート内容
(「建設の仕事の魅力や大切
さが伝わった」)を成果指標
として設定した。

90.0% 98.0% 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は98%であり、
目標を上回る成果となった。イベントを
通じ、建設の魅力発信につながったと評
価できることから、評価結果は「Ａ」と
した。

当取組の評価結果は「Ａ」であり、一定
層へ建設産業の魅力は伝わったものの、
建設業の就業者数への直接的効果が見え
にくいことから、ターゲット層を拡充
し、即戦的な担い手確保を進めていく。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx23 02 02 技術政策課
建設発生土対策に関する事
業【建設発生土対策係】

建設発生土処理地を計画し
ている民間事業者を支援す
ることにより、建設発生土
処理地の確保を図る。

建設発生土を市内で適切に
処理するため、民間事業者
の支援を実施

一般会計 22,316 0 22,316 13,230 3.0 0.0 建設発生土処理支援実施事
業者件数

３件 ３件 建設発生土有効利用率

当取組は建設発生土を市内
で適切に処理する目的とす
るものであり、公共工事に
おける建設発生土のうち、
再利用された割合を成果指
標として設定した。

80.0％ 86.5％ 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は86.5%であ
り、目標を上回る成果となった。これに
より、建設発生土有効利用率の向上に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
建設発生土有効利用率の更なる向上に向
けては、処理地の確保が課題となってい
る。このことから、建設発生土処理支援
を引き続き進めていく。
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建設工事の技術の普及に関
する事業【企画係】

インフラ分野におけるDX化
を推進することにより、業
務の効率化を図る。

インフラ分野におけるデジ
タル技術を活用した業務効
率化の推進

一般会計 8,680 0 8,680 8,030 0.8 0.0 DX研修開催数
①４回 ①４回

「研修内容が技術力向上に
役立つ」と思った受講者の
割合

当取組はインフラ分野にお
いてDX化の推進による業務
の効率化を目的とするもの
であり、デジタル化による
生産性向上を目指すもので
あることから、DX人材育成
のために開催した研修が技
術力向上に役立つと思った
受講者割合を成果指標とし
て設定した。

90% 100% 実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は100%であり、
目標を上回る成果となった。DX研修を実
施したことで、職員の意識向上に繋がっ
たことから、評価結果は「A]とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
業務効率化の更なる推進に向けては、デ
ジタル技術活用の定着化が課題となって
いる。このことから、研修内容をレベル
別に行うなど、職員のニーズとレベルに
沿ったデジタル人材育成を進めていく。
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　（新）法定外公共物管
理・公開デジタル化事業

　法定外公共物の管理及び
公開業務のデジタル化を進
め、市民サービスや業務効
率の向上を図る。

　法定外公共物管理及び公
開システムを構築・導入す
る。
【スケジュール】
H6：予算措置
H7：システム開発
H8：システム本格稼働

一般会計 0 0 0 0 0.6 0.0

【R6】
調査・研究（システム設
計・企画）の実施
【R7】
システム開発の契約締結
【R8～】
システムの稼働・保守の実
施

実施 実施

【R6】
予算措置（国補助金の採択
を含む）
【R7】
システム開発・導入
【R8】
窓口閲覧者の減少率

当取組は大きくシステム開
発期（R6・7）と運用期（R8
～）に区分されるため、当
該区分に応じ成果目標を設
定していく。開発期におい
ては、予算措置・システム
導入を、運用期において
は、市民サービス（ペーパ
レス化等）や業務効率の向
上を目的としていることか
ら、窓口閲覧者の減少率(R5
閲覧数対比80％減）を成果
指標とした。

実施 実施 実績値なし 実績値なし Ａ 調査・研究（システム設計・企画）の実
施をもとに、予算措置を行った。

令和７年度はシステム開発を行い、年度
中の導入を進める。
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交通安全施設整備に関する
事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

交通事故の防止や、歩行者
等の安全で円滑な移動を確
保する。

歩行空間整備計画等に基づ
く道路管理者による安全対
策の実施

一般会計 710,074 290,601 1,000,675 724,092 2.5 0.0 通学路歩行空間整備延長 7.8km 13.4km
小学校から半径500ｍ以内に
おける通学路の歩行空間整
備率

歩行空間整備計画に基づ
き、学校周辺の通学路にお
ける歩行空間整備を行う取
組であるが、整備実施によ
り小学生事故の削減に資す
ることから、全体計画
274.4kmのうち198.9 kmの整
備完了（累計）を目標値と
して設定した。

72.5% 74.5% 69.6% 65.0% Ａ
実績は累計204.5kmで、目標値をやや上
回っており、期待どおりの成果が出たと
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

通学路における安全対策を推進するた
め、関係機関との協議を早期に完了し、
事業進捗に努める。
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交通安全施設整備に関する
事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

自転車関連事故を防止する
ため、安全・快適な自転車
走行空間を整備する。

安全かつ快適に走行できる
自転車走行空間の整備

一般会計 211,130 72,244 283,374 206,144 1.6 0.0 自転車走行空間整備延長 8.6km 9.4km
自転車走行空間ネットワー
クの整備率

自転車走行空間ネットワー
ク整備計画に基づき、自転
車の走行方向や位置の明示
などを行う取組であり、全
体計画444.5kmのうち
309.1kmの整備完了（累計）
を目標値として設定した。

69.5% 69.7% 67.6% 62.2% Ａ
実績は累計309.9kmで、目標値をやや上
回っており、期待どおりの成果が出たと
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

未整備路線について、自転車利用者の安
全を確保するため、注意喚起を図る整備
を推進する。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名
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交通安全施設整備に関する
事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

特定道路のバリアフリー化
を図ることにより、全ての
人が安心して、自由に移動
できる歩行空間の形成を推
進する。

重点整備地区内における道
路のバリアフリー化事業

一般会計 95,000 65,870 160,870 86,682 1.6 0.0 特定道路の整備延長 0.3km 0.45km
重点整備地区地区内の特定
道路におけるバリアフリー
化率

バリアフリー基本構想に基
づき、重点整備地区内の特
定道路のバリアフリー整備
を行う取組であり、特定道
路延長33.57kmのうち
25.11kmの整備完了（累計）
を目標値として設定した。

74.8% 75.2% 73.9% 72.5% Ａ
実績は累計25.11kmで、目標値をやや上
回っており、期待どおりの成果が出たと
評価できることから、評価結果は「Ａ」
とした。

特定道路における、全ての人が安心して
自由に移動できる歩行空間の形成を図る
ため、バリアフリー化を推進する。
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交通安全施設整備に関する
事業（予算総括、計画策
定、事業管理、研修）

大規模災害時に備え道路の
防災機能の強化を主眼に、
安全・安心な歩行空間の確
保などに寄与する路線の無
電柱化を推進する。

無電柱化推進計画に基づく
整備区間の電線共同溝事業
の実施

一般会計 416,400 183,293 599,693 407,115 1.6 0.0 計画路線の新規着手路線数 １路線 １路線
無電柱化推進計画における
整備率

無電柱化推進計画に基づ
き、防災機能強化、安全・
安心な歩行空間確保などを
目的とし無電柱化を行う取
組であり、無電柱化路線延
長である105.9kmのうち、
78.7kmの整備完了（累計）
を目標値として設定した。

74.3% 74.3% 74.3% 74.3% Ａ
年次計画に基づき計画路線の新規着手及
び早期の整備完成に向け工事を実施し、
目標値を達成しているため、評価は
「Ａ」とした。

無電柱化事業実施には、電線管理者や占
用者を含め多くの関係者との協議・調整
を必要とするため、早期に協議調整を完
了し、円滑な事業進捗に努める。
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「下水道計画区域内の整
備」により、水環境を守る
とともに改善を図り、環境
への負荷の軽減を目指す。

「静岡市汚水処理計画」に
基づき、令和４年度末まで
に9,066haの整備が完了して
いるが、令和８年度末まで
に新たに80ha整備し、
9,146haの整備を完了する。

企業会計 1,431,164 785,956 2,217,120 1,045,140 4.8 0.3 下水道整備済面積 20ha 16ha 下水道処理人口普及率

当取組は事業計画区域内の
公共下水道（汚水）の使用
可能となる区域が広がるよ
う、整備を進めていくこと
から、下水道が使用可能と
なる人口の割合を示す「下
水道処理人口普及率」を成
果指標として設定した。
（静岡市で公共下水道が使
用可能な人口/静岡市の行政
人口）×100（％）

88.2% 88.6% 88.3% 88.1% Ａ

　下水道計画区域内の整備について、
（活動指標）下水道整備済面積を令和６
年度計画「20ha」に対し「16ha
（16.39ha）」実施した。
　具体的な取組として、中島処理区大谷
地区、静清処理区飯田地区、興津地区等
の整備を実施し、この結果、（成果指
標）下水道処理人口普及率は、令和６年
度計画「88.2％」に対し実績「88.6％」
となった。【成果指標達成状況：
100％】

　下水道計画区域内の整備について、
（活動指標）下水道整備済面積を令和６
年度計画「20ha」に対し「16ha
（16.39ha）」実施した。【活動指標達
成状況：82％】
　具体的な取組として、中島処理区大谷
地区、静清処理区飯田地区、興津地区等
の整備を実施し、この結果、（成果指
標）下水道処理人口普及率は、令和６年
度計画「88.2％」に対し実績「88.6％」
となった。【成果指標達成状況：
100％】
　活動指標は目標を下回ったが、人口減
少の影響もあり、成果指標は目標を上
回った。
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【再掲】道路施設維持管理
に関する事業及び道路附属
施設更新に関する事業（予
算総括、計画策定、事業管
理、研修）

環境負荷の低減と維持管理
費の大幅な削減を図るた
め、道路照明灯のLED化に
ESCO事業を導入し、夜間に
おける交通の安全と円滑な
移動を確保する。

道路照明灯の補修、更新
（ESCO事業）の実施

一般会計 385,561 0 385,561 382,954 0.4 0.5

①道路照明灯の夜間パト
ロールを年２回実施
②ESCO設備の定期点検を年
１回実施

①実施
②実施

①実施
②実施

道路照明灯を含む年間の電
気代の削減率

LED化事業の推進による効果
として、ESCO事業導入時の
電気代 349,681千円に対
し、電気代削減率 60％以上
の確保を目標値として設定
した。

60%以上 63.8% 実績値なし 実績値なし Ａ
削減率の実績は63.8パーセントで、目標
値の60パーセント以上を達成し、期待ど
おりの成果が出たと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

不点灯に伴うコールセンターへの連絡頻
度が高い箇所への対応が課題となってい
る。このことから、今後もESCO事業者と
情報を共有し、設備更新を含め安定した
維持管理に努めていく。
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【再掲】道路橋補修・耐震
化に関する事業（予算総
括、計画策定、事業管理、
研修）

道路トンネル照明で使用さ
れているナトリウム灯の製
造が終了しており、早期の
更新が必要となっている。
更新時に長寿命のLED照明に
することで、メンテナンス
コストの縮減と省エネを図
る。

道路トンネル照明灯のLED化 一般会計 83,000 0 83,000 47,341 1.1 0.0 LED化工事の実施 1トンネル 1トンネル LED化工事の実施率

ナトリウム灯の製造が終了
していることから、早期に
LED化を完了させる必要があ
る。令和８年度末までに９
トンネルのLED化を目指し、
令和６年度は、１トンネル
のLED化工事実施を目標値と
して設定した。

11.1% 11.1% 実績値なし 実績値なし Ａ
実績は１トンネルで、目標値を達成して
おり、期待どおりの成果が出たと評価で
きることから、評価結果は「Ａ」とし
た。

道路トンネル照明で使用されているナト
リウム灯の製造が終了しているため、早
期にLED化していく必要がある。別途電
気・機械設備の更新と併せて実施するこ
とで効率化を図り、進捗率を上げてい
く。
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【再掲】
急傾斜地崩壊対策事業

急傾斜地の崩壊による土砂
災害から市民の生命を守
る。

急傾斜地崩壊危険区域指定
促進にかかる測量を実施
し、区域（案）を作成する
など。

一般会計 14,997 0 14,997 10,236 1.5 1.0 区域指定調書作成 ２箇所 ４箇所
県の急傾斜地崩壊対策事業
実施状況（概成箇所数/採択
可能箇所数）

市と県で連携して事業を実
施しているため、県の事業
実施状況及び、概成予定箇
所数を参考に指標を設定し
た。

312/654箇所 312/654箇所 309/654箇所 309/654箇所 Ａ 計画のとおりに市と県が連携して事業が
進められているため。

近年の激甚化・頻発化する災害から市民
の生命を守るため、引き続き市と県で連
携を図り事業を推進する。
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【再掲】
流域治水の計画に関する事
業
（巴川浸水情報システム）

巴川浸水情報システムの推
定結果等を早期の避難行動
や車・家財の移動等の減災
行動につなげることを図
る。

気象予報、雨量、河川水位
等を基に、水位・氾濫域を
推定するシステムの構築

一般会計 100,000 72,003 172,003 55,970 1.4 0.0 水害推定情報の提供
システム運用
100％

システム運用
100％
※内部運用
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【再掲】
流域治水の計画に関する事
業
（大内新田調整池）

清水区大内新田地区におい
て浸水被害を軽減するため
の調整池を整備する。

大内新田地区雨水貯留施設
の整備

一般会計 388,492 47,093 435,585 408,142 1.4 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施
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【再掲】
河川の改修等に関する事業

流下能力が不足している河
川について、護岸の改修等
を行い、浸水被害軽減を図
る。

河川改修や雨水貯留施設の
整備

一般会計 933,739 360,144 1,293,883 749,026 4.1 0.0 工事の実施 工事の実施 工事の実施
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【再掲】道路橋補修・耐震
化に関する事業（予算総
括、計画策定、事業管理、
研修）

災害時等に損傷を最小限に
抑え、迅速な救命救急や円
滑な広域支援の受け入れが
できるよう地震に対する道
路橋の安全性向上を図る。

緊急時においても交通機能
が発揮される強靭な道路網
を構築するための道路橋の
耐震化

一般会計 841,377 599,815 1,441,192 973,974 6.7 0.0
耐震性能が満足でない重要
ネットワーク上の道路橋の
耐震化実施数

８橋 12橋
耐震性能が満足でない重要
ネットワーク上の道路橋の
耐震化実施率

道路橋耐震化計画に記載し
た耐震性能が満足でない防
災ネットワーク上の道路橋
について、令和８年度末ま
でに、25橋の耐震化完了を
目指す。令和６年度は16橋
（累計）の耐震化実施を目
標値として設定した。

64.0% 80.0% 32.0% 実績値なし Ｓ
実績は累計20橋で、前倒しで目標値比
125パーセントとなり、期待を上回る成
果が得られたと評価し、評価結果は
「Ｓ」とした。

重要ネットワークのうち、緊急輸送路上
の道路橋耐震化を優先して進める必要が
ある。長寿命化対策としての補修工事と
併せて耐震工事を実施することで予算の
効率化を図り、進捗率を上げていく。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx38 04 01 道路保全課

【再掲】道路自然災害防除
に関する事業（予算総括、
計画策定、事業管理、研
修）

山間地の道路において落石
や崩落等による危険を軽減
し道路利用者の安全を確保
するため、災害防除施設の
整備を推進する。

道路法面で発生する落石や
崩壊、地すべり等の自然災
害を防除するため、防災点
検等を実施し結果に応じた
法面対策の設計・施設整備
及び老朽化対策

一般会計 959,291 672,557 1,631,848 984,774 5.4 0.0 緊急かつ早期に対策が必要
な危険箇所の工事箇所数

４件 ４件
緊急かつ早期に対策が必要
とされる箇所の解消率

危険箇所解消を目的とした
事前防災減災対策を推進す
るため、令和８年度末まで
に国県道を対象に全15箇所
の対策完了を目指し、令和
６年度は８箇所（累計）の
対策完了を目標値として設
定した。

53.3% 53.3% 26.6% 実績値なし Ａ
実績は累計８箇所で、目標値を達成して
おり、安全な道路環境の推進に繋がった
と評価できることから、評価結果は
「Ａ」とした。

事前防災減災対策の更なる推進に向けて
は、継続的な危険箇所解消が課題となっ
ている。このことから、各整備課と情報
を共有し対策事業を実施し、事業効果の
早期発現に努めていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx39 04 01 水道計画課 【再掲】施設の耐震化事業 施設の耐震化の推進

施設更新計画策定
施設の耐震診断とそれに伴
う地質調査
施設の耐震補強や更新の基
本設計

企業会計 60,300 50,000 110,300 38,652 1.5 0.0

関連業務委託の完了
①新中町更新
②承元寺取水口更新
関連業務委託の発注
③富士見が丘、村松診断
④清水谷津浄水場更新

①1件
②2件
③2件
④1件

①1件
②2件
③2件
④1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は工事や修繕による
施設の適正化を目的とする
ものであることから、工事
や修繕関連業務委託の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②100％
③100％
④100％

①100％
②100％
③100％
④100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、施設の耐震化事業の推進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

巴川流域における
貯留対策目標に対する
整備率

本取組は、洪水や雨水出水
に伴う被害の未然防止や軽
減を図り、市民の安全・安
心につなげることを目指す
ものである。そのため、総
合的な治水対策を重点的に
実施する必要があると位置
付けられている巴川流域に
おける、令和22年度までの
貯留対策目標（10.4万㎥）
に対する整備率を成果指標
として設定した。

69.4% 69.4% 57.7% Ａ57.7%

清水飯田東小学校や山田池等の雨水貯留
施設整備が完了したことにより、令和22
年度までの貯水対策目標に対する整備率
は69.4％となった。目標に向けた整備が
順調に進んでいることから、評価結果は
「Ａ」とした。

大内新田地区で実施中の雨水貯留施設整
備は複数年を要し、生涯学習交流館、公
園整備事業との同調も必要なため、工程
に遅れが生じないよう関係機関との協議
や必要予算の確保、計画的な発注を行
う。
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目標値 実績値 目標値

現年 繰越 計

会計年度
任用職員等

課題と解決方針評価結果 評価理由取組目的
R6 R6 R5 R4R6 R6

成果指標名 指標設定の考え方

実績値

会計
予算額

決算額 正規職員等

№

取組概要 投入コスト（インプット） 活動状況（アウトプット） 取組成果（アウトカム） 評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

取組内容

事業費（千円） 人工（人）

活動指標名政策 施策 所属名 取組名

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx40 04 01 水道計画課 【再掲】管路の耐震化事業 管路の耐震化の推進
管路布設替え計画の策定管
路布設替えのルートや工法
を検討する基本設計

企業会計 28,761 0 28,761 0 0.5 0.0
業務委託の発注
①承元寺導水管更新
②谷津～庵原送水管更新

①1件
②1件

①1件
②1件

活動指標で設定する関連業
務委託の進捗率

当取組は工事や修繕による
管路の適正化を目的とする
ものであることから、工事
や修繕関連業務委託の進捗
率を成果指標として設定し
た。

①100％
②100％

①100％
②100％

実績値なし 実績値なし Ａ
当取組の令和６年度実績は目標を達成し
ており、管路の耐震化事業の推進に繋
がったと評価できることから、評価結果
は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
事業の着実な推進に向けては、業務の発
注時期が設計コンサルなどの受注業者の
繁忙期となると、入札不調となる可能性
があるため、計画的に発注を行い、平準
化を図っていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx41 04 01 水道建設・維持課
【再掲】水道管路の調査、
設計及び施工に関する事業

重要な水道管の強靭化
大規模地震に備えるための
水道管・施設の地震対策の
実施

企業会計 1,885,777 333,391 2,219,168 173,512 12.0 0.8 基幹管路の耐震化工事延長 0.7km 1.2km 基幹管路の耐震管率

当取組は水道管の耐震化を
目的するものであり、市内
における水道管の耐震性の
向上を目指すものである
が、令和８年度までを実施
期間とする事業であること
から、基幹管路の耐震管率
を成果指標として設定し
た。

41.9% 41.9% 41.8% 41.5% Ａ

当取組の令和６年度実績は基幹管路の耐
震管率41.9％であり、目標どおりの成果
となった。これにより、基幹管路の耐震
性の向上に繋がったと評価できることか
ら、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
令和６年の能登半島地震で、上下水道設
備が機能を喪失したことから、上下水道
一体の耐震化の重要性が認識され、耐震
化計画の見直しが課題となっている。こ
のことから、「静岡市上下水道耐震化計
画」に基づき、災害拠点病院や避難所等
の重要施設に接続する上下水道の施設の
耐震化を優先して令和７年度以降の耐震
化を進めていく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx42 04 01 下水道建設課
【再掲】
浸水対策事業

「雨水管・ポンプ場などの
整備」により、浸水被害の
軽減を図ることで、危機管
理の強化を目指す。

「静岡市浸水対策推進プラ
ン」に位置付けた浸水対策
地区（市内全41地区）にお
いて、下水道部が所管する
26地区のうち、令和４年度
までに完了した地区が16地
区となった。これを令和８
年度末までに新たに２地区
を整備し、18地区の浸水対
策を完了する。

企業会計 1,839,828 1,638,914 3,478,742 1,717,368 8.5 0.0
①完了地区数（累積）
②対策実施地区数（完了地
区を除く）

①０地区
②５地区

①０地区
②２地区

浸水対策率（対策完了地区
数）

当取組は浸水被害の軽減に
つながるよう、雨水管・ポ
ンプ場などの整備を進めて
いくことから、「静岡市浸
水対策推進プラン」に位置
付けた浸水対策地区におい
て、下水道部が所管する浸
水対策が必要な地区数（26
地区）に対する整備完了地
区を示す「浸水対策率」を
成果指標として設定した。
（浸水対策が完了した地区
数／浸水対策が必要な地区
数（26地区））×100（％）

65.3％
（17地区）

65.3%
（17地区）

65.3%
（17地区）

61.5%
（16地区） Ａ

当取組の令和６年度実績は65.3％であ
り、目標通りの成果となった。浸水対策
の推進に繋がっていると評価できること
から、評価結果は「Ａ」とした。

排水先となる県管理河川巴川の河川整備
計画が変更されることから、この計画に
合わせて、事業内容の変更が必要とな
る。
巴川の新たな整備計画を踏まえ、当該事
業の整備方針を決定していく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx43 04 01 下水道建設課
【再掲】
重要な下水道管・施設の強
靭化事業

想定される巨大地震に備
え、管の強靭化を進めるこ
とで、危機管理の強化を目
指す。

「静岡市下水道総合地震対
策計画」に基づき、特に重
要な管に位置付けた363.7km
のうち、令和４年度末まで
に251.6kmの耐震化が完了し
ている。令和７年度以降は
当該計画に加えて「静岡市
上下水道耐震化計画」に基
づき、262箇所の重要施設に
接続する下水道管を含めた
369.3kmの耐震化を進める。

企業会計 931,850 984,008 1,915,858 1,037,092 4.5 0.0 特に重要な下水道管の耐震
化工事

3.6km 3.5km 重要施設への耐震化率

当取組は地震災害に対して
被害を最小限にするととも
に、迅速な対応により早期
の機能回復が可能となるよ
う、特に重要な下水道管を
耐震化していくことから、
「重要施設への耐震化率」
を成果指標として設定し
た。
（下水道管が耐震化された
重要施設数［43箇所］／重
要施設数［262箇所］）×
100（％）

16.4% 16.4% 16.4% 16.4% Ａ

　下水道管の地震対策について、（活動
指標）特に重要な下水道管の耐震化工事
を令和６年度計画「3.6km」に対し
「3.5km(3.53km)」実施した。
　具体的な取組として、県立総合病院な
どの重要施設から浄化センターへのルー
トの管の耐震診断、設計などを実施し、
この結果、次年度の重要施設への耐震化
完了につなげることができた。（成果指
標）「重要施設への耐震化率」
「16.4%」に対し実績「16.4%」となっ
た。【成果指標達成状況：100％】

　重要施設から浄化センターを結ぶ管の
耐震化を早期に進めるにあたり、排水量
が多く管内の水位が高い箇所があるた
め、通常より施工に時間を要する。
　水量が少ない時間帯の調査や水替え方
法の検討等を行い、最適な施工方法を決
定していく。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx44 04 01 下水道建設課
【再掲】
重要な下水道管・施設の強
靭化事業

想定される巨大地震による
津波に備え、雨水管吐口
ゲートを設置することよ
り、管路内遡上による上流
域の浸水、土砂等の流入に
伴い管路内を閉塞すること
による流下機能の低下防止
を図る。

津波対策が必要な既設の雨
水管吐口のゲート設置工事
の実施
（全31箇所のうち、令和８
年度末までに３箇所のゲー
ト設置を完了する。）

企業会計 28,000 0 28,000 0 0.5 0.2 （雨水管吐口）
ゲート設置工事

０箇所 ０箇所 ゲート設置率

当取組は津波発生時に管路
内遡上による上流域の浸水
や土砂等の流入による管路
内閉塞の流下機能低下の防
止を目指すものであること
から、耐津波化が必要な箇
所に対するゲート設置率を
成果指標として設定した。
（ゲート設置完了箇所数／
耐津波化が必要な個所数
（31箇所）×100（％））

3.2% 3.2% 3.2% 0.0% Ａ

  下水道管・施設の津波対策について、
（活動指標）ゲート設置工事（雨水管吐
口）を発注した。これにより令和６年度
計画「０箇所」に対し「０箇所」の実施
となった。
　具体的な取組みとして、清水区横砂地
区の二級河川庵原川に流れる雨水管吐口
のフラップゲート設置工事を発注し、こ
の結果、（成果指標）ゲート設置率は、
令和６年度計画「3.2％」に対し実績
「3.2％」となった。【成果指標達成状
況：100％】

　「三保４号雨水管」及び「折戸１号雨
水管」は折戸湾内に吐口があるが、静岡
県の防潮堤計画の詳細が未確定のため、
将来形を見越したゲート設置位置及び構
造の検討が必要となる。
　整備の手戻りが生じないように、港湾
管理者との協議を綿密に行う。

1804_【上下水道局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx45 04 01 水道施設課

【再掲】
土木関連の工事に関する事
業
（水道施設の地震対策）

重要な水道施設の耐震化
大規模地震に備えるための
施設の地震対策の実施

企業会計 371,707 144,520 516,227 163,963 3.0 0.0 耐震化工事の実施箇所数 1箇所 1箇所 配水施設の耐震化率

当取組は地震対策を目的と
するものであり、施設の耐
震化を目指すものであるか
ら、各施設の耐震化率を成
果指標として設定した。

53.2% 53.2% 52.1% 52.1% Ａ
当取組の令和６年度実績は53.2％であ
り、目標どおりの成果となった。これに
より、施設の耐震化が進んだと評価し、
評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
令和６年の能登半島地震で、上下水道設
備が機能を喪失したことから、上下水道
一体の耐震化の重要性が認識され、耐震
化計画の見直しが課題となっている。こ
のことから、「静岡市上下水道耐震化計
画」に基づき、災害拠点病院や避難所等
の重要施設に接続する上下水道の施設の
耐震化を優先して令和７年度以降の耐震
化を進めていく。

1505_【建設局・⑩社会基盤分野】取組評価シート①（総合計画登載取組）.xlsx46 04 02 建設政策課
【再掲】
地籍調査に関する事業

大規模災害時の迅速な復旧
復興への備えとして、道路
や水路等の境界を明確にす
る。

法務局所管の公図や登記情
報をもとに、土地所有者と
の現地立会調査にて土地の
境界を確認し、その結果を
簿冊や地図に取りまとめ、
法務局へ送付することで、
地図等を整備する。

一般会計 218,122 78,800 296,922 155,762 7.0 1.0
災害発生の可能性が高い地
域の地籍調査実施面積（換
算面積）

0.6㎢ 0.6㎢
津波浸水想定区域の地籍調
査進捗率

被災時の住民生活の影響が
大きく、都市機能の回復が
急務とされる津波浸水想定
区域の進捗率を指標に設定
した。

41% 41% 31% 23% Ａ
計画していた地区の地籍調査業務を発注
し、第2期静岡市地籍調査基本計画通り
に進捗しているため。

静岡市地籍調査基本計画に基づき、事業
を遅滞なく進めていくため、事業費の確
保と効率的・効果的な事業実施
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【再掲】給水拠点に係る地
域との訓練に関する事務

災害時において市民が円滑
に応急給水を受けられる環
境を整備することで、市民
の安心・安全の確保を図
る。

臨時給水所等の使用方法等
の周知

企業会計 0 0 0 0 0.2 0.0 臨時給水所等に関する説明
会の実施

８回 ８回
臨時給水所等の開設・運営
方法等を習得した市民の人
数

当取組は災害時に市民が円
滑に応急給水を受けられる
環境を整備するものである
ことから、臨時給水所等の
開設・運営方法等を習得し
た市民の人数を成果指標と
して設定した。

95人 95人 実績値なし 実績値なし Ａ

当取組の令和６年度実績は95人であり、
目標どおりの成果となった。これによ
り、市民の災害時における給水体制に関
する理解と対応力が向上したと評価でき
ることから、評価結果は「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
災害時の応急給水は市民が自律的に行動
する必要があるため、訓練への参加人数
の拡大が課題となっている。このことか
ら、より多くの市民に参加してもらえる
よう情報提供を進めていく。
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【再掲】水道管路の調査、
設計及び施工に関する事業

災害時の給水拠点の整備
配水池を利用した給水拠点
の整備

企業会計 854 0 854 854 1.0 0.1 給水拠点の整備箇所数 1箇所 1箇所
給水拠点の整備により被災
後３日間で給水可能な人口

当取組は配水池等の水道施
設を活用して災害時の給水
拠点の整備を図るものであ
り、給水拠点の整備によ
り、発災から３日間で1人1
日３Lの給水が可能となる人
数を成果目標として設定し
た。

205,652人 205,652人 42,589人 32,349人 Ａ

当取組の令和６年度実績は給水拠点の整
備により被災後３日間で給水可能な人口
205,652人であり、目標どおりの成果と
なった。これにより、災害時に給水可能
な人口が増加したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
給水拠点整備の更なる増加に向けては、
整備可能な施設と整備箇所の選定が課題
となっている。このことから、施設整備
にあたり、より効果的に給水が可能とな
る施設を選定し、整備効果を高めてい
く。
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【再掲】
工事・修繕立会い事業
（給水拠点等の整備・充
実）

災害時の給水拠点の整備
配水池を利用した給水拠点
の整備

企業会計 8,514 0 8,514 2,365 1.0 1.0 給水拠点の整備箇所数 1箇所 1箇所
給水拠点の整備により被災
後３日間で給水可能な人口

当取組は配水池等の水道施
設を活用して災害時の給水
拠点の整備を図るものであ
り、給水拠点の整備によ
り、発災から３日間で1人1
日３Lの給水が可能となる人
数を成果目標として設定し
た。

205,652人 205,652人 42,589人 32,349人 Ａ

当取組の令和６年度実績は給水拠点の整
備により被災後３日間で給水可能な人口
205,652人であり、目標どおりの成果と
なった。これにより、災害時に給水可能
な人口が増加したことから、評価結果は
「Ａ」とした。

当取組の評価結果は「Ａ」であったが、
給水拠点整備の更なる増加に向けては、
整備可能な施設と整備箇所の選定が課題
となっている。このことから、施設整備
にあたり、より効果的に給水が可能とな
る施設を選定し、整備効果を高めてい
く。
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